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はじめに

　東京医療保健大学は、平成17(2005)年4月に建学の精神である「科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・研究及び臨床活動」「寛容と温かみのある人
間性と生命に対する畏敬の念を尊重する精神」に則り、医療分野において特色ある教育研究を実践することで、時代の求める高い専門性、豊かな人間性及び教
養を備え、これからの社会が抱える様々な課題に対して新しい視点から総合的に探求し解決することができる人材の育成を理念・目的として、1学部3学科、入
学定員280名(学生定員1,120名)により開学しました。
　その後、社会のニーズに応じて教育研究組織の整備充実を図り、令和6(2024)年4月現在では、5学部7学科・4研究科・2専攻科、入学定員794名(収容定員2,909
名)となり、これまで社会に有意な多くの医療人材を輩出しております。特に、大学における看護師の養成数においては入学定員490名(収容定員1,960名)となり
我が国最大規模となっております。

　本学の特色は、医療人材の養成において、我が国の中核医療機関との連携・協力のもとに、最先端の高度医療を臨地実習で学べることにあります。具体的に
は、NTT東日本関東病院、国立病院機構東京医療センター・災害医療センター・村山医療センター、地域医療機能推進機構(JCHO)船橋中央病院、日赤和歌山医療
センターと連携協定を締結し、各医療機関の医師や看護師等に臨床教員としてご就任いただき、充実した実習教育が展開されております。
　また、大学院においても本学の理念・目的のもとに教育・研究を推進するとともに、連携する医療機関の協力により診療看護師(NP)等高度医療人材の育成に
取り組んでおります。

　令和7(2025)年度の点検・評価報告書については、社会への説明責任を果たすため、本学が策定した「今後10年間の教育研究活動に関する取組内容について
（平成28（2016）年3月策定）」、「第2期中期目標・計画（平成29（2017）年3月策定）」「東京医療保健大学ビジョン（平成29（2017）年10月策定）」及びそ
の実現のための「アクションプラン（平成30（2018）年9月策定）」等のこれまでの取組を継続しつつ、ポストコロナ対応等の今後新たに取り組むべき課題を加
えた「第3期中期目標・計画（令和4（2022）年度～令和8（2026）年度までの5か年計画）」の3年目の進捗状況について点検し、客観的な評価指標（KPI）に基
づき各計画の達成状況を4段階にて評価しております。

　令和7年度は、引き続きDX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進し、ICTを活用した遠隔授業(オンデマンド方式・リアルタイム方式)や対面授業と
の併用によるハイブリッド型授業の実施などの取組も最大限活用しつつ、本学の教育理念・目的を念頭とした教育、研究及び社会貢献活動に取り組んでまいり
ました。また、令和７(2025)年度は大学基準協会による認証評価を受審し、是正勧告2件、改善課題３件の指摘を受けたものの、基準4/教育・学習に関しては、
「建学の精神を実現する教育DXの推進を単なる技術導入にとどめず、教育理念と結びつけながら、実践教育として体系的に展開している点は、学習成果の可視
化と教育の質を高める取り組みとして評価できる。」と「長所」としてプラス評価されたこともあり、結果、東京医療保健大学は大学基準協会の大学基準に適
合していると認定されたところである。
　
　本学は、毎年公表する点検・評価報告書については、「(全学)自己点検・評価委員会」において取りまとめの上、「外部評価委員会」による検証・評価をい
ただき、学長に報告され、さらに「内部質保証推進会議」、「大学経営会議」、「理事会・評議員会」での審議・承認を経た上でウェブサイトに速やかに公表
し、社会への説明責任を果たすとともに、社会からの評価を真摯に受け止め、その改善充実を図っております。

　今後も、本学の建学の精神及び教育理念・目的に基づき、学部・学科(各キャンパス)、大学院研究科、専攻科がそれぞれの特色・強みをより発揮し社会の
ニーズに応え、教育、研究及び社会貢献活動に戦略的かつ機動的に取り組んでまいります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京医療保健大学長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀　山　周　二
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1.理念・目的

「計画達成のための方策」
学生に対しては、新入生及び各
学年のガイダンスにおける履修
説明等において周知を図る。ま
た教職員に対しては採用時のオ
リエンテーション等や学内
LAN、デスクネッツ等で周知を
図る。社会に対しては、ホーム
ページにおいて公表する。
「評価指標」
・新入生及び各学年のガイダン
スの参加者数、アンケートの実
施状況
・各部局毎のオリエンテーショ
ンの教職員参加者数、アンケー
トの実施状況
・ホームページにおける公表状
況

Ⅲ
【年度計画1】
学生に対しては、新入生及
び各学年のガイダンスにお
ける履修説明等において周
知を図る。また教職員に対
しては採用時のオリエン
テーション等や学内LAN、デ
スクネッツ等で周知を図
る。社会に対しては、ホー
ムページにおいて公表す
る。
「評価指標」
・新入生及び各学年のガイ
ダンスの参加者数、アン
ケートの実施状況
・各部局毎のオリエンテー
ションの教職員参加者数、
アンケートの実施状況
・ホームページにおける公
表状況

Ⅲ・学生に対する新入生及び各学年のガイダンスについては、各
キャンパス毎に以下のとおり、計画的に実施したところである。
・教職員に対するオリエンテーションについては、全学の新採用
オリエンテーションの実施のほか、各キャンパスにおいて、教職
員オリエンテーションを実施したところである。
・令和6年4月26日において、他のキャンパスの新入生と一堂に会
し、東京医療保健大学の学生としての自覚を持つ機会とする等の
目的により、「令和6年度新入生合同研修」を国立オリンピック
記念青少年総合センターを会場として、和歌山看護学部生も前泊
し、全学部一斉参加方式での開催となった。
当日は、田村理事長、亀山学長からの講話や学部混合でのグルー
プワークとしてのコミュニケーション研修や学友会の活動紹介な
ども含め有意義な研修会となった。
・各キャンパスには、デジタルサイネージを設置しており、学生
に関する各種情報のほか大学の校歌が流れるなど、建学の精神や
大学の理念の涵養等を図っている。
また、大学・学部・研究科等の理念・目的については、毎年度最
新の教育情報を大学HPに公開しているが、学生に建学の精神、教
育理念・目的等の理解がどこまで浸透できたかを把握するため
に、令和6年度卒業生アンケート調査に項目を追加しアンケート
を実施した。今後は調査結果を踏まえ、さらに必要な対策等を講
じる必要があるか検討を行う。

【計画1】(企画部)
大学・学部・研究科等の理念・
目的については、学則、履修案
内等に明記した上で構成員に対
し説明するとともに、本学の
ウェブサイト等を活用し、大学
構成員及び広く社会にも公表す
る。

第3期中期計画 令和7年度計画

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

内部質保証推進会議

・学生に対する新入生及び各学年のガイダンスについては、キャ
ンパス毎に以下のとおり、計画的に実施したところである。
・教職員に対するオリエンテーションについては、全学の新採用
オリエンテーションの実施のほか、各キャンパスにおいて、教職
員オリエンテーションを実施したところである。
・令和7年4月21日において、東京医療保健大学の学生としての自
覚を持つ機会とする等の目的により、首都圏の各学部学生と和歌
山看護学部とテレビ会議を接続して、国立オリンピック記念青少
年総合センターにおいて「令和7年度新入生合同研修」を開催し
た。当日は、田村学園長、亀山学長からの講話やキャリアデザイ
ン講座、コミュニケーション講座や学友会の活動紹介なども含め
有意義な研修会となった。
・各キャンパスには、デジタルサイネージを設置しており、学生
に関する各種情報のほか大学の校歌が流れるなど、建学の精神や
大学の理念の涵養等を図っている。また、大学・学部・研究科等
の理念・目的については、毎年度最新の教育情報を大学HPに公開
しているが、学生に建学の精神、教育理念・目的等の理解がどこ
まで浸透できたかを把握するために、令和7年1月に実施した「令
和6年度卒業生アンケート調査」において、初めて「建学の精
神・教育理念・目的」に関する評価項目として、「豊かな人間性
と教養を備えることができ、不確実な社会に出ても対応できる
力」を身に付けることができたかとの問いに対して、学生686人
の回答のうち、「そう思う」、「ややそう思う」との回答は639
人(93%)と予想以上の回答率であった。ただし、認証評価結果と
して、「大学院の理念・目的については、医療保健学研究科と看
護学研究科の博士課程と修士課程の目的が共通であるため、課程
ごとに設定することが望まれる」と指摘を受けたことから、令和
8年度中に大学院学則の改正を行うこととする。

評
価
区
分
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第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

内部質保証推進会議
評
価
区
分

〇教職員オリエンテーション実施状況
・4月2日 五反田キャンパスにて実施
　　　　　五反田　世田谷　東が丘　立川　千葉 　合計
　参加者　 5　     1       6       6     2     20
・4月8日 五反田キャンパスにて実施
　参加者　五反田 1
・9月24日 五反田キャンパスにて実施
  参加者　千葉　1
・4月1日　7月1日　雄湊キャンパスにて実施
　参加者　5(4月)2(7月)
 
〇新入生合同研修実施状況(4月26日に実施)
　　　    医看　栄養　情報　東が丘　立川 千葉 和歌山　合計
　参加者　115   71    22     95     113   96   100   612/644
  (参加率:95.0%)

〇教職員オリエンテーション実施状況
・4月1日 五反田キャンパスにて実施
　　　　　五反田　世田谷　東が丘　立川　千葉 　合計
　参加者　 1　     3       2       0     0      6
・4月2日　雄湊キャンパスにて実施
　参加者　 1
 
〇新入生合同研修実施状況(4月21日に実施)
　　　    医看　栄養　情報　東が丘　立川 千葉 和歌山　合計
　参加者　143   80    14     108    129   117  107  698/747
  (参加率:93.4%)

〇学生ガイダンス実施状況(単位:人)　※( )は新入生数であり内数
【学部学生】
　   　医看　栄養　情報　東が丘　立川　千葉　和歌山　合計
  前期  (120) (80)  (30)  (102)  (115) (99) (100)    (646)
         460   232   154   456    456   447   404     2609
　後期   ―    ―   (26)  (102)    ―  (96)　(101)   (325)
         ―    ―    148   217     ―   442   401     1208
【大学院学生】
　　　　医療保健学　看護学　千葉看護学　和歌山看護学　合計
　前期  (36)        (44)    (7)         (8)           (95)
         36          78      17          16            147
　後期   ―          ―   　 ―　       (8)            (8)
         ―          ―　　  ―          17 　　　　 　 17
【専攻科学生】
        助産学　和歌山助産学　合計
　前期　 20      9   　　      29
　後期 　―      9              9

〇学生ガイダンス実施状況(単位:人)　※( )は新入生数であり内数
【学部学生】
　   　医看　栄養　情報　東が丘　立川　千葉　和歌山　合計
  前期  (153) (92)  (27)  (115)  (135) (117) (107)    (646)
         153   250   154   443    475   450   397     2609
　後期   (94) (92)   (27)  (113)   ―   (115) (107)    (325)
         265   250   154   213    ―    448   398     1208
【大学院学生】
　　　　医療保健学　看護学　千葉看護学　和歌山看護学　合計
　前期  (36)        (45)    (7)         (5)           (95)
         36          52      16           9            147
　後期   ―          ―   　(6) 　      (5)            (8)
         ―          ―　　  14           9 　　　　 　 17
【専攻科学生】
        助産学　和歌山助産学　合計
　前期　 20      10   　　      30
　後期 　―      10             10
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第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

内部質保証推進会議
評
価
区
分

【年度計画2】
学長直轄の「学長戦略本
部」を中心に、全学的な教
学マネジメントシステムを
構築するとともに、「教学
マネジメントチェックリス
ト」を運用し、「大学全体
レベル」、「学位プログラ
ムレベル」、「授業科目レ
ベル」毎に自己点検・評価
及び検証等を行いながら、
内部質保証システムのＰＤ
ＣＡサイクルを構築する。
「評価指標」
・「教学マネジメント
チェックリスト」の作成及
び活用した自己点検・評価
及び検証等の実施状況

Ⅳ
「計画達成のための方策」
学長直轄の「学長戦略本部」を
中心に、全学的な教学マネジメ
ントシステムを構築するととも
に、「教学マネジメントチェッ
クリスト(仮称)」を運用し、
「大学全体レベル」、「学位プ
ログラムレベル」、「授業科目
レベル」毎に自己点検・評価及
び検証等を行いながら、内部質
保証システムのPDCAサイクルを
構築する。
「評価指標」
・「教学マネジメントチェック
リスト(仮称)」の作成及び活用
した自己点検・評価及び検証等
の実施状況

・令和6年度「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセス
メントプラン」に係る点検・評価については、令和5年度の点
検・評価結果に基づき「学長が改善等が必要と判断した事項等」
について令和6年度中に点検・評価を実施済みである。
・令和7年度「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセス
メントプラン」に係る点検・評価については、令和7年12月3日開
催の「内部質保証推進会議」及び「大学経営会議」において、
「令和7年度における自己点検・評価報告書作成要領」により、
令和6年度は令和5年度の点検・評価結果に基づき「学長が改善等
が必要と判断した事項等」について点検・評価を実施したが、令
和7年度も引き続き当該事項についての点検評価等を実施するこ
ととして、各学部・学科、研究科、担当事務部等においては「点
検・評価報告書別紙様式1」について、全学教務委員会・全学
FD・SD委員会は「点検・評価報告書別紙様式2」について、それ
ぞれ点検・評価した上で令和8年3月末までに提出することとし
た。

【計画2】(学長戦略本部・企
画部)
教育の質保証の観点から、毎年
度定期的に自己点検・評価及び
検証を行い、その結果について
外部評価を実施し公表する。ま
た、学長直轄の「学長戦略本
部」を中心に、より適切なもの
となるよう外部評価結果等を踏
まえ、教育研究活動等の改善・
充実を図る。

Ⅳ・「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセスメントプラ
ン」に基づき、本学が定める3つのポリシーに基づいて教育課程
等が有効に機能しているか等を「大学全体レベル」、「学位プロ
グラムレベル」、「授業科目レベル」ごとに点検・評価を実施し
たが、そのうち、 「大学全体レベル」での結果を「令和5年度点
検・評価」として取りまとめ、「全学自己点検・評価委員会」で
検証し学長に報告した。さらに令和6年7月10日開催の「内部質保
証推進会議」では「全学自己点検・評価委員会」の点検・評価結
果を基に更に全学的見地から評価を行い、その後同日開催の「大
学経営会議」に報告し、速やかにウェブサイトにて公表を行っ
た。
・「令和5年度点検・評価」結果を取りまとめた後、学長からの
改善指示に基づき、各部局等の取り組みについて具体の改善策等
を「令和6年度教学マネジメントチェックリスト及びアセスメン
トプラン点検・評価報告書」として報告することとした結果、各
学科対応分については令和7年1月15日開催の「内部質保証推進会
議」にて、全学委員会対応分については令和7年2月19日開催の
「内部質保証推進会議」にて、それぞれ報告・承認された。これ
らの取り組みによりPDCAサイクルを機能させ、本学の内部質保証
システムの確立に努めた。
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2.内部質保証

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

令和6年度実績第3期中期計画 令和7年度計画

【計画3】(企画部)
内部質保証の方針に基づき、本
学における内部質保証システム
を構築するため、「内部質保証
推進会議」の機能強化を図る。

【計画4】(学長戦略本部・企
画部)
教育の質保証の観点から、年度
計画を着実に推進するととも
に、自己点検・評価及び外部有
識者による評価を行い、その結
果を改善・充実に反映させる。
また令和7年度に受審する大学
基準協会の認証評価に適切に対
応する。

【年度計画3】
「内部質保証推進会議」の
権限と責任を明確化し、そ
の機能強化を図るため、部
局の現状等を更にエビデン
スに基づき分析・評価でき
るよう、「学長戦略本部」
と連携しIR機能の強化を図
る。
「評価指標」
・IR機能強化の状況、各種
データの分析状況

Ⅳ・令和6年度は、IR機能を強化するため、各学部・学科の教員か
ら構成している「IR推進室運営会議」のメンバーから意見や取り
組みを聴取する機会を増やした。「他大学研修会」や「高等教育
に関する学会・研究会」などにおける活動報告、各学部・学会で
の教員や学生に向けた教学改善（研修・情報提供）などの事例を
収集した。
また、全学的な教学マネジメント体制を構築し、教育・学修の評
価・改善活動の促進、教育・学修の質の保証と向上するために
「大学全体・学位プログラム・授業科目」レベルでの学修成果の
可視化となるデータについて、議論した。その結果、授業評価の
「定性データ」からの分析が必要があると考え、学長裁量経費で
獲得した予算で「質的データ分析ソフトウェア」を購入し、R6年
度授業評価アンケートの定性分析を進めている。
・2024年度 学生の学修に関する実態調査の回答率（継続）79.6%
・授業評価アンケートの回答率（継続）72.7%

「計画達成のための方策」
「内部質保証推進会議」が、全
学的な内部質保証システムの要
として機能するためにその権限
と責任を明確化し、継続的にそ
の機能強化を図る。
「評価指標」
・IR機能強化の状況、各種デー
タの分析状況

Ⅲ

自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況

IR推進室では、内部質保証推進会議の機能強化に資するため、学
長戦略本部と連携し、各部局の現状をエビデンスに基づき分析・
評価できる教学IR機能の強化を進めた。具体的には、令和7年度
全国学生調査の結果について、回答者1,207名のデータを学部・
学科別、学年別に集計・分析し、専門性、協働、成長実感等の強
みと、外国語、数理・統計・データサイエンス、授業外学修、学
生意見を踏まえた改善実感等の課題を明確化した。また、2025年
度新入生プレイスメントテストについて、英語・数学・国語およ
び総合得点の記述統計を算出し、入学時点の基礎学力や学科・専
攻別のばらつきを可視化した。さらに、卒業生アンケート、卒業
生就職先アンケートの結果を整理し、卒業後の進路、教育理念の
理解・達成、就職先から見た資質・能力等を把握した。これらの
分析結果を内部質保証推進会議における検討資料として提示し、
学修成果の可視化、初年次教育・学修支援、FD・SD、カリキュラ
ム改善、情報公表につなげる基礎資料を整備した。以上により、
IR機能の強化および各種データ分析は計画どおり進捗している。
評価区分は「Ⅳ：年度計画を達成している」と判断する。

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）
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評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

令和6年度実績第3期中期計画 令和7年度計画 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況

「計画達成のための方策」
年度計画を着実に推進するとと
もに、令和7年度に受審する大
学基準協会の認証評価に適切に
対応するため、計画的に準備作
業を進める。
「評価指標」
・令和7年度に受審する大学基
準協会の認証評価の準備、評価
結果

Ⅳ
【年度計画4】
年度計画を着実に推進する
とともに、令和7年度に受審
する大学基準協会の認証評
価に適切に対応するため、
計画的に準備作業を進め
る。
大学基準協会の認証評価を
受審
「評価指標」
・令和7年度に受審する大学
基準協会の認証評価の準
備、評価結果

Ⅲ ・令和7年度は、大学基準協会による認証評価を受審し、「東京
医療保健大学に対する大学評価(認証評価)結果」として、令和8
年3月に、是正勧告2件、改善課題3件の指摘を受けたものの、基
準4/教育・学習に関しては、「建学の精神を実現する教育DXの推
進を単なる技術導入にとどめず、教育理念と結びつけながら、実
践教育として体系的に展開している点は、学習成果の可視化と教
育の質を高める取り組みとして評価できる。」と「長所」として
プラス評価されたこともあり、結果、本学は大学基準協会の大学
基準に適合していると認定されたところである。
・是正勧告等の指摘事項に対しては、令和11年中に提出が義務付
けられている「改善報告書」提出時までに、スケジュール管理の
上で、全ての指摘事項等の計画的改善を図ることとする。

・令和7年度に受審する大学基準協会の認証評価に適切に対応す
るため、令和6年4月23日、令和7年1月15日に大学基準協会がWEB
にて開催した「第4期機関別認証評価に関する実務説明会」等
に、亀山学長、松浦事務局長、学長戦略本部 教学マネジメント
DX 推進チーム及び企画部職員が参加し、次期認証評価に関し学
ぶ機会を得た。またこの内容等を踏まえ、令和6年10月23日に開
催した全学教職員のFD・SD活動である「東京医療保健大学を語る
会」において、「令和7年度 大学基準協会認証評価の受審に向け
た本学の取組等について」と題し、亀山学長及び松浦事務局長か
ら説明し、情報共有を行った。
・「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセスメントプラ
ン」に基づく「令和5年度点検・評価」結果を取りまとめた後、
学長からの指示に基づき、各部局等の取り組みについて具体の改
善策等を「令和6年度教学マネジメントチェックリスト及びアセ
スメントプラン点検・評価報告書」として報告することとした結
果、各学科対応分については令和7年1月15日開催の「内部質保証
推進会議」にて、全学委員会対応分については令和7年2月19日開
催の「内部質保証推進会議」にて、それぞれ報告・承認された。
これらの取り組みによりPDCAサイクルを構築し、本学の内部質保
証システムの確立に努めた。
・これらの取り組みを行った上で、大学基準協会からの要請に基
づき、「令和6年度点検・評価報告書」及び関連資料等を全学部
等の協力を得て作成し、令和7年3月28日付けにて大学基準協会に
提出した。

【計画5】(企画部)
内部質保証の状況を、所要の学
内会議に報告した上で、外部有
識者等の意見等を踏まえ、本学
の教育研究活動等の改善・向上
を継続して推進するとともに、
内部質保証に関する情報を学内
外に公表し、大学としての説明
責任を果たす。
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評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

令和6年度実績第3期中期計画 令和7年度計画 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況

「計画達成のための方策」
毎年度、内部質保証の状況を、
外部有識者等が委員を務める外
部評価委員会、大学経営会議、
理事会・評議員会等の学内会議
に報告し、会議での意見・提言
等を踏まえて、本学の管理運営
及び教育研究活動等の改善・向
上を継続して推進する。また、
点検・評価の結果等を含め、内
部質保証に関する情報をホーム
ページにおいて公表する。
「評価指標」
・外部評価委員会等の開催状況
及びホームページにおける公表
状況

Ⅳ
【年度計画5】
内部質保証の状況を、外部
有識者等が委員を務める外
部評価委員会、大学経営会
議、理事会・評議員会等の
学内会議に報告し、会議で
の意見・提言等を踏まえ
て、本学の管理運営及び教
育研究活動等の改善・向上
を継続して推進する。ま
た、点検・評価の結果等を
含め、内部質保証に関する
情報をホームページにおい
て公表する。
「評価指標」
・外部評価委員会等の開催
状況及びホームページにお
ける公表状況

・令和6年度に係る自己点検・評価については、令和7年度の大学
基準協会による認証評価に適切に対応する必要があることから、
作業全般を少し後送りにすることとした上で、
①第3期中期目標・計画に基づく「令和6年度点検・評価報告書」
については、令和7年9月3日開催の「内部質保証推進会議」及び
「大学経営会議」及び令和7年9月24日開催の「理事会・評議員
会」において審議・承認され、
②令和6年度「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセス
メントプラン」に係る点検・評価については、令和5年度の点
検・評価結果に基づき「学長が改善等が必要と判断した事項等」
について令和6年度中に点検・評価を実施済みである。
・令和7年10月22日開催の「外部評価委員会」において、事前に
提出いただいた委員からのご意見等に対する回答・対応等を中心
に質疑応答を行ったところであり、委員からご指摘いただいた点
は次年度の計画等に反映することで、教育研究活動等の継続的な
改善等を図ることとした。
・「令和6年度点検・評価報告書」はいずれも大学HPに公開して
いる。

Ⅳ・令和5年度に係る自己点検・評価については、
①第3期中期目標・計画に基づく「令和5年度点検・評価報告書」
については、令和6年5月8日開催の「内部質保証推進会議」及び
「大学経営会議」及び令和6年5月22日開催の「理事会・評議員
会」において審議・承認され、
②「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセスメントプラ
ン」に基づく「令和5年度点検・評価報告書」については、令和6
年7月10日開催の「内部質保証推進会議」及び「大学経営会議」
において、審議・承認された後、
・令和6年9月24日開催の「外部評価委員会」において、事前に提
出いただいた委員からのご意見等に対する回答・対応等を中心に
質疑応答を行ったところであり、委員からご指摘いただいた点は
次年度の計画等に反映することで、教育研究活動等の継続的な改
善等を図ることとした。
・「令和5年度点検・評価報告書」はいずれも大学HPに公開して
いる。
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3.教育研究組織

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

令和6年度実績

・大学院医療保健学研究科プライマリケア看護学領域では第1期
生は令和7年3月に11名全員が最短の2年間で修了することができ
た。
・令和6年4月には第2期生16名が入学し、令和7年4月には12名の
入学が決定し、令和7年度はM1生12名、M2生16名が修士課程にて
学ぶことになる。8名程度の定員確保は3年連続で達成できてい
る。
・院生の特定行為研修に関する履修状況と修了を審議する「特定
行為研修管理委員会」は外部委員4名を含めた8名の構成員で4
月、12月と3月と3回開催され、カリキュラム内容や講師の選定、
実習施設の選定、成績管理および修了判定が計画通りに行われ
た。

内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

第3期中期計画 令和7年度計画

「計画達成のための方策」
大学院医療保健学研究科修士課
程プライマリケア看護学領域を
令和5年度に開講するため、関
係機関との調整等を着実に実施
し、開講準備を着実に進めると
ともに、開講後適切に運営す
る。

Ⅳ
【年度計画6】
1.大学院医療保健学研究科
修士課程プライマリケア看
護学領域を開講し適切に運
用する。
2.特定行為研修管理委員会
を開催する。
3.修了生（3年長期履修）及
びＮＰ協議会認定試験合格
者を輩出する。
4.NP修了生、在校生の交
流、報告会を実施する。

Ⅳ

【計画6】㋐(大学院医療保健
学研究科)
大学院医療保健学研究科修士課
程プライマリケア看護学領域を
令和5年度に開講するための準
備を進めるとともに、開講後適
切に運営する。

評
価
区
分

令和7年度計画達成状況

1.大学院医療保健学研究科修士課程プライマリケア看護学領域は
令和8年3月に第2期生を14名最短の2年間で修了させることができ
た。また7年4月には3期生12名が入学した。教育課程のカリキュ
ラムは予定通りに遂行できた。
2.特定行為研修管理委員会を令和7年度は2回開催し、特定行為研
修の修了判定やカリキュラム内容の審議を行った。
3.2期生は16名の入学であったが、実習等の科目が不合格のため1
名が退学、1名が休学となった。NP資格試験は令和6年度の1期生
で不合格であった2名、7年度受験者14名合わせて16名がすべて合
格した。
4.NP修了生、在校生の交流、報告会に関してはM2の課題研究の発
表会にM1の在校生が参加することで交流の機会を作った。
・プライマリケア看護学領域が教育訓練給付制度（専門実践教育

「評価指標」
・大学院修士課程プライマ
リケア看護学領域の運営状
況
・特定行為研修管理委員会
1～2回/年
・修了生（3年長期履修）及
びＮＰ協議会認定試験合格
者5～8名
・ＮＰ修了生、在校生の交
流、報告会　年1回程度
・入学者数、特定行為管理
委員会開催数、修了生の人
数、日本NP教育大学院協議
会におけるNP資格認定試験
合格者の人数、修了後の就
業先と職務の状況、修了後
の学会や研究会等の発表件
数、在学生と修了生との交
流及び研修会の開催状況

自己点検・評価委員会

評
価
区
分

「評価指標」
・大学院修士課程プライマリケ
ア看護学領域の開講準備・運営
状況
(令和7・8年度)
・入学者数、特定行為管理委員
会開催数、修了生の人数、日本
NP教育大学院協議会におけるNP
資格認定試験合格者の人数、修
了後の就業先と職務の状況、修
了後の学会や研究会等の発表件
数、在学生と修了生との交流及
び研修会の開催状況
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令和6年度実績 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

第3期中期計画 令和7年度計画
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

1.高度実践看護、助産、公衆衛生ならびに看護科学コースの定員
を満たしている。

2.博士後期課程と看護科学コースで、1名ずつ個人的にやむをえ
ない理由で退学者がでた。

1.全学様式による教員自己評価を5月に実施し、学部長による総
括を8月に公開した。

【年度計画7】
1.継続的運営を行う。
2.定員確保

「評価指標」
・新体制での定員確保状況

1.高度実践看護、助産、公衆衛生ならびに看護科学コース（看護
教育・研究者プログラムおよび看護管理者養成プログラム）の定
員を満たしている。100％
令和7年3月には第1期生3名は最短の2年間で修了し、学位（看護
学修士）を取得された。
令和7年4月からはさらに新規に看護管理者プログラムは5名が入
学の予定であり、勉学・研究に励んでいる。令和7年度にはM1生5
名プラスM2生2名の予定である。100％
看護学研究科「高度実践助産コース」「高度実践公衆衛生看護
コース」に対し、学部から学部長の特別推薦制度を設け、令和7
年度入学生として3名を確保した。
2.高度実践看護コース、看護科学コースで各々、個人的にやむを
えない理由で1年次末に退学者がでた。

【年度計画8】
1.全学様式による教員自己
評価を継続する。（研究科
開設時より研究科にも適用
してきた活動の継続を含
む）
「評価指標」
・全学様式による教員自己
評価の継続(1回/年)

Ⅳ1.全学様式による教員自己評価を5月に実施し、学部長による総
括を8月に公開した。

「計画達成のための方策」
1.令和5年度に看護学研究科に
「教育・研究者プログラム」と
「看護管理者プログラム」を設
置する。

「評価指標」
・「教育・研究者プログラム」
と「看護管理者プログラム」の
設置状況

2.放射線看護研修センターで
行っているがん放射線療法看護
認定看護師養成課程は、発展的
に終了し、上記看護学研究科に
おける大学院教育に注力する。

Ⅳ

「評価指標」
・放射線看護研修センターの円
滑な終了手続き状況

Ⅲ

「計画達成のための方策」
1.全学様式による教員自己評価
を継続する。
「評価指標」
・全学様式による教員自己評価
の継続(1回/年)

Ⅳ

【計画8】(千葉看護学部・千
葉看護学研究科)
独立行政法人地域医療機能推進
機構（JCHO）との連携協力によ
り、千葉看護学部において設置
の趣旨を十分活かし教育研究を
着実に履行するとともに、JCHO
との連携協力を一層強化し教育
研究体制の整備・充実を図る。

【計画7】(東が丘看護学部・
看護学研究科)
独立行政法人国立病院機構との
連携協力により東が丘看護学部
及び大学院看護学研究科修士課
程・博士課程において設置の趣
旨を十分活かし教育研究を着実
に履行するとともに、国立病院
機構との連携協力を一層強化し
教育研究体制の整備・充実を図
る。

Ⅳ
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令和6年度実績 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

第3期中期計画 令和7年度計画
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

保留中にて、評価の対象外とする。

Ⅲ ・JCHOとの運営協議会を9月4日に開催し、学部卒業生の就職状況
や、研究科での院生の学修状況の共有をはかった。
・各JCHO病院における看護研究の指導・相談にのりJCHO学会等で
の発表につなげたり、船橋中央病院での新人研修への参加、東京
山手メディカルセンターからのICTを活用した授業の見学等、そ
の他複数の病院との特定行為研修促進のための共同研究を実施
し、JCHO研修センター主催の実習指導者講習会や認定看護管理者
研修での講師を担当したが、「未来を語る検討会」としては開催
をしておらず、統合的な共同活動の把握・整理と課題探索は実施
していない。

―　項目として削除しているので、記載の該当ではない

3.JCHOとの共同活動に関するグ
ランドデザインをもとに、人材
育成と活用を進め、点検評価を
行い継続的な発展を図るととも
に、成果を公開する。
「評価指標」
・JCHOとの共同活動状況（運営
協議会1回/年、未来を語る検討
会4回/年、JCHO学会発表1回/
年）

4.カリキュラム改定準備を進め
る。
「評価指標」
・カリキュラム改定の準備状況
・DPと一貫したAPを実現するた
めの検討状況

Ⅰ

Ⅲ

Ⅲ

2.2024年度は、大学として、定員補充の見合わせの要請があり、
人選を含めて、保留している。

3.JCHOとの運営協議会を8月1日に開催した。人材育成に関して
は、船橋中央病院での新人研修への参加、船橋中央病院・東京山
手メディカルセンター・埼玉メディカルセンターでの看護研究に
関する共同活動及び学会発表、公開講座における講師依頼を行っ
た。JCHO学会発表は行わなかった。「未来を語る検討会」として
は開催をしていない。千葉看護学研究科におけるNPコース立ち上
げの検討は開始したものの、船橋中央病院の移転改築計画が遅延
しておりグランドデザインの評価・対策は継続検討課題である。

4.令和5年度に引き続きカリキュラムプロジェクトを組織し、文
部科学省の看護学モデルコア・カリキュラム改定作業の中で示さ
れた11の資質と能力の内容を確認しDPの見直し案の作成を行っ
た。あわせて8月27日には、11の資質と能力についての学習会、3
月13日には新DP案の説明や授業時間の変更についての学習会を行
うなどカリキュラム改正に伴なう学部全体での方向性を確認し
た。令和7年度は実施できなかったCP、APの検討などを継続する
予定である。

2.大学全体の職員配置方針
が検討中のため、保留とす
る。
「評価指標」
・保留にて評価指標なし。

3.JCHOとの共同活動に関す
るグランドデザインをもと
に、人材育成と活用を進
め、点検評価を行い継続的
な発展を図るとともに、成
果を公開する。（研究科開
設時より研究科にも適用し
てきた活動の継続を含む）
「評価指標」
・JCHOとの共同活動状況
（運営協議会1回/年、未来
を語る検討会1回/年、JCHO
学会発表1回/年）

第4章　教育課程・学修成果
【計画19-1】と重複してい
たため4.を削除する。

2.JCHOとの人事交流を継続す
る。
「評価指標」
・JCHOとの人事交流の継続(助
手1人/年)

（令和7年度より新規）
5.令和9年度に和歌山看護学研
究科と合同での研究科博士課程
を設置するための検討を開始す
る。
【評価指標】
・博士課程設置検討会開催状況
（千葉看護学研究科WG会議、千
葉看護学研究教授会、両研究科
合同会議）
・全学学部長等会議／経営会議
検討状況
・文部科学省設置相談状況

5.令和6年度より検討を開始
した博士課程設置に関する
検討・準備を進める。

【評価指標】
・博士課程設置検討会開催
状況（千葉看護学研究科WG
会議、千葉看護学研究教授
会、両研究科合同会議）
・全学学部長等会議／経営
会議検討状況
・文部科学省設置相談状況

Ⅳ 5.令和9年度の設置を目指し、和歌山・千葉での合同会議を積み
重ね、必要な資料を作成した。並行して、関連施設や修士課程修
了生を対象としたニーズ調査も行った。その結果を基に、大学の
学部長等会議／経営会議にて審議・承認を受け、大学設置・学校
法人審議会大学設置分科会運営委員会へ事前相談資料を送付し
た。
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令和6年度実績 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

第3期中期計画 令和7年度計画
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

1.本年度卒業生と日赤病院のニーズ；日本赤十字社和歌山医療セ
ンター就職者を対象に就職前講習会を実施し、30名の参加があっ
た。今年度の内容は自信をもって行動できるよう講義・演習・交
流で構成した。講義は「主体的な取り組み」「対人関係構築と効
果的なストレスマネジメント」で、演習内容はバイタルサイン測
定、寝衣交換・清拭、車いす移送・移乗、シーツ交換とした。交
流内容は、2年目看護師の体験談および質疑応答とした。これら
の内容で就職前講習会を実施し、参加者に良い効果が得られると
ともに日赤職員との関係形成の場ともなった。
2.県下に向けてのニーズ調査は次年度以降とし、まず今年度は連
携病院である日本赤十字社和歌山医療センターの看護職の要望等
を把握し、対象にとって効果的な業務や今後の研究につながるPC
研修を実施した。受講は11名であった。
3.秋季と春季3回の入学試験を実施したが、大学院入学生数は5名
（日赤からは1名）になり、定員を充足できなかった。
今後、県内医療従事者に和歌山看護学研究科の特色を明示したチ
ラシ、パンフレットを作成し、周知啓発を行い入学生の確保を図
る。
診療看護師養成コースの検討も行っていく。

1.舟島なをみ先生「これからの看護学教育、研究、実践に求める
もの」による研修
参加者132名、回答者72名であり、研修内容が期待していたもの
であったとの回答が82％、理解できたとの回答が90％を占めた。
満足度も高く、研究成果を教育・実践に活かす視点や、研究に取
り組む意欲の向上につながった。一方で、実務への直結をより高
める継続企画の検討が今後の課題である。
2.入職前研修会
日本赤十字社和歌山医療センター就職予定者30名を対象に、講
義・演習・交流を組み合わせた研修を実施し、入職前の不安軽
減、自己効力感の向上、就職後の具体的イメージ形成に寄与し
た。加えて、日赤職員との関係形成の機会にもなった。今後は事
後アンケート等を取り入れ、効果をより客観的に検証する必要が
ある。
3.エクセル研修会
参加者11名で、基礎から丁寧に学べたこと、Excelへの苦手意識
が軽減したこと、記録時間の短縮や業務効率化に役立つとの反応
が得られた。また、Word、PowerPoint、Excel応用編、統計研修
など次のニーズ把握にもつながった。今後は参加者の習熟度に応
じた基礎編・応用編の整理が課題である。

＜総括＞
年度計画9-1における研修実施という点では、学内FD/SD、入職前
支援、現場ニーズ対応型PC研修の3本柱を実施できており、計画
は概ね達成している。ただし、弱点も明確である。第一に、研修
の教育効果を測定する指標が十分に整備されていない。第二に、
研修実施が大学院入学者確保や研究科の魅力発信にどの程度結び
ついたかの検証が弱い。第三に、県下全体のニーズ把握は未だ限
定的であり、現状は連携先中心の展開にとどまっている。次年度
は、「実施した」ことの報告で終えるのではなく、「誰にどのよ
うな効果があり、それが地域連携・進学・研究推進にどう接続し
たか」を示せる評価設計へ転換する必要がある。

「計画達成のための方策」
1.日赤和歌山医療センターとの
協議のもとに、ニーズの高いも
のから研修を計画・実施を行
い、更に和歌山県下のニーズに
対応する。
「評価指標」
・研修の実施状況、研修参加者
からのニーズの把握状況
・大学院入学者獲得の取組状況

Ⅱ
【年度計画9-1】
1.日赤和歌山医療センター
と本学部のニーズを優先し
た研修計画を実施する。
県下のニーズに応じた研究
について検討する。
・大学院和歌山看護学研究
科での学びの意味を発信し
入学者の獲得を図る。
「評価指標」
・研修計画　年2回以上
・大学院入学者 定員（12
名）
・大学院入学者獲得の取組
状況

Ⅳ

【計画9-1】㋐(和歌山看護学
部・看護学研究科・和歌山看
護実践研究センター)
生涯を通じて自己研鑽するため
の支援体制をつくり、生涯にわ
たって成長し続ける医療人の育
成を図る。

・チラシ配布や病院訪問など広報活動を行ったが、次年度大学院
入学生は2名である。来年度に向けて入学者確保のため、入試広
報委員が引き続き取り組みを行う。
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令和6年度実績 内部質保証推進会議
評
価
区
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令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会

評
価
区
分

「計画達成のための方策」
令和８年度から医療保健学部の
３学科を看護学科(入学定員120
名)、医療保健学科(入学定員
160名(管理栄養学専攻68名、臨
床検査学専攻32名、医療情報学
専攻30名、臨床工学専攻30名))
の２学科に統合・再編する。
［評価指標］
・学科統合・再編計画の進捗状
況
・医療保健学科の入学定員・収
容定員の確保状況

【年度計画9-2】
文部科学省へ看護学科の収
容定員増及び医療保健学科
設置のための届出を行うと
ともに、看護学科の入学定
員120名、医療保健学科入学
定員160名を確実に確保する
ため、入試広報、入試事務
を着実に実施する。
［評価指標］
・学科統合・再編計画の進
捗状況
・医療保健学科の入学定
員・収容定員の確保状況

Ⅲ ・医療保健学部看護学科の収容定員増及び医療保健学科の設置に
係る「文部科学省への事前相談」については、令和6年度中に手
続きが完了していたが、3月末に教員の退職等により事前相談の
内容が一部変更したことから、当初の事前相談は無効となり、改
めて4月21日に変更後の「文部科学省への事前相談」資料を再提
出した結果、6月18日付で文部科学省から「届出による設置が可
能」の旨通知があり、6月30日に「文部科学省への設置届出」資
料の提出を行った。その後、8月29日付で文部科学省から「設置
届出を受理した」旨通知があり、正式に医療保健学部看護学科の
収容定員増及び医療保健学科の設置が認められた。
・令和7年度に実施した令和8年度入試の結果、管理栄養学専攻36
名、臨床検査学専攻38名、医療情報学専攻33名、臨床工学専攻4
名の合計111名の入学者となり、医療保健学科の入学定員充足率
は0.69となった。とりわけ、管理栄養学専攻は、入学定員68名に
対し36名の入学者であり、臨床工学専攻は、目標としている30名
の入学者を大きく下回った結果となったことから、次年度に向け
てさらなる対策を講じ、定員の確保に努める。

（令和7年度より新規）
2.令和9年度から大学院に診療
看護師養成コースを設置するた
めの検討を進める。
［評価指標］
・大学院に診療看護師養成コー
スを設置検討会での協議状況

2.令和9年度から大学院に診
療看護師養成コースを設置
するための検討を進める。
［評価指標］
・大学院に診療看護師養成
コース設置検討会での協議
状況

Ⅳ 2.学内にＮＰ検討委員会を設置し、シンポジウム、啓発冊子作成
等による啓発や医療関係者のニーズ調査を実施した。大学内では
これらの結果をもとに診療看護師コース設置について経営会議に
提案し了承を得た。また、五反田キャンパスのプライマリケア看
護学領域の担当教員の方々とカリキュラム等について協議を重ね
ている。さらに、特定行為研修指定機関の指定に向けて取り組ん
でいる。

【計画9-2】医療保健学部看護
学科・医療栄養学科・医療情
報学科
（令和7年度より新規）
生涯を通じて自己研鑽するため
の支援体制をつくり、生涯にわ
たって成長し続ける医療人の育
成を図る。
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4.教育課程・学習成果

3.令和7年度の「看護研究」科目担当者会議は、当該科目の運営
が大きな問題はなかったことから、看護の統合実習の科目担当者
会議と同時に、1回のみ実施した（2026年1月15日)。

4.①学生委員会との協働により学び方支援プログラムを実施し
た。新入生ガイダンス期間以外に行った2回目、3回目は欠席者が
増えた（出席率第2回72.7％、第3回68.1％）。参加した学生の満
足度は高く、開催意義はあるものの、ボランティア学生募集や別
学年の臨地実習期間での開催による教員負担が大きかったことか
ら、2026年度の開催は見送ることとなった。
②ヘルスデータサイエンスプログラム：修了者は4名のみであっ
た。今後は全学共通のコース申請となり、必修科目で構成される
ため、全学生の修了が見込まれる。それまでの移行期間は履修ガ
イダンスでコースに含まれる選択科目の履修を強く推奨してい
く。
③教学マネジメントプロジェクトは当初の目的を達成したため、
解散し、教務委員会が引き継いだ。DP到達度の分析調査のフォ
ローアップとして、各科目において到達目標に沿った評価を実施
しているなか、シラバスの分析を行った。結果、対象科目49科目
のうち、8割の39科目で記載が確認できた。

1.DPおよび学年目標について、前年度3月上位学年対象の履修ガ
イダンス、4月新入生対象の履修ガイダンスにて説明した。
学年目標の到達度について、2～3月に自己評価を行った。その実
施率は4年次は87.3％と前年度と比べて10ポイント以上上昇し
た。1～3年次は75.6％（1年次）、79.5％（2年次）、77.9％（3
年次）と横ばいながらも75％以上を維持した。

1.前年度3月に上位学年対象の履修ガイダンスでDPと学年目標を
説明し、4月には新入生対象の履修ガイダンスにて説明した。次
に、2～3月に改めて説明し、学年目標達成度の自己評価を実施し
た。3月末日時点での実施率は、全学年目標だった85％をいずれ
も下回り、昨年度よりも低下していた（1年次75.6％、2年次
79.5％、3年次77.9％、4年次75％）。

内部質保証推進会議

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）
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「計画達成のための方策」
1.学年別目標の周知と評価の実
施。

　
Ⅳ

【年度計画10-1】
1.学年別目標の周知と評
価：4月履修ガイダンスで説
明、2～3月学年別目標に
沿った学生自己評価の実
施。

〇医療保健学部看護学科
【計画10-1】㋐
医療保健学部看護学科の新カリ
キュラムの運用と評価を実施す
る。

Ⅲ

2.eポートフォリオの運用。

3.新カリキュラムのモニタリン
グ・新規科目の準備・改善・評
価の実施。

2.WebClassを用いた学修ポートフォリオの実施率は、1年次
76.4％、2年次77.8％、3年次56.6％と前年度より低下し、特に3
年生において実習終了後の記載率が低かったため、リマインド
メールを送り、記載期間を再設定した。学生への説明資料および
教員用マニュアルの更新と周知を行った。学生の到達目標達成度
評価へのフィードバックを教員間で分担し実施した。

3.「看護研究」科目担当者会議は、看護の統合実習の科目担当者
会議と同時に、5回実施した。（8/7，9/27，12月メール会議，
2025年1/15，3/18)

4.「大学での学び方支援プログラム」：学生委員会と教務委員会
との合同開催とし、4/4、4/18、6/17の計3回実施した。出席率
は、第1回99.2％、第2回96.9％、第3回84.3％といずれも80%以上
を維持した。アンケート結果より、約80%の学生から「とても役
に立った」との回答が得られた。
「ヘルスデータサイエンスプログラム（保健看護データコー
ス）」：31名の学生が修了した。
「教学マネジメントプロジェクト」：会議は9回実施し（4/25，
5/20，8/1，9/12，10/3，11/13．2025年1/16，3/5,3/21）、学科
教員に対してはFDを2回実施した（8/7,2025/3/18）。
また、10月～11月に科目における到達度分析の実態調査を行っ
た。

2.学修ポートフォリオの運
用改善。

3.「看護研究」科目担当者
会議の開催。

4.社会からの要請への対応
した学士課程教育：大学で
の学び方支援プログラムの
導入、ヘルスデータサイエ
ンスプログラム（保健看護
データコース）の普及、教
学マネジメントのカリキュ
ラム・教育体制への導入。

2.WebClassを用いた学修ポートフォリオの実施率は、1年次（3種
類）94.1～94.8％、2年次(2種類）84.6～88.1％、3年次（2種
類）74.6～88.6％、4年次（2種類）50．0％～62.7％であった。
昨年度よりは全体的に実施率が上昇し、1～3年生の実施率はおお
むね目標値を達成した。メールでのリマインドや教員からの声掛
けを実施したが、4年次の実施率が低いことが課題である。

13



内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

全学自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況

【計画10-2】㋐
グローバル人材の育成のための
取組みを推進する。

2.外国人模擬患者を対象とした
シミュレーションプログラムの
実施。

Ⅳ 1.R6年度に引き続き、学生へのガイダンスの充実に向けて、各学
年当初ガイダンスの実施、Webclaass活用、国際交流委員と連携
した情報提供や広報活動を行った。今年度の国際看護論受講生は
25名、外国人模擬患者演習参加者は16名であった。学生有志によ
る英語サークルの活動では、顧問の大堀から本学英語教員への協
力を依頼し、英語力の強化に向けたTOEICの勉強会を定期的に開
催。TOEIC検定で860点を獲得した学生もいた。

2.令和8年3月5・6日に本プログラムを実施。学生申込数16名（内
訳1年生1名、2年生2名、3年生12名）、外国人模擬患者協力者6名
（中国2名、香港1名、台湾1名、アメリカ1名、タイ1名）であっ
た。プログラム終了後アンケート回収率（外国人模擬患者83％、
参加学生100％）（推進担当：大堀）。参加の動機として、「外
国人患者への看護に関心がある」「海外研修を経験し、異文化や
海外の方々との交流に対する関心が高まった」、「実習でも外国
人患者さんを見かけた」など、これまでの興味関心を養ってきた
経験から看護場面における異文化対応力を強化したいと意欲的な
参加者が多く、プログラムに積極的に参加できたことが回収率
100%達成につながったと考えられる。

Ⅳ
【年度計10-2】
1.看護学科グローバル人材
育成に向けた全体構想の実
装と評価改善。

2.令和7年3月6,7日実施。参加学生数11名（内訳　1年生1名、2年
生5名、3年生2名 4年生1名、卒業生2名）外国人模擬患者4名（シ
ンガポール、中国2名、マレーシア）、アンケート回収率（外国
人模擬患者100％、参加学生70％）。（推進担当：大堀）
プログラム終了時にアンケート依頼を依頼したことにより回収何
時は上昇した。今後のプログラム改善に役立てたい。

2.外国人模擬患者を対象と
したシミュレーションプロ
グラムの実施。

Ⅲ

「評価指標」
・学年別目標の自己評価実
施学生数：全学年85％以上
・学修ポートフォリオの実
施学生数：80％(1～3年生)
・カリキュラム・教育に関
する企画の実施:年2回以上
・カリキュラム評価に関す
る会議の開催:年1回以上
・大学での学び方支援プロ
グラムの出席率、アンケー
ト結果
・ヘルスデータサイエンス
プログラム（保健看護デー
タコース）修了学生数
・教学マネジメント導入に
関するプロジェクト会議:年
2回以上
・教学マネジメントに関す
る企画の実施:年2回以上
※2学年別目標、学年目標が
混在しており、学年目標で
統一

「評価指標」
・学年別目標の自己評価実施学
生数：90％以上
・eポートフォリオの実施学生
数：80％
・カリキュラム・教育に関する
企画の実施：年2回以上
・カリキュラム評価に関する会
議の開催：年1回以上（令和5年
度）

1.R5年度に引き続き、学生へのガイダンスの充実に向けて、各学
年当初ガイダンス、医愛祭での紹介、ウエブクラス活用、国際交
流委員と連携した情報提供、メンバーにより授業後等を活用した
メンバーによる広報活動）を行った。今年度の国際看護論受講生
は38名、外国人模擬患者演習参加者は11名であった。学生有志に
よる、英語サークルが立ち上がり、本プロジェクトメンバーが顧
問（大堀講師）として活動を開始した。

「計画達成のための方策」
1.看護学科グローバル人材育成
に向けた全体構想の検討・実
装・評価・改善の実施。
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【計画10-3】㋐
学生サポートによるへこたれな
い心の育成を図る。

●令和7年度より、GCNPの認証を教務委員会で扱うこととなっ
た。GCNPの申請期間について、4年生での申請は少ないことや
2024年度入学生以降は履修案内でGCNPの説明を行い、低学年から
の計画的な取り組みが可能になっているため、申請期間は3年次
修了時に一本化することとした。令和7年度の認証実績として
は、3年生8名が申請している。

「計画達成のための方策」
1.新入生ガイダンスにて、学生
生活ガイダンス及びアドバイ
ザー活動を実施する。

2.新入生ガイダンス実施後に、
Formsを用いたアンケートを実
施し、アドバイザー制度・アド
バイザー教員の連絡先・学生相
談室・障がい学生支援制度の認
知度、及びアドバイザー活動の
満足度を評価する。

Ⅲ
【年度計画10-3】
1.新入生ガイダンスにて、
学生生活ガイダンス及びア
ドバイザー活動を実施す
る。

2.新入生ガイダンス実施後
に、Formsを用いたアンケー
トを実施し、アドバイザー
制度・アドバイザー教員の
連絡先・学生相談室・障が
い学生支援制度の認知度、
及びアドバイザー活動の満
足度を評価する。

Ⅲ

3.連携病院であるNTT東日本関東病院国際診療科で企画・運営さ
れている、院内英会話教室に学生希望者が参加した。令和7年4月
から新たにネイティブの臨時職員を講師として4月10名、5月12
名、6月6名、7月4名、8月3名、9月1名が参加した。10月以降の後
期は授業の重なりなどから学生の出席が難しい状況であった。ま
たNTTでも参加者の状況により不定期開催となっている。今後企
画が継続される場合は、新入生にも案内しつつ、無理のない特定
のスケジュールでまとまった人数の学生が参加できるようにする
など工夫しながら、NTT東日本関東病院との連携を継続してい
く。

3.レニック・ニコラス氏との継続的な英会話教室は、費用等の面
から難しい状況である。並行して、連携病院であるNTT東日本関
東病院国際診療科より、院内英会話教室に学生参加可能との情報
提供をいただいた。4月1名、6月5名、9月2名、10月2名(1月～3月
休止、令和7年4月再開予定）の学生の参加実績を上げている。今
後は、NTT東日本関東病院との連携を継続したいと考え、外国人
患者受け入れ病棟の看護長と今後の活動に関する打ち合わせを実
施したところである（1月10日、大堀、本谷、松尾）

3.レニック・ニコラス氏の
職場異動に伴い停止中。再
開の可能性を検討する。

●グロプロ会議実績　5回　看護学科内で新カリキュラム検討な
どが開始した。グロプロの活動は定着してきていることから、会
議は対面とメール会議の双方を用いて合理的に進めることとし
た。結果として会議は5回となり、メールやチームズを活用した
情報共有、意見交換を行うことで円滑な運営を行うことができ
た。
●看護学科独自プログラム「グローバル看護人材育成プログラ
ムー調和のとれた社会に向けてー（GCNP）l 」を始動した。学生
用シラバス、認定までの事務手続き、文書作成を教務部と協力し
て実施した。令和6年度の認証実績は、4年生1名、3年生3名の計4
名であった。本プログラムの認証は、今後教務委員会にて所掌す
るため、引き続き行う。

「評価指標」
・外国人模擬患者を対象とした
シミュレーションプログラム10
名以上、アンケート回収率90％
以上
・レニック先生の英語クリニッ
クの参加者数10名以上（年）、
アンケート回収率90％以上
・グロプロ会議回数10回/年
・活動実績広報件数3件以上

1.2.3.令和6年度に引き続き、看護学科学生委員会では教務委員
会主催の学び方支援プログラムと一部合同開催をした。昨年度の
アンケート結果を踏まえ、先輩学生はガイダンス後の学び方支援
プログラム/アドバイザー活動に参加し、新入生の質問に答える
などの交流の機会を確保し、また回答率の向上、障がい学生修学
支援の認知度の向上が図られるよう工夫し、新入生ガイダンス実
施後アンケートでは以下の結果を得られた。
・回答率は約84%と、昨年度の約42％より大幅に向上した。
・各認知度について、アドバイザー制度及びアドバイザー教員の
連絡先は約95%、学生相談室は約99%、障がい学生支援制度は約
96%であり、評価指標の目標値に近い結果となった。
・ガイダンス及びアドバイザー活動の満足度は5段階評価で4.6と
評価指標の目標を大きく上回る良好な結果となり目標達成した。
・他、「困った時に学生相談室やアドバイザーに相談したいと思
うか」については「とても思う」「まあそう思う」が約95%、
「学生生活を送る上で活用できる資源」の認知度は約99%と良好
な結果となった。
令和6年度の課題としてあげたアンケートの回答率は約42％から
約84%、障がい学生修学支援制度の認知度は約69％から約96％と
大幅に向上する結果となった。
以上の結果から「評価指標」の目標を概ね達成できたと考える。

「評価指標」
・外国人模擬患者を対象と
したシミュレーションプロ
グラム10名以上、アンケー
ト回収率90％以上
・レニック先生の英語クリ
ニックの参加者数10名以上
（年）、アンケート回収率
90％以上
・グロプロ会議回数10回/年
・活動実績広報件数3件以上
＊レニック先生の英語クリ
ニックは実施する場合のみ
評価を行う。

3.レニック先生の英語クリニッ
クの継続実施と評価の実施。

Ⅳ

1.2.3.看護学科学生委員会は、教務委員会主催学び方支援プログ
ラムと一部合同開催した。また、昨年のガイダンス後アンケート
結果から先輩と交流したいという多くの要望があったことを踏ま
え、先輩学生がガイダンス後の学び方支援プログラム/アドバイ
ザー活動に参加し、学生生活経験を新入生に伝えたり、質問に答
えるなど、交流の機会を多く設けるよう取り組んだ。
・ガイダンス実施後アンケートでは令和6年度の5月～6月に任意
のwebアンケートを実施した。回答率は約42％で前回の約77％を
下回った。
・アドバイザー制度の認知度は100％、アドバイザー教員の連絡
先の認知度88％、学生相談室の認知度99％、ガイダンス及びアド
バイザー活動の満足度は「とても満足」27％、「まあ満足」89％
と併せて96％であり、「評価指標」の目標達成および目標値に近
い数値となった。一方で、障がい学生修学支援制度の認知度は
69％と目標値に大きく届かない結果となった。
・アンケートの回収率が前年度より著しく低下した要因として、
開催時期より期間が空いていたことや他のガイダンスのアンケー
トや授業やその課題など学生が取り組むべきものが多いこと、ア
ンケートの質問項目が27項目と多岐にわたることなどが要因と考
えられる。アンケート結果より認知度の高かった項目はガイダン
スの内容やその方法の妥当性があったと評価できる一方で、障が
い学生修学支援制度についてはその制度を必要とする学生だけで
なく多くの学生にも認知してもらえるよう、アプローチの工夫を
続けていく必要がある。

15



内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

全学自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況

【計画10-4】㋐
臨地実習指導者講習会を実施す
る。

2.研修会プログラムは令和元年
度の内容を踏襲し、9月に2日間
の基本知識の講義・演習を実施
することとし、講師は学内教員
から募集する。

2.これまでの研修プログラムを踏襲し、9月に2日間にわたりオン
ライン（Zoom）にて教育課程の理解や教育方法等に関する講義を
実施した。講師は実習委員2名の他、学内教員3名の協力を得て実
施することができた。
ただし、本学の人員削減・教員の負担増と本研修の近年の参加人
数の推移を勘案すると、R7年度の継続開催は検討を要する。

3.対象者の看護師に10月～12月
の実習指導のリフレクション
シート記載を課し、1月に各参
加者の実習指導体験のリフレク
ション演習を行う。

3.研修参加者には10月～12月にかけて実習指導を担っていただい
た。その実践を踏まえ、実習指導に関するプロセスレコードを2
事例提出してもらい、1月にグループワークを通じてリフレク
ションを実施することができた。研修後アンケートにおいても
「理解が深まった」「有意義であった」といった回答が8割以上
と多かった。
R6年度も研修へ参加しやすいようオンライン形式としたことで、
急性期病院から老健施設と幅広い実習施設からご参加いただけ
た。一方、勤務の合間に参加している状況があり、入室が遅れる
等の参加者も散見された。しかし、各グループにファシリテー
ター（教員）を配置することで学習支援を細やかに実施できたと
考える。ただ、1月上旬開催であったため、まだ授業期間である
ことから学内教員の協力・参加人数には限界があった。

3.対象者の看護師に10月～
12月の実習指導のリフレク
ションシート記載を課し、1
月に各参加者の実習指導体
験のリフレクション演習を
行う。

Ⅲ

3.次年度ガイダンスでは、アンケート結果や自由記載より見えて
きた課題から、より効果的なガイダンスの方法を検討し、計画す
ることとした。

3.この評価をもとに、次年
度のガイダンスに向けて成
果と改善点を明らかにす
る。

「評価指標」
・新入生ガイダンス実施後
アンケートの実施状況
・アドバイザー制度、アド
バイザー教員の連絡先の認
知度100%
・学生相談室の認知度100％
・障がい学生支援制度の認
知度　100％
・新入生ガイダンス時のア
ドバイザー活動の満足度
（満足している人）80％

3.R6年度記載の通り（教授会でも承認済）、R7年度の臨地実習指
導者講習会は中止とした。R7年度も運営資金調達が出来なかった
こと、委員会構成人員不足により開催を見送りせざるを得なかっ
た。

2.研修会プログラムは令和
元年度の内容を踏襲し、9月
に2日間の基本知識の講義・
演習を実施することとし、
講師は学内教員から募集す
る。

Ⅲ

「評価指標」
・新入生ガイダンス実施後アン
ケートの実施状況
・アドバイザー制度、アドバイ
ザー教員の連絡先の認知度100%
・学生相談室の認知度100％
・障がい学生支援制度の認知度
100％
・新入生ガイダンス時のアドバ
イザー活動の満足度　（満足し
ている人）80％

・ガイダンス及びアドバイザー活動全体の満足度は高く、概ね目
標指標の達成もできた部分もあり、年度計画はおおむね達成して
いると評価する。

3.令和7年度の新入生によるアンケート結果等を踏まえ、より効
果的なガイダンスの方法を検討し計画する。

2.R6年度記載の通り（教授会でも承認済）、R7年度の臨地実習指
導者講習会は中止とした。R7年度も運営資金調達が出来なかった
こと、委員会構成人員不足により開催を見送りせざるを得なかっ
た。

「計画達成のための方策」
1.臨地実習指導者講習会を、看
護学科実習委員会の担当メン
バーを中心として実施する。

Ⅲ
【年度計画10-4】
1.臨地実習指導者講習会
を、看護学科実習委員会の
担当メンバーを中心として
実施する。

Ⅲ1.R6年度は実習委員会の人員削減に伴い、看護学科実習委員会の
担当者のみでは講義を実施することが困難（講義内容の専門性の
問題）となり、実習委員2名と委員外の教員3名にご協力いただく
形での開催となった。企画・運営・研修後評価は実習委員3名で
担うことはできた。

1.R6年度記載の通り（教授会でも承認済）、R7年度の臨地実習指
導者講習会は中止とした。R7年度も運営資金調達が出来なかった
こと、委員会構成人員不足により開催を見送りせざるを得なかっ
た。

3.この評価をもとに、次年度の
ガイダンスに向けて成果と改善
点を明らかにする。
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「評価指標」
・実習病院・施設の参加者　看
護師30名、教員15名

①研修後アンケート評価
R6年度は9月開催終了時の中間アンケートと、1月開催終了後の最
終アンケートの2回に渡りデータを収集した。
結果ではいずれも「理解できた」「有意義だった」といった回答
が8割程度で満足度は高かった。
特に、他施設・他参加者と実習指導の現状・課題について共有し
思考できる時間（場）を提供できた点が高く評価された。しかし
この点は本講習会内でなくとも、実習協議会にて補完できると考
える。
（アンケート結果：実施報告書は以下参照）
・教授会資料「2024年度実習指導力育成講習会報告20250207」
https://thcuacjp-my.sharepoint.com/:b:/g/personal/y-
kasahara_thcu_ac_jp/ESHGS5JnKlxJk781IgG-NREBRtkaddUEInv-
s0X9hRb2ug?e=XhHo7n

②実習病院・施設の参加者人数（目標30名：達成率最終70％）
・第1回：2024年9月25日（水）計23名*（*1名は9/26・1/10欠
席）
・第2回：2024年9月26日（木）計22名
・第3回：2025年1月10日（金）13時～15時30分 計22名参加・修
了
学外参加者19名 《施設種別》病院：7施設 17名、 特養・地域包
括：2施設 2名
学内教員3名（助手・助教・非常勤）（＋グループワーク参加：
教員5名・運営3名）

「評価指標」
・研修後アンケート評価
・実習病院・施設の参加者
人数

4.令和3年度から5年間実施し、
評価、その後の継続について委
員会内で検討する。

4.R3年度から5年間（つまりR7年度）実施する計画である。な
お、本研修は開催当初より参加費無料（つまり本学・教員の全面
負担、ボランティア）で行われている。
しかし、R6年度末時点の本学・学科の経営状況（予算／人員削減
等）や認証評価との兼ね合いから、R7年度の研修継続は本学科と
しての開催意義は低くかつ困難ではないかと考える。また、本研
修の当初目的（開催を開始した理由）として、主にはNTT東日本
関東病院における「短期間での実習指導者育成」があったが、現
状として当該施設側にそのニーズがないとのことである。（理
由：近年は看護協会等主催の講習会を利用している。当初は指導
者が少なく、ある程度の人数を講習会に出す必要性があったが、
勤務上長期間出すことができず、本学科との連携ということで講
習会を開始した。しかし、今は実習指導者も増え、毎年研修を要
するのが数人のみとなったため、協会等の講習会を利用できる体
制になった）。また、他施設からのニーズも同様に低く、参加人
数目標30名を近年達成できていない。以上の背景より、R7年度の
開催は中止する方向で検討する。
今後、実習施設や社会のニーズが再度高まり、また本学の経営が
上向き、人員配置上の不安も解消された際は、研修に関する補助
金を外部より獲得した上で再開することも検討していくことが、
本学科の現状としては賢明ではないかと考える。
具体的な評価指標達成状況は以下の通りである。

4.令和3年度から5年間実施
し、評価、その後の継続に
ついて委員会内で検討す
る。

Ⅱ 4.当初、本計画はR3年度から5年間（R7年度まで）実施する計画
であった。
　本研修は開催当初より参加費無料（つまり本学・教員の全面負
担、ボランティア）で行われてきた。R6年度末時点の本学・学科
の経営状況（予算／給与・人員削減等）や認証評価との兼ね合い
から、R7年度の研修継続は本学科・教員の負担、および開催当時
と現在の開催目的（下記参照）から考えても、開催意義は低くか
つ困難であると考え、R7年度の開催は中止した（教授会承認）。
　本研修の当初目的（開催開始理由）として、主にはNTT東日本
関東病院における「短期間での実習指導者育成」にあったが、R8
年度に向けても現状、当該施設側にそのニーズがない。その理由
として、近年は看護協会等主催の講習会を利用している。当初は
指導者が少なく、ある程度の人数を講習会に出す必要性があった
が、勤務上長期間出すことができず、本学科と連携ということで
講習会を開始した。しかし、今は実習指導者も増え、毎年研修を
要するのが数人のみとなったため、協会等の講習会を利用できる
体制になっている。また、他施設からのニーズも低く、参加人数
目標30名を近年達成できていなかった。以上の背景より、R7年度
の開催は中止した。
　今後、実習施設や社会のニーズが再度高まり、また本学の経営
が上向き、人員配置上の不安も解消された際は、研修に関する補
助金を外部より獲得する等した上で再開することも検討してい
く。なお、NTT東日本関東病院とは、近年の看護教育の動向につ
いて情報交換（勉強会）をし、実習指導体制の強化を図っていく
という話題も上がっており、2026年度は本計画とは別に企画を考
えていく予定である。
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【計画10-5】㋐
医療保健学部看護学科卒業生を
対象としたホームカミングデイ
を実施する。

Ⅳ 1.令和7年9月19日17時～19時のあいだに、対面とリアルタイム配
信のハイブリッド形式で開催。参加者は合計31名（卒業生12名、
在学生3名、教職員（元教職員含む）16名）で年度計画での評価
指標は未達成となった。
2.​卒業生が「家に帰る」気持ちで母校を来訪し、看護職としての
をキャリア形成を目指すことを目的に実施。様々な卒業生の
“今”を知りたいという昨年度のアンケート結果から、テーマを
『あなたの“なりたい看護職”はここにいるかもしれない-今を
見つめ、未来のわたしに出会う日-』として企画した。ゲストス
ピーカーは3名であった。①本学学部卒業後、総合病院のICU/CCU
で10年以上の勤務を経て血管造影室主任を務めている方。看護管
理や看護継続教育に関する話題提供がなされた。②卒業後急性期
の病院で数年間勤務後、国家試験対策予備校にて講師を担当。出
産や子育てなどのライフステージの変化を織り交ぜながら、仕事
に取り組む姿をお話された。③総合病院に就職後、ほどなく退職
の後、訪問看護師として活躍している方。複数回のキャリアチェ
ンジについて、その時の心情や考えを詳らかにお話された。トー
クセッション後は、卒業生、在校生、教員間での交流会を行い
様々な情報交換が行われた。実施後のアンケートでは、【満足】
【まあ満足】が100％で、参加者の納得できる内容であり年度計
画を達成したと考える。 参加した在学生からも、卒業生に向け
て具体的かつ活発な質疑応答がなされ、交流の機会ともなった。
しかし、今年度は参加人数が大幅に落ち込む結果となった。その
要因として開催時期が9月下旬と夏季休業期間中であったことが
考えられる。次年度はより参加人数を増やせるよう開催時期を検
討していきたい。

「計画達成のための方策」
1.医療保健学部看護学科卒業生
を対象としたホームカミングデ
イを実施することとし、卒業生
によるパネルディスカッション
及び運営を教員（看護学科就職
対策委員会）と協働して行う。
2.パネルディスカッションの
テーマは目的に合わせて年度毎
に検討する。
「評価指標」
・ホームカミングデイの参加状
況卒業生30名、教員20名、在校
生10名

【年度計画10-5】
1.医療保健学部看護学科卒
業生を対象としたホームカ
ミングデイを実施すること
とし、卒業生によるパネル
ディスカッション及び運営
を教員（看護学科就職対策
委員会）と協働して行う。
2.パネルディスカッション
のテーマは目的に合わせて
年度毎に検討する。
「評価指標」
・ホームカミングデイの参
加状況卒業生30名、教員20
名、在校生10名

Ⅲ1.令和6年12月23日に、対面とリアルタイム配信のハイブリッド
形式で開催。当初、医愛祭との同日開催を計画していたが、開催
場所の確保ができず日程変更をした。日程変更・年末開催に加え
感染症の流行など悪条件ではあったが、参加者は54名（卒業生18
名、在学生7名、元教職員を含む教職員29名）で年度計画を達成
した。
2.​卒業生が「家に帰る」気持ちで母校を来訪し、懐かしい学友や
教職員と親睦を深め相互の発展を目指すことを目的に実施。昨年
度アンケート結果から、『さまざまなキャリアケースの紹介』へ
の要望が最も多く、卒業生の活躍や困難からの立ち直り方につい
て知りたいという意見があった。それらを踏まえ、テーマを『会
いたかったわたしへ​- 多様な働き方・生き方を考える -』として
企画。ゲストスピーカーは3名。①本学学部卒業後助産学専攻科
に進学、総合病院産科で10年以上勤務。その間の紆余曲折につい
て紹介。②卒業後急性期の病院で数年間勤務後、外資系の会社で
治験のマネージメントを担当。③実習病院に就職し看護師として
数年間勤務。そのキャリアについて紹介。トークセッション後
は、卒業生、在校生、教員間での交流会を行い様々な情報交換が
行われた。実施後のアンケートでは、【満足】【まあ満足】が
91.0％で、参加者の納得できる内容であり年度計画を達成したと
考える。 また、今年度より就職支援コーナーを設置し、参加者
持参の施設パンフレットなどを掲示した。興味をもって閲覧する
参加者もおり、HCDが卒業生のキャリア支援の一助となりうるこ
とが推察された。さらに、参加した卒業生より、卒業後に英語学
習の必要性を強く感じたという発言があり、教員を介してグロプ
ロにつなげ、卒業生の生涯学習の提供の機会ともなった。今後は
さらに、大学で提供している生涯学習の機会に関する情報提供に
ついても検討していきたい。
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【計画10-6】
看護学教育モデルコアカリキュ
ラム（令和6年度改訂版)等に基
づき、教学マネジメントの確立
や看護学教育評価基準に照らし
た自己点検・評価・改善等によ
り内部質保証体制の確立と運用
に取り組むことが可能な「2027
年度入学生適応のコンピテン
シー基盤型カリキュラムを検
討・作成」する。

Ⅳ Ⅳ1.2.2024年4月に新カリキュラム検討プロジェクトを設置し、プ
ロジェクト方針として、【計画10-6】の素案を立案した。
・【計画10-6】の素案の立案に関しては、毎月のプロジェクト開
催に加え、活動班3つに分け（フロー班、モデルコアカリキュラ
ム班、独自班）、それぞれが情報収集を行った。情報収集した内
容は、毎月の医療保健学部看護学科の学科会議にて報告を行った
（2024.5.6.7.9月）。
・上記経過を経て、プロジェクトを発展させ、2024年9月に新カ
リキュラム検討委員会を設置した。
設置に当たり、委員会規定、活動方針、活動班と所掌事項、【計
画10-6】のブラッシュアップを行い、委員会内で決定した後、年
間計画を立案した。新カリキュラム検討委員会は医療保健学看護
学科の専任教員全員に対して公開とし、誰もが情報共有、議論参
加できるようにグランドルールを作成した。
・委員会で作成した資料や委員会での議論は、すべてTeams上で
医療保健学部看護学科の教員全員にリアルタイムに公開とし、委
員会そのものもTeams上で実施、公開とした。
合意形成が必要な議論は、毎月の学科会議とFD研修会（2024.9月
と2025.3月）で意見交換の機会を持つとともに、Formsによる意
見聴取を行って、合意形成を得た。教員全員がタイムリーに参加
できるよう、進捗状況や活動実績一覧はリアルタイムで共有し
た。
・具体的な活動は以下の通りである。

「計画達成のための方策」
1.大学設置基準、設置認可審
査、認証評価（機関別・分野
別）及び評価結果の公表などの
大学教育の質保証システムの中
で、大学が自ら率先して、教学
マネジメントの確立や看護学教
育評価基準に照らした自己点
検・評価・改善等により内部質
保証体制の確立と運用に取り組
むことが可能な「2027年度入学
生適応のコンピテンシー基盤型
カリキュラムを検討・作成」す
る。

【年度計画10-6】
1.大学設置基準、設置認可
審査、認証評価（機関別・
分野別）及び評価結果の公
表などの大学教育の質保証
システムの中で、大学が自
ら率先して、教学マネジメ
ントの確立や看護学教育評
価基準に照らした自己点
検・評価・改善等により内
部質保証体制の確立と運用
に取り組むことが可能な
「2027年度入学生適応のコ
ンピテンシー基盤型カリ
キュラムを検討」する。

令和6年度に立ち上げた新カリキュラム検討体制（プロジェクト
→委員会化、活動班運用、Teamsによる透明性確保と情報共有、
学科会議・FD・Formsを用いた合意形成プロセス）を、令和7年度
も継続運用し、教学マネジメント／内部質保証の枠組み（設置基
準・認証評価・公表等）に照らした検討プロセスを定着化させ
た。
具体的には、検討資料・議事・進捗をTeams上でリアルタイム共
有し、必要な論点は学科会議・FD研修会等で討議し、学科全体と
しての意思決定の前提となる情報基盤（検討履歴・根拠・論点整
理）を整備した。
なお、当学科で目指す教育の方向性は明確になったものの、どの
ように教育を展開をしていくか引き続き検討が必要である。こう
した状況を踏まえ、令和7年度の学科長判断により、新カリキュ
ラムは令和10年度以降の開始を目指す方針となった。これは「内
部質保証に基づく教学マネジメントの下で検討を進める」という
本項の趣旨と整合し、検討体制の確立・運用自体は年度計画どお
り達成している。
本取り組みについては、フェーズを設定して進捗を整理した。令
和6～7年度を第1フェーズ（基盤形成期）と位置づけ、方針共
有・運営・協働体制の整備を推進した。令和8年度以降は第2
フェーズ（実装準備期）として、実施方法の具体化、必要な検証
作業、体制強化を計画的に進めつつ、新カリキュラムの開始に向
けて準備を深化させていく段階と位置づけた。
評価区分
Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）
（本項は「検討に耐える内部質保証・教学マネジメントの確立と
運用」が主眼であり、令和7年度も体制運用と検討プロセスの定
着が確認できるため）
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Ⅱ

「評価指標」
2024年度3月末（2025.3）ま
でに1.2を検討するためのプ
ロジェクト・委員会の設
置、検討事項の教授会・学
科会議で合意形成できる
（100％）
2025年度3月末（2026.3）ま
でに1.2を作成し、学部長等
会議、内部質保証会議で合
意形成ができる（100％）
2026年度5月に文科省申請
し、承認が下りる
（100％）.新規カリキュラ
ムをHPで公表する（100％）
2027年度4月より新カリキュ
ラム開始し、3月末に初年度
評価を実施する。

2.作成時には、3Pに基づく教育
の実質化と学修成果（ディプロ
マサプリメントなど）達成の取
り組みを明示できるように、大
学ビジョン、学位プログラム共
通の考え方である看護学教育モ
デルコアカリキュラム（令和6
年度改訂版）、医療保健学部看
護学科ビジョンと活動方針に基
づき、学科の独自性と強みを発
揮できる３つのポリシー、カリ
キュラムマップとツリー、学修
目標・学修評価・評価時期・評
価基準・到達度・具体的実施方
法などを定めた各科目のシラバ
ス、3Pに基づくアセスメントプ
ラン、アセスメントテスト、共
通ルーブリック、履修規定も検
討・作成する。
●上記を達成するために、5つ
の活動班に分かれて、具体的に
活動・作成する。
活動班①全体のタスクとフロー
のマネジメント
活動班②DP・CP・AP・履修規定
作成
活動班③学修成果・評価（共通
ルーブリック含む）の作成
活動班④教学マネジメント・自
己評価・認証評価の遵守
活動班⑤内部質保証会議・文部
科学省申請書類の作成

【活動班①新カリキュラム作成のタスクとフロー】では、2026年
7月に文科省に新カリキュラムを申請するためのタスクとフロー
を視覚化、2）上記のタスクとフローに従ったタイムマネジメン
ト、3）現行科目とコンピテンシー対応調査を実施した。学科会
議で合意形成を得られた。
【活動班②DP・CP・AP・履修規定】では、1）DP案の作成、2）学
科の独自性の検討案、3）臨地実習科目・統合実習の履修年次と
単位案を作成し、2025.3月FD研修会で説明、意見交換を行った。
		
【活動班③学修成果・評価（共通ルーブリック含む）】では、
1）活動班②のDP案に対して共通ルーブリックの評価項目の案の
作成、2）評価基準の検討、3）共通ルーブリックに含まれるべき
内容やその意義の資料を作成し、最終的に2025.3月FD研修会で合
意形成を図った。
【活動班④教学マネジメント・自己評価・認証評価（教育の質保
証）】では、1）文部科学省の大学設置基準、設置認可審査、認
証評価（機関別・分野別）及び評価結果の公表などの大学教育の
質保証に関して、資料収集・学科教員への説明、2）本学の教学
マネジメント・チェックリスト 、アセスメントプラン・テス
ト、東京医療保健大学第4期中期目標・計画（令和9-13年度）、
自己評価点検、私立大学等改革総合支援事業 、データを活用し
た教育改善、新カリキュラムの情報公表、HPへの掲載などの説
明、3）文部科学省「看護学教育モデル・コア・カリキュラム
（令和6年度改訂版）の説明を行った。		
【活動班⑤内部質保証会議・文部科学省申請書類】では、1）学
部長等会議、内部質保証会議、文部科学省への提出書類と時期に
関する確認、2）五反田事務部との確認をし、そのスケジュール
を教授会・学科会議で説明を実施し、合意形成得られた。
以上、活動班①②③④⑤により、【計画10-6】の令和6年度の達
成状況は100％であった。	

2.大学ビジョン、学位プロ
グラム共通の考え方である
看護学教育モデルコアカリ
キュラム（令和6年度改訂
版）、医療保健学部看護学
科ビジョンと活動方針に基
づき、学科の独自性と強み
を発揮できる３つのポリ
シー、共通ルーブリックを
検討する。
●上記を達成するために、5
つの活動班に分かれて、具
体的に活動・作成する。
活動班に分かれて、具体的
に活動・検討する。
活動班①全体のタスクとフ
ローのマネジメント
活動班②DP・CP・AP・履修
規定作成
活動班③学修成果・評価
（共通ルーブリック含む）
の作成
活動班④教学マネジメン
ト・自己評価・認証評価の
遵守
活動班⑤内部質保証会議・
文部科学省申請書類の作成

「評価指標」
2024年度3月末（2025.3）まで
に1.2を検討するためのプロ
ジェクト・委員会の設置、検討
事項の教授会・学科会議で合意
形成できる（100％）
2025年度3月末（2026.3）まで
に1.2を作成し、学部長等会
議、内部質保証会議で合意形成
ができる（100％）
2026年度5月に文科省申請し、
承認が下りる（100％）.新規カ
リキュラムをHPで公表する
（100％）
2027年度4月より新カリキュラ
ム開始し、3月末に初年度評価
を実施する。

令和6年度に作成したDP案、共通ルーブリック案、タスク＆フ
ロー、現行科目とコンピテンシー対応調査等の成果を基に、令和
7年度も検討を継続し、「作成に向けたドラフトの精緻化・論点
整理」を進めた。
しかし、段階的発展として第2フェーズへの移行に伴い、令和7年
度末までに求められていた 「(1)(2)の作成完了」および「学部
長等会議・内部質保証会議での合意形成」の到達には至っていな
い。
したがって、令和7年度は、（作成物の完成・学内手続き上の合
意形成）という意味での年度計画達成には未達であり、達成は
「検討の進展（途中成果の蓄積）」の段階に留まった。
評価区分
Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以
上）
（作成・合意形成まで未到達だが、DP／共通ルーブリック等のド
ラフトや検討プロセスは継続し、一定の成果は積み上がっている
ため）
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「計画達成のための方策」
1.主に「せたがやハウス」を利
用し、国立成育医療研究セン
ター病院にて付き添い入院して
いる家族へ焼き菓子等の提供や
食育媒体の提供を行う。
「評価指標」
・主に「せたがやハウス」を利
用し、国立成育医療研究セン
ター病院にて付き添い入院して
いる家族へ焼き菓子等の提供を
実施：3回/年
※COVID-19感染拡大状況によ
り、「せたがやハウス」での食
事支援活動が可能になれば、食
事提供を実施：1～2回/年
・主に「せたがやハウス」を利
用し、国立成育医療研究セン
ター病院にて付き添い入院して
いる家族へ食育媒体の提供：3
回/年
・ボランティア学生：4名程度
×3回＝12名

【年度計画11-1】
―

「評価指標」
―

〇医療保健学部医療栄養学科
【計画11-1】㋐
専門性の高い心温かい医療人の
育成の観点から、ボランティア
活動を推進する。

【計画11-2】㋐
幅広い分野で活動している管理
栄養士として、必要な知識及び
スキルを日々更新していくこと
が重要であることから、「卒後
教育」として知識・スキルアッ
プのための研修会を開催する。

―

―

―

―
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【年度計画11-3】
―

「評価指標」
―

―

―

―

―

―

―

【計画11-4】㋐
既卒であっても本学で栄養教諭
一種免許を取得可能とし、学校
栄養職員から栄養教諭への任用
替えを目指す卒業生への支援策
を検討する。

・令和6年度は3回開催し、延べ57名が参加した。
第1回「料亭の技を学ぶ料理教室」令和6年5月13日　参加者14名
第2回「管理栄養士がフリーランスとして働くためには」令和6年
9月23日　参加者15名
第3回「こうや豆腐を活用した料理教室」令和6年3月8日　参加者
28名
・卒業生よりフリーランスに関する質問が複数あり、テーマとし
て企画した。フリーランスに興味がある者や他の分野で働く管理
栄養士との情報交換を目的とした者の参加があった。実施後のア
ンケートでは、満足度100％、次回の参加希望100％で、刺激を受
けた等の感想を多く得た。
・今年度は卒業生や家族だけでなく、世田谷区の住民や管理栄養
士の参加もあった。
・現在予定されている学科再編に注力するため、次年度から本
テーマの優先順位を下げることにした。この理由により、本テー
マを令和6年度限りで終了とする。

「計画達成のための方策」
本学教員及び卒業生が講師とな
り、各分野での事例・症例紹介
や情報共有など、講義、演習、
ワークショップを含む様々な学
習形態で開催する。
「評価指標」
研修会の実施回数：年3回以上
かつ年間の参加者数を卒業生・
一般で100名以上

Ⅲ
【年度計画11-2】
―

「評価指標」
―

【計画11-3】㋐
卒業時に管理栄養士国家試験合
格が叶わなかった卒業生に対し
卒業後に管理栄養士免許を取得
できるように支援する。

「計画達成のための方策」
1.卒業生向け管理栄養士国家試
験対策講座を在校生の特別講義
と同時開催する。
2.卒業後にガイドラインの改訂
などがあった場合は、卒業生対
象に講座を開講する。この場
合、日常業務と並行しての講座
は日程調整で困難があるため、
講座は動画配信で開講する。
「評価指標」
・参加者の合格率50%以上
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「評価指標」
・共同研究等の取組状況と成果
報告

「評価指標」
― ―

―

【計画11-5】㋐
古代食の再現研究について、独
立行政法人文化財機構奈良文化
財研究所・国立歴史民俗博物館
との共同研究を引き続き実施
し、研究成果を学術雑誌やシン
ポジウムの開催を通じ、成果発
表を行う。

・前年度の研究成果は『カツオの古代学ー和食文化の源流を探
る』(吉川弘文館刊行)で公開した。香川大学の協力により古代米
を使った炊飯実験及び古代酒の再現実験を、令和7年3月5日・6日
に行った。また3月8・9日には、沼津市・富士市および静岡県考
古学会と共催で科研費研究の成果報告シンポジウムを行った。そ
の報告の準備のため、7～2月まで関東各地の教育委員会で土器の
観察を行った。
令和6年度で、研究責任者が退官するため、本テーマを令和6年度
限りで終了とする。

【年度計画11-4】
―

「評価指標」
―

「計画達成のための方策」
本学科栄養教諭委員が担当し、
科目等履修にて栄養教諭一種に
必要な科目（栄養教育実習を含
む）を修得できる時間割・組織
を構築することが将来的に可能
か調査を行う。
1.他大学の取組状況から本学で
教職科目履修可能な状況を見出
し、今後の生涯学習支援がどこ
まで実施可能か調査研究する。
2.時間割作成について、重点と
して取り組む。
3.本校勤務者並びに非常勤講師
招聘が可能か調査研究する。
「評価指標」
・調査研究の実施状況等

―

―

「計画達成のための方策」
独立行政法人文化財機構奈良文
化財研究所・国立歴史民俗博物
館との共同研究(令和5年度)と
科学研究費助成金基盤研究A
「東ユーラシア東辺における古
代食の多角的視点による解明と
その栄養価からみた疾病」（令
和6年度まで）の研究を通し
て、古代食研究の成果を今後学
術雑誌やシンポジウムなどで報
告する。

Ⅳ
【年度計画11-5】
―

―

―
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【計画11-6】
学生の主体的な学びを推進する
ため、学修者の支援体制を構築
するとともに教員の教育力を高
度化して教育の質の向上を行
う。

Ⅲ
「計画達成のための方策」
・学修ポートフォリオを用いる
ことで、卒業時に目指すべき能
力等をどこまで習熟したか、学
生自身に振り返りと自己評価を
促す。
・管理栄養士国家試験合格に向
け、自身の能力を客観的に分析
し計画的に学修できるよう、ガ
イダンス・学修環境整備・学修
指導を行う。
・教員にアクティブ・ラーニン
グ等の能動的授業の実施を促
す。
・教育内容の充実や教授方法の
高度化のため、教員にFD研修会
への参加を促す。

Ⅲ ・学生への学修ポートフォリオの説明は新年度ガイダンスで行っ
た。教員へは教授会で、学生へ学修ポートフォリオの作成と提出
の働きかけ、学修ポートフォリオをもとにした指導と就職活動へ
の利用提案を依頼した。学生にはディプロマサプリメント
（WebClass）のfGPA値の学修ポートフォリオへの記入および自己
分析と次期セメスターの目標の記載後、提出させた。提出された
学修ポートフォリオでアドバイザは学生指導した。学修ポート
フォリオにより学修の振り返りと自己評価を行った学生の割合
は、73.2%（1年生：74.9%、2年生：79.3%、3年生：92.9%、4年
生：49.1%）であった。
・前年度、対策講座出席者の合格率が高かったことを踏まえ、前
期対策講座はテストと講義を同日開催する参加しやすい形式に変
更した。後期対策講座では、初見問題への対応力強化を目的に、
対面模擬問題に加えてESSで宿題を課した。勉強法セミナー、模
試低得点者への追加対策・面談、外部講師特別講義は昨年同様に
実施した。出席率は向上したが、年7回の模試得点は伸び悩み、
第40回管理栄養士国家試験の合格率は本学59.3％、全国79.3％
（前年：本学60.9％、全国80.1％）であった。一方、より早い時
期から勉強に取り組ませるため、3年生に対し、前期から国試対
策ESSを導入し、後期に週1回の国試対策講座を実施した。1・2年
生に対しては、2月のオンライン模試を対面に変更した。次年度
は全学年でESS活用を進める予定である。
・令和7年度のFD研修会は、若手研究者育成を目指し「研究スキ
ルアップ」をテーマとして実施した。令和7年度のアクティブ・
ラーニングを取り入れた講義の割合は、66.7%（前年67.0%）で
あった。
・令和7年度FD活動として研修会（研究スキルアップ）と2回のピ
アレビュー（教員による他教員の授業参観）を実施した。全学で
もFD活動を実施しており、FD活動に参加した教員の割合は、100%
（24名/24名）であった。授業評価アンケートは確認中である。

【年度計画11-6】
・各セメスターの終了時
に、学修ポートフォリオを
用いた振り返りと自己評価
を学生に指導する。
・能動的・計画的に国家試
験対策を実行できるよう、
自習室の確保、ガイダンス
や模擬試験の実施、ICT利活
用による個別最適化された
教材や対策講座の提供など
を行う。
・教員にアクティブ・ラー
ニング等の能動的授業の実
施を促す。
・教育内容や教授方法の高
度化のため、教員にFD研修
会への参加を促す。

・学生への学修ポートフォリオの説明は新年度ガイダンスで行っ
た。教員へは教授会で、学生へ学修ポートフォリオの作成と提出
の働きかけ、学修ポートフォリオをもとにした指導と就職活動へ
の利用提案を依頼した。学生にはディプロマサプリメント
（WebClass）のfGPA値の学修ポートフォリオへの記入および自己
分析と次期セメスターの目標の記載後、提出させた。提出された
学修ポートフォリオでアドバイザは学生指導した。学修ポート
フォリオにより学修の振り返りと自己評価を行った学生の割合
は、81.1%であった。（1年生：87.6%、2年生：92.8%、3年生：
95.1%、4年生：60.9%）
・4年生前期の対策を強化し、勉強法のセミナー、過去問テスト
と教員による解説（週3コマ12週）、模試低得点者に対する追加
対策（週3コマ9週）を実施した。後期は模擬問題テストと外部講
師による対策講座（週2コマ15週）、追加対策（週2コマ11週）を
実施した。また、4年生業者模試を年間7回に増やし、模試低得点
者には面談で勉強法を助言し、オンラインで学習できる駿台グ
ループの教育支援システムを提供した。第39回管理栄養士国家試
験の合格率は、本学：60.9％、全国：80.1％（前年 本学：
64.6％、全国：80.4％）であった。
・前年に引き続き、「医療系カリキュラムにおける知識教授を目
的としたアクティブ・ラーニング」のFD研修会を実施した。令和
6年度のアクティブ・ラーニングを取り入れた講義の割合は、
67.0%（前年51.8%）であった。
・令和6年度FD活動として2回の研修会（アクティブ・ラーニン
グ、ルーブリック）と後期にピアレビュー（教員による他教員の
授業参観）を実施した。FD活動に参加した教員の割合は、96.0%
（24名/25名）であった。授業評価アンケートでは、学科平均値
が前年比で0.8%減少した。
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【計画11-7】
専門性を高めるための基盤とな
る基礎学力を向上させるため、
リメディアル教育を充実させ、
その教育を継続する。

・医療栄養学専攻の入学時の化学・数学・英語・国語テストの平
均点は前年度新入生とほぼ同等であり、R6年度開設の臨床検査学
専攻は、全ての科目で医療栄養学専攻よりも高かった。しかし、
いずれも大学生としては不十分な得点であった。
・R6年度から、単位認定のなかった「リメディアル国語」を正式
な選択科目の「実用国語」として開講した。
・テストの低得点者に対し、オリエンテーション時とメールを利
用し、リメディアル関連科目の受講を推奨した。結果として、低
得点者の受講率は、基礎数学90％、化学Ⅰ94％、実用国語92％と
100％には届かなかったが比較的高かった。特に実用国語につい
ては、正式な科目にしたことが寄与したと推測される。

「評価指標」
・学修ポートフォリオにより学
修の振り返りと自己評価を行っ
た学生の割合　95%（令和8年
度）
・管理栄養士国家試験合格率
全国平均以上
・アクティブ・ラーニングを取
り入れている講義・演習の割合
55%（令和8年度）
・FD研修会に参加した教員の割
合　96％（令和8年度）、授業
評価アンケート学科平均値が前
年比で2%増

「評価指標」
・学修ポートフォリオによ
り学修の振り返りと自己評
価を行った学生の割合　85%
・管理栄養士国家試験合格
率　全国平均以上
・アクティブ・ラーニング
を取り入れている講義・演
習の割合　48%
・FD研修会に参加した教員
の割合　92％、授業評価ア
ンケート　学科平均値が前
年比で2%増

「計画達成のための方策」
・新入生の学力把握とその結果
に基づくリメディアル教育の実
施
・リメディアル教育の継続的な
改善
「評価指標」
・リメディアル関連科目受講推
奨者の履修率100％
・令和5年度リメディアル国語
開設
・リメディアル教育の改善実施

Ⅲ
【年度計画11-7】
・新入生の学力把握とその
結果に基づくリメディアル
教育の実施
・リメディアル教育の継続
的な改善
「評価指標」
・リメディアル関連科目受
講推奨者の履修率100％
・リメディアル教育の改善
実施

Ⅲ ・オリエンテーションでリメディアル関連科目の有用性を説明
し、全新入生に受講を強く推奨した。履修登録率は基礎数学
92％、実用国語86％、化学Ⅰ96％と、前年（86％、91％、91％）
同様に高水準であった。今年度はプレースメントテスト共通化で
テストが変更され、低得点基準を設定できなかったため、低得点
者に限らず全員に推奨したが、多くの学生が基礎科目に苦手意識
を持っていることから、今後も全員への推奨を継続する。
・昨年度開講した「実用国語」は教育の一貫性確保のため担当教
員を1名に変更したが、単位取得率が67％と低かった。入学時プ
レースメントテスト（国語）の得点から、受講が必要な低得点者
ほど、課題未提出や欠席により落単しやすい傾向がみられた。次
年度は、授業内で課題に取り組む時間を増やし、課題未提出によ
る落単者の減少を図る。
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「評価指標」
・学科全体として、英語論文を
3本/年以上公表

「評価指標」
・英語論文の投稿状況

・本年度は、英語論文は2本と例年どおりの数に戻っている（目
標達成率66%）。
・医療情報学科の改組に伴って論文投稿の余裕がなかったこと等
が原因と考えられるが、医療情報学の特性上、研究を通じた斬新
さの可視化は、専攻に所属する教員のブランディングを進める上
でも不可欠である。そのため組織的に投稿を促す観点から、令和
8年度は医療保健学科医療情報学専攻に係る学科特別研究費の配
分において、論文投稿に直結する取り組みへの傾斜配分を行い、
目標達成率の改善を図っていく。

・本年度は、英語の原著論文が5本、国際学会発表が5本と、例年
より大幅に増加した。もっとも、昨年度課題とした「学会のブラ
ンディング」という意味ではまだ十分に活かせていないので、引
き続き努力してまいりたい。

Ⅳ
【年度計画12-3】
英語論文を3本以上投稿す
る。

Ⅱ

・医療情報学科（入学定員80名）から、医療保健学科医療情報学
専攻（同30名）への改組を行い、入学者は33名となったことか
ら、入学定員に占める学生の割合は110%となった。
・他方、入学者の多くは「スポーツ科学副専攻」との連携を前提
としており、医療情報学専攻単体としてみれば、入学定員の確保
はさらに深刻な状況になっている。そこで医療情報学専攻と「ス
ポーツ科学副専攻」を一体化したカリキュラムを構築し、専攻像
そのものを社会のニーズに合ったものに大胆に転換することが喫
緊の課題である。

Ⅲ

・本学卒業生が複数名就職する企業から委託を受けて例年「医療
情報技師対策講座」を行っているところであるが、本年度は合格
者2名にとどまったものの、うち1名が初度受験合格であり、同社
からは高い評価をいただいた。また次年度以降も継続するよう依
頼を受けており、同社には例年通り卒業生が就職する予定である
ことから、引き続き支援を続けてまいりたい。

Ⅳ

〇医療保健学部医療情報学科
【計画12-1】㋐
Socity5.0に基づくヘルスケア
情報人材像を確立し、高等学
校、実習先、就職先・進学先な
ど社会におけるステークホル
ダーからの信頼を勝ち取る。

「計画達成のための方策」
卒業生向けの医療情報技師等の
資格試験講座を開講する。
「評価指標」
・卒業後3年以内の推奨資格
（医療情報技師等）取得者15名
以上

【年度計画12-2】
前年度計画記載以外の卒業
生向けの学修支援方法を検
討する。
「評価指標」
・卒業後3年以内の推奨資格
（医療情報技師等）取得者
15名以上

「計画達成のための方策」
紀要・学会誌への投稿がスムー
ズにできるための問題点を抽出
し、今後のアクションとスケ
ジュールを決定する。

・学生に魅力のあるカリキュラムを目指して2023年度から新カリ
キュラムを適用しているところではあるが、残念ながら2024年度
入学生は入学定員の半数を割り込む結果となり、よって在学定員
に占める学生の割合はさらに低下する結果となった。
・18歳人口が減少する中で現状のままでは学科を継続することは
困難であるため、2024年7月の大学経営会議において、医療情報
学科（定員80名）と「医療保健学科医療情報学専攻（定員30
名）」と大幅に縮小することとなった。また、これまで病院や電
子カルテベンダーなど狭義の医療情報分野で活躍する情報処理技
術者の育成を目指していたが、その範囲を大幅に広げることとし
た。具体的には、健康・スポーツの分野を含めたヘルスケア
フィールドにおいて、情報処理機構が示す幅広いDX人材像も視野
に入れて、多様なデジタルヘルス人材の育成にシフトすることと
した。まだ関連産業等へのヒアリングを行っている段階である
が、「スポーツ科学副専攻」との連携等も含めて、着実にカリ
キュラムの見直しを進めてまいりたい。

Ⅲ
・同社の研修については既に10年を超す実績があるが、本年度は
6名の合格者を輩出することができ、うち1名は新入社員であった
ことから、同社からも大変高い評価をいただいている。
・医療情報学科の改組に伴って将来的に医療情報技師を目指す学
生が減少することも見込まれるが、本取り組みは重要な就職先を
通じた卒業生支援を目的としているため、少なくとも令和8年度
については継続することとしたい。

【計画12-2】㋐
卒業生への生涯学習支援とし
て、卒業後の資格試験取得に向
けた学習サポートを実施する。

【計画12-3】㋐
紀要・学会誌への投稿を推進す
る。

「計画達成のための方策」
Socity5,0におけるヘルスケア
人材像やその背景の書籍化及び
カリキュラムの見直し・実装等
を推進する。
「評価指標」
・入学定員に占める学生の割合
100%
・実習先の実習系科目における
肯定的な指導者評価75%超
・就職先における肯定的な上司
評価75%超

Ⅰ
【年度計画12-1】
令和5年度新カリキュラム適
用学生におけるインターン
シップの見直し・実装。

「評価指標」
・入学定員に占める学生の
割合100%
・実習先の実習系科目にお
ける肯定的な指導者評価75%
超
・就職先における肯定的な
上司評価75%超
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〇東が丘看護学部
【計画13-1】㋐
全領域で「自ら考え判断し行動
できる自律した看護師」の育成
を目指し、学生が主体性を発揮
できる学習活動（アクティブ
ラーニング）を取り入れた授業
（講義・演習）を実施（導入・
継続）する。
また“tomorrow's Nurse”が目
指す看護実践能力の基盤となる
知識・技術の修得に向けて、毎
年20％ずつの演習科目の内容・
方法を検討し、令和8年度には
全ての演習科目の見直しを行
う。

1.90%以上の科目でアクティブラーニングを取り入れた授業を展
開した。アクティブラーニングに関する情報をシラバス、カリ
キュラム検討委員会等で共有した。

2.各領域で演習内容・方法を見直した。カリキュラム検討委員会
での共有、全体の調整は実施できなかった。

3.学生自身が学修ポートフォリ
オを活用し、学修状況の自己評
価、今後の学修目標の設定を促
進する。

Ⅲ 3.学修ポートフォリオである「看護技術経験表」を用いた自己評
価、目標設定を促進した。各学年の活用率は80%以上であった。

3.学生自身が学修ポート
フォリオを活用し、学修状
況の自己評価、今後の学修
目標の設定を促進する。

Ⅲ 3.学修ポートフォリオである「看護技術経験表」を用いた自己評
価、目標設定を促進した。各学年の活用率は90%以上であった。

2.領域間で情報を共有し、看護
過程展開の事例や看護技術項目
等の効果的かつ効率的な配置に
関する検討を毎年1回ずつ行
い、令和8年度の完了を目指
す。

Ⅲ 2.看護実践能力の基盤とな
る知識・技術の修得に向
け、各領域で年度内で検討
する演習科目および技術項
目を決定し、演習内容・方
法を見直す。また、各領域
での検討内容をカリキュラ
ム委員会で共有し、全体で
の調整を図る。

2.各領域で演習内容・方法を見直した。カリキュラム検討委員会
での共有、全体の調整は未実施。

「計画達成のための方策」
1.各領域で新たに取り組むテー
マを1つ以上決定し、それに対
する行動計画および実施・評価
を報告する。令和8年度までに
は全領域、全科目において検討
する。

1.90%以上の科目でアクティブラーニングを取り入れた授業を展
開した。アクティブラーニングに関する情報をシラバス、カリ
キュラム検討委員会等で共有した。また、看護技術のeラーニン
グソフトであるNursing Skillsの学生利用率は95％以上であっ
た。

Ⅲ

【年度計13-1】
1.各領域の特性や各科目の
学習目標に合わせ、アク
ティブラーニングを取り入
れた効果的な授業計画・展
開する。また、各領域で実
施しているアクティブラー
ニングに関する情報を共有
する。

Ⅲ

4.ヘルスデータサイエンスプログラムの履修率および修了認定率
は100%であった。

4.ヘルスデータサイエンス
プログラムの履修により、
発展・進化する看護の知
識・技術を積極的に探究
し、データサイエンスの活
用を通じて自らも看護・看
護学の発展に創造的にかか
わる能力を高める。

4.ヘルスデータサイエンスプログラムの履修率および修了認定率
は100%であった。

4.ヘルスデータサイエンスプロ
グラムの履修により、発展・進
化する看護の知識・技術を積極
的に探究し、データサイエンス
の活用を通じて自らも看護・看
護学の発展に創造的にかかわる
能力を高める。

Ⅳ Ⅳ

Ⅲ
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2.コンタクトグループの前後に
学生に連絡を行い、情報を周知
する。

3.学生サークルの活動が円滑に
行えるようにサポートする。

4.ボランティア活動・ボラン
ティアサークルの推進につい
て、学友会と連携を取り支援し
ていく。

2.コンタクトグループの前
後に学生に連絡を行い、情
報を周知する。

3. 学生サークルの活動が円
滑に行えるようにサポート
する。

Ⅲ 6.東京医療センター主催の災害訓練に約100名のボランティア学
生を派遣した。

Ⅳ 6.東京医療センター主催の災害訓練に約110名のボランティア学
生を派遣した。

8.外部施設に2回、医愛祭などの内部施設で2回、アロマトリート
メントのボランティアの活動を行った。
また、アロマ石鹸づくりを1回実施し9名が参加した。

8.アロマセラピークラブの
ひいりんぐぽっとに所属す
るメンバーは、病院や老人
施設、医愛祭などでアロマ
トリートメントのボラン
ティアの活動を行う。

6.実習施設の災害訓練に患
者役のボランティアとして
参加する。

Ⅳ 5.目黒区との地域連携を推進するため「第48回目黒区民まつり」
に学生ボランティア14名及び教員1名を派遣した。

5.目黒区と連携し、区民対
象のイベントに救護活動等
のボランティアとして活動
する。

Ⅲ 5.目黒区との地域連携を推進するため「第49回目黒区民まつり」
に学生ボランティア20名及び教員1名を派遣した。

4.ボランティア活動・ボラ
ンティアサークルの推進に
ついて、学友会と連携を取
り支援していく。

Ⅳ

1.2.3.4.学友会と連携を取り、各種イベントに学生の参加を促し
た。また、コンタクトグループを対面で2回実施した。

5.目黒区と連携し、区民対象の
イベントに救護活動等のボラン
ティアとして活動する。

6.実習施設の災害訓練に患者役
のボランティアとして参加す
る。

7.管弦楽クラブのダカーポに所
属するメンバーは、病院の患者
向けミニコンサートにボラン
ティアとして参加する。

「評価指標」
・アクティブラーニングを取り
入れた授業（講義・演習）の実
施状況及び演習科目の見直し状
況
・各科目の学生からのフィード
バック、授業評価アンケート結
果、学修ポートフォリオの活用
率、プログラム（該当科目）の
履修率および修了認定率

8.アロマセラピークラブのひい
りんぐぽっとに所属するメン
バーは、病院や老人施設、医愛
祭などでアロマトリートメント
のボランティアの活動を行う。

1-4.約450名の東が丘看護学部の学生が4年間で最低1回のボラン
ティア活動に参加するという目標は達成できていると考えられ
る。
・学友会と連携を取り、各種イベントに学生の参加を促した。ま
た、コンタクトグループを対面で2回実施した。

Ⅲ 8.医愛祭などの内部施設で2回、外部で2回、アロマトリートメン
トのボランティアの活動を行った。
また、アロマ石鹸づくりを１回実施し10名が参加した。

Ⅲ 7.病院などはコロナ禍の後、演奏会を禁止しており、ミニコン
サートは実施できていないが、練習活動を行っている。

7.管弦楽クラブのダカーポ
に所属するメンバーは、病
院の患者向けミニコンサー
トにボランティアとして参
加する。

Ⅲ 7.病院などはコロナ禍の後、演奏会を禁止しており、ミニコン
サートは実施できていないが、医愛祭で演奏する機会をえた。

Ⅲ
「計画達成のための方策」
1. 学友会や学生サークルと連
携し、学生のリクルートを積極
的に行う。

Ⅳ
【年度計画13-2】
1.学友会や学生サークルと
連携し、学生のリクルート
を積極的に行う。

「評価指標」
・アクティブラーニングを
取り入れた授業（講義・演
習）の実施状況及び演習科
目の見直し状況
・各科目の学生からの
フィードバック、授業評価
アンケート結果、学修ポー
トフォリオの活用率、プロ
グラム（該当科目）の履修
率および修了認定率

【計画13-2】㋐
ボランティア活動やボランティ
アサークルが定着し、4年間を
通じて学生一人が最低1回はボ
ランティア活動に参加する。
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【計画13-3】㋐
学生生活の充実を図る。

9.目黒区消防団に150名弱が登録している。 9.目黒区消防団に入会し、
防災活動や災害時の拠点確
認を行い、地域住民に対し
て貢献する。

Ⅲ

「評価指標」
1）新入生ガイダンス実施後ア
ンケートの実施状況の確認
2）コンタクトミーティングへ
の参加率、アンケートの確認
3）看護技術経験表の各学年の
更新状況・看護技術経験表の各
学年の目標達成率

「評価指標」
1）新入生ガイダンス実施後
アンケートの実施状況の確
認
2）コンタクトミーティング
への参加率、アンケートの
確認
3）看護技術経験表の各学年
の更新状況・看護技術経験
表の各学年の目標達成率

2.コンタクトミーティングの実
施により、学生に学年を超えた
縦のつながりを提供し、担任以
外の教員からのサポートも提供
する。

Ⅲ 2.コンタクトミーティング
の実施により、学生に学年
を超えた縦のつながりを提
供し、担任以外の教員から
のサポートも提供する。

Ⅲ 2.コンタクトグループを対面で2回実施した。

9.目黒区消防団に入会し、防災
活動や災害時の拠点確認を行
い、地域住民に対して貢献す
る。

「計画達成のための方策」
1.学生生活ガイダンス及び担任
制における学生への支援活動を
実施する。

Ⅳ
【年度計画13-3】
1.学生生活ガイダンス及び
担任制における学生への支
援活動を実施する。

Ⅳ 1.年度初めに学生生活ガイダンスおよびオリエンテーションを実
施した。年間を通して担任制を用いてサポートしている。

9.目黒区消防団に150名弱が登録している。

3.看護技術経験表のデジタル化
により、学生自身が自ら技術の
到達度を確認しながら学習や実
習を進めていくことを促す。
・各実習後の面談にて、看護技
術経験表の確認を教員と実施す
る。
・各実習の開始前には、学生自
身で看護技術達成度を確認する
ように教員が促す。
・未達成項目を確認し、実習の
中で受け持ち患者のニーズに合
わせて学生が自ら達成できるよ
うに指導する。

Ⅲ 3.看護技術経験表のデジタ
ル化により、学生自身が自
ら技術の到達度を確認しな
がら学習や実習を進めてい
くことを促す。
・各実習後の面談にて、看
護技術経験表の確認を教員
と実施する。
・各実習の開始前には、学
生自身で看護技術達成度を
確認するように教員が促
す。
・未達成項目を確認し、実
習の中で受け持ち患者の
ニーズに合わせて学生が自
ら達成できるように指導す
る。

Ⅳ 3.デジタル化された看護技術経験表より、学生自身が自ら技術の
到達度を確認しながら学習や実習を進めていく環境は整ってい
る。
・学生は各実習後の教員との面談にて、看護技術経験表の確認を
実施し、教員からのリマインド等により100％の学生が自身の経
験を入力更新することができた。
・各実習の開始前には、学生自身で看護技術達成度を確認するよ
うに教員が促し、実習に臨むことができている。
・教員は未達成項目を確認し、実習の中で受け持ち患者以外の患
者も含めて学生が自ら達成できるように指導・調整していた。
【各学年の目標達成率】各学年の達成率は把握できており毎年の
算出は負担が大きいため、各論実習後の3年次終了時点と4年次終
了時点とに限定した。4年生の個人の目標レベル到達項目の平均
割合は97%と前年比2%上昇した。

「評価指標」
・各種ボランティア活動の参加
状況、参加率、サークルやクラ
ブの入会率

「評価指標」
・各種ボランティア活動の
参加状況、参加率、サーク
ルやクラブの入会率

Ⅳ

1.年度初めに学生生活ガイダンスを実施した。年間を通して担任
制を用いてサポートしている。

2.コンタクトグループを対面で2回実施した。

3.実習検討委員にて看護技術経験表の活用を実習前後で学生に周
知および促しを徹底した。ダウンロードに関してはほぼ全員が済
ませている。
・実習後の担当教員との面談時に看護技術経験表の確認を実施で
きた。
・各実習の開始前には、学生自身で看護技術達成度を確認するよ
う各領域の教員、実習検討委員が促すことができた。
・各領域の実習で達成が見込まれる技術項目についてハイライト
を施し周知徹底したが、学生・教員の理解が進まず、誤って評価
をしている学生が散見された。

・看護技術経験表の各学年の更新状況・看護技術経験表の各学年
の目標達成率
1年生更新状況　97%、目標達成率は2025年度集計予定
2年生更新状況　98.2%　目標達成率　69.7％
3年生更新状況　86.6%　目標達成率　90％
4年生更新状況　100%、目標達成率　98%
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1.看護技術達成度を確認する経験表をデジタル化し、学生も自身
でその達成度を確認し、不足な技術を積極的に実施することへと
つながっていた。
また、達成度がアップしていくことで、学生自ら自信につなが
り、学習意欲をもつことにつながっていた。
実習終了後の評価面接の際に、学生とともにデジタル化された経
験表を一緒に確認することで、実施できていた項目がチェックさ
れていないところの修正、またそのあと続く実習での実施の意識
付けにもつながり効果的であった。

1.看護技術経験表のデジタル化も2年目となった。各実習後に学
生が自分の実施した看護技術を確認し、各自の達成度を可視化で
きるようになり、到達していない技術を積極的に修得するように
なり、学習意欲の向上につながった。
各実習終了後の評価面接の際に、学生と共にデジタル化された経
験表を教員と一緒に確認することで、達成度の向上が確認でき学
生が自信や成長を感じることにもつながった。到達度に達してい
ない技術については、あとに続く実習での実践の意識付けにもつ
ながり効果的であった。看護技術経験表のアップロード数は、各
学年とも概ね100％に近い状況であった。

4.グローバルな健康課題に対
し、一人ひとりが主体的に興味
関心のある分野を学修できる副
専攻「国際看護学」を設置し、
国際看護を担う人材を育成す
る。

「評価指標」
・出席率・参加率・授業評価ア
ンケート

Ⅳ 4.副専攻「国際看護学コース」を設置した。学内での講義・演習
だけでなく、フィールドワーク、プレゼンテーション、TOIEC受
験、English Caféへの参加等を通して、グローバルな視野を修得
できるようにした。

4.グローバルな健康課題に
対し、一人ひとりが主体的
に興味関心のある分野を学
修できる副専攻「国際看護
学」を設置し、国際看護を
担う人材を育成する。

「評価指標」
・出席率・参加率・授業評
価アンケート

Ⅳ 4.副専攻「国際看護学コース」を実施している。学内での講義・
演習だけでなく、フィールドワーク、プレゼンテーションを行っ
ている。また、TOIEC受験、English Caféへの参加等を通して、
グローバルな視野を修得できるようにした。

3.学生が自己の看護に関連
する分野だけでなく、他領
域の知識、知見、手法を融
合しながら、問題解決に取
り組む姿勢とスキルを身に
つけることを目指すことが
できるような学修の場を提
供する。

Ⅲ 3.コンタクトグループミーティング、スポーツ大会、医愛祭、目
黒区のサンマ祭り、東京医療センターの災害看護訓練等の課外活
動を充実させ、参加を促進した。

【計画13-5】㋐
学生に継続的な教育支援を行い
満足度を高める。

3.学生が自己の看護に関連する
分野だけでなく、他領域の知
識、知見、手法を融合しなが
ら、問題解決に取り組む姿勢と
スキルを身につけることを目指
すことができるような学修の場
を提供する。

Ⅲ

2.前期後期開始時に学部長、主
担任により学生へのカリキュラ
ムや学習に関するガイダンスが
行われることで、一層学ぶこと
の意義や学際的視
野につながる。

Ⅲ 2.前期後期開始時に学部
長、主担任により学生への
カリキュラムや学習に関す
るガイダンスが行われるこ
とで、一層学ぶことの意義
や学際的視野につながる。

Ⅲ 2.前期・後期開始時に学部長・担任・関連委員会委員長によるガ
イダンスを実施した。各学年の95%以上が出席した。

2.前期・後期開始時に学部長・担任・関連委員会委員長によるガ
イダンスを実施した。各学年の95%以上が出席した。

1.4年次の「卒業研究」にてグループ研究を実施した。履修率は
100%であった。また3年生も参加する形式で研究成果の合同発表
会を開催した。4年生の100%、3年生の95%以上が参加した。

「計画達成のための方策」
1.単独の学問だけでは解決が難
しい課題に対して、複数の学問
を連携・融合させ学修すること
で学際的視野を身に着けること
ができるように、情報提供や学
習支援に努めていく。

Ⅲ
【年度計画13-4】
1.単独の学問だけでは解決
が難しい課題に対して、複
数の学問を連携・融合させ
学修することで学際的視野
を身に着けることができる
ように、情報提供や学習支
援に努めていく。

Ⅲ 1.4年次の「卒業研究」にてグループ研究を実施した。履修率は
100%であった。また3年生も参加する形式で研究成果の合同発表
会を開催した。4年生の100%、3年生の95%以上が参加した

【計画13-4】㋐
学びの機会を拡大し、学際的視
野を身につけることを促進す
る。

「計画達成のための方策」
1.学修ポートフォリオ(電子版
看護技術経験表)の活用：演習
や実習を学生と一緒に振り返
り、できるようになった看護技
術を確認し、学生自身が成長を
感じられるように促す。

Ⅲ
【年度計画13-5】
1.学修ポートフォリオ(電子
版看護技術経験表)の活用：
演習や実習を学生と一緒に
振り返り、できるように
なった看護技術を確認し、
学生自身が成長を感じられ
るように促す。

Ⅲ

3.コンタクトグループミーティング、スポーツ大会、医愛祭、東
京医療センターの災害看護訓練等の課外活動を充実させ、参加を
促進した。
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Ⅲ

「計画達成のための方策」
1.図書館利用方法の説明や検索
対応を行う。

・国際看護や実習指導者講習会、大学院の図書、地域連携などの
展示図書コーナーを新規に設け、教員や学生が書籍を利用しやす
いレイアウトの工夫を行った。入館者数はBDS故障のため不明で
はあるが資料貸出数6000件以上、ILL申込件数400件程度、看護師
国家試験WEBﾛｸﾞｲﾝ数は全学利用の3分の1を東が丘看護学部が占め
ており、目標は概ね達成したと評価する。
1.来館者に対して図書館の利用方法についてその都度説明すると
ともに、開館案内を毎月送信し、学生に周知してもらっている。
データベースログイン回数は全学のデータしかないが、看護師国
家試験WEBﾛｸﾞｲﾝ数は全学利用の3分の1を東が丘看護学部が占めて
おり、活用されている。

国際看護、実習指導者講習会、大学院関連図書、地域連携などを
テーマとした展示図書コーナーを継続的に設置し、教員および学
生が書籍を利用しやすいレイアウトの工夫を行ってきた。入館者
数についてはBDS故障のため把握できていないものの、資料貸出
数は月平均400～500件以上、ILL申込件数は月平均約30件を維持
している。また、看護師国家試験WEBログイン数においては、全
学利用の48％を東が丘看護学部が占めている。以上のことから、
利用促進および学修支援の面において一定の成果が認められ、当
初の目標は概ね達成されたと評価できる。

2.OH(オフィスアワー)の活用をシラバスに記載し、教員が学生に
伝えたことにより、学生対応に役立ち、効果的であった。

1.来館者に対しては、その都度図書館の利用方法を説明するとと
もに、開館案内を毎月送信し、学生への周知を継続して行ってい
る。看護師国家試験WEBログイン数は全学利用の半数程度(48%)を
東が丘看護学部が占めており、学修支援ツールとして十分に活用
されていると評価できる。

2.OH(オフィスアワー)の開
催：各教員がOHの開催につ
いて学生に伝え（シラバス
に記載する）、授業や演
習、実習での学生の疑問に
タイムリーに対応するよう
にする。

Ⅲ 2.シラバスに記載したり、掲示板に表示することで、学生が講義
や実習での疑問にタイムリーに応えられるように努めている。

3.授業評価アンケートを実施
し、学生にフィードバックす
る。

Ⅲ 3.授業評価アンケートを実
施し、学生にフィードバッ
クする。

Ⅲ 3.全ての科目で授業評価アンケートを実施し、結果を基に、次年
度の計画を立てている。

「評価指標」
・学修ポートフォリオ(看護
技術経験表)の記載状況を確
認し、目標到達レベルの推
移をみる。
・OHの利用状況を集計す
る。
・授業評価アンケートを集
計する。回答率や回答内容
の確認をする。

3.授業評価アンケートの実施および教員の結果確認により、今後
の改善等につながり、学生へのフィードバックに効果的であっ
た。

「評価指標」
・学修ポートフォリオ(看護技
術経験表)の記載状況を確認
し、目標到達レベルの推移をみ
る。
・OHの利用状況を集計する。
・授業評価アンケートを集計す
る。回答率や回答内容の確認を
する。

Ⅳ

Ⅳ

【年度計画13-6】
1.図書館利用方法の説明や
検索対応を行う。

【計画13-6】㋐
書籍を利用しやすいレイアウト
や検察対応を工夫し、図書利用
の促進および満足度を高める。

Ⅲ

2.OH(オフィスアワー)の開催：
各教員がOHの開催について学生
に伝え（シラバスに記載す
る）、授業や演習、実習での学
生の疑問にタイムリーに対応す
るようにする。

Ⅲ
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Ⅳ Ⅲ

【計画13-7】㋐
異文化コミュニケーションの充
実と学生の満足度を高める。

Ⅳ 3.TOEIC®の受験を推奨、
セッティングし、英語能
力、日常やオフィスなど実
際のコミュニケーション能
力を高める。

Ⅳ 3.TOEIC®はおよそ130名の学生が受験し、実力測定により語学能
力の確認と向上に寄与できた。1年生の受験率は100％であった。
英語の表現力向上および自己の意思を伝える語彙の増加に貢献し
た。

2.新入生・来館者を対象に、データベースの利用方法について説
明している。英論文クリティークや看護研究の基礎の講義内でも
教員が説明し、学生はスムーズに利用できている。

3.新入生・在校生を対象に図書のリクエスト方法について口頭・
メール等で説明し、周知してもらっている。図書のリクエスト授
業や実習に必要な書籍およびDVDに関して、前期・後期の定期リ
クエストを受け付けるだけでなく、毎月随時リクエストを受け付
け（2月時点で21冊/年）、教員・学生のニーズにあった対応が実
施できた。

4.目黒区との地域連携として、「飲酒と健康」をテーマに選書15
冊、コラボレーション展示、ブックリストの配布を行った。展示
は展示コーナーを設けることで地域連携の強化ならびに学生の関
心を促せた。 

3.授業や実習に必要な書籍およ
びDVDに関して、前期・後期で
購入リクエストを受け付けると
ともに、リアルタイムでリクエ
ストも受付、ニーズに対応す
る。

3.TOEIC®の受験を推奨、セッ
ティングし、英語能力、日常や
オフィスなど実際のコミュニ
ケーション能力を高める。

2.副専攻「国際看護学Ⅱ」は希望した学生が受講し、学内での講
義・演習だけでなく、フィールドワーク、プレゼンテーションを
通して、国外のグローバル化や、健康課題、国際医療協力の実態
を探求した。

3．今年度は予算の都合により、リアルタイムでのリクエスト周
知は実施できなかったものの、授業および実習に必要な書籍・
DVDについて前期・後期の定期リクエストを受け付けた。その結
果、教員および学生のニーズには概ね対応できていたと評価す
る。

1.ハワイでNPとして働いている非常勤講師により、学部生はオン
ライン授業、大学院生は対面で講義を受けた。米国の保健医療制
度の特徴などの講義を受け学生達は高い関心を示した。日本と異
なる医療制度等に関心が高まった。

4.目黒区、目黒区内の病院図書
館における地域連携を促進す
る。「緩和ケア」「就業継続し
ながらの治療」といったテーマ
でコラボレーション展示を行
い、学生の興味関心を促すとと
もに大学図書館と地域の連携に
よる社会活動を学ぶ。

「評価指標」
入館者数、資料貸出冊数、ILL
申込件数、データベースログイ
ン回数とSession数、看護師国
試WEBﾛｸﾞｲﾝ回数

Ⅳ 3.授業や実習に必要な書籍
およびDVDに関して、前期・
後期で購入リクエストを受
け付けるとともに、リアル
タイムでリクエストも受
付、ニーズに対応する。

Ⅲ

2.データベース利用方法の
説明を十分に行い、英論文
クリティークや看護研究の
基礎といった講義において
も繰り返し説明し、各自が
スムーズに利用できるまで
支援する。

Ⅲ 2．新入生および来館者を対象に、データベースの利用方法につ
いて継続的な説明を実施している。加えて、「英論文クリティー
ク」や「看護研究の基礎」の講義内においても教員による説明が
行われており、学生は円滑にデータベースを活用できている。

4．目黒区との地域連携の一環として、「認知症」をテーマに選
書17冊を用いたコラボレーション展示およびブックリストの配布
を行った。展示コーナーを設けることで、地域連携の強化に加
え、学生の関心喚起にもつながった。

2.国際看護学Ⅱのフィールド
ワークを通して、グローバル化
の実態および、外国人の健康問
題について探求する。

「計画達成のための方策」
1.ハワイのNPによる特別講演を
設定し受講できるよう時間割を
調整する。

Ⅲ
【年度計画13-7】
1.ハワイのNPによる特別講
演を設定し受講できるよう
時間割を調整する。

Ⅲ

「評価指標」
入館者数、資料貸出冊数、
ILL申込件数、データベース
ログイン回数とSession数、
看護師国試WEBﾛｸﾞｲﾝ回数

Ⅳ

2.データベース利用方法の説明
を十分に行い、英論文クリ
ティークや看護研究の基礎と
いった講義においても繰り返し
説明し、各自がスムーズに利用
できるまで支援する。

Ⅳ

1.ハワイでNPとして働いている非常勤講師により、学部生および
大学院生はオンラインで講義を受けた。米国の保健医療制度の特
徴などの講義を受け学生達は高い関心を示した。日本と異なる医
療制度等に関心が高まった。

4.目黒区、目黒区内の病院
図書館における地域連携を
促進する。「緩和ケア」
「就業継続しながらの治
療」といったテーマでコラ
ボレーション展示を行い、
学生の興味関心を促すとと
もに大学図書館と地域の連
携による社会活動を学ぶ。

2.国際看護学Ⅱのフィール
ドワークを通して、グロー
バル化の実態および、外国
人の健康問題について探求
する。

Ⅳ2.副専攻「国際看護学Ⅱ」は希望した学生が受講し、学内での講
義・演習だけでなく、フィールドワーク、プレゼンテーションを
通して、国外のグローバル化や、健康課題、国際医療協力の実態
を探求した。

3.TOEIC®はおよそ130名の学生が受験し、実力測定により語学能
力の確認と向上に寄与できた。1年生の受験率は100％であった。
英語の表現力向上および自己の意思を伝える語彙の増加に貢献し
た。
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【計画13-8】㋐
卒業後の支援体制を構築する。

「評価指標」
卒業生との懇談会の参加率及び
満足度

「評価指標」
卒業生との懇談会の参加率
及び満足度

5.海外現地研修参加による現地
の学生やホストファミリーとの
交流により、英語能力、コミュ
ニケーション能力を高める。

Ⅲ 5.海外現地研修参加による
現地の学生やホストファミ
リーとの交流により、英語
能力、コミュニケーション
能力を高める。

Ⅳ 5.グリフィス大学の現地研修に8名の学部生が参加した。現地の
学生とのキャンパスツアー、病院見学、高齢者施設見学、オース
トラリアの文化研修、学外活動、ホームステイ先の家族との交流
により、語学力が向上するように設定した。参加者は効果的な学
修機会と回答した人がほとんどであり、満足度が高かった。

Ⅳ 4.English caféは年間に6回、定期開催し、平均参加学生数は100
名であった。学部2年生は全員参加した。ネイティブスピーカー
との会話によりリスニングおよびスピーキング能力の向上に寄与
した。英語圏の文化を学び、グローバルな視野を修得した。

6.海外オンライン研修の参加を
促し、英語能力、コミュニケー
ション能力を高める。

Ⅲ 6.海外オンライン研修の参
加を促し、英語能力、コ
ミュニケーション能力を高
める。

Ⅲ 6.ハワイオンライン研修に学生が参加した。シャミナード大学の
協力を得て、アメリカおよびハワイ州における最近の医療の側面
に焦点をあてた講義、現地学生との交流により、語学力が向上す
るようにプログラムを設定した。

6.オーストラリアオンライン研修は学生の参加希望がなかった
が、教員2名が運営スタッフとして協力した。グリフィス大学の
協力を得て、海外の看護や栄養について学び、効果的な学修機会
と回答した人は100％であり、満足度も高かった。

「評価指標」
特別講演の出席率、ヒアリング
参加率、TOEIC®の受験率、
English caféの参加率、海外研
修の参加率および満足度、オン
ライン交流の参加率および満足
度

1.卒業生との懇談会を11月8日に国立病院機構本部講堂で実施し
た。卒業生に関しては、本学部の実習病院を中心に14施設から参
加があった。学部3年生に関しては104名の参加があり、参加率は
92.9％であった。
前半では、卒業生が所属する施設に関する説明を行い、後半で
は、卒業生が施設ごとにブースに分かれ、3年生が自由に卒業生
から話を聞く時間とした。
実施後のアンケートでは、懇談会について「満足」「やや満足」
と回答した割合が計77%であり、今後の就職活動に「大いに参考
になった」「参考になった」と回答した割合が計85％であった。
評価指標がおおむね80%を超えていることから評価区分をⅢと判
定する。

「計画達成のための方策」
1.卒業生との懇談会を企画し、
学生が将来の進路について考え
る機会を設ける。

Ⅲ
【年度計画13-8】
1.卒業生との懇談会を企画
し、学生が将来の進路につ
いて考える機会を設ける。

Ⅳ 2025年11月17日に国立病院機構本部講堂にて、3年生を対象とし
た卒業生との懇談会を実施した。参加施設はNHO・NCグループの
16施設であった。参加人数は、午前110/116名（94.8%）、午後
107/116名(92.2％)と、90%以上の出席が見られた。参加者を対象
としたアンケート結果（回答数55、回収率47.4%）では、「満足
度」は「満足47%(26)」および「やや満足36%(20)」であり、
83%(46)が満足であると回答していた。「就職活動の参考になり
そうですか」という項目では、「大いに参考になった
35%(19)」、「参考になった60%(33)」であり、95%(42)が参考に
なったと回答していた。自由回答では、「先輩方がたくさん来て
くださって、実際に働きだしての思いだったり職場の環境を生声
で聴くことができて良かった。給料や休み勤務形態など聞きづら
いことも積極的に教えてださってとても良かった。」との回答が
あり、対面での効果もあったと考えられる。次年度においても学
生のニーズを把握し、継続して実施を検討する。

4.ネイティブスピーカーと交流
するEnglish caféの定期的な開
催により、英語能力、コミュニ
ケーション能力を高める。

Ⅳ 4.ネイティブスピーカーと
交流するEnglish caféの定
期的な開催により、英語能
力、コミュニケーション能
力を高める。

「評価指標」
特別講演の出席率、ヒアリ
ング参加率、TOEIC®の受験
率、English caféの参加
率、海外研修の参加率およ
び満足度、オンライン交流
の参加率および満足度

4.English caféは年間に6回、定期開催し、平均参加学生数は60
名であった。ネイティブスピーカーとの会話によりリスニングお
よびスピーキング能力の向上に寄与した。英語圏の文化を学び、
グローバルな視野を修得した。

5.ハワイ大学アウトリーチ部門主催N.I.C.E.プログラムに3名の
学部生が参加した。現地の学生と会話するセッション、ハワイ・
アメリカの文化研修、学外活動により、語学力が向上するように
設定した。
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【計画13-9】㋐
実習施設との連携強化により充
実した実習指導を強化する。

「計画達成のための方策」
1.医療センターとの連携会議
（3回/年）を開催する。

Ⅳ
【年度計画13-9】
1.医療センターとの連携会
議（3回/年）を開催する。

Ⅲ

3.看護学実習施設への説明会の
開催（1回/年）

3.看護学実習施設への説明
会の開催（1回/年）

4.実習指導者講習会の開催
（2024年度より開講）

4.実習指導者講習会の開催

「評価指標」
・連携会議、看護学実習施
設への説明会、実習指導者
講習会の参加人数
・実施後のアンケート結果

【計画13-10】㋐
広報活動の充実により受験生の
本学受験および入学の意志が高
まる。

2.連携会議でのテーマについて
は、参加者からの意見や希望を
聞き、医療センターと大学の担
当者で調整する。

2.連携会議でのテーマにつ
いては、参加者からの意見
や希望を聞き、医療セン
ターと大学の担当者で調整
する。

2.会議のテーマや開催方法は教員・指導者へのアンケートで得た
意見や要望を元に設定した。役割については大学と東京医療セン
ターの担当者で分担して運営することができ達成できた。

3.全体での看護実習施設への説明会は各領域での実習打合せと内
容が重複していることと、準備にかかる負担等を検討し本年度の
開催は見送った。しかし、各実習前の領域ごとの説明会や打ち合
わせは、例年通り開催しているため80%の達成とする。

4.実習指導者講習会は2025年7月～11月に開催され、33名が研修
を修了した。

「評価指標」
・連携会議、看護学実習施設へ
の説明会、実習指導者講習会の
参加人数
・実施後のアンケート結果

3.看護学実習施設への説明会：案内総配布数79施設の内、35施設
（事前欠席連絡18施設）73名の事前参加連絡をいただき、当日は
事前参加施設すべての参加ならびに、大学参加者40名の総勢113
名の参加であった。
・各回アンケート回答率は参加者の5～7割程度で概ね参加者は会
の主旨やねらいを理解して有意義な話し合いが持て、満足度の高
い会議を実施することができた。

4.実習指導者講習会：受講者数29名
・回収率は63.6%、会の内容については、ほぼ参加施設の方が満
足されており実習受け入れ・指導に活用できると回答されてお
り、本会の目的は達成されたと考える。

1.2.看護学連携会議：参加人数は教員延べ65人、病院延べ70（第
2回までで）であった。
・各回アンケート回答率は参加者の5～7割程度で概ね参加者は会
の主旨やねらいを理解して有意義な話し合いが持て、満足度の高
い会議を実施することができた。

1.主たる実習施設である東京医療センターとの実習連携会議を3
回開催し達成できた。述べ参加者数180人であった。実施後のア
ンケート結果では「指導に役立てることができる」「実習指導者
と教員でディスカッションができて有意義な時間である」といっ
たポジティブな参加者からの評価を得た。
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2.企画広報部と協力し、広報誌、公式Webサイト、SNS等を通じ
て、東が丘看護学部の情報やイベント情報を発信している。ただ
し、Webサイトの訪問者数やSNSの再生回数については外部からの
アクセスと内部からのアクセスを区別したデータが存在せず明確
に外部からのアクセスに関する評価ができない。また、大学案内
の内容については、より若者文化をリサーチしたうえで、保護者
層も射程内に入れた複数のレイヤーを想定した内容に刷新した。
3.大学の授業内容に触れることのできる機会としてオープンキャ
ンパスではすべての領域が協力し、模擬授業を実施した。出張講
義に関して今年は実施していない。
4.2026年2月14日（土）に大学院高度実践公衆衛生看護コースの
ホームカミングデイを開催した。

1.オープンキャンパス
3/24（日）
来場者学生数（72名　前年度74名）
満足度（情報なし）
6/9（日）
来場者学生数（102名,　前年度　96名）
満足度（93.1%:大変満足60.5%, 満足32.6%）
7/28(日)
来場者学生数（145名, 前年度199名）
満足度（74.0%:大変満足72.0%, 満足2.0%）
・高校教員対象大学説明会
7/1(月)（20名,前年度15名）
高校の教員への説明会に参加し、入試に関して説明した。教員の
満足度が高かった。高校生の本学部に対する関心が高まった。
・入試説明会
9/16（月）
来場者学生数（65名,前年度48名）
満足度（情報なし）

2.一般選抜科目対策講座（Web）
12/6（金）-2/7（金）（139名,前年度190名）
・入試相談会
11/27（水）
来場者学生数（4名,前年度3名）
12/10（火）
来場者学生数（6名,前年度19名）

3.出張講義
7/18（木）東京都立忍岡高等学校
12/11（水）目白研心高等学校
1/30（木）玉川聖学院高等部
・進路セミナー
11/8（金）東京都立正則高等学校
・Webサイトの訪問者数やSNSの再生回数
対応なし

3.大学の授業内容に触れる
ことのできる出張講義を提
供することで、看護の魅力
と医療界の働きがいを伝
え、キャリア選択に「看
護」が入るよう実施する。

③個別相談会の充実：在学生や教員との相談会、事務部職員によ
る学生生活支援状況の説明を個別に実施できるように現役学部生
をアルバイトとして協力してもらい、受験までの道のりをイメー
ジしやすいように手書きでまとめたノートを示す学生や個別相談
で各々が丁寧に対応していた。

2.企画広報部と協力し、広
報誌、公式Webサイト、SNS
等を通じて、東が丘看護学
部の情報やイベント情報を
発信する。

②入試説明会の充実：9月15日，12月17日に実施した。9月15日は
来場者53名中95％が3年生で東が丘看護学部の受験を第一志望。
そのためリピート率88.7％と高く、総合型選抜推薦入試予定が
73.5％であった。12月17日は参加者11名と少なかったが3年生が
90.9％を占めており本学を第一志望にしている生徒は63.6％、大
が鵜のホームページからイベント情報を収集していた。

「評価指標」
・開催状況（オープンキャ
ンパス、個別相談会、入試
説明会）
・各イベントの来校者数と
満足度調査
・出張講義の実施状況
・受験者数
・Webサイトの訪問者数や
SNSの再生回数

「評価指標」
・開催状況（オープンキャンパ
ス、個別相談会、入試説明会）
・各イベントの来校者数と満足
度調査
・出張講義の実施状況
・受験者数
・Webサイトの訪問者数やSNSの
再生回数

3.大学の授業内容に触れること
のできる出張講義を提供するこ
とで、看護の魅力と医療界の働
きがいを伝え、キャリア選択に
「看護」が入るよう実施する。

1.本学の特徴を認識するため東京医療センターの多大なるご協力
の下、オープンキャンパスでは新たに病院見学を充実させ、キャ
ンパスツアーや個別相談等、きめ細やかな対応とした。また、新
たな動画作成や資料作成等も入試広報部と協力して作成。
①オープンキャンパスの充実：年2回（6月8日,7月27日）開催し
た。6月8日：約半数の51.1％がリピート参加者、来場者数92名中
高校3年生85.9％、東が丘を第一志望にしている生徒が63％、次
いで医療保健学部であり居住地は東京都、神奈川、埼玉で約85％
を占めていた。イベント満足度は約95％が満足しており、病院見
学やキャンパスツアーが特に好評であった。そこで次回も取り入
れることとした。7月27日の来場者は191名で初回参加が約6割、
高校3年生63％に対し、6月に比べ2年生が約25％と増加してい
た。居住地は特変なく、イベント満足度も95％が満足であり、
キャンパスツアーと共に新しく作成した入試動画が好評。個別相
談や入試説明でも親身になって相談にのってもらえたと好評で
あった。

2.企画広報部と協力し、広報
誌、公式Webサイト、SNS等を通
じて、東が丘看護学部の情報や
イベント情報を発信する。

「計画達成のための方策」
1.入試広報部と協力し、受験生
に本学の特徴を認識してもらえ
るよう複数の広報イベントを開
催する。
①オープンキャンパスの充実：
年3回開催とする（3月,6月,7
月）。
②入試説明会の充実：模擬授
業、病院見学など、学生や両親
が関心を持て、実際の学びの雰
囲気を体験できる魅力あるイベ
ントを企画運営する。
③個別相談会の充実：在学生や
教員との相談会、事務部職員に
よる学生生活支援状況の説明を
個別に実施できるようにイベン
ト内で設定する。

Ⅲ
【年度計画13-10】
1.入試広報部と協力し、受
験生に本学の特徴を認識し
てもらえるよう複数の広報
イベントを開催する。

Ⅲ
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「評価指標」
・新カリキュラムの導入状況
・看護技術項目の習得状況
・災害看護学コースの教育内容
充実状況

2.看護技術ポートフォリオを導入し、F.CESS内でどのくらい看護
技術が達成できているかわかるように可視化を行っている。未達
成の項目があるが実際の受け持てる患者の状況を把握しながら、
学内の演習で補えるように強化を行っているところである。

Ⅳ 3.昨年度災害看護コースに関連するすべての科目の見直しを行
い、それに基づいて進められている。さらに次年度より新カリ
キュラムが開始されるに伴い、さらに科目運営の見直しを行っ
た。次年度の入学生より開始されるため、段階的な積み上げ状
況、学修評価について継続して評価を行っていく。副専攻・災害
看護学コースでは107名が必要な単位数を獲得し、修了証が授与
された。

「計画達成のための方策」
1.新カリキュラムの導入、及び
各領域の特性や学習目標に合わ
せた教育手法を用い、学生が主
体的に学ぶことができる教育環
境を整え、効果的な授業を展開
する。また、学習成果を可視化
し、授業内容の改善を図る。

Ⅳ
【年度計画14-1】
1.アクティブラーニングの
導入・ICTの活用等につい
て、全科目の20～25％の見
直しを行う。

Ⅳ1.各科目でアクティブラーニングの導入を行うとともに今年度よ
り電子教科書を導入した。さらに前年度から引き続き演習等の授
業内におけるVRシステムの利用をすすめ、演習では全科目におい
てMedi-EYE（演習用電子カルテ）とF.CESS（実習用電子カルテシ
ステム）を使用し、実際の臨床、看護現場に近づけた形での看護
過程の展開を実施している。実習においては全教科でF.CESSを活
用している。学修成果の可視化並びにICT活用を進める中で、
WebClassを活用し試験の実施を進めており、専任教員が担当して
いる科目は全科目達成しているため、全科目の50％以上は実施で
きている。
学修成果の可視化として、カリキュラムマップ並びにカリキュラ
ムツリー、シラバス、試験については全科目において説明してい
る。評価指標を提示するためにルーブリック評価を活用し、授業
1回毎並びにすべてを振り返って学修目標が達成されたか否かを
学生自身が認識できるように整備を進めた。よって計画の目標は
達成された.今後さらにICT活用や学習成果を可視化し授業内容の
充実を図っていく。

2.看護技術ポートフォリオを導入し、看護技術の達成度の見直し
を行い昨年度より運用している。60％未達成の項目が14項目あり
昨年度より多い状況にある。入院期間がさらに短期化しているこ
と、実習施設での受け持てる患者の変化により実習で実施できる
技術にも限界がある。ただ、学内での演習での実施を強化し看護
技術修得度を高める。

3.副専攻・災害看護学コースでは110名が必要な単位数を獲得
し、修了証が授与された。副専攻の科目運営の担当領域が決まっ
たことで、段階的な積み上げや講義内容の重複が解消されてい
る。さらに災害看護学実習では、産学連携並びに防災基地（防衛
省、警察庁、消防庁、立川市）との連携のもとよりリアリティの
ある実習に取り組めている。また災害拠点病院である災害医療セ
ンターとも連携し、災害時の病院運営等のシミュレーションを実
際の病院、病棟で実施するなどが進められている。よって、今年
度の計画は達成されたと考えるが、より実際の場面にコミットし
た授業運営ができるように継続して評価していく。

Ⅲ

Ⅳ

2.前年度より達成度の割合
の増減を評価する。令和8年
度の目標値の達成を目指
す。

3.新カリキュラムの進捗状
況とともに、災害看護学
コースに関連する全ての科
目の学修評価・改善に取り
組む。毎年、2～3科目の見
直しを行う。また、副専攻
災害看護学コースに規定さ
れた単位数を修了した場合
は、修了書を渡す。

「評価指標」
・新カリキュラムの導入状
況
・看護技術項目の習得状況
・災害看護学コースの教育
内容充実状況

Ⅳ2.看護技術項目（令和4年度か
ら導入）の各演習・実習での修
得度を評価し、卒後時点での看
護技術の修得度を高める。

3.副専攻「災害看護学コース」
の教育を1年次から4年次まで系
統的に実施、また、災害医療セ
ンターと連携し教育内容の充実
を図る。さらに、地域と協働し
た避難訓練参加などの学習の機
会（地域貢献・ボラティア）を
もつ。

〇立川看護学部
【計画14-1】㋐
立川看護学部の「地域から信頼
される看護師の育成」を基本と
し、新カリキュラムの導入によ
り、高い実践力と判断力を身に
着けた看護師の育成を目指し、
学生が主体的に学ぶことができ
るよう、講義・演習・実習を連
動させ、これまでの学修成果を
見直し、新たな教育手法の導入
と改善および教育環境を整備す
る。

1.各科目でアクティブラーニングの導入を行っている。昨年度よ
り電子教科書を導入した。演習・実習等の科目内でVRシステムの
利用をすすめ、演習では全科目においてMedi-EYE（演習用電子カ
ルテ）とF.CESS（実習用電子カルテシステム）を使用し、看護過
程の展開を実施している。一部の実習施設でパソコンの使用が認
められていないが、全実習科目でF.CESSを活用している。学修成
果の可視化並びにICT活用を進める中で、WebClassを活用し試験
の実施を進めており、専任教員が担当している科目は全科目達成
しているため、全科目の50％以上は実施できている。
学修成果の可視化として、カリキュラムマップ並びにカリキュラ
ムツリー、シラバス、試験については全科目において説明してい
る。評価指標を提示するためにWebクラス内の到達度評価内の
ルーブリック評価を活用し、評価指標を示しているとともに授業
1回毎並びにすべてを振り返って学修目標が達成されたか否かを
学生自身が認識できるように整備を進めた。よって計画の目標は
達成された.今後さらにICT活用や学習成果を可視化し授業内容の
充実を図っていく。
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【計画14-3】㋐
立川看護学部の学生支援を充実
させる。

【計画14-2】㋐
学生の国家試験対策や就職支援
を強化するとともに、卒業後の
支援体制を構築する。

2.8月末までに就職内定90％以
上（進学希望者を除く）、卒業
時就職・進学率100％をめざ
す。

「計画達成のための方策」
1.コンタクト・グループミー
ティングの出席率を各学年80％
以上に維持する。

Ⅲ

Ⅲ 3.卒業後の支援体制を構築
する。

「評価指標」
・看護師国家試験合格状況
・就職内定状況
・卒業後の支援体制の構築
状況

Ⅳ

Ⅲ

2.新入生合宿研修での学科
プログラムの企画運営を効
果的に行い、参加学生の満
足度を80％以上にする。

3.医愛祭での立川看護学部
の企画イベントで地域に貢
献する。両日80名以上の来
場者を確保するとともに、
学生ボランティア10名以上
を確保する。

1.本年度も成績不振者の下位20名に対し、業者の講義を入れ、全
員合格対策の一つとした。最終的な合格者は現役生111名中110名
合格（99.1％）、既卒生4名中3名合格であり、全国の大卒平均
95.9％(全体90.1％）より高かったが、目標の全員合格には届か
なかった。

1.コンタクト・グループミーディング並びに担任の役割を整理
し、担当教員と学生がより密に相談支援体制ができるように強化
した。コンタクト・グループミーティングの出席率は4月
(86.6％）と12月（64.6%）であったが、学生へのアンケートでは
交流が持てたと参加者の約8割以上が役立ったと回答していた。
後期の参加率が従来より低いため、実施時期、運営方法を再考し
交流促進がはかれるようにしていく。

Ⅲ 2.新入生合宿研修の形態およびプログラムが変更となり、学科プ
ログラムが無くなったため、学科プログラムについては、評価で
きない。首都圏の研修には136名中129名の学生が参加をした。今
後、新入生合同研修の参加意義などを伝え満足度をあげていく。

Ⅱ 3.大学での医愛祭の在り方が変更になったことに伴い、立川看護
学部では、参加希望もなく、参加が中止となった。
状況にあわせて、令和8年度の目標を変更していく。

【年度計画14-3】
1.コンタクト・グループ
ミーティングの出席率を各
学年80％以上に維持する。

Ⅲ 1.今年度コンタクト・グループミーディングの出席率は、4月
(86.6％）と12月（61%）であった。後期は12月末ということで4
年次生の出席が低い傾向にあった為、全体的に低くなったと考え
られる。しかし、学生のアンケートからは有意義であったという
ことが多かった。課題として履修登録期間が終了後に設定されて
いたため、早い段階で開催したほうが良いという意見が散見され
たため、次年度の課題とする。

「計画達成のための方策」
1.看護師国家試験合格100％を
めざす。

Ⅲ
【年度計画14-2】
1.看護師国家試験合格100％
をめざす。

Ⅲ

「評価指標」
・看護師国家試験合格状況
・就職内定状況
・卒業後の支援体制の構築状況

3.卒業後の支援体制を構築す
る。

Ⅳ 2.8月末までに111名のうち進学希望者2名除く109名中88名の進路
が内定しており、80.7％の内定率であった。最終的に100％就
職、進学先が決まっている。進学については試験が遅いこともあ
り、早期にわかることは少ないが、就職に関しては報告し忘れて
いる学生もいるため報告喚起を行い把握しながら支援を行ってい
る。
3.ホームカミングデイを3月5日（水）午後に実施した。参加人
数：10名（内、子供連れ2名）、教員7名が参加した。当日雪の影
響もあり予定より参加者が少なくなったが、小グループで親睦交
流を深める機会となった。次年度も同時期頃に開催する予定と
し、継続して支援していけるようにする。
・卒業生との懇談会をこれから就職活動を始める3年生を対象に
行い、14施設15名の卒業生が来校した。3年生に説明を行う機会
だけでなく、旧友と会い、情報交換ができる場となっている。

2.8月末までに就職内定90％
以上（進学希望者を除
く）、卒業時就職・進学率
100％をめざす。

2.8月末までに108名のうち進学希望者4名除く94名の進路が内定
しており、90％の内定率であった。最終的には進学希望のため、
次年度再挑戦するという学生1名と後期より休学した1名を除き全
員進路が決定した。

3.2026年3月4日にホームカミングデイを開催した。参加人数26名
（うち子ども連れ2名）、教員8名の計36名が参加した。大阪、群
馬、山梨、千葉、埼玉などの東京都外からの参加者が多かった。
参加者からの意見で参加率をあげるために3月は移動もあり、休
暇願が出しにくいという意見があった。また立食で自由に同窓生
と話す機会がほしいとのこともあり、実施方法等検討し、継続し
て支援していけるようにする。
・卒業生との懇談会を就職活動を始める3年生に行っているが、3
年生への説明だけでなく、情報交換ができる場となっている。

2.新入生合宿研修での学科プロ
グラムの企画運営を効果的に行
い、参加学生の満足度を80％以
上にする。

3.医愛祭での立川看護学部の企
画イベントで地域に貢献する。
両日80名以上の来場者を確保す
るとともに、学生ボランティア
10名以上を確保する。

Ⅲ

Ⅲ

2.新入生合宿研修の形態およびプログラムが変更となり、学科プ
ログラムが無くなったため、評価不能であるが、今後、新入生合
同研修の参加意義などを伝え満足度をあげていく。

3.医愛祭（9月28日、29日開催）では、学科企画として「災害・
防災について考えよう」をテーマに、防災グッズ展示、VRシステ
ム体験を行い、災害の備えの重要さを改めて理解できた、VRシス
テムが予想以上にリアルで驚いた等の意見が多く概ね好評であっ
た。両日で1000名以上の来場者のうち本学部への来場者数は両日
あわせて160名以上であり大変好評であった。

1.本年度も成績不振者20名及び学習状況が不安な学生に対して、
業者の講義を取り入れ、全員合格の向け対策を行った。最終的な
合格者は現役生107名中105名の合格（98％）、既卒生は1名受験
し、合格であった。全国の平均より高かったが、目標の全員合格
には届かなかった。
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1.実習施設説明会
テーマは「臨床実践能力を磨く臨地実習に向けて」とし年間実習
計画の共有を目的にハイブリット形式にて開催し、参加者は対面
4施設14名、オンライン26施設、教員31名が出席し、実習施設と
の課題の共有を図った。

【年度計画14-4】
1.看護学実習施設に対する
説明会の実施。（1回/年）

Ⅳ 1.実習施設説明会
テーマは「臨床実践能力を磨く臨地実習に向けて～教育DXによる
促進と今後の展望」とし年間実習計画の共有を目的にハイブリッ
ト形式にて開催した。参加者は対面3施設30名、オンライン27施
設、教員18名が出席し、実習施設との課題の共有を図った。アン
ケート結果も概ね満足が80％程度を占めており、好評であった。

4.ボランティア活動参加の
活性化を図る。
・ボランティア活動に関す
る情報提供を年3回以上行
う。
・4年間を通じて学生一人が
最低1回はボランティア活動
に参加する。
・医療機関や老人保健施設
などにおける学生ボラン
ティアの参加や病院でのコ
ンサートへの参加協力など)
を、年に1回以上行う。

「評価指標」
・コンタクト・グループ
ミーティングの出席状況
・新入生合宿研修の満足度
・医愛祭での来場者、学生
ボランティア数
・ボランティア活動の参加
状況

「計画達成のための方策」
1.実習施設と大学で実習に関す
る情報や課題を共有し、課題解
決や教育効果向上に向けた検討
の機会を持つ。

4.ボランティア活動参加の活性
化を図る。

「評価指標」
・コンタクト・グループミー
ティングの出席状況
・新入生合宿研修の満足度
・医愛祭での来場者、学生ボラ
ンティア数
・ボランティア活動の参加状況

Ⅲ 4.学生ボランティア活動は、立川消防団、赤十字奉仕団、立川シ
ティマラソンなどへの学生の主体的な参加と活発な活動があり、
ボランティア活動の活性化が図れた。情報提供は3回以上実施で
きた。医療機関や老人保健施設などへのボランティアについては
感染症の影響が多少残っており難しいところもあるが、個々で興
味のあるところへ出向いたり、障がい児・者並びに家族会でのボ
ランティア活動などに参加している学生もいる。学部として、学
生のボランティア活動の状況がすべて把握できていない為、感染
症も5類となったので社会活動への参加支援も強化していく。

2.臨床指導者と大学教員とさら
なる連携を図り、看護学実習の
目的・目標に沿った教育効果の
高い実習を行えるよう実習環境
や指導体制について検討する。

【計画14-4】㋐
実習施設と大学の連携を図り、
より良い実習環境を整備した上
で、看護師教育の技術項目に対
する卒業時の到達度の達成に向
けた指導の実施や、質の高い看
護教育の実現に向けて大学・実
習施設で共同研究を実施する。

2.看護学実習連携会議の実
施。（1回/年）

Ⅳ 2.看護学実習連携会議
テーマを「看護学実習における教学マネジメントと教育DXの新た
な展開」とし、本学および3施設にWeb環境に伴う実習環境の変化
や指導の課題提供をいただき、グループディスカッションを行っ
た。今年度より主な実習病院の3施設に加え、母性・小児・精
神・在宅実習の施設にも声をかけ、参加者は実習施設29施設で76
名、本学27名（計103名）が参加した。終了後アンケートでは参
加者の97％が参加してよかった、95％が今後に役立つと回答して
いた。

Ⅳ

Ⅲ 4.学生ボランティア活動は、立川消防団、赤十字奉仕団、立川シ
ティマラソンなどへの学生の主体的な参加と活発な活動があり、
ボランティア活動の活性化が図れた。情報提供は3回以上実施で
きた。
個々で興味のあるところへ出向いたり、障がい児・者並びに家族
会でのボランティア活動などに参加している学生もいる。学部と
して、学生のボランティア活動の状況がすべて把握できていない
為社会活動への参加支援も強化していく。

Ⅳ 2.看護学実習連携会議
テーマを「Teachingのための思考発話の実践～看護実践をどのよ
うにつたえていますか～」とし、ハイブリット方式で開催した。
全体の参加者は、109名であり、実習施設22施設88名、立川看護
学部21名の教員が参加した。終了後アンケートでは参加者の93％
が参加してよかった、98％が今後に役立つと回答していた。
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1.立川市学生消防団に所属する学生数は、1年生16名、2年生31
名、3年生39名、4年生34名であり、全学部生数455名中120名
(26.4％)の加入であり、30％にやや届かなかった。1年生の入団
学生が少なくなったことも1つの要因として挙げられる。そのた
め、活動内容を周知し加入しやすい環境を整備していく。

1.立川市消防団に所属する学生数は、1年生51名、2年生16名、3
年生31名、4年生39名の計137名であり、全学部学生数468名中
(29．2％）であり、30％にやや届かなかった。しかし、今年度
は、1年生の入団が多かった。

Ⅳ 5.今年度より全領域で実習記録を電子化し、看護技術到達度ポー
トフォリオもF.CESSで一元化した。また、実習記録の標準化を
図った。

「評価指標」
・看護学実習施設に対する
説明会の実施状況
・看護学実習連携会議の実
施状況
・技術経験表の学生の到達
度調査及び内容の検討状況
・大学・実習施設と実習指
導に関連する共同研究状況

3.技術経験表の学生の到達
度調査及び内容の検討。
・東が丘・立川看護学部看
護学科災害看護学コース4年
次生の看護技術卒業時到達
度達成の到達度60%以上の項
目が90％以上。
・到達度未達成(60%未満)項
目の共有及び対策の検討。
（1回/年）

4.大学・実習施設と実習指
導に関連する共同研究。
・大学と実習施設による共
同研究の実施。（1回以上/
年）
・学術集会での成果発表。
（1回以上/年）

【計画14-5】㋐
立川市消防団機能別分団(立川
市学生消防団)活動の活性化を
図ることにより、立川市民の安
全・安心を護るとともに学生団
員自らの災害医療に対する知識
と技能、意欲を育成する。

「評価指標」
・看護学実習施設に対する説明
会の実施状況
・看護学実習連携会議の実施状
況
・技術経験表の学生の到達度調
査及び内容の検討状況
・大学・実習施設と実習指導に
関連する共同研究状況

4.大学・実習施設で看護教育に
関する共同研究を実施し、学術
集会で成果発表を行う。

3.看護技術経験表の集計、到達
度が未達成(60%未満)の項目に
ついて委員会で対策を検討す
る。また、学生の到達度評価に
ついて教員間で共有し、実習指
導に活かす。

Ⅳ

Ⅳ

3.4年次生に調査し、回収率100％であった。到達度60％以上の項
目は164項目で92.1％であり到達度60％未満の項目は14項目
(7.9%）あった為、目標は達成できている。しかし、昨年度と技
術項目が多少異なるが、多くなっている。最近の臨床現場の動向
を鑑みると排泄介助や呼吸訓練など臨床で実施を経験する機会が
減っている技術項目もある。そのため、技術項目について再度検
討するとともに必要な技術については演習だけでなく動画視聴な
どの活用も考えていく。以上を実習検討委員会並びにカリキュラ
ム検討委員会、教授会でも共有した。

4.第44回日本看護科学学会学術集会にて実習施設と共同して交流
集会「看護学実習における教学マネジメントと教育DXの新たな展
開」というテーマで実施した。また一般演題として「臨床指導者
の看護学生へのコミュニケーション教育の実態」として発表し
た。当交流集会に参加した東京都立看護学校教員が、都立看護学
校並びに都庁保健医療局へ働きかけ、本学部へのDX推進体制につ
いて見学のため来校（全都立看護学校教員並びに都庁職員16名）
した。3時間ほどかけて推進体制の説明とICTツールの実際に触れ
ていただき、交流を図った。

「計画達成のための方策」
1.新入生オリエンテーション等
の機会を利用して、大学の社会
貢献活動の重要性を丁寧かつ適
切に伝え、学生が主体性を持っ
て入団することを第一とする。
また、活動の様子を広くＰＲ
し、社会的に認知されているこ
とを入団の意識付け材料とす
る。

Ⅲ
【年度計画14-5】
立川市消防団機能別分団(立
川市学生消防団)活動の活性
化。
1.立川市学生消防団に所属
する学生数。全学部生の
30％以上加入

Ⅲ

Ⅳ 4.第45回日本看護科学学会学術集会にて実習施設と共同して交流
集会を「臨床推論・臨床判断を育む思考発話法の実践」という
テーマで実施した。共同研究についても進めているところであ
り、計画は達成されている。

Ⅳ 3.4年次生に調査し、回収率100％であった。到達度60％以上の項
目が90％以上であり目標は達成できている。実習検討委員会並び
にカリキュラム検討委員会、教授会でも60％未満の技術について
は共有した。臨床で実施できる技術は受け持ち患者の状況にもよ
り限られていること、入院期間も短くなっているため、実施でき
ないこともある為、学内では演習で実施できるようにしていく。
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Ⅲ

Ⅲ

2.訓練・行事への出席率向上に
ついて、消防団員は『公務員』
であるという自覚と責任感を入
念するとともに、地域の担い手
として地域住民と接することを
説明して出席に対するモチベー
ションアップに繋げる。また、
各種訓練等の日程を予め立川市
と調整し、学業に支障のないス
ケジュールを設定する。

「評価指標」
・立川市学生消防団に所属する
学生数
・立川市学生消防団における主
な訓練・行事への出席状況
・上級救命講習を受講し上級救
命技能認定証の交付を受ける学
生消防団員の状況

3.上級救命講習の受講につい
て、上級救命講習の概要及び学
生消防団にとっての必要性と有
効性を説明する。

Ⅲ

Ⅳ

2.1年の任命式は対象が1年生のみであるため75％の出席率であ
り、1年生入団前の6月の震災対応訓練は55.8％、11月の訓練は
10％，23%であり、1月の出初式(4年生除く)は17.5％の出席率で
あり、平均36.2％であった。昨年度よりは出席率があがり、達成
されているが訓練が後期にあることが多く、3年生は実習中であ
り、4年生は国家試験前であり、参加率が伸びなかった。

3.今年度上級救命講習取得者は3名（18％）であり、全団員の資
格取得者は51名(42.5％)であり目標は達成できている。しかし1
年次の取得率が低いため、次年度促がしていく。また、次の3年
生から（新カリ）災害看護学Ⅲで、日赤救護法のマスターを図っ
ていく。

2.立川市学生消防団におけ
る主な訓練・行事への出
席。平均出席率コロナ禍：
約30%以上 、ポストコロナ:
約50%以上

3.上級救命講習を受講し上
級救命技能認定証の交付を
受ける。
学生消防団員の20％以上

「評価指標」
・立川市学生消防団に所属
する学生数
・立川市学生消防団におけ
る主な訓練・行事への出席
状況
・上級救命講習を受講し上
級救命技能認定証の交付を
受ける学生消防団員の状況

【計画14-6】㋐
立川看護学部が目指す看護師像
を情報発信するとともに、立川
看護学部の人的リソースによる
魅力あるオープンキャンパス、
個別見学会等を企画・運営し、
参加高校生の満足度を向上させ
る。

2.広報企画参加者アンケートの
結果を検討して次のオープン
キャンパス、ミニオープンキャ
ンパス、個別見学会、入試説明
会、大学案内パンフレットなど
の内容を検討する。

Ⅳ 2.入試相談会（個別見学会：名称変更のため入試相談会）
目的：6月、8月のオープンキャンパス等に出席できなかった高校
生向けに実施
参加者：11月並びに12月に実施しのべ22組（約44名）
参加者満足度：80％以上

2.来校型による、個別見学
会の開催。
・個別見学会の開催数。
3回以上
・個別見学会の参加者。満
足度80％以上

1.広報イベント実施状況
1）来校型オープンキャンパス
①参加者授業体験型オープンキャンパス
目的：入試に関する最新情報の提供及び参加者が授業などに触れ
ながら本学部を知ってもらう
計3回（6月183組　8月426組　3月76名）　参加者計約1294名
参加者満足度：87％(6月）87.8％(8月）92%(3月）
時期の対象者に合わせたイベントや模擬授業を行った。参加者の
アンケート評価はおおむね好意的な結果である。

「計画達成のための方策」
1.学生募集部と協働し、広報企
画参加者の満足度とニーズに関
する量的、質的データを収集で
きるアンケートを作成し、実施
する。

Ⅳ
【年度計画14-6】
1.来校型・WEB型による、
オープン・ミニオープン
キャンパスの開催。
・オープン・ミニオープン
キャンパスの開催数。３回
・オープン・ミニオープン
キャンパス参加者。満足度
80％以上

Ⅳ 1.来校型のオープンキャンパスを計3回（6月90組、8月181組、3
月）に実施した。満足度については、すべてのオープンキャンパ
スで「満足」「やや満足」が90％以上であり、目標を達成できて
いる。来場者の減少が見られているため、入試広報部とも連携し
て今後の企画運営を工夫していく必要があるが、満足度は高く概
ね好意的な結果であった。

Ⅳ 2.入試相談会を12月に実施した。人数を限定して実施したが参加
者の満足度も80％以上と好評であった。

2.1年の任命式は対象が1年生のみであるため80％の出席率であ
り、11月の訓練は15％，7%であり、1月の出初式(4年生除く)は
20.4％の出席率であり、平均30.5％であった。11月は3年生が実
習中であったこと、１・２年次生も課題が集中している時期のた
め、参加率が伸びなかった。

3．上級救命技能認定を受けた学生が今年度はいなかったが、学
生消防団員の20％は維持できている。副専攻の災害看護コースに
おいて、上級救命講習にあたるところを実施していく予定であ
る。

40



内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

全学自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況

【計画14-7】㋐
学生・教職員の研究推進のた
め、図書室の利用促進を図る。

3.在校生、教員、事務部職員な
どの人的リソースを活用した、
参加者に近い感覚の学生メッ
セージ、学生と両親が関心を持
てる学部紹介とキャンパスツ
アー、大学の授業内容に触れる
学科企画プログラム、模擬講
義、学生や教員によるフランク
で楽しい各種プレゼンテーショ
ンなどを企画運営する。

「評価指標」
・来校型・WEB型による、オー
プン・ミニオープンキャンパス
の開催状況
・来校型による、個別見学会の
開催状況
・来校型・WEB型による入試説
明会の実施状況
・出張講座の実施状況

Ⅳ

Ⅲ

3.入試説明会
1）来校型
目的：総合型選抜、学校推薦型選抜入試情報を得たい受験生への
情報提供総合方選抜対象
参加者：99組（約198名）参加者満足度：80％
2）WEB型
目的：一般選抜受験を希望する高校生を対象としてWEBで実施し
た。
参加者：閲覧数190人

4.3校を訪問し、計約110名の高校生に出張講義を行った。満足度
については未集計ではあるが、好評であった。

3.来校型・WEB型による、入
試説明会の実施。
・入試説明会開催数3回以上
・入試説明会参加者。満足
度80％以上

4.出張講座の実施。
・出張講座開催数。1回以上
・出張講座参加者。満足度
80％

「評価指標」
・来校型・WEB型による、
オープン・ミニオープン
キャンパスの開催状況
・来校型による、個別見学
会の開催状況
・来校型・WEB型による入試
説明会の実施状況
・出張講座の実施状況

Ⅳ

1.ILL申し込み人数は前期49件、年間99件であった。文献のオン
ライン化も進み、申し込みがキャンセルされることもある為ILL
申し込み人数については伸び悩んではいるが、昨年度より申し込
みが増加傾向にあるため、引き続き動向を見ていく必要がある。

「計画達成のための方策」
図書室の申し込みの手続きを利
用者の利便性に配慮して、簡便
な方法に改善するとともに、文
献利用を促すためのPRを定期的
に発信する。また積極的な利用
を推進するため、利用者の関心
が高まるような新刊図書のPRを
行うとともに、文献貸出を促す
ためのPRを定期的に発信する。

Ⅱ
【年度計画14-7】
1.ILL申し込み人数が令和3
年度前期は67件（2～29件/
月）を1.3倍の87件を目指
し、年間174件をめざす。

Ⅲ 1.ILL申し込み人数は前期73件であり達成されているが、年間84
件(4月～翌2月末時点）であった。文献のオンライン化も進み、
申し込みがキャンセルされることもある為ILL申し込み件数につ
いては伸び悩んではいるが、前期は卒業研究もあり増加している
と考えられるため、今後の動向をみていく。

「評価指標」
・ILL申し込み人数の状況
・立川図書館の貸し出し状況

Ⅱ 2.図書、雑誌の貸し出し冊数はあわせて年間2321件であった。目
標には届かなかった。理由として、図書、雑誌のオンライン化も
進んでいるため、伸び悩んでいると考えられる。

2.立川図書館の貸し出し冊
数（図書および雑誌）は令
和2年度3,523冊であり、令
和3年度より5％増の3,699冊
（176増）をめざす。

「評価指標」
・ILL申し込み人数の状況
・立川図書館の貸し出し状
況

Ⅱ 図書、雑誌の貸し出し冊数は、年間1506件（4月～翌2月末時点）
であり届いていない。資料のオンライン化も進み伸び悩んでいる
と考えられる為、動向をみていく。

4.出張講座は2校実施した。2年次生対象の講義であったため、今
後の動向や入学生の出身校を確認し評価していく。満足度に関し
ては、未集計であるが、概ね好評であった。

Ⅳ 3.入試説明会を実施した。参加者は、61組であった。参加者の満
足度は90％異常であり高い評価であった。
Webでも入試説明会を実施し、学内の授業の様子などを撮影する
など大学を知ってもらえるように工夫した。
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〇千葉看護学部
【計画15-1】
未来に向けた主体性を涵養する
教育を推進する。

「計画達成のための方策」
1.主体的に学修できる仕組みと
環境を整備する。
⑴ 学生がビジョンに照らして
自己評価できるプログラムとし
てポートフォリオを導入し、効
果的に運用されるよう仕組みを
整備する。

【年度計画15-1】
1.主体的に学修できる仕組
みと環境を整備する。
⑴①LMSを用いた学修ポート
フォリオの利用を拡大す
る。
②学生に対して定期的にガ
イダンスを実施し、具体的
な履修につながるようにす
る。

「評価指標」
・ポートフォリオシステムの整
備状況、学年別ガイダンスの実
施状況、ビジョンについての
ポートフォリオの記録回数・実
施人数

「評価指標」
・学修ポートフォリオを活
用する（自ら入力する）学
生の割合（1、２年生80％、
３，４年生50％）

Ⅲ 1(1)
・ポートフォリオシステムの実質運用に関する評価改善会議とし
ては開催せず、定期教務委員会で2回以上の利用拡大につながる
ガイダンスの検討を行った。
・ポートフォリオに関する学年別ガイダンスを計4回（前期およ
び後期に各2回）行った。
・ポートフォリオの記載人数は今年度把握できなかったので、次
年度に調査を行う。

①学修ポートフォリオ（PF）の利用状況を把握するため、2025年
9月に学生にアンケートを実施し、329名（1年105、2年77、3年
116、4年31）から以下の回答を得た。
・PFを知っているのは96%、PFを入力しているのは38％
・PFを入力しない理由は、面倒くさい49％、自分に役立つのかわ
からない28％、入力方法がわからない32%等々であったことか
ら、次年度はガイダンスで入力時間を確保、入力支援を行ってい
く。
②セメスター毎に2回あるガイダンスで、PFの目的・活用等につ
いて説明した。特に1年生は前期に追加で2回の説明を行った。

⑵ 早期から看護職としての意
識を高めるため、1年前期から
看護の現場での演習を実施する
と共に、授業内外で、看護職や
人々の健康に関する講演会・イ
ベント等の参加機会を提供する
など、アーリー・エクスポー
ジャーのプログラムを行う。

Ⅳ ⑵①講演会やイベント、ボ
ランティア募集に関して定
期的に情報提供を行う。
②外部の保健医療福祉関係
者の授業の実施状況（特に
低学年）を確認し、次年度
に反映させる。
③前年度の評価を受け、①
を活用しながら、改善計画
を立案する。評価調査の対
象として学外の授業関係者
からも聴取を行う。

Ⅳ1(2)
・学外（船橋市）の看護・医療保健福祉関係者等による授業は、
各学年複数回行われた。
・看護学概論の授業評価では、4月早々の初回授業において、既
存の動画を教材とし、人々の健康に関心を寄せる機会を提供し、
6月上旬の学外演習を通じ、9割の学生が到達目標を達成できたと
評価した。
・授業外での看護・医療保健福祉関係者等による講演会・イベン
ト等は、ふなばし健康まつり、まなフェス、八木が谷地区社会福
祉協議会福祉まつりなど5回以上行われた。
・3月9日開催の地域交流イベントにおいて、学生ボランティアは
78名参加し、船橋中央病院の医療従事者による公開講座には、5
名以上の学生が参加した。

Ⅲ

​1(2)
学外（船橋市）の看護・医療保健福祉関係者等による授業は各学
年複数回行われ、1年次においては17回の機会を提供した。
・「医学・医療概論」（1年次）において、船橋市職員による船
橋市の地域包括ケアについての講義（1コマ）、元JCHO理事2名に
よる講義（4コマ）を実施した。
・「治療学総論」（1年次）において、学外の医師6名、理学療法
士1名により計7コマの講義（診断と治療の基礎、食事療法、薬物
療法、放射線療法、手術療法、麻酔療法、救急医療、リハビリ
テーション）を実施した。
・「医療と人間」（1年次）において、学外の看護・医療保健福
祉関係者等による、認知症を経験している人についての理解を促
す授業、災害支援についての理解を促す授業、政策を看護に反映
させることについての理解を促す授業、を実施した。
・「看護学概論」（1年次）において見学演習を実施し、各病院
の実習指導者の下でシャドーイングを行い、指導をいただいた。
・「機能看護学Ⅰ」（1年次）において、現任の看護師を招聘
し、セルフマネジメントに関するインタビューを実施した。
授業外での看護・医療保健福祉関係者等による講演会・イベント
等の案内回数、参加人数は次の通りであった。
・ふなばし健康まつりについて情報提供を行い、学生24人がボラ
ンティア参加
・千代田区男女共同参画センターMIWまつりについて情報提供を
行い、学生13名がボランティア参加
・八木が谷地区社会福祉協議会福祉まつりについて情報提供を行
い、学生15名が参加
・市川市重症心身障害児親の会主催マナフェスについて情報提供
を行い、学生12人がボランティア参加
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(3)
・付属船橋図書館は、人件費削減と高熱費節減のため、土日を除
く216日（昨年254日）の開館となり、開館時間も短縮された中
で、入館者数は2025年4月1日～2026年2月28日で18,127人（昨年
12,845人）、貸出件数は1558件（昨年2057件）であった。
・国家試験対策支援として、模試、ガイダンス、有料講座等を実
施した。
【模試】
　2年生：2回実施した。
　3年生：1回実施した。
  4年生:有料講座と模試により支援を行った。
【補講Ⅱ（弱点補強講座）】の対象学生20名を対象とした成績低
迷者対応の弱点補強講座を企画し実施。
希望学生に対しては、追加の国家試験対策講座を企画し実施し
た。新卒既卒併せて103名が看護師国家試験を受験し、100名が合
格、合格率97.1％、保健師100％であった。

・NPOが実施している発達に凸凹がある子ども達への学習支援に
ついて情報提供を行い、参加支援として学生20名に学習支援の方
法について学修機会を提供した。その後、学生6名が延40回、ボ
ランティア参加した。子どもへの支援の振り返りは、ボランティ
ア参加後に毎回実施した。
・地域における高齢者の介護予防のための事業について情報提供
を行い、学生が選択した地区社会福祉協議会主催の海神ミニデイ
へ学生13名が参加した。その際に学生が健康教育を実施した。そ
の後の福祉まつりでは、健康教育の内容をポスターとして発表を
した。

1.(3)
・国家試験対策支援として、模試、ガイダンス、有料講座等を実
施した。
【模試】
　2年生：2回実施し、131人が受験した。
　3年生：1回実施し、100人が受験した。
　4年生：保健師模試も含め8回実施し、対象学生114人、20人が
受験した。
【ガイダンス】
　2年生：3回実施した。学修方法や国家試験理解の促進、模試の
振り返りを行った
　3年生：3回実施した。模試の振り返りや学修方法を行った。
　4年生は、6回実施した。模試、ガイダンスの他に、4年生には
有料講座を実施し、希望学生が国家試験合格に向けた勉強を進め
られるように環境を整えた。
・スタディ・スキルズに関する動画を主に1年生を対象に配信
し、学生が視聴できるように整え、視聴率はスタディ・スキルズ
Ⅰ75.8％、スタディ・スキルズⅡは32.3％であった。
・国家試験対策支援への参加は4年生100人（96.1％）が参加し
た。

「評価指標」
・学外の看護・医療保健福祉関
係者等による授業回数、看護学
概論の授業評価、授業外での看
護・医療保健福祉関係者等によ
る講演会・イベント等の案内回
数、参加人数、学生ボランティ
アの割合、情報提供の頻度

「評価指標」
・学外の看護・医療保健福
祉関係者等による授業回数
（1回/各学年）、看護学概
論の授業評価（肯定的評価
が7割以上）、授業外での看
護・医療保健福祉関係者等
による講演会・イベント等
の案内回数（1回）・参加人
数（5人/回）、学生ボラン
ティアの割合（5人/回）、
情報提供の頻度（3回）
・学外の授業関係者からの
聴取（1回）

⑶ 自ら学修に取り組む意義と
方法との獲得をめざして、主体
的な学修資源としての、図書館
利用の促進、スタディスキルズ
に関する教材の提供、国家試験
合格に向けて計画的・主体的に
取り組むことが出来るような低
学年時からのガイダンスや学修
環境整備を行う。

Ⅳ ⑶①～④新カリキュラム策
定と並行し、新たな図書
館、スタディスキルズ獲得
支援等の在り方について検
討会を開催する。

Ⅳ

「評価指標」
・図書館入館数、貸出数、スタ
ディスキルズに関する教材の視
聴率、国家試験合格への取り組
みの実施状況及び対策参加状況

「評価指標」
・附属船橋図書館の入館者
数、貸出件数が、前年度よ
り増加する
・国家試験対策支援への参
加者数増加状況

・全学生を対象とした国家試験対策の実施と希望者を対象として
有料の国家試験対策を実施した。有料の国家試験対策において
は、昨年より2日増やし実施した。参加者数は5日間で延べ179名
（前年132名）で前年比1.36％であった。
・初年次教育、スタディスキルズによる教材提供については、主
に1年生を対象に後期配信していた動画を前期より配信し、スタ
ディスキルズⅠは前年比＋13名、スタディスキルズⅡは前年比＋
75名のアクセス数であった。
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2.入学前準備プログラムは今年度より内容を大きく検討し、入学
前から学修に対する主体性涵養と、入学後にスムーズに大学生活
を始めることができることをめざし、総合型選抜合格者34名、学
校推薦型選抜合格者35名を対象として、これまでで最も参加率が
良かった1月の実施のみとした。結果、参加者は51名（当日参加1
名、参加割合74％）、協力の在校生12名で、内容は、教員から大
学での学修の特徴、初年時に必要な準備学修と学修の説明、在校
生から校内案内、学生生活の説明、その後グループワークを行っ
た。

3.学生の主体的に学ぶ意欲と方
法の獲得を支援する機会とし
て、授業以外での学修機会の提
供や学修活動を支援する。
医療・福祉の現場に関わる機
会、健康関連イベントへの参加
機会、ボランティア情報の周知
及び活動発表やフィードバック
を受ける機会の設定を行い、そ
れぞれの学修機会と参加学生を
増加させる。

Ⅲ 3.学生の主体的に学ぶ意欲
と方法の獲得を支援する機
会として、授業以外での学
修機会の提供や学修活動を
支援する。
①授業以外の学修機会に関
する情報提供と参加支援を
行う（医療・福祉現場での
活動、健康関連イベント、
ボランティア活動、等）
②上記参加後の活動発表や
フィードバックを提供する
機会を設定する。

Ⅳ 3.授業以外での学修機会の提供や学修活動の支援として、令和7
年度の取り組みは以下の通りであった。新たな学修機会は3か所
あった（千代田区MIWまつり、発達に凹凸のある子ども達への学
修支援ボランティア、地域における高齢者の介護予防事業）もの
の、例年の地域交流イベント開催を見合わせた。これにより、全
参加人数は、71名で、前年度185人に比し減少しているが発達に
凹凸のある子どもたちへのボランティアの6名は延べ40回参加し
ていた。
・ふなばし健康まつりについて情報提供を行い、学生24人がボラ
ンティア参加
・千代田区男女共同参画センターMIWまつりについて情報提供を
行い、学生13名がボランティア参加
・八木が谷地区社会福祉協議会福祉まつりについて情報提供を行
い、学生15名が参加
・市川市重症心身障害児親の会主催マナフェスについて情報提供
を行い、学生12人がボランティア参加
・NPOが実施している発達に凸凹がある子ども達への学習支援に
ついて情報提供を行い、参加支援として学生20名に学習支援の方
法について学修機会を提供した。その後、学生6名が延40回、ボ
ランティア参加した。子どもへの支援の振り返りは、ボランティ
ア参加後に毎回実施した。
・地域における高齢者の介護予防のための事業について情報提供
を行い、学生が選択した地区社会福祉協議会主催の海神ミニデイ
へ学生13名が参加した。その際に学生が健康教育を実施した。そ
の後の福祉まつりでは、健康教育の内容をポスターとして発表を
した。
・学生の主体的に学ぶ意欲と方法の獲得を支援する機会として授
業以外での学修機会の提供や学修活動の支援を、来年度も継続し
ていく。

3.授業以外での学修機会の提供や学修活動の支援として、令和6
年度の取り組みは以下の通り、学修機会は、前年度と同程度で
あったが、新たな機会が3回（八木が地区社会福祉協議会福祉ま
つり、JCHO船場祭中央病院での病院前救護所訓練、ママとベビー
のためのリラクゼーションプログラム）増えた。全参加人数は、
前年度合計191人に対し、185人とほぼ当程度であった。
・医愛祭は、2日間で、15人が参加した。
・ふなばし健康まつりについて情報提供を行い、学生23人がボラ
ンティア参加した。参加後のアンケート調査（n=15）で8割の学
生が来年も参加したいと回答し、その理由として、地域の沢山の
方との交流、健康に関する知識や思考の深化、地域についての知
識が深まった、などの意見が聞かれた。
・地域交流イベントについて情報提供を行い、学生78人がボラン
ティア参加した。参加後のアンケート調査（n=33）で約9割の学
生が来年も参加したいと回答し、その理由として、地域の人との
交流、達成感、などであった。
・八木が谷地区社会福祉協議会福祉まつりについて情報提供を行
い、学生11名が参加した。当日は八木が谷地区社会福祉協議会よ
り表彰状が授与された。
・まなフェス（市川）について情報提供を行い、学生50名が参加
した。
・JCHO船橋中央病院での病院前救護所訓練について情報提供を行
い、学生6名が参加した。終了後学生から、実際に近くでトリ
アージの様子などを見たのは初めてであり勉強になった、医師や
看護部長からの説明が分かりやすくまた参加したい、などの感想
が聞かれた。
・「ママとベビーのためのリラクゼーションプログラム＠
THCUC」を実施し、学生2名がボランティアとして参加した。乳児
との関わりや母親の育児不安、コミュニティ支援について学ぶ機
会となり、終了後に学生から、実際の母子支援の現場に触れるこ
とができ貴重な経験だった、育児支援の重要性を実感した、との
感想が得られた。
.学生の主体的に学ぶ意欲と方法の獲得を支援する機会として授
業以外での学修機会の提供や学修活動の支援を、来年度も継続し
ていく。

2.入学試験合格者に対する学修
支援を入学前に開始する。
入学前からの学修に対する主体
性涵養をめざし、主として推薦
試験による入学生を対象に、入
学前準備プログラムを構築・実
施する。

Ⅳ 2.入学試験合格者に対する
学修支援を入学前に開始す
る。
①～③前年度と同様
④全学の入学前準備プログ
ラムの変更に伴い、一般入
学試験合格者に対する入学
前プログラムを再検討す
る。

Ⅳ

「評価指標」
・入学前準備プロジェクトの参
加者数、参加者への入学後アン
ケート調査結果、入学後の学業
成績の分析結果状況

「評価指標」
・前年度と同様の入学前準
備プロジェクトの参加者数
の維持
・前年度比、プログラムに
対する肯定的な評価の割合
維持・増加

2.入学前準備プログラムの参加者は、令和3年度66％に比し、令
和6年度92％と26％の増加であった。
・開催後に参加学生を対象としたプログラム参加のアンケートを
実施し、開催日時を検討し、令和6年度の参加者数増と、「プロ
グラムへの参加が、あなたの入学後の大学生活に良い影響であっ
たか」に84.1％が良かったと回答した。
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【計画15-2】
学生主体の教育における多様性
に対応した教育を推進する。

1.常勤教員の担当科目では、全科目ICTを活用しており、このう
ち令和6年度の常勤教員への調査（56科目）では、DXを活用した
アクティブラーニングは、37科目（66.1%）、習熟度別クラス
は、12科目（21.4%）で実施している。
・若手教員の大阪大学の授業設計に関するオンデマンド研修の受
講を継続して実施した。
・3月の活動実績報告会、質疑応答
・すでに、常勤教員においてはアクティブラーニングは取り入れ
られているため、目標を達成していると評価する。

「計画達成のための方策」
1.多様な教育ニーズに対応す
る。
学生の能動的な学修を促すため
に必要な資機材の整備を行うと
ともに、教育内容や方法を教員
間で共有しアクティブラーニン
グを推進する。その場合、fGPA
なども活用し常勤教員が担当す
る講義・演習科目を中心に、基
礎及び発展的な内容の提示や習
熟度別クラスの導入等を行うこ
とにより、授業形態に関わら
ず、全科目で双方向性の担保と
学生の授業参加を促す。

Ⅳ
【年度計画15-2】
1.教員が学生の主体的な学
びを促進できているか自身
の教育を振り返り、改善に
必要な行動をとることがで
きる。
①授業の目標を達成できる
各種の授業方法を取り入
れ、学生の理解を把握し成
果を評価する。
②学生の反応を確認しなが
ら、DXを活用したアクティ
ブラーニングを積極的に導
入する。
③上記の他、各科目におい
て、学生のニーズを把握し
可能な範囲で対応する。

Ⅲ

「評価指標」
・前年度に比べ、提供され
た学修機会の維持および参
加学生の数前年度平均5％増
加
・前年度比、活動参加に対
する肯定的な評価の割合増

「評価指標」
・ICT活用科目数、アクティ
ブ・ラーニングを取り入れた科
目数、各科目での成績評価結
果、各科目での学生からの
フィードバック、授業評価アン
ケート結果、教員間での情報共
有機会の数

「評価指標」
①授業評価アンケートへの
返答に関する分析（IRに依
頼）で改善が必要な内容を
学部全体で把握し、次年度
の授業計画にそれらを反映
した科目の割合（改善した
かどうかではなく、改善が
必要な内容を自科目に照ら
し合わせて検討した常勤科
目の割合（100％） ②アク
ティブラーニングを導入し
ている科目の割合（90％以
上） ② 教務委員会におけ
る学生の学修ニーズに関す
る検討回数（2回/年）

1.常勤教員の担当科目では、全科目ICTを活用しており、このう
ち令和7年度の常勤教員への調査（56科目）では、DXを活用した
アクティブラーニングは、48科目（85.7%）、習熟度別クラス
は、3科目（5.4%）で実施している。全学からの授業評価アン
ケート結果の報告がなくIRに分析を依頼することはできなかった
が、アクティブラーニングの実施は、前年度（66.1%）より増え
ており、教務委員会における学修ニーズに関する検討は、8月、2
月の進級判定等に係る会議前に定例で実施している。

「評価指標」
・提供された学修機会の数、学
生の参加人数、参加学生からの
フィードバックの状況
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【計画15-3】
第2期中期目標・計画における
教育の評価を行い、DP及び社会
ニーズの変化に応じたカリキュ
ラムへの改定を行う。

2.学生生活支援委員会主催で、FD（臨地実習における合理的配
慮・教育上の配慮が必要な学生の理解）を実施し、常勤教員34名
（100%）の教員が出席した。終了後、出席教員へのアンケート調
査を行ったところ、「臨地実習における教育上の配慮・合理的配
慮」に関する理解が深まり、「支援・調整に必要な視点が広がっ
た」「今後の教育活動に役立てそう」との回答が得られた。特に
助教や講師など、臨地実習に直接かかわる教員からこのような回
答が多かった。 本学部において、合理的配慮や教育上の調整が
必要な学生が増えている。今回のFDにより、教員が合理的配慮や
教育上の調整に関するスキルを実践現場でより活かすことができ
るようになり、今後のより一層の教育の質向上にもつながると考
えられる。

1.①～④令和4年度のカリキュラム評価プロジェクトをカリキュ
ラムプロジェクトとして発展継続し、実習前OSCE、実習前CBTの
導入を視野に入れた改正カリキュラムの実現に向けた検討を開始
し、8月および3月に全学部教員対象のFD企画を行い、文部科学省
の看護学教育・モデル・コア・カリキュラム改正ならびに実習提
携関係にあるJCHO船橋中央病院の移転を視野にいれたカリキュラ
ム改正の準備に着手した。
・年度末資料を加えたDP達成状況の評価から、教務委員会主導
で、看護管理に焦点をあてた統合実習を2025年度より看護学全体
の学びを統合する実習へと変更することとし、準備を開始した。
・卒業生とその就職先を対象とした調査は未実施である。
・3月の全教員対象のFD企画において新カリキュラムに向けての
課題を整理した報告文書を提示した。

Ⅲ

Ⅳ 2.学生生活支援委員会主催で、FD「学生のキャリア形成を支援す
る（講師：本学カウンセラー田澤晃子先生）」を実施し、常勤教
職員29名94%（対面：17名、オンライン：12名）が出席した。終
了後、出席教職員へのアンケート調査を行ったところ、「異なる
目線で学生に関わってこられた方の考え方や知見が大変参考に
なった」「最近の大学生の特徴やキャリア形成の支援のポイント
を理解できた」との回答が得られた。今回のFDにより、学生の目
指す看護職像と社会的なニーズ両方を意識して教育に取り組んで
いく必要があることを教職員で共有することができ、今後のより
一層の教育の質向上にもつながると考えられる。

「評価指標」
・多様性に関する研修・情報共
有機会の数、教員へのフィード
バック調査の結果、授業評価ア
ンケート結果

「評価指標」
・多様性に関する情報共有
機会の提供状況

「計画達成のための方策」
教育活動と成果の点検評価及び
改善活動を行う。
学生からの授業評価並びにそれ
に対する教員の自己評価、各会
議での検討等に基づき、大学院
DPに照らした点検評価を行い、
CP、APおよびDPの改定に向けた
準備を行う。

Ⅲ
【年度計画15-3】
1.教育活動と成果の点検評
価及び改善活動を行う。
①カリキュラムプロジェク
トを開催し、昨年度検討し
たDP案と文部科学省から公
表された看護学モデル・コ
ア・カリキュラムを参考に
新カリキュラムの策定に向
けAP、CPなどの検討を進め
る。
②FD研修会として、申請手
続きに移る新カリキュラム
を具体的に策定し運用して
いくうえで必要な研修を行
う。

「評価指標」
・カリキュラムプロジェク
トの開催回数（年11回）学
部でのFD研修会の開催回数
（年2回）、新たにコンピテ
ンシー基盤型教育を取り入
れた科目数

2.学生等の多様性に対する教職
員の理解を促進する。
⑴ 教職員の多様性への理解を
向上させ、多様性に配慮した授
業運営を行う。
⑵ 教職員に対し、多様性に関
する研修や情報共有の機会を定
期的に設ける。

2学生の多様性に対する理解
を深めるために、学生の個
人情報に配慮しながら、多
様な学生の状況と対応につ
いて、科目レベル、委員会
レベルでの活動において、
情報交換し、検討する場を
定期的にもつ。

Ⅳ

「評価指標」
・検討会の開催回数、成果物と
しての新カリキュラムの有無と
内容

1.①令和5年度に引き続きカリキュラムプロジェクトを組織し、
月1～2回のペースで継続的に計18回の検討を行った。文部科学省
の看護学モデルコア・カリキュラム改定作業が並行していたこと
から、11の資質と能力の内容を確認し現行DPの見直し案の作成を
行った。次年度はAP,CPの策定及び実習科目を内容や時期を中心
に検討し、令和10年度入学者からの新カリキュラム運用を目指し
ている。この見直しの過程で、現行カリキュラムのうち、4年次
の「看護の統合実習」を1領域担当から全領域担当に運用を変更
し、あわせて、「協働実践演習」を15コマから8コマに変更する
改善を実施した。
②教務委員会では、昨年度に決定した統合実習と看護研究の運営
体制の変更、また協働実践演習についての授業時間の変更などの
確認等、令和7年度から実施に向けた準備を行った。変更に伴う
学修支援委員会や教務委員会が主導し、授業評価や国家試験対策
の評価を踏まえて、解剖学、生理学等の知識の定着を図るための
CBTを作成し1～3年生全員に対して実施した。
③卒業生とその就職先を対象とした調査は、卒業生とのアクセス
方法が確立していないため、未実施である。
④3月の全教員対象のFD企画において新カリキュラムに向けた新
DP案を紹介し、現行の90分の授業時間の延長・短縮に関する意見
交換の機会を設けた。
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【計画15-4】㋐
学生の主体性を涵養する教育を
推進する。

1.学習活動の記録と目標についての自己評価は、1年生について
は過半数の学生が記載している。学年により実施の程度には差が
あるが、ガイダンス毎に活用例を示し、利用を促進していく。

2.a.オープンキャンパスおよび大学説明会・入試相談会を計7回
（OC:6/16,8/11,3/12;入試・大学説明
会:6/18,9/1,11/25,12/16）実施した。参加人数はオープンキャ
ンパスが55-232組、説明会が11-73組と前年に比べ若干上回り、
いずれのイベントも在学生の協力を得て実施し、受験生が在学生
と話せたことでの満足感も高かった（直近のイベント（春のOC）
で大変満足・満足と答えた者は全体の9割以上）。
b.学校推薦型の入学予定者の所属高校の校長にも入学前準備プロ
グラムの資料を郵送し、周知を行い、1月に開催し、令和6年度は
92％の参加が得られた。
c.学修支援委員会にて、各学年ごとにセメスター開始と終了時に
ガイダンスを行った。
d.大学に届く講演会等のお知らせは事務部より掲示してもらい、
各教員のもとに届く講演会やイベント情報は、各教員よりメール
等で一斉周知が数回行われた。

「計画達成のための方策」
1.教育DX化と並行して、学生が
自己の学修活動を記録し振り返
ることが可能な仕組みを準備
し、年に1回以上、学生自身が
学修活動について振り返り、そ
の後の自らの目標について考え
ることができるよう指導する。

Ⅳ Ⅲ ①学修ポートフォリオ（PF）の利用状況を把握するため、2025年
9月に学生にアンケートを実施し、329名（1年105、2年77、3年
116、4年31）から以下の回答を得た。
・PFを知っているのは96%、PFを入力しているのは38％
・PFを入力しない理由は、面倒くさい49％、自分に役立つのかわ
からない28％、入力方法がわからない32%等々であったことか
ら、次年度はガイダンスで入力時間を確保、入力支援を行ってい
く。
②セメスター毎に2回あるガイダンスで、PFの目的・活用等につ
いて説明した。特に1年生は前期に追加で2回の説明を行った。

2.a.オープンキャンパスおよび大学説明会・入試相談会を計5回
（OC:6/15,8/9,3/15;入試・大学説明会:8/31,12/18）実施した。
参加人数はオープンキャンパスが58-245組、説明会が7-72組と前
年とほぼ同数となった。いずれのイベントも在学生の協力を得て
実施し、満足感も高かった（直近のイベント（春のOC）で大変満
足・満足と答えた者は全体の9割以上）。また、入試委員会・広
報委員会が協働し、千葉県内高校に持参する高大連携教育プログ
ラムのリーフレットを作成し、入試広報部を通じて、配付を開始
し、次年度実施の打診を得ることができた。
b.参加者アンケートの結果を踏まえ、よりニーズに合ったプログ
ラムとなるよう内容の検討を行い、実際に在学生が受けている授
業内容を体験できる企画とした。また、学校推薦型選抜による入
学予定者については、所属高校の校長宛に入学前準備プログラム
の資料を郵送し、周知を図った。そのうえで1月にプログラムを
開催し、令和6年度は51名（74％）の参加を得た。
c.学修支援委員会にて、各学年ごとにセメスター開始と終了時に
ガイダンスを行った。

2.千葉看護学部のビジョンに共
鳴する受験生を確保する。学生
がビジョンに照らして自己評価
できるプログラムを作成し、本
学部のビジョンを具現化するた
めに入学前から継続した教育・
学生支援を実施する。

Ⅳ 2.a．受験生対象の学部説明
において本学部のビジョン
をわかりやすく説明し、参
加者の反応を把握し、必要
に合わせ改善する。
b．これまでの入学前準備プ
ログラムを継続しつつ、参
加者アンケートにてより
ニーズに合うプログラムに
する。また、学校選抜型入
試での入学予定者及び、そ
の高校（校長）に入学前準
備プログラムを周知する。
c．学生に対して定期的にガ
イダンスを実施し、具体的
な履修につながるようにす
る。
d．講演会やイベント、ボラ
ンティア募集に関して定期
的に情報提供を行う。

Ⅳ

【年度計画15-4】
1.学修ポートフォリオの利
活用を促進する。

「評価指標」
・学修活動の記録と目標につい
ての自己評価を、各学年のほぼ
すべての学生が実施する(1回/
年)

「評価指標」
・学修ポートフォリオを活
用する(自ら入力する)学生
の割合(1,2年生80％以上、
3,4年生50％)
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3.a.b.令和6年度は、体系的実態を把握するために、IR推進担当
により、学外の看護・医療保健福祉関係者等による授業回数を調
査した結果、以下の通り1年次において、5回の機会を提供してい
た。
・「医学・医療概論」（1年次）において、医師による特別講義
を1コマ実施し、医療に携わる専門職としての視点を学ぶ講義を
実施
・「医療と人間」（1年次）において、公益社団法人認知症の人
と家族の会 東京支部代表による「認知症の人と家族が穏やかに
暮らしていくために」と題した講義を実施
・「看護学概論」（1年次）の見学演習において、看護部長や医
療安全・感染対策専従看護師による講義を通じて、看護の専門性
や連携の重要性を理解する機会を提供
・「機能看護学Ⅰ」（1年次）において、現任の看護師を招聘
し、看護における自律の重要性等を理解する機会を提供。
c.授業外での看護・医療保健福祉関係者等による講演会・イベン
ト等の案内回数、参加人数は次の通りであった。
・ふなばし健康まつりについて情報提供を行い、学生23人がボラ
ンティア参加
・地域交流イベントについて情報提供を行い、学生78人がボラン
ティア参加
・八木が谷地区社会福祉協議会福祉まつりについて情報提供を行
い、学生11名が参加
・まなフェス（市川）について情報提供を行い、学生50名が参加
・JCHO船橋中央病院での病院前救護所訓練について情報提供を行
い、学生6名が参加
早期から看護職としての意識を高めるため授業内外で看護職や
人々の健康に関する講義、講演会・イベント等の参加機会の提供
などを実施しており、次年度も継続していく。

ⅣⅣ 3.a.b.令和7年度は、体系的実態を把握するために、IR推進担当
により、学外の看護・医療保健福祉関係者等による授業回数を調
査した結果、以下の通り1年次において、17回の機会を提供して
いた。
・「医学・医療概論」（1年次）において、船橋市職員による船
橋市の地域包括ケアについての講義（1コマ）、元JCHO理事2名に
よる講義（4コマ）を実施した。
・「治療学総論」（1年次）において、学外の医師6名、理学療法
士1名により計7コマの講義（診断と治療の基礎、食事療法、薬物
療法、放射線療法、手術療法、麻酔療法、救急医療、リハビリ
テーション）を実施した。
・「医療と人間」（1年次）において、学外の看護・医療保健福
祉関係者等による、認知症を経験している人についての理解を促
す授業、災害支援についての理解を促す授業、政策を看護に反映
させることについての理解を促す授業、を実施した。
・「看護学概論」（1年次）において見学演習を実施し、各病院
の実習指導者の下でシャドーイングを行い、指導をいただいた。
・「機能看護学Ⅰ」（1年次）において、現任の看護師を招聘
し、セルフマネジメントに関するインタビューを実施した。
c.授業外での看護・医療保健福祉関係者等による講演会・イベン
ト等の案内回数、参加人数は次の通りであった。
・ふなばし健康まつりについて情報提供を行い、学生24人がボラ
ンティア参加
・千代田区男女共同参画センターMIWまつりについて情報提供を
行い、学生13名がボランティア参加
・八木が谷地区社会福祉協議会福祉まつりについて情報提供を行
い、学生15名が参加
・市川市重症心身障害児親の会主催マナフェスについて情報提供
を行い、学生12人がボランティア参加
・NPOが実施している発達に凸凹がある子ども達への学習支援に
ついて情報提供を行い、参加支援として学生20名に学習支援の方
法について学修機会を提供した。その後、学生6名が延40回、ボ
ランティア参加した。子どもへの支援の振り返りは、ボランティ
ア参加後に毎回実施した。

「評価指標」
・オープンキャンパス実施回数
（5回/年）・参加人数（定員8
割以上）・参加者アンケート内
容、入学前準備プログラムの参
加人数(対象者の7割以上）・参
加者アンケート内容（肯定的評
価が7割以上）、学年別ガイダ
ンスの実施状況（4回/年）、ビ
ジョンについてのポートフォリ
オの記録回数（1回/年）・実施
人数（ほぼ全ての学生）、学生
ボランティアの割合（5人/
回)、情報提供の頻度（3回/
年）

「評価指標」
・オープンキャンパス実施
回数（5回/年）・参加人数
（定員8割以上）・参加者ア
ンケート内容、入学前準備
プログラムの参加人数(対象
者の7割以上）・参加者アン
ケート内容（肯定的評価が7
割以上）、学年別ガイダン
スの実施状況（4回/年）、
ビジョンについてのポート
フォリオの記録回数（1回/
年）・実施人数（ほぼ全て
の学生）、学生ボランティ
アの割合（5人/回)、情報提
供の頻度（3回/年）

3.早期から看護職としての意識
を高めるため、1年前期から看
護の現場での演習を実施すると
共に、授業内外で、看護職や
人々の健康に関する講演会・イ
ベント等の参加機会を提供する
など、アーリー・エクスポー
ジャーのプログラムを行う。

3.a．外部の保健医療福祉関
係者の授業の実施状況（特
に低学年）を確認し、次年
度に反映させる
b．教務委員会とカリキュラ
ムプロジェクトが協力し、
学生の主体性の涵養の観点
から授業改善した科目の点
検・追加を行う。
c．講演会やイベント、ボラ
ンティア募集に関して定期
的に情報提供を行う。
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【計画15-5】㋐
生涯学習支援を継続する。

・地域における高齢者の介護予防のための事業について情報提供
を行い、学生が選択した地区社会福祉協議会主催の海神ミニデイ
へ学生13名が参加した。その際に学生が健康教育を実施した。そ
の後の福祉まつりでは、健康教育の内容をポスターとして発表を
した。
なお、カリキュラムプロジェクトによる3Pの見直しの過程から、
現行カリキュラムのうち、4年次の「看護の統合実習」を1領域担
当から全領域担当に運用を変更し、あわせて、「協働実践演習」
を15コマから8コマに変更する改善を実施した。
早期から看護職としての意識を高めるため授業内外で看護職や
人々の健康に関する講義、講演会・イベント等の参加機会の提供
などを実施しており、次年度も継続していく。

「計画達成のための方策」
1.学部における生涯学習支援を
継続し、これが大学ビジョンに
向かうものとなっているかを評
価し、改善するためのICTを活
用した基盤を整備する。

Ⅲ
【年度計画15-5】
1.前年度と同様。生涯学習
支援の参加者からのアン
ケート結果を分析し、改善
策を提案する。

Ⅲ 卒業生の生涯学習支援の一環として、VRコンテンツを用いた「卒
業生チャレンジ」を10月と2月に実施した。参加者はそれぞれ3
名、5名と少ないが、参加満足度は5点満点中、5点、4.6点であっ
た。参加者を増やすため、3月に4年生を対象に「卒業前チャレン
ジ」を実施し、3名が参加した。また、卒業生チャレンジ連絡専
用のLINEオープンチャットを開設し、80名以上が登録した。

1.生涯学修支援の仕組みを含めて活動しているDXプロジェクトに
より、10月の学部教員会議ならびに3月の活動報告会において、
プロジェクトの進捗および課題を共有した。また、卒業生のフォ
ローアップやキャリアアップを支援するため、VRコンテンツを用
いた「卒業生チャレンジ」を2回とニーズ調査を1回実施した。参
加者は第1回（10/29実施）6名、第2回（3/9実施）8名であった。
参加者の満足度は高いが、卒業生への連絡方法に課題があった。

2.卒業生の連絡先登録は、84.2％であった。メールマガジンでは
定期に年2回発行した以外に、DXプロジェクトの卒業生チャレン
ジや大学院の情報を提供した。
今年度も地域交流イベントにて、ホームカミングデーを開催し、
11名が参加した。また、卒業生への情報発信方法として、SNSの
導入を検討した。引き続き、卒業生が母校に関心を持ってもらえ
るようなイベント、情報発信の内容、方法について、検討してい
くことが必要である。

「評価指標」
・学外の看護・医療保健福祉関
係者等による授業回数（5回/
年）、看護学概論の授業評価
（総合評価が4以上）、授業外
での看護・医療保健福祉関係者
等による講演会・イベント等の
案内回数（1回/年）、参加人数
（5人/回）

2.卒業生の連絡先登録は、88.5％であった。今年度卒業見込の学
生についても現時点で数名のみ未登録であり、100%の登録を目指
し、対応中である。メールマガジンでは定期に年2回発行した以
外に、DXプロジェクトの卒業生チャレンジや大学院の情報を提供
した。
今年度もホームカミングデーを開催し、10名が参加した。また、
新たに2025年3月卒業生を対象としたホームカミングデーを開催
し、14名が参加した。卒業生への情報発信方法に関する検討を引
き続き行なった。今後も卒業生が母校に関心を持ってもらえるよ
うなイベント、情報発信の内容、方法について、検討していくこ
とが必要である。

2.卒業生を継続してサポートで
きる仕組みを整備し、学びの機
会を提供する。

Ⅲ

「評価指標」
・学外の看護・医療保健福
祉関係者等による授業回数
（5回/年）、看護学概論の
授業評価（総合評価が4以
上）、授業外での看護・医
療保健福祉関係者等による
講演会・イベント等の案内
回数（1回/年）、参加人数
（5人/回）
・授業改善を行い点検した
科目数

「評価指標」
・当該目標に関する検討会開催
回数と参加人数、評価のための
仕組み作成状況と実施状況

「評価指標」
・当該目標に関する検討会
開催回数と参加人数、評価
のための仕組み作成状況と
実施状況

2.前年度末にとりまとめた
改善策を反映した卒業生の
連絡先管理および継続教育
支援の方法を実践し、年度
末に現状と改善策をとりま
とめる。
・卒業生への効果的な情報
発信方法の検討

Ⅲ
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3.実習指導者講習会参加人数は30日間コースは定員40名のところ
58名の受講（募集定員の145％）となり、目標を達成することが
できた。7日間コースについては40名定員のところ受講者は33名
（募集定員の82.5％）と、目標を下回っている。しかし、昨年度
よりは9名増加し、開講以来、受講者の増加は継続している。30
日間コースの修了生を対象としたフォローアップ研修について、
33名が参加し、目標は達成できたと考える。なお、上記3研修と
もに終了時の受講生アンケートでは、前年度同様に高い満足度を
維持しており、今後も継続して質の高い研修を提供していくこと
が地域から求められていると考えられる。

4.令和6年度の実績は次の通りである。
◎周辺地域機関からの依頼
・千葉県看護協会：「認定看護管理者教育課程セカンドレベル」
講師依頼（2件）があった。
・千葉県看護研究学会：研究支援コーナーの相談員として、県内
の病院看護師の研修相談に応じた。
◎JCHOからの依頼
・「JCHO保健師助産師看護師実習指導者講習会」講師（看護学に
おける学修評価の方法、フィードバック演習等）6件
・「認定看護管理者研修セカンドレベル」講師
・JCHO船橋中央病院での看護研究支援：JCHO船橋中央病院の看護
師を対象に、看護研究支援を月１回の頻度で実施。
◎大学が企画した地域住民・専門職者を対象とした勉強会等
・東京医療保健大学千葉看護学部「基礎看護援助方法Ⅳ」授業見
学会：JCHO東京山手メディカルセンターに勤務する看護師8名を
対象に、「基礎看護援助方法Ⅳ」の授業を見学いただいた。見学
後の自由記載アンケートでは、実習に来る前にどのような学修を
しているかを知ることができた、学生がどのような学び方をして
いるのか見学できて学びになった等、高評価を得た。

Ⅳ

Ⅳ4.主として千葉県北西部及び
JCHOの看護・介護職者等に向け
た生涯学習機会を提供する。

4.実習指導者講習会やJCHO
本部・各病院に対して、教
員の研究内容、講演できる
内容などを周知する。研修
会や講師依頼などの実績を
年度末に取りまとめる。

Ⅳ

3.実習指導者講習会参加人数は、30日間コースは定員40名に対し
42名（募集定員の105％）が受講し、目標を達成できた。7日間
コースは定員40名に対し36名（募集定員の90％）と目標人数を下
回っているが、開講以来、受講者数は増加傾向である。30日間
コースの修了者41名を対象としたフォローアップ研修には24名
（修了者の58.5％）が参加し、目標は達成できたと考える。な
お、上記3研修ともに終了時アンケートでは、前年度同様、80％
以上の満足度を維持しており、今後も継続して質の高い研修を提
供していくことが地域から求められていると考えられる。

「評価指標」
・卒業生の連絡先を管理する仕
組みの作成と登録状況
（100％）、年2回のメールマガ
ジンの発行、講演会等の案内回
数（年2回）と参加人数（各回
50％）

「評価指標」
・卒業生の連絡先を管理す
る仕組みの作成と登録状況
（100％）、年2回のメール
マガジンの発行、講演会等
の案内回数（年2回）と参加
人数（各回50％）

「評価指標」
・実習指導者講習会参加人数
（募集定員の120％）、修了時
の満足度（70％以上）、フォ
ローアップ研修の参加人数
（50％以上）、受講施設管理者
を対象とした研修・情報交換の
参加人数、自施設の実習指導の
質向上についての評価

「評価指標」
・実習指導者講習会参加人
数(募集定員の120％)、修了
時の満足度(70％以上)、
フォローアップ研修の参加
人数(50％以上)、受講施設
管理者を対象とした研修・
情報交換の参加人数、自施
設の実習指導の質向上につ
いての評価

3.実習指導者講習会およびフォ
ローアップ研修会、受講施設管
理者を対象とした研修・情報交
換を開催し、千葉県内の実習指
導者育成と質の向上に貢献す
る。

3.事務部と連携し、実習指
導者講習会、フォローアッ
プ研修、受講施設管理者を
対象とした研修・情報交換
を企画・周知・実施し、実
績と改善策を取りまとめ
る。

Ⅳ

4.令和7年度の実績は次の通りである。
◎千葉県看護協会からの依頼
・「認定看護管理者教育課程ファーストレベル」講師（1件）
・「認定看護管理者教育課程セカンドレベル」講師（2件）
・「看護教員養成課程」講師（1件）
・「レポートの書き方」講師（1件）
・「看護研究基礎編研修」講師（1件）
◎JCHOからの依頼
・「保健師助産師看護師実習指導者講習会」講師（6件）
・「認定看護管理者教育課程セカンドレベル」講師（3件）
・「認定看護管理者教育課程サードレベル」講師（1件）
・JCHO船橋中央病院での看護研究支援：JCHO船橋中央病院の看護
師を対象に、看護研究支援を月１回の頻度で実施（1件）
・JCHO東京山手メディカルセンターでの看護研究支援：JCHO東京
山手メディカルセンターの看護師を対象に、看護研究研修を実施
（1件）
◎千葉県からの委託、依頼
・千葉県看護職員研修事業「実習指導者講習会」：臨床実習指導
者への実習指導に関する研修、42名受講41名修了、受講者へのア
ンケートにおいて8割以上から満足度が得られた。
・千葉県看護職員研修事業「実習指導者講習会（特定分野7日間
コース）」：特定分野で働く臨床実習指導者への実習指導に関す
る研修、36名受講35名修了、受講者へのアンケートにおいて8割
以上から満足度が得られた。
・千葉県保健活動業務研究発表会助言者（1件）
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「評価指標」
・千葉県内及びJCHO、各学
会・看護協会等からの講師
依頼の内容・件数（5件/年
以上）、本学部主催または
共催（有志含む）による研
修会等の開催回数・参加者
数、受講後アンケートによ
る満足度

「評価指標」
・千葉県内及びJCHOからの講師
依頼内容・件数、本学部主催ま
たは共催（有志含む）による研
修会等の開催回数・参加者、満
足度

◎大学が企画した地域住民・専門職者を対象とした勉強会等
・実習協議会：14の実習施設31名の実習担当者が参加し、実習に
関するディスカッションを千葉看護学部教員（27名参加）と行っ
た。実習に関連する動画を作成し事前に実習担当者様に見ても
らったことで活発なディスカッションができ、参加いただいた実
習施設から好評であった。
・東京医療保健大学千葉看護学部公開講座「上手な高齢者介護と
の向き合い方」、参加人数約30名
・東京医療保健大学千葉看護学研究科・和歌山看護学研究科共催
公開講座　79名参加　満足度91％
・JCHO東京山手メディカルセンター実習指導者を対象とした授業
見学会：計2回開催し、参加者数は第1回5名、第2回4名であっ
た。基礎看護援助方法Ⅳのシミュレーション演習を見学していた
だき、実習前に学生が準備科目でどのようなことをどのように学
んでいるのかを実際に見ていただいた。見学後の自由記載アン
ケートでは、「学生の習熟度に合わせた教員の関わり」や「学生
の気づきを引き出すような関わりについて学びになった」、「学
生自身の力で気づき主体的に学ぶことができることが良くわか
り、学生の考えを引き出す関わりを実習でもしていきたい」等、
高評価を得た。
◎その他
・千葉県看護研究学会研究相談員（1件）
・西海神小避難所運営連絡協議会講師（1件）
・産業看護職養成研修を行う講師の養成を目的とした講座の担当
講師（1件）
・千葉県八千代市立萱田南小学校第1回校内職員研修会「心肺蘇
生、応急手当基本編」講師（1件）、教職員20名が参加
・千葉県八千代市立萱田南小学校第2回校内職員研修会「心肺蘇
生、応急手当応用編」講師（1件）、教職員20名参加
・茨城県筑西市養護教諭会研修会　講師（1件）、養護教諭35名
が参加
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【計画15-6】㋐
教員の研究力の向上を図る。

1.3月13日に実施した学部活動報告会において、教員の研究活
動・社会活動に関するポスター展示及び情報交換会を実施した。
令和7年度の定期FD研修等では、研究活動に関する内容に取り組
んでいく。

2.国際学会参加人数：8人
国際学会発表人数：8人(10件)
国内学会発表人数：21人(53件)/34人（61.8％）

Ⅳ

3.論文（国内）採択人数：18人(30件)
論文（海外）採択人数：3人(6件)
国内・海外のいずれかに採択された人数：18人/34人（52.9％）
学部活動報告会で情報共有を実施した。

Ⅳ3.研究成果を査読のあるジャー
ナルへの投稿を促進し、採択さ
れる（共同執筆含）。
「評価指標」
・採択者人数、採択者割合（国
際・国内、年間で全教員数のう
ち4割以上）

Ⅳ
【年度計画15-6】
1.定期FD研修やイブニング
セミナーで教員の研究活動
について情報共有を行う。
「評価指標」
・情報交換会の開催回数（1
回／年以上）

Ⅳ

3.論文（国内）採択人数：15人(19件)
論文（海外）採択人数：5人(10件)
国内・海外のいずれかに採択された人数：17人/33人（51.5％）
学部活動報告会で情報共有を実施した。

3.年度末の学部活動報告会
で論文採択された教員につ
いて情報共有を行う。
「評価指標」
・採択者人数、採択者割合
（国際・国内、年間で全教
員数のうち4割以上）

Ⅳ

2.学会（国際・国内）で、研究
成果を発表を促進し、発表す
る。
「評価指標」
・国際学会参加人数（1人／年
以上）、国際学会発表者人数
（1人／年以上）、国内学会発
表者割合（年間7割)

2.年度末の学部活動報告会
で国際学会及び学内学会で
発表した教員について情報
共有を行う。
「評価指標」
・国際学会参加人数（1人／
年以上）、国際学会発表者
人数（1人／年以上）、国内
学会参加人数（１回以上／
教員１人あたり）、国内学
会発表者割合（年間7割)

Ⅲ

「計画達成のための方策」
1.教員の研究活動の情報交換会
を定期的に継続する。
「評価指標」
・情報交換会の開催回数（1回
／年以上）

2.国際学会参加人数：7人
国際学会発表人数：6人(6件)
国内学会発表人数：22人(44件)/33人（66.7％）

1.3月12日に実施した学部活動報告会において、助手・助教、講
師を中心として教員の研究活動に関する口頭発表および紙上発表
を行い、情報交換を実施した。
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Ⅳ

5.学生の学びにタイムリー
な図書の紹介をし、利用を
促進する。

Ⅳ

4.実習指導者との相互理解
により学生の主体的な学び
をサポートする。

3.国試対策　各学年の国家試験対策スケジュールに沿って担当者
を決定し、計画通り模擬試験や対策講座の企画、運営を行うこと
ができた。ほぼ100％の学生参加であった。模擬試験ごとに試験
結果をアドバイザーと共有し、定期的にアドバイザー連携会議を
実施して、支援が必要な学生の共有や学習支援を依頼した。

4.令和6年度実習協議会を開催し、22施設から51名の参加があ
り、実習報告及び意見交換を行い連携をはかった。

5.図書館入館者数：1日平均91名（目標値：90名）学生への貸出
し延べ冊数：5809冊（目標値：2500冊）で目標値を達成した。

Ⅲ 1.初年次教育において、「アカデミック・スキル」「わかやま
学」を設定し、複数科目で高校から大学教育への円滑な意識の転
換と能動的な学習方法を身につけ、専門教育における自主的・主
体的な学習への移行を目指した取り組みを行った。また、非常勤
講師担当科目である「体の仕組みと働き」、「治療学総論」、
「疾病治療論」の講義内容、試験問題内容等について、学生の主
体的な学びの促進のために学部教員が支援を行い、教育目標の共
有のために日赤和歌山医療センターとの合同教育会議を2回実施
した。
今年度も授業科目「わかやま学」の担当教員を中心に目標達成が
できた。学生の状況は、科目発表会・報告会の機会以外にも、授
業ふりかえり内容や授業内容からも把握し、学生が「わかやま」
を捉え、課題を検討しやすい学修環境を調整した。
2.先輩学生の取り組みの成果を受けて、学生に「予習シート」、
「目標設定シート」を配布し、主体的な学びが行えるように支援
を実施した。

【年度計画16-1】
1.「大学での主体的な学び
方の体得」、「地域を理解
する科目の充実」に関する
科目の実施・評価する。

2.先輩学生からの学習経験
をもとに、学習計画を立て
実行する。

「計画達成のための方策」
1.主体的な学習に取り組めるた
めに必要なカリキュラムと機会
を充実する。
2.入学初期に主体的な学び方に
関する科目と地域への関心を高
めるための科目を設定する。

〇和歌山看護学部
【計画16-1】㋐
「大学での主体的な学び方の体
得」及び「地域を理解する科目
の充実」、「地域への愛着形成
の支援」を図る。

4.令和7年度実習協議会を開催し、22施設から54名の参加があ
り、実習報告及び意見交換を行い連携を図った。

3.卒業後も学び続けるための支
援体制を構築する。

3.主体的な国家試験への取
り組みへの支援を行う。

Ⅲ

「評価指標」
・カリキュラム実施状況
・愛着の程度を把握

「評価指標」
・科目への参加度100％
・愛着形成を自由記述から
抽出
・国家試験対策講座・模擬
試験
学生100％参加
・図書館入館者数1日平均90
名、延べ冊数2500冊
・実習指導者連絡会の開催
と指導者及び学生からの評
価

3.模擬試験や対策講座の企画、運営を行い、模試を受験できな
かった学生は自宅にて実施できるように配慮した。定期的にアド
バイザー連携会議を開催し、模擬試験結果を基に支援が必要な学
生の共有等を実施した。また、成績が低迷している学生に対し、
特別対策講座を実施し、学生が確実に合格できるよう支援を行っ
た。概ね100％参加であった。

1.「大学での主体的な学びの体得」では、初年次教育（教務ガイ
ダンス、「アカデミック・スキル」「キャリア教育Ⅰ」）を通じ
て、高校から大学への円滑な移行と能動的学修の基礎形成を目的
に実施した。非常勤講師担当科目については、学内教員による学
修方法の指導や、日赤和歌山医療センターとの合同教育会議（年
2回）を通じた内容改善を行い、教育の質向上に努めた。大学で
の学修全般については、アドバイザーが学修支援および学修方法
の指導を担い、主体的な学び方の体得に向けて対応している。一
方で、複数科目において不合格者が見られたことから、学修方法
の指導に加え、主体的学修への意識づけを一層強化することが今
後の課題である。
「地域を理解する科目の充実」に関しては、「わかやま学」を中
心に、課題発表会等を通じて地域課題の理解促進と愛着形成に資
する教育を継続し、一定の成果を得た。
概ね100％の参加であった。
2．学習経験を踏まえた学習計画の立案支援では、先輩学生の学
習経験を踏まえ、「予習シート」の配付に加え、初回講義後の学
修方法の解説を実施し、学生の主体的な学習計画立案・実行を支
援した。その結果、主体的学修の促進に一定の効果が認められた
が、引き続き個別状況に応じた支援の充実が必要である。

Ⅳ

5.学生の学びにタイムリーな図書を、サイネージ掲示や展示等で
紹介し利用を促した。また、季節ごとにイベントを実施し、図書
館来館促進に努めた。
図書館入館者数：1日平均84名（目標値：90名）。学生・教職員
の貸出し延べ冊数：6490冊（目標値：2500冊）。入館者数は目標
値を少し下回ったが、貸出し延べ冊数は目標値を達成した。
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1.2024年度ボランティア活動の報告件数は、延べ人数295名、活
動団体数は60種類であった。同時期の2023年度は延べ参加学生数
252人、活動件数54件であったことと比較すると、継続して活動
ができている。
2024年度　ボランティア論履修生は92名、ボランティア活動履修
生は92名（2023年度  ボランティア論履修生は92名、ボランティ
ア活動履修生は85名）であり、2022年度よりボランティア論は選
択科目となっているものの、9割の学生が履修出来ていることか
ら、学生の関心が高いことも伺える。
看護教育ボランティア登録数　28名（2025年4月現在）
活動での取り組み
1)4月：老年看護学概論」～高齢者との対話～（看護教育ボラン
ティア７名）
2)7月：「コミュニケーション実習」基礎看護学実習Ⅰ学内実習
（看護教育ボランティア20名）
3）和歌山県コンソーシアム学生共同研究に対する協力（看護教
育ボランティア6名）
4)第5回看護教育ボランティア集いの会(3月)「看護のたまご保健
室」（看護教育ボランティア9名）
今年度卒業生による血圧測定等の簡単な健康チェックを行い、そ
の後意見交換を実施した。
医愛祭や公開講座のお知らせも行い、本学の教育活動に関心を
持ってもらえるようにした。看護教育ボランティアの集いの会で
は、成長した卒業生の姿を間近で見てもらったことで、教育活動
への参加の意義ややりがいの一端を感じていただけた。

1.2025年度ボランティア活動の報告件数は、延べ参加人数196
名、活動団体数は55種類（3月11日時点）であった。同時期の
2024年度は、延べ参加学生数295名、活動件数60件であったこと
と比較すると、今年度は少ない。募集時に報告書の提出は促して
はいるものの、提出状況が全員から得られていないことが件数減
少の一因として考えられる。
・2025年度のボランティア論履修生は101名、ボランティア活動
履修生は93名であり、ボランティア論は選択科目であるにもかか
わらず、9割の学生が履修出来ていることから、学生の関心の高
さが伺える。
・看護教育ボランティア登録数　27名（2026年3月現在）
活動での取り組み
7月：「コミュニケーション実習」基礎看護学実習Ⅰ学内実習
（看護教育ボランティア20名）
医愛祭や公開講座のお知らせを行い、本学の教育活動に関心を
持ってもらえるようにした。
基礎看護学実習Ⅰの「コミュニケーション実習」では、1年生の
コミュニケーション力向上に尽力いただいた。これを機に、新規
に看護教育ボランティアに登録してくださった方もおり、地域で
の活動として定着しつつある。第6回看護教育ボランティア集い
の会は、2027年4月2日に実施予定である。
・日赤和歌山医療センター院内の災害医療訓練について学生を50
名募集したところ、65名の応募があった。また、労災病院の災害
医療訓練には急な休日の訓練参加の募集にもかかわらず学生７名
が参加した。
・和歌山市中消防署と連携した多数傷病者訓練については学生37
名が参加した。
・和歌山西コミュニティーセンターの防災イベントについては、
10名の学生が参加し、プレゼンテーションや止血法などのデモン
ストレーションを行った。

2.赤十字活動参加学生と活
動数を増加させる。
［評価指標］
・赤十字奉仕団35名
・ボランティア活動延べ人
数200名

Ⅳ

【年度計画16-2】
1.ボランティア活動を体系
化し試行的に運用する。

2.赤十字活動を中心とした活動
を活発化する。
［評価指標］
・ボランティア活動状況、教育
ボランティア参加状況

【計画16-2】㋐
「ボランティア活動の体系
化」、「地域の看護教育ボラン
ティアからの学びの推進」及び
「関連団体と連携した社会的要
請への対応」を図る。

「計画達成のための方策」
1.地域へのボランティア活動の
推進と、地域住民の看護教育へ
のボランティア参加を進める。

Ⅳ

Ⅳ 2.2022年に発足した東京医療保健大学和歌山看護学部学生赤十字
奉仕団は、現在1年生18名、2年生14名、3年生9名、4年生4名の計
45名となっている。現在日本赤十字社和歌山県支部主催の研修や
訓練への参加、医愛祭での防災コーナーの企画や献血活動を行え
た。また、一部の学生は、県内外での学生献血推進協議会の活動
にも精力的に参加できている。

Ⅳ

2.2022年に発足した和歌山看護学部赤十字奉仕団は、53名となっ
て増加していて、日赤の活動に関心が高い。
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4.外国の大学との連携協定
に向けて調整を始める。

3.地域で生活する多国籍の
人々との交流の機会を2回以
上つくる。

1.本学主催9月のオーストラリア現地研修に、学生9名の参加が
あった。3月のハワイ研修は現在、詳細が未定であり、募集も不
明。和歌山看護学部の学生生活委員会の国際交流WGメンバーを中
心としながら、学生募集では、の説明会の開催やサイネージやポ
スターの掲示をおこなった。今後も積極的な学生への参加を推進
していく。

【計画16-3】㋐
異文化理解や語学力、コミュニ
ケーション能力を習得させ、豊
かな教養のもとに多様な価値観
に対応できる医療人の育成を図
る。

2.4.ベトナムナムディン看護大学とのMOU締結後、交流会を持つ
ための交渉が進まなかったが、国際交流委員会との連絡が取れ今
後交流会の実施へと計画される予定である。次年度、国際交流委
員会がナムディン看護大学との交流会の開催の企画をすすめ、開
催が決定すれば、積極的に学生が参加できるように、情報提供
し、プロジェクトへの参加ができるように環境を整える。
・また、他大学との連携については今後検討していく。

2.ベトナムの大学との交流
の機会を1回以上つくる。

3.近隣地域で生活する、または
保健医療福祉施設で働く多国籍
の人々との交流の場をつくる。

3.多国籍の人々との交流会には、大阪に在住の外国人医療従事者
3名、本学部学生12名が参加し、対面で開催した。国際交流委員
会と連携を取りながら、参加者募集の広報を行い、会場の感染対
策や交流会の進行をサポートした。学生が直接、外国人との交流
ができる機会となるため、今後も継続していく。

【年度計画16-3】
1.海外研修参加数2名以上を
維持する。

「計画達成のための方策」
1. 海外研修及び海外からの研
修生の受け入れ、近隣地域で生
活する多国籍の方との交流の機
会をつくる。

Ⅲ

「評価指標」
・海外研修参加学生数1名以
上
・多国籍の人々との交流会1
回

1.本学主催9月の研修には学生1名の参加、3月のオーストラリア
現地研修には学生の参加はなかった。学部の国際交流委員会と連
携しながら、サイネージやポスターだけではなく、個別的に声掛
けをするなど積極的に学生への研修参加へのアプローチをおこ
なった。今後も積極的な学生への参加を推進していく。

2.海外研修への参加案内と学生
の参加しやすい環境を整える。
ベトナムの大学との学生交流を
進める。

「評価指標」
・海外研修参加学生数、ベトナ
ムの大学との学生交流の有無、
多国籍の人々との交流回数

2.ベトナム・ナムディン看護大学とのMOU締結後、交流会を持つ
ための交渉が進まなかったが、9月に第1回目のオンライン交流会
を開催した。学部生5名と大学院生1名が参加し、それぞれがプレ
ゼンテーションを行い、ナムディン看護大学の学生のプレゼン
テーションのあと、小グループに分かれ、通訳者のもと、座談会
も実施した。今後は、現地（ベトナムまたは日本）での交流も見
据えて、企画と予算の獲得を検討する。来年度も、オンライン交
流会は継続していく。

3.多国籍の人々との交流会には、大阪に在住の外国人医療従事者
1名、本学部学生5名が参加し、対面で開催した。和歌山看護学部
の学生生活委員会の国際交流WGメンバーを中心としながら、参加
者の募集を行った。学生が直接、外国人との交流ができる機会と
なるため、今後も継続していく。

Ⅳ

4.和歌山看護学部はすでに、ベトナム・ナムディン看護大学と
MOUを締結していたが、締結後、連絡が取れない状況が続いてい
た。しかし、今年度は、国際交流担当者と連絡をとれうことがで
き、初となるオンラインでの交流会が開催された。今後はこの合
意書に基づき、学生間の文化交流だけではなく、学問的な交流が
できるように、大学院生も巻き込みながら、本学部での国際交流
のプラットフォームを広げ、大学間で文化的・学術的な交流とな
るように進めていく。
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【計画16-4】㋐
ICTを駆使する能力を備え、保
健医療福祉に貢献できる医療人
を育成する。

1.M101教室のシミュレーションルームとしての活用
　成人急性期看護学領域の術後看護演習にM101教室を使用した。
教室を2分してシミュレーション演習とディスカッションを実施
し、十分に活用できることを確認した。

「計画達成のための方策」
ICTを活用した授業の実施と充
実を図り、ICTによる主体的学
習システムを構築し、学修成果
の可視化を図る。

Ⅳ
【年度計画16-4】
1.これまでに導入したシス
テムの有効活用と評価を行
う。

1.WebClass、Medi-EYE、Teams など、既存のICTツールの活用方
法に関する勉強会を実施した。修学カルテについては、学生の体
調管理ツールとしてほとんどの実習科目で活用され、全学生が利
用可能な状態となっている。
また、WebClassの授業支援機能についても学部内での研修を通じ
て利用範囲が拡大され、出席管理、アンケート、レポート提出等
の機能は専任教員が担当するすべての科目で利用可能となった。
一部の科目では、WebClassを用いた定期試験の実施や、ルーブ
リック評価の導入など、さらなる活用が進められている。
電子黒板を用いた授業設計については、M101教室をシミュレー
ションルームとして活用する準備を進めており、今後の実践が予
定されている。

2.新たに導入した実習支援システム「F.CESS Nurse」を活用した
演習・実習の運営を行い、ICT推進委員会を中心に関連勉強会を
実施した。
領域間でICTツールの活用頻度には差が見られるが、実践事例の
共有および使用方法の周知徹底を通じて、教育DXの更なる推進を
目指している。

2.新システム増設時の活用
可能にするための研修を行
う。

2.ICT教材使用について教員全員が基本スキルを習得する。
1）学習会の実施状況
第1回（7月29日） 参加者30名
①Teamsを利用した看護記録の運営（老年看護学領域）
②WebClassを利用した看護演習の運用（在宅看護学領域）
アンケート：全員が「理解できた」と回答（「とても理解でき
た」79%）
第2回（10月15日） 参加者30名
①授業ディスカッションへのWebツール活用例（小児看護学領
域）
②WebClassを用いたリアクション・リフレクションペーパーの活
用（基礎看護学領域）
③F.CESSを用いた実習ルーブリックの作成事例（成人看護学領
域）
第3回（11月18日） 教員のためのAI活用術Vol.1
生成AIの概要・各ツール紹介（ChatGPT・Gemini・Claude・
Copilot）
授業・研究での活用方法およびセキュリティ対策を説明
第4回（12月18日） 教員のためのAI活用術Vol.2
生成AIの仕組み・ハルシネーション・倫理・リスク対応を解説、
ルーブリック作成・議事録作成・スライド作成等をデモ＆演習で
体験
第5回（1月30日） 参加者23名
Medi-EYEの活用・看護演習・代替案学内実習の運用
WebClassを用いたシミュレーション授業、4Kビデオカメラ・焦点
化カメラの活用
アンケート：9割が「とても理解できた」と回答
2）次年度に向けた主な要望・課題
・学生がAIを使用したレポートへの対応方法
・研究活動・授業資料作成におけるAI活用の具体的方法
・AI利用に関する倫理・情報管理基準の明確化
・学内ICT教材を活用した教育実践研修の実施

Ⅳ
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22年度生(新4年生)は87名
23年度生(新3年生)は66名
24年度生(新2年生)は71名が履修済で認定バッチを取得できる見
込みとなっている。

3.技術到達度チェックリストをWebClass上で入力可能とする設
計・運営を実施し、学生は随時自身の到達度を確認できるように
なった。これにより、卒業時には4年間の成果が可視化される仕
組みが整備された。
一方で、他の学習成果可視化ツールの選定には至っていない。
ルーブリックの活用状況については、全学的な教学マネジメント
調査の結果、13科目が達成水準を明示したルーブリックを運用、
28科目が評価の一部としてルーブリックを使用、13科目が導入を
予定していることが判明した。
なお、非常勤講師が担当する科目にはルーブリックが導入されて
いないことが確認されたため、今後の導入方針について検討が必
要である。

3.学習過程・成果の可視化
を試行的に開始する。

「評価指標」
・システムの利活用状況、新シ
ステムの利活用状況、学習過
程・成果の可視化の程度

「評価指標」
・システムの利活用状況
100％
・新システムの利活用状況
100％
・学習過程・成果の可視化
の程度100％
・学生のHSP取得状況60名

3.技術到達度チェックリストをWebClass上で入力する他、F.CESS
を用いて3領域で実習記録および評価を行った。今後も学内での
普及に取り組む。
4.学生のHSP取得状況については、66名となった。
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2.明確な教育目標の設定。 2.明確な教育目標の設定。

3.教育目標に応じたカリキュラ
ムの再構築。

3.教育目標に応じたカリ
キュラムの再構築。

【計画17-2】㋐
教育の質保証が実証できるマネ
ジメントシステムを構築する。

2.教育プログラムの実効性の確
認。

2.教育プログラムの実効性
の確認。

3.教員相互協力による教育能力
向上。

3.教員相互協力による教育
能力向上。

4.マネジメントシステムの第三
者評価。

Ⅲ 4.マネジメントシステムの
第三者評価。

Ⅳ

「評価指標」
・FD活動による教育システムな
どの開発状況

「評価指標」
・FD活動による教育システ
ムなどの開発状況

4.新規の教育制度の導入まではないが、教育方法は、オンライン
教育でも対面と支障なく双方向での討議等を充実させている。

4.新しい教育制度の導入。

5.主体的な学修を促す教育方法
の導入。

5.大学院教務委員会による教務関連の検討がされ、規定などの改
定や運用がなされている。

5.主体的な学修を促す教育
方法の導入。

「計画達成のための方策」
1.大学の教育理念に則った教育
プログラムの確立。

Ⅳ
【年度計画17-1】
1.大学の教育理念に則った
教育プログラムの確立。

1-3.各領域で3Pを設定し、それに基づいたカリキュラムを構築し
それに基づいた教育実践が実施されている。

1-3.大学院における研究倫理、科研費獲得に関する講義・講演を
実施し、また年1回のFD活動を通して教員の教育・研究指導の能
力を向上させるための支援を実施し、質の保証に努めた。

4.定期的に、大学及び大学院の教育に関する質保証のための外部
評価委員会が開催され、評価を受けて改善に繋がっている。

4.定期的に、大学及び大学院の教育に関する質保証のための外部
評価委員会が開催され、評価を受けて改善に繋がっている。

「計画達成のための方策」
研究指導の質を保証するための
マネジメントシステムを構築す
る。
1. FD活動による教育システム
などの開発。

Ⅳ
【年度計画17-2】
研究指導の質を保証するた
めのマネジメントシステム
を構築する。
1. FD活動による教育システ
ムなどの開発。

Ⅳ 1-3.大学院における研究倫理、科研費獲得に関する講演及び国内
外の大学院教育システムに関する講演を実施するとともに、教員
の教育・研究指導の能力を向上させるための支援を実施し、質の
保証に努めた。

〇大学院医療保健学研究科
【計画17-1】㋐
教育理念・教育目標に沿った教
育プログラムを構築するととも
に、人材を育成するため、本研
究科のカリキュラムについての
見直しを行う。

「評価指標」
・新しい教育制度の導入状況
・主体的な学修を促す教育方法
の導入状況
・大学院医療保健学研究科カリ
キュラム評価班会議：5回

「評価指標」
・新しい教育制度の導入状
況
・主体的な学修を促す教育
方法の導入状況
・大学院医療保健学研究科
カリキュラム評価班会議：5
回

4.新しい教育制度の導入。

Ⅳ

5.大学院教務委員会による教務関連の検討がされ、規定などの改
定や運用がなされている。

1-3.各領域で3Pを設定し、それに基づいたカリキュラムを構築し
それに基づいた教育実践が実施されている。

4.新規の教育制度の導入まではないが、教育方法は、オンライン
教育でも対面と支障なく双方向での討議等を充実させている。
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2.学生のグローバル・リレー
ションシップ育成。

2.学生のグローバル・リ
レーションシップ育成。

3.実践的英語教育の導入。 3.実践的英語教育の導入。

【計画17-4】㋐【計画6の再
掲】
大学院医療保健学研究科修士課
程プライマリケア看護学領域令
和５年度に開講するための準備
を進めるとともに、開講後適切
に運営する。

「評価指標」
・実践的英語教育の導入状況
・修士・博士課程論文の学会発
表状況
・海外論文発表経験者数 年間3
名以上

「計画達成のための方策」
大学院医療保健学研究科修士課
程プライマリケア看護学領域令
和５年度に開講するため、関係
機関との調整等を着実に実施
し、開講準備を着実に進めると
ともに、開講後適切に運営す
る。

Ⅳ

1-3.実践的英語教育の導入として「学術コミュニケーション特
論」が開設され、抄録を英文で作成する能力の獲得までを目指し
た授業は実施でき、継続して取り組んでいる。
・修士・博士課程論文の学会発表状況は、年1回の学内論文発表
会の実施と各領域の関連学会における学術集会で発表は全員が実
践できている。論文投稿は少数であるものの増加傾向にある。
・海外発表に至ったのは1・2名程度であった。引き続き、海外発
表および論文投稿に繋げられるよう指導を行っていく。

Ⅳ・大学院医療保健学研究科プライマリケア看護学領域では第1期
生は令和7年3月に11名全員が最短の2年間で修了することができ
た。
・令和6年4月には第2期生16名が入学し、令和7年4月には12名の
入学が決定し、令和7年度はM1生12名、M2生16名が修士課程にて
学ぶことになる。8名程度の定員確保は3年連続で達成できてい
る。
・院生の特定行為研修に関する履修状況と修了を審議する「特定
行為研修管理委員会」は外部委員4名を含めた8名の構成員で4
月、12月と3月と3回開催され、カリキュラム内容や講師の選定、
実習施設の選定、成績管理および修了判定が計画通りに行われ
た。

【年度計画17-4】
1.大学院医療保健学研究科
修士課程プライマリケア看
護学領域を開講し適切に運
用する。
2.特定行為研修管理委員会
を開催する。
3.修了生（3年長期履修）及
びＮＰ協議会認定試験合格
者を輩出する。
4.ＮＰ修了生、在校生の交
流、報告会を実施する。

「評価指標」
・実践的英語教育の導入状
況
・修士・博士課程論文の学
会発表状況
・海外論文発表経験者数 年
間3名以上

「計画達成のための方策」
グローバル化に対応した人材を
育成する。
1.学際的・国際的な視点から自
分の専門性の認識。

Ⅲ
【年度計画17-3】
グローバル化に対応した人
材を育成する。
1.学際的・国際的な視点か
ら自分の専門性の認識。

Ⅲ

1.大学院医療保健学研究科修士課程プライマリケア看護学領域は
令和8年3月に第2期生を14名最短の2年間で修了させることができ
た。また7年4月には3期生12名が入学した。教育課程のカリキュ
ラムは予定通りに遂行できた。
2.特定行為研修管理委員会を令和7年度は2回開催し、特定行為研
修の修了判定やカリキュラム内容の審議を行った。
3.2期生は16名の入学であったが、実習等の科目が不合格のため1
名が退学、1名が休学となった。NP資格試験は令和6年度の1期生
で不合格であった2名、7年度受験者14名合わせて16名がすべて合
格した。
4.NP修了生、在校生の交流、報告会に関してはM2の課題研究の発
表会にM1の在校生が参加することで交流の機会を作った。

1-3.実践的英語教育の導入として「学術コミュニケーション特
論」が開設され、抄録を英文で作成する能力の獲得までを目指し
た授業の実施を継続して取り組んでいる。
・修士・博士課程論文の学会発表状況は、年1回の学内論文発表
会の実施と各領域の関連学会における学術集会での発表は全員が
実施できている。論文投稿は少数ではあるものの増加傾向にあ
る。
・博士課程の国際会議での発表が数名あり、英文での原著論文採
択が1件あった。

【計画17-3】㋐
学際的・国際的な視点から自分
の専門性を認識できる人材育成
システムを整備する。
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2.競争的資金の獲得に向けて研
究テーマを抽出する。

2.競争的資金の獲得に向け
て研究テーマを抽出する。

3.複数の領域が協力して、研究
計画と応募書類を作成する。

3.複数の領域が協力して、
研究計画と応募書類を作成
する。

【計画17-6】㋐
コンセプトに基づく計画の立案
と具体化を図り、国際感覚にあ
ふれたキャンパスを実現する。

「評価指標」
・大学院修士課程プライマ
リケア看護学領域の運営状
況
・特定行為研修管理委員会
1～2回/年
・修了生（3年長期履修）及
びNP協議会認定試験合格者5
～8名
・NP修了生、在校生の交
流、報告会　年1回程度
・入学者数、特定行為管理
委員会開催数、修了生の人
数、日本NP教育大学院協議
会におけるNP資格認定試験
合格者の人数、修了後の就
業先と職務の状況、修了後
の学会や研究会等の発表件
数、在学生と修了生との交
流及び研修会の開催状況

【計画17-5】㋐
独自の公開講座の開催など、学
生の研究発表や研鑽の場を企画
して提供していくとともに、科
学的研究費などへの申請数及び
採択率の向上を目指す。

「計画達成のための方策」
1.公開講座の開催。

「評価指標」
・大学院修士課程プライマリケ
ア看護学領域の開講準備・運営
状況
(令和7・8年度)
・入学者数、特定行為管理委員
会開催数、修了生の人数、日本
NP教育大学院協議会におけるNP
資格認定試験合格者の人数、修
了後の就業先と職務の状況、修
了後の学会や研究会等の発表件
数、在学生と修了生との交流及
び研修会の開催状況

4.審査結果の開示以降に、不採
択理由の検証を行う。また、不
備の認められる点について検討
し、次年度申請の採択率の向上
を目指す。

4. 審査結果の開示以降に、
不採択理由の検証を行う。
また、不備の認められる点
について検討し、次年度申
請の採択率の向上を目指
す。

「評価指標」
・公開講座の開催年1回
・科研費獲得に向けた取組状況

「評価指標」
・公開講座の開催年1回
・科研費獲得に向けた取組
状況

1.各領域から、年度毎にテーマを決めて公開講座を開催している
が、公開講座の中で、修了生の研究発表も実施している。

2-4.教員及び大学院生による科研費の申請は推進しているが、院
生の採択には至っていない。継続的に取り組んでいく。

Ⅲ
【年度計画17-5】
1.公開講座の開催。 Ⅲ 1.プログラム構成を昨年度までと変更し、博士課程修了生1名の

研究発表後に、本研究科教員4名による各領域に関する教育講演
を行う内容として実施した。研究科への入学希望者の広報として
同公開講座終了後にWeb入試説明会を実施した。

2-4.教員及び科研費番号を持っている大学院生による科研費の申
請は推進しているが、院生の採択には至っていない。継続的に取
り組んでいく。
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【計画17-7】㋐
学生が誇りを持てる学修環境を
実現する。

「計画達成のための方策」
1.時代に見合った学部学科構築
のための検討・実施。

Ⅳ
【年度計画17-7】
1.時代に見合った学部学科
構築のための検討・実施。

Ⅳ

2.充実した学生生活支援。 2.充実した学生生活支援。

「評価指標」
・学修環境の整備状況

「評価指標」
・学修環境の整備状況

【計画17-8】㋐
産学協同体制の構築によるブラ
ンド力向上プロジェクトの推進
を図る。

2.産学協同研究成果の対外的な
PR促進。

2.産学協同研究成果の対外
的なPR促進。

4.特別教授制度による先端研究
導入。

4.特別教授制度による先端
研究導入。

「評価指標」
・ブランド力向上プロジェクト
の推進状況

「評価指標」
・ブランド力向上プロジェ
クトの推進状況

3.地域社会との連携によるPR促
進。

Ⅲ

3.地域社会との連携によるPR促進では、市区町村や企業との連携
によって産学協同体制の構築によるブランド力向上を図る。 学
内の総合研究所や産後ケア研究センターなど、産官学連携による
事業も展開され、PR促進に繋がっている。向上の結果として、活
動をしている大学として受験生の増加も見られている。

3.地域社会との連携による
PR促進。

3.地域社会との連携によるPR促進では、市区町村や企業との連携
によって産学協同体制の構築によるブランド力向上を図る。 学
内の総合研究所や産後ケア研究センターなど、産官学連携による
事業も展開され、PR促進に繋がっている。向上の結果として、活
動をしている大学として受験生の増加も見られている。

3.一般入試方式重視による入学
生の質的向上

3.大学院入学者の質の担保を図るために、特に博士課程の入学者
に関しては、修士論文の査定や書類審査および面接による研究遂
行の能力の査定を継続できている。

3.一般入試方式重視による
入学生の質的向上

2と4では、産学協同研究成果の対外的なPR促進では、企業との産
学連携として、例年、特別教授制度による先端研究者を招聘して
公開講座や研究会などを開催している。

【年度計画17-6】
キャンパス教育環境向上プ
ロジェクトを推進する。知
的創造のための拠点となる
グローバル化に対応する施
設環境を実現する。

Ⅲ

「計画達成のための方策」
産学協同体制の構築によるブラ
ンド力向上を図る。
1.卒業生との交流活性化による
PR効果の促進。

Ⅳ
【年度計画17-8】
産学協同体制の構築による
ブランド力向上を図る。
1.卒業生との交流活性化に
よるPR効果の促進。

Ⅲ

1-2.PC貸与によりICT教育を整備し継続した整備を実践できてい
る。

1.卒業生との交流活性化によるPR効果の促進では、例年、大学院
公開講座を通して学びの交流を図っている。

「計画達成のための方策」
キャンパス教育環境向上プロ
ジェクトを推進する。知的創造
のための拠点となるグローバル
化に対応する施設環境を実現す
る。

「評価指標」
・キャンパス教育環境向上プロ
ジェクトの推進状況

「評価指標」
・キャンパス教育環境向上
プロジェクトの推進状況

・新設領域が開設されたが、使用教室の調整や、キャンパス内の
清掃・衛生管理を徹底し、システムを整備していくことは継続し
ていく。

1-2.PC貸与によりICT教育を整備し継続した整備を実践できてい
る。

使用教室の調整やキャンパス内の清掃・衛生管理を徹底し、シス
テムの整備を継続して行っている。

1.卒業生との交流活性化によるPR効果の促進として、大学院案内
にインタビューを掲載したり、Web入試説明会に協力を検討する
等の取り組みを行っている。

2と4では、産学協同研究成果の対外的なPR促進では、企業との産
学連携として、客員教授等の先端研究者を大学院講義の講師に依
頼する、研究会開催する等の取り組みを行っている。

3.大学院入学者の質の担保を図るために、特に博士課程の入学者
に関しては、修士論文の査定や書類審査および面接による研究遂
行の能力の査定を継続できている。
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〇大学院看護学研究科
【計画18】㋐
大学院修士課程における課題研
究及び特別研究の成果につい
て、修了後1年以内に口頭発表
を行うとともに、誌上発表を行
い、発表数を増加させる。

2.新システムでは、これまでのように結果の伝達までの時間の算
出が困難である。2日以内という令和6年度の目標は達成できてい
ない。
今後は、1回目の研究計画申請で50％以上が承認になるよう、研
修動画等の啓発活動を強化する予定である。

2.迅速な審査と結果の伝
達。

Ⅱ

Ⅲ

1.倫理審査システムを新たに稼働し、円滑な研究倫理倫理審査が
行われ85件の審査を実施した。
小委員会の委員を高度実践、看護科学領域から任命し、8名体制
と充実した。1.課題研究および特別研究の成果を1年以内に13件
（12名）発表した。論文として採択されたものは3件あった。

〇大学院千葉看護学研究科
【計画19-1】
研究科修士課程においては、各
指導教員の役割分担と連携体制
を明確にして指導教員間の綿密
な協議に基づき、DPを実現する
体系的な大学院教育を行うこと
とし、院生の質を保証する組織
的な教育・研究指導体制の充実
を図る。

「計画達成のための方策」
1.地域交流イベントにおける活
動の実施。
千葉看護学部の地域交流イベン
トにおいて、院生を主体とする
企画を実施し、主として西船橋
地区住民のニーズに応える保健
医療の連携に貢献する。

Ⅳ
【年度計画19-1】
1.学部教員を交えたFD研修
において、地域連携におい
て看護の機能を発揮する力
を育成する科目である「看
護機能推進特論」の授業内
容を共有し、DPを実現する
ためのさらなる発展の方略
について意見交換する。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
1.研究倫理審査レベルの向上。 Ⅲ

【年度計画18】
1.研究倫理審査レベルの向
上。

Ⅲ

2.迅速な審査と結果の伝達。 Ⅱ

「評価指標」
・小委員会委員全員の倫理審査
委員向けの研修の受講状況
・審査日後2日以内の申請者へ
の結果伝達。

課題研究および特別研究の成果を1年以内に16件発表した。論文
として採択されたものは5件あり、1名が日本看護技術学会第23回
学術集会優秀演題賞を受賞した。

「評価指標」
・小委員会委員全員の倫理
審査委員向けの研修の受講2
名
・審査日後2日以内の申請者
への結果伝達。

2.時期によっては、12件／月の審査を行うこともあり、1名の委
員の審査件数を軽減し質を担保する観点から、委員会の仕組みを
検討する。
新システムでは、これまでのように結果の伝達までの時間の算出
が困難である。2日以内という令和7年度の目標は達成できていな
い。

1.倫理審査システムを新たに稼働し、円滑な研究倫理倫理審査が
行われ65件の審査を実施した。

1.3月9日開催の地域交流イベントにおいて、2024年度履修者7名
により口演形式で成果を発表し、会場参加者（船橋市民）と意見
交換を行った。
・令和5年度までの「地域看護機能推進演習」の成果とその発表
（学会や地域交流イベント）などの活動をもとに、令和6年度本
学紀要に投稿した(in print）。

8月26日夏季集中FD研修において、看護学部全教員に、「看護機
能推進特論」の授業を紹介し、DPを実現するための大学院での取
り組みやアイデアについてアンケート調査を行った。30名（回答
率78%)から回答があり、“コンテンツを増やすよりディスカッ
ションを深める取り組みを増やすこと”“インプットしたことを
アウトプットできる場をもてるようにすること”などの意見が寄
せられた。「看護機能推進特論」をもとに、意見交換し、アウト
プットする科目として、「看護機能推進演習」を実施しているた
め、「看護機能推進特論」とのつながりをもたせた運営について
より熟考していくことが重要であることを確認した。
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「評価指標」
・地域交流イベントでの企画
数、参加住民等からのアンケー
ト結果、参加学生からのアン
ケート結果

Ⅳ

「評価指標」
・修士論文の学会等での発表及
び学会誌等へのアクセプト数、
及び内容、自己/第三者評価結
果

「評価指標」
・修了生が中心となる研究
会の発足と研究会の開催及
びアンケートによる評価

2.大学院修了生の研究公開状況であるが、国内の学会での研究発
表が5本、今後発表予定が1本であった。次年度も引き続き、修了
生の研究発表支援を実施し研究発表に繋げ、学会誌への論文のア
クセプトに向けて支援を進めていく。

2.修了生の研究発表支援の実
施。
修了生の研究成果の公開を支援
し、実装的研究実施支援の在り
方を検討する。

Ⅲ

「評価指標」
・地域交流イベントでの企
画数（1つ以上）、参加住民
等からの肯定的な意見、参
加学生からの肯定的な意
見、活動報告公開数（1つ以
上）
・FD研修の開催回数と参加
者数・アンケートに記載さ
れた意見の数

2.修了生の研究発表支援の
実施。
修了生が中心となる研究会
を発足させ、実装的研究を
継続的に実施できる支援を
行う。

3.教育活動と成果の点検評価及
び改善活動の推進。
学生からの授業評価並びにそれ
に対する教員の自己評価、各会
議での検討等に基づき、大学院
DPに照らした点検評価を行い、
CP、AP及びDPの改定に向けた準
備を行う。

Ⅲ 3.教育活動と成果の点検評
価及び改善活動の推進。
①前年度までの評価をもと
に、令和9年度以降からの新
カリキュラムの運用に向け
た検討会を開催する。
②授業内容や時間割変更で
改善可能な点について、改
善状況を情報共有し、ＤＰ
等に照らした点検評価を行
う。

Ⅲ ・令和9年度から博士後期課程を開設することとしその準備に着
手し、文科省への相談も実施した。また、学部のカリキュラム改
正準備が進んでおり、こちらは令和10年度からの実施に向けてい
る。これらの動向にあわせて、修士課程カリキュラムについても
適宜見直しを行っており、科目運営などを改善しているが、カリ
キュラム改正については、徐々に検討することとしている。な
お、DPに照らした点検評価という点では、体系的な評価の仕組み
が不足しているため、デイプロマサプリメントの導入や、学修評
価・学位論文審査方針の整理し、公開準備を行っていく。

・令和5年度の学生からの授業評価アンケート結果に基づいて、
令和5年度の授業改善につなげた。各科目の検討会議のほかに、
研究科運営会議において、研究指導を含めた授業内容・方法の評
価、点検を行い、授業運営の改善につなげている。
・カリキュラム改正については、今後検討する予定である。

「評価指標」
・検討会の開催回数、成果物と
しての新カリキュラムの有無と
内容

「評価指標」
・検討会の開催回数（年2
回）

大学院修了生の国内での研究発表が8件（2024年度4期修了生9
名）、修了生1～4期計26名中、前年度までの学会誌等論文掲載は
ないところ、2件掲載、1件受理掲載待ち、指導中15件であった。
また、修了生が中心となる「地域をつなぐ看護研究会_LINCAGE
Nursing Research Group」の発足・開催を支援し、令和8年2月21
日にハイブリッド形式で実施した。参加者は43名で、修了生（1
～3期27名）在学生（13名）の計40名のうち31名（77.5%）の参加
があり、入学予定者、関係者、教員を合わせて、総参加者数43名
で開催され、アンケート結果は、とても満足70%、満足30%と高評
価であった。
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【計画19-2】㋐
修了生の研究成果の公開を支援
し、実装的研究実施支援の在り
方を検討する。

【計画19-3】㋐
優秀な学生を確保する。

「評価指標」
・学生の授業評価アンケートに
よる授業の質評価、修了生の研
究成果の公開数、地域連携の推
進や看護機能の明確化に関する
情報交換会等の開催数

・千葉県内の医療施設や保健所、看護学校、ならびに全国のJCHO
病院等計499箇所に募集ポスター配布を2回行った上で、入試説明
会を2回開催した。また、学部の実習施設となっているJCHO病院
に訪問し、パンフレットの配架依頼等の広報活動を実施した。
・令和5年度の授業評価アンケート結果を踏まえて、授業改善を
実施した。
・全修了生と研究指導教員がつながっており、修了後に、地域医
療の場で看護機能を推進する人材として活動しているため、今後
は、修了生の現場での活動状況を把握するアンケートなどにより
数量的な把握を検討する。

「計画達成のための方策」
研究科DPにのっとり、保健医療
福祉における地域連携の推進と
看護機能の明確化をめざした修
了生の研究成果の公開を支援
し、実装的研究実施支援の在り
方を検討する。

Ⅳ
【年度計画19-2】
修了生の研究発表支援の実
施。 修了生が中心となる研
究会を発足させ、実装的研
究を継続的に実施できる支
援を行う。

Ⅳ

Ⅳ
「計画達成のための方策」
基盤となる人材の獲得をめざ
し、入試・広報活動等を通し
て、保健医療組織及び個人に本
学及び本研究科のビジョンを伝
え、これに共鳴する受験生の獲
得を図る。また、保健医療の現
場に直接貢献しようとする人材
を育成するため、修了後の臨床
現場での活躍イメージをもって
学修・研究が実施できるよう学
生支援を行う。

Ⅲ
【年度計画19-3】
前年に準じた活動を行う。
加えて、授業評価アンケー
トを分析し、評価改善を行
う。修了生の現場での活動
状況を把握するための手段
（アンケート、修了後に参
集できる機会の設定、等）
を検討する。

「評価指標」
・学生の授業評価アンケー
トによる授業の質評価、修
了生の研究成果の公開数、
地域連携の推進や看護機能
の明確化に関する情報交換
会等の開催数
・修了生が中心となる研究
会の発足と研究会の開催及
びアンケートによる評価

大学院修了生の国内での研究発表が8件（2024年度4期修了生9
名）、修了生1～4期計26名中、前年度までの学会誌等論文掲載は
ないところ、2件掲載、1件受理掲載待ち、指導中15件であった。
また、修了生が中心となる「地域をつなぐ看護研究会_LINCAGE
Nursing Research Group」の発足・開催を支援し、令和8年2月21
日にハイブリッド形式で実施した。参加者は43名で、修了生（1
～3期27名）在学生（13名）の計40名のうち31名（77.5%）の参加
があり、入学予定者、関係者、教員を合わせて、総参加者数43名
で開催され、アンケート結果は、とても満足70%、満足30%と高評
価であった。

・令和5年度修了生11名が研究生となり、担当教員の指導のもと
学会発表、論文の投稿準備を進めた。全員が学会発表を終え、論
文投稿の準備を進めている。
・令和6年度地域交流イベントでは、「地域看護機能推進演習
（必修）」履修者により、演習での成果物をもとに発表をおこな
い、参加者との意見交換を行った。当日は、地域医療機関で管理
者として勤務する令和5年度修了生1名を指定発言者として招聘
し、意見交換を行った。この修了生からは、研究科での学修が現
職での地域連携活動における視点の広がりや新たな活動（案）の
吟味につながっているとのフィードバックを得た。
・令和5年度修了生の授業評価アンケート結果に基づき、令和6年
度の授業改善につなげた。
・定期研究科運営会議にて、特別研究の進捗、令和6年度学位
（修士）申請者の論文審査の評価基準をもとに各学生の取り組み
状況を共有し検討した。		

・千葉県内の医療施設や保健所、看護学校、ならびに全国のJCHO
病院等計499箇所に募集ポスター配布を2回行った上で、入試説明
会を8月、11月、計2回開催した。
・研究科ビジョンへのコミットメント状況や就業イメージとの一
致状況の調査は未実施であるが、修了生は全員、保健医療現場に
継続して就労している。2月21日に実施した修了生を中心とした
研究会では、修了生2名から、実際に地域をつなぐ活動をどのよ
うに実施しているか報告があった。
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【計画19-4】㋐
仕事を持つ学生への修学支援等
を行う。

「評価指標」
・学生の授業評価アンケートに
よる大学・研究科ビジョンへの
コミットメント状況、科目選択
や研究テーマ設定における修了
後の就業イメージとの一致状
況、修了後に保健医療現場へ就
職・復帰する修了生数、修了生
の現場での活動状況

「評価指標」
・学生の授業評価アンケー
トによる出席のしやすさ・
サポート評価、仕事を継続
しながらの入学生数、欠
席・休学状況、科目等履修
制度利用者数

1.令和5年度入学生8名が、仕事を継続しながら授業を受講できる
よう遠隔授業を中心に実施した。特別研究のゼミも、学生のスケ
ジュールと調整しながら支援した。

3.令和6年度の授業評価アンケート結果は、教員まで伝達されて
いない状況であるが、出席のしやすさや履修支援を継続してお
り、令和6年度入学者8名全員が仕事を継続しながら、履修を継続
できている。働きながら修士論文への取り組むために、2名が研
究倫理審査通過後、休学している。
・「ヘルス・グローカリゼーション」の科目内容に関連した公開
授業を2本作成し、研究科ホームページで公開した。

2.科目等履修制度については、前年度同様に募集し、令和6年度
は1名が履修生となったが、初回参加の欠席連絡ののち、連絡の
取れない状況になった。令和7年度は2名が履修予定となり、いず
れも大学院進学希望者であるものの、1名体調不良による辞退が
あり、1名の履修予定となっている。

2.科目等履修制度の整備・活用
を推進する。

2.科目等履修制度の活用を
推進する。

ⅣⅣ

「計画達成のための方策」
1.学生が仕事を継続しながら学
修できるよう時間割を工夫する
とともに遠隔授業とそのサポー
トの仕組みを整備する。

Ⅳ

「評価指標」
・学生の授業評価アンケー
トによる大学・研究科ビ
ジョンへのコミットメント
状況、科目選択や研究テー
マ設定における修了後の就
業イメージとの一致状況、
修了後に保健医療現場へ就
職・復帰する修了生数、修
了生の現場での活動状況

「評価指標」
・学生の授業評価アンケートに
よる出席のしやすさ・サポート
評価、仕事を継続しながらの入
学生数、欠席・休学状況、科目
等履修制度利用者数、研究科主
催の公開授業実施数

Ⅳ

Ⅳ

3.地域交流イベントやＷＥＢ掲
載等により研究科主催の公開授
業を実施する。

【年度計画19-4】
1.学生が仕事を継続しなが
ら学修できるよう時間割を
工夫するとともに遠隔授業
とそのサポートの仕組みを
継続し、学生からの評価を
もとに改善を検討する。

1.令和7年度入学生7名が、仕事を継続しながら授業を受講できる
よう遠隔授業を中心に実施した。特別研究のゼミも、学生のスケ
ジュールと調整しながらの支援を継続した。

2.科目等履修制度については、前年度同様に募集し、令和7年度
は1名が履修した。令和8年度は応募がなかった。また、全学にお
ける科目等履修生規程の改定に伴い、令和8年度から聴講生の受
入れを開始することとなった。
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【計画19-5】㋐
地域連携に関する共同研究を実
施する。

「評価指標」
・研究科内での教員によるピア
レビュー数と評価、修士論文に
対する学内外の評価、保健医療
福祉における地域連携の推進と
看護機能の明確化に関する共同
研究の数

「計画達成のための方策」
保健医療福祉における地域連携
の推進と看護機能の明確化に関
する独自の講義・演習を開発・
展開し、これを基盤とした修士
研究の指導、及び共同研究を行
う。

Ⅳ
【年度計画19-5】
修了生を中心とした研究会
を発足し、地域連携に関連
する共同研究の可能性を探
る。

Ⅳ

「評価指標」
・研究科内での教員による
ピアレビュー数と評価、修
士論文に対する学内外の評
価、保健医療福祉における
地域連携の推進と看護機能
の明確化に関する共同研究
の数
・研究会の開催後のアン
ケートに記載された共同研
究のSEEDs

修了生が中心となる「地域をつなぐ看護研究会_LINCAGE Nursing
Research Group」の発足し、初回の令和8年2月21日の開催では、
1期および2期修了生の各1名から、大学院での学びを活かした活
動についての報告があり、アンケート結果から、次年度の開催で
は、グループディスカッションを行っていく構想となっている、
これらから共同研究のSEEDsを探っていく。

・令和6年度は、地域社会における看護機能を推進する能力の育
成を目標とする研究科の科目の1つである「看護機能推進演習」
のこれまでの取り組みと成果を本学紀要(第19巻第1号)に発表し
た。履修後の学生の評価結果等を分析し、受講生は地域社会にお
ける看護機能の活動事例、関連資料の収集や分析、学修成果の発
表等を通じて、看護機能への理解を深め、その成果を示す能力の
育成に繋がっていた。地域連携に関する共同研究については2つ
の研究を実施し、地域連携における看護の役割・機能を可視化し
た。また大学院修了生の研究公開状況であるが、国内の学会での
研究発表が5本、今後発表予定が1本であった。次年度も引き続き
保健医療福祉における地域連携の推進と看護機能の明確化に関す
る講義・演習をさらに精練していき、これを基盤とした修士研究
の指導、共同研究、研究発表を推進していく。
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【計画20-2】㋐
学生の社会生活と学習を両立で
きる環境整備を図る。

「計画達成のための方策」
各種奨学金、補助金等に関する
情報収集と獲得及び学生への周
知を行うとともに、学生の学べ
る時間に応じた学習方法の検討
を行い、科目履修での学びを勧
める。

Ⅲ Ⅲ

1.令和6年度に引き続き、充実した担当教員により、修士論文審
査を実施することができた。
・ハイブリッドによる受講環境の下、学生は仕事の状況に応じて
タイムリーにオンラインか対面を選択して講義や演習への出席が
可能になった。学生の学修ニーズを確認し、必要な文献検索、分
析方法など個別に対応した。
・研究室の整備により、研究室がよく活用され、学生同士のディ
スカッションが活発に行われるようになった。
・研究生制度、特別研究生制度を導入し、修了後のフォローによ
り、学会発表、論文発表につながった。
・今年度は9名中7名が2年で修了、1名が休学を含め3年で修了し
た。入学前教育はプレセミナーとして、大学院で学ぶことについ
て説明し、在学生から学び方や生活について具体的に聞く機会を
設けている。
・大学院担当教員数は、教授9名、准教授8名、講師4名と、指導
体制を強化した。

「評価指標」
・学会等での発表および学
会誌等への投稿数及び内容
の状況

1.教育訓練給付制度（専門実践教育訓練給付）の指定を受けてい
るため、申請手続きについて説明し、M17名,M25名の計12名の学
生が活用し学費の負担軽減がされている。

【年度計画20-2】
1.各種奨学金、補助金等の
学生への周知を行う。

〇大学院和歌山看護学研究科
【計画20-1】㋐
教職員体制の充実のもと、DPを
実現するための教育方法を開発
し学生の学びの質を保証する。

2.修了生の研究成果の公表を支
援する。

Ⅳ

1.教育訓練給付制度（専門実践教育訓練給付）の指定により、M1
は5名、M2は8名が活用し、学費の負担が軽減された。

「評価指標」
・学会等での発表および学会誌
等への投稿数及び内容の状況

Ⅳ
【年度計画20-1】
1.大学院担当教員の充実
①社会人学生の学びを推進
する教育方法を検討する。
②遠隔地でも学びを可能に
する教育方法、教育体制を
検討する。
③入学前教育により大学院
での学びへの適応を図る。
「評価指標」
・教育方法と教育体制の検
討・開発状況、大学院担当
教員数

Ⅳ

2.修了生への学会発表および論文投稿に向けた指導を継続して
行っている。次年度からは個別指導を継続するとともに研究生制
度をスタートし、キャンパスの学習環境も整えた。
・修了生の成果として、学会誌への原著：1件、学会発表が6件あ
り、今後に向けて学会誌への投稿中、次年度学会発表にエント
リーしている。

「計画達成のための方策」
1.社会人学生の学びを推進する
教育方法を開発する。
「評価指標」
・教育方法と教育体制の検討・
開発状況、大学院担当教員数
・遠隔地でも学べる学習環境の
整備状況

2.修了生への学会発表、論文執筆の支援を継続して実施してい
る。
・修了生の成果として、学会誌への掲載4名、学会発表3名であっ
た。

1.大学院担当教員数は、教授7名、准教授7名（後期6名）、講師5
名と昨年度より3名少ない指導体制で実施された。
①教育の質保証が実証できるための教学マネジメント体制の推進
として、シラバスの適正化およびディプロマサプリメントの作成
に取り組んだ。
・教育方法の充実化に向けては、統計専門家による研究倫理およ
び研究手法に関する勉強会を実施した。また、学生のニーズを確
認したうえで、図書館司書による文献検索・文献検討演習をM1対
象に実施した。さらに、SPSSで使用できる『Missing Values』を
導入し、特別研究時のデータ分析における欠損値処理が可能と
なった。。
・修士論文の評価について、今年度よりルーブリック評価表を導
入・運用した。改善点を検討しながら継続する
・修士論文審査は令和6年度より4名少ない11名で実施した。
・令和7年度は9名中8名が2年で修了、1名が休学を含めて3年で修
了した。
②遠隔地でも学びを可能にするためオンラインの授業も取り入れ
ているが、全学的連携および単位互換性については現在協議中で
ある。
③入学前教育は、修論報告会終了後に入学前プレセミナーを行
い、大学院での学びに関するガイダンスと在校生との交流により
具体的な疑問点に関して対応した。
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3.科目履修での学びを大学
院での学びにつなげる。

【計画20-3】㋐
修了生の学修継続支援を行う。

〇助産学専攻科
【計画21-1】㋐
教育理念・教育目標に沿った教
育プログラムを構築する。

2.新しい教育制度の導入
1)主体的な学修を促す教育方法
の導入
2)ルーブリック評価法などを活
用し、学生へもわかりやすい評
価の提示
3)CBT・OSCEの実施
4)裂傷縫合・経腹エコーの技術
の獲得

2.新しい教育制度の導入
1)主体的な学修を促す教育方法の導入
2)ルーブリック評価法などを活用し、学生へもわかりやすい評価
の提示
3)CBT・OSCEの実施
4)裂傷縫合・経腹エコーの技術の獲得
CBTの作問やOSCEの評価者研修に参加し、本学の教育でも実施で
きるように準備している。
東京母性衛生学会のチーム医療研修に参加し、産科危機的出血へ
の助産師による一次対応や腹壁エコーなどの実践を教育に還元し
た。

1.教育理念に則った教育プログラムの確立
1)明確な教育目標の設定。
2)教育目標に応じたカリキュラムの再構築
　母子保健法の改正に伴い、産後ケアの対象は1年までの母子と
なったため、「地域母子保健学」や「乳幼児の発育・発達とケ
ア」の講義内容を強化し実施した。

【年度計画20-3】
修了生の研究成果発表の機
会を確保するなどにより、
修了生の学修継続支援を行
う。
「評価指標」
・修了生の学習支援機会の
開催数
・研究成果の発表と投稿数

2.新しい教育制度の導入
1)主体的な学修を促す教育
方法の導入
2)ルーブリック評価法など
を活用し、学生へもわかり
やすい評価の提示
3)CBT・OSCEの実施
4)裂傷縫合・経腹エコーの
技術の獲得

2.ハイブリッド型の授業を行っているが、自分の都合の良い時間
に学べるｅラーニング等の検討をしていく。

2.学生の学べる時間に応じ
た学習方法を試行する。

3.科目履修生は1名。

「評価指標」
・各種奨学金･補助金の獲得
状況
・学生の学べる時間に応じ
た学習方法の開発状況（e-
ラーニングなど）
・科目履修生制度の利用状
況

・研究科修了生に対して研究生制度を開始した。2名が応募し
た。また、他大学修了生が特別研究生として所属できる特別研究
生制度を整えた。学習環境として、文献検索ができるパソコンを
整備し、研究生等が活用した。
・学会発表6件、論文1件

【年度計画21-1】
1.教育理念に則った教育プ
ログラムの確立。
1)明確な教育目標の設定。
2)教育目標に応じたカリ
キュラムの再構築

「評価指標」
・各種奨学金、補助金の獲得状
況
・学生の学べる時間に応じた学
習方法の開発状況（e-ラーニン
グなど）
・科目履修生制度の利用状況

「計画達成のための方策」
修了生の研究成果発表の機会を
確保するなどにより、修了生の
学修継続支援を行う。
「評価指標」
・修了生の学習支援機会の確保
数
・研究成果の発表と投稿数

2.全学での共通科目の検討中であり、e-leaningについて具体的
な検討はできておらす、次年度の課題とする。

「計画達成のための方策」
1.教育理念に則った教育プログ
ラムの確立。
1)明確な教育目標の設定。
2)教育目標に応じたカリキュラ
ムの再構築

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ

「評価指標」
・新しい教育制度の導入状況
・主体的な学修を促す教育方法
の導入状況

「評価指標」
・新しい教育制度の導入状
況
・主体的な学修を促す教育
方法の導入状況

Ⅲ ・特別研究生の応募は無かった。
・研究生制度には令和6年度修了生が6名、令和7年度修了生が7
名、継続1名であった。
・論文指導に取り組んでいる。

2.新しい教育制度の導入
1)主体的な学修を促す教育方法の導入
2)ルーブリック評価法などを活用し、学生へもわかりやすい評価
の提示
3)OSCEの実施
4)裂傷縫合・経腹エコーの技術の獲得
CBTの作問やOSCEの評価者研修に参加し、本学の教育でも実施で
きるように準備している。
東京母性衛生学会のチーム医療研修に参加し、産科危機的出血へ
の助産師による一次対応や腹壁エコーなどの実践を教育に還元し
た。

1.教育理念に則った教育プログラムの確立
1)明確な教育目標の設定。
2)教育目標に応じたカリキュラムの再構築
　産後ケアの対象者が産後1年までの母子となったことで、昨年
度に引き続き、「地域母子保健学」や「乳幼児の発育・発達とケ
ア」の講義内容の充実を図った。

3.科目履修生はなし。
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【計画21-2】㋐
産後ケアセンターでの実習を通
し、地域の母子を支援する。

2.地域や海外で助産師活動に従
事する講師の招致。

3.NCPR、受胎調節実地指導員講
習会の開催。

4.1人あたり10例程度確実に分
娩介助実習を行い、臨床経験の
確保。

5.新カリキュラムの検討。

6.地域に貢献できるように、妊
産婦・乳幼児健診の実習の機会
を増やす。

7.生活の場における地域での母
子支援の在り方について考えて
いける。

「評価指標」
・実習の受入れ状況

「評価指標」
・実習の受入れ状況

「計画達成のための方策」
1.アーリー・エクスポージャー
の一環として、産後ケア研究セ
ンターなど、現場で働く助産師
活動に触れる。

Ⅳ
【年度計画21-2】
1.訪問型、日帰り型に追加
して通所型の開設。
2.助産学専攻科、母性看護
学生、大学院生の産後ケア
研究センター実習。

Ⅳ1.2.助産学専攻科の助産学実習にも産後ケアや地域活動の授業や
演習を取り入れ、産後ケアの学内および品川区の地域活動にも実
習として地域参加させている。
・母子支援に関するシンポジウム内容の投稿を学会誌に投稿がで
き、これも助産学専攻科の授業・演習・実習に取入れ教授活動し
ている。
・日帰り型、訪問型、電話訪問・電話相談の検討と通所型、外来
機能などへの拡大の内容を産後ケア研究センターに実習させ体験
させることができている。将来の地域活動の教育を図れている。
・地域母子支援の助産師活動への参加機会の確保　2～3回／年
助産実習1週間ずつ、20名全員が実習に行けている。
・育児クラスとして品川区在住の母子（父親含む）を1・2か月の
母子、3・4か月の母子を対象に約10名ずつ3回企画・運営し貢献
できた。

1.2.助産学専攻科の助産学実習にも産後ケアや地域活動の授業や
演習を取り入れ、産後ケアの学内および品川区の地域活動にも実
習として地域参加させている。
・母子支援に関するシンポジウム内容の投稿を学会誌に投稿がで
き、これも助産学専攻科の授業・演習・実習に取入れ教授活動し
ている。
・日帰り型、訪問型、電話訪問・電話相談の検討と通所型、外来
機能などへの拡大の内容を産後ケア研究センターに実習させ体験
させることができている。将来の地域活動の教育を図れている。
・地域母子支援の助産師活動への参加機会の確保　1～2回／年
助産実習1週間ずつ、19名全員が実習に行けている。
・育児クラスとして品川区在住の母子（父親含む）を1・2か月の
母子、3・4か月の母子を対象に約10名ずつ3回企画・運営し貢献
できた。
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【計画21-3】㋐
大学と臨床施設との連携を図
り、大学大学院までのキャリア
を見据えた教育を実施する。

2.産後ケア研究センターの従事
者研修会への参加。

2.産後ケア研究センターの
従事者研修会への参加。

3.東京母性衛生学会学術セミ
ナーの参加。

3.東京母性衛生学会学術セ
ミナーの参加。

4.チーム医療推進助産師研修会
への参加。

4.チーム医療推進助産師研
修会への参加。

5.実習協議会の開催。 5.実習協議会の開催。

「評価指標」
・実習施設への就職率

「評価指標」
・実習施設への就職率

【計画21-4】㋐
研究レベル向上の為の大学教育
プログラムを確立する。

3.国際会議発表の推進。

4.産学連携・地域連携による共
同研究の推進。

「計画達成のための方策」
研究レベルに裏付けられた大学
での人材育成を図る。
1.体系的なカリキュラムの構
築。

4.5.オンラインで実習協議会を開催し、今年度の実習指導の振り
返りや次年度に向けての検討を行った。今年の卒業生の実習施設
への就職率は40％程度であった。

「評価指標」
・研究レベル向上の為の大学教
育プログラムの作成状況

「評価指標」
―

2.学部・大学院の一貫教育の導
入。

1-5.NCPRインストラクターの新生児科医師等を講師として招聘
し、Aコースの講習会を実施し、19名全員が合格した。
・年度当初の従事者研修会及びブラッシュアップ研修を実施し
た。
・日本分娩監視研究会等に、学生全員が参加した。
・実習施設への就職率は20％程度であり、向上を図る必要があ
る。
・受胎調節実地指導員講習会は「ウィメンズヘルス」「助産学実
習Ⅰ・Ⅱ」および2月に4コマを追加し、受胎調節実地指導員の必
要時間を満たしており 19名全員が修得できた

Ⅳ

―

1-5.NCPRインストラクターの新生児科医師等を講師として招聘
し、Aコースの講習会を実施し、20名全員が合格した。
・年度当初の従事者研修会及びブラッシュアップ研修を実施し、
学生も聴講した。
・日本分娩監視研究会等に、学生全員が参加した。
・2月に全実習施設の指導者及び管理者を招いて助産学実習協議
会を実施し、学生の学びを共有し、課題について検討した。
・実習施設への就職率は30％程度であり、向上を図る必要があ
る。

【年度計画21-4】
――

―

「計画達成のための方策」
1.NCPR講習会や受胎調節実地指
導員講習会の開催。

【年度計画21-3】
1.NCPR講習会や受胎調節実
地指導員講習会の開催。

4.5.今年度は実習協議会を開催しなかったが、各施設の実習最終
日に、施設側と話し合い、次年度に向けての検討を行った。今年
度の実習施設への就職率は20％程度であった。近年、入学時には
就職先が決定している学生が増えていることが一因と推察され
る。

Ⅳ

―
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【計画21-6】㋐
助産学専攻科のアメニティ空間
の改善を図る。

2.グローバル化に対応する施設
環境整備。

3.良質な学修環境整備。

【計画21-5】㋐
研究レベル向上の為の教育プロ
グラムの確立を図るとともに、
学際的・国際的な視点から自分
の専門性を認識できる人材育成
のシステムを整備する。

「評価指標」
・年1回以上の学会・研修会へ
の参加
・勉強会・抄読会の実施状況
・実践的英語教育の導入状況
・英語抄録作成クラス開催状況
・学生の海外学習状況
・論文の学会発表状況
・海外論文発表経験者数の状況

―

―

―
「計画達成のための方策」
キャンパス教育環境向上プロ
ジェクトを推進する。
1.施設のアメニティ空間の改
善。

Ⅱ
【年度計画21-6】
―

「計画達成のための方策」
研究レベルに裏付けられた大学
院での人材育成を図る。
1.体系的なカリキュラムの構
築。
2.学部・大学院の一貫教育の導
入。
3.国際会議発表の推進。
4.産学連携・地域連携による共
同研究の推進。

【年度計画21-5】
―

「評価指標」
―

―

―

「評価指標」
・キャンパス空間の整備状況 ―

「評価指標」
―
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2.産学協同研究成果の対外的な
PR促進。

2.産学協同研究成果の対外
的なPR促進。

3.地域社会との連携によるPR促
進。

3.地域社会との連携による
PR促進。

4.特別教授制度による先端研究
導入。

4.特別教授制度による先端
研究導入。

5.国際交流グローバル化推進。 5.国際交流グローバル化推
進。

「評価指標」
・一般入試志願倍率5倍以上

「評価指標」
・一般入試志願倍率5倍以上

・災害と助産の講義において自主的な学習を進めるために、和歌
山県内において実習施設を確保しており、その施設における災害
対策の特徴と母子とその家族への指導等を臨床講義を受けるとと
もに災害発生時の避難・誘導の訓練に参加した。その経験を踏ま
え、学びの共有として講義で発表しまとめを行った。
また、令和7年7月30日に津波警報が出され、その際の避難方法、
母子を守る為に方法や自身を守るための行動について考える機会
となり、学びを共有できた。災害時に必要な物品の展示と実際の
使用方法や応用を学んだ。　非常勤講師を迎え、災害時の対応、
助産、分娩介助、母子の避難等の授業を受け、それぞれ学びを授
業アンケートの実施を行った。平素の行動や災害に対する意識の
持ち方や技術の向上に向けたスキルアップの必要性があると答え
ていた。

4.5.国際看護・助産学の授業の一環で、海外で活躍する医療職の
話を聞く機会をも受け、将来のキャリアの選択の一助として、
JICAや災害支援などの進路も視野にいれている学生もいる。

・災害と助産の講義において、災害時の物品の紹介及び実習施設
の災害時の対応を各施設事に紹介し、妊産婦とその家族に出来る
支援を共通認識した。
学生からの授業アンケートの回答では、災害時に助産師として何
が出来るか考える機会となった事とその責務を考えることができ
た等の回答が得られた。講義の重要性が理解できた。

【年度計画22-1】
「災害と助産」履修によっ
て、母子保健における災害
時への関心が高まる授業ア
ンケートの実施。

4.5.国際看護・助産学の授業の一環で、海外で活躍する医療職の
話を聞く機会を設け、将来のキャリア選択の一助として、国際看
護やJICA、災害支援など航路している学生もいる。

1-3.企業参加の集会や日本母性衛生学会学術集会等で産後ケアの
シンポジウムを開催し、大学として設置している産後ケア活動の
アピールができた。このような活動を助産師基礎教育の中に取り
込み、教授活動している。また、助産学専攻科の助産学実習にも
産後ケアや地域活動の授業や演習を取り入れ、産後ケアの学内お
よび品川区の地域活動にも実習として地域参加させている。
・産後ケア研究センターでの取り組みや、助産雑誌や育児雑誌、
インターネットへの寄稿、ホームページでの紹介などのPR促進効
果により、オンラインでの助産学専攻科のオープンキャンパスで
は、参加者100名程度と大変盛況であり、本学に進学したいと
思ったなどの感想が多かった。内部進学希望者も増加している。
・一般入試志願者倍率は8倍程度であった。

【年度計画21-7】
産学協同体制の構築による
ブランド力向上を図る。
1.卒業生との交流活性化に
よるPR効果の促進。

ⅣⅣ

「計画達成のための方策」
全国でリスクが高まっている大
地震を中心とした災害における
周産期医療について専門的に学
ぶ「災害と助産」を必修科目に
設定したところであり、周産期
の母子や多様化するセクシュア
リティーにも着目し、平時から
備える能力を養う。

Ⅲ Ⅳ

1-3.日本母性衛生学会学術集会等で産後ケアに関するシンポジウ
ムを開催し、大学として設置している産後ケア活動のアピールが
できた。このような活動を助産師基礎教育の中に取り込み、教授
活動している。また、助産学専攻科の助産学実習にも産後ケアや
地域活動の授業や演習を取り入れ、産後ケアの学内および品川区
の地域活動にも実習として参加させている。
・産後ケア研究センターでの取り組みや、助産雑誌や育児雑誌、
インターネットへの寄稿、ホームページでの紹介などのPR促進効
果により、オンラインでの助産学専攻科のオープンキャンパスで
は、100名をこえる参加者であり、本学に進学したいと思ったな
どの感想が多かった。内部進学希望者も増加している。
・一般入試志願者倍率は10倍程度であった。

【計画21-7】㋐
大学ブランドを学生が認めて受
験したいと思える大学及び助産
学専攻科をつくる。

「計画達成のための方策」
産学協同体制の構築によるブラ
ンド力向上を図る。
1.卒業生との交流活性化による
PR効果の促進。

〇和歌山助産学専攻科
【計画22-1】㋐
「災害と助産」の必修科目を踏
まえ、平時から備える能力を養
うことで一歩先を見据えた教育
を行う。
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・カウンセリング論では非常勤の心理カウンセラーの授業を受
け、様々な対象事例の提示と対応（傾聴と対象を肯定する態度）
を学んだ。その後、助産技術学演習科目において学内で指導案作
成と演習を行い、さらに助産実習1.2では多くの対象に指導案を
作成し対象理解の難しさと高度な対応が必要である事を学ぶ機会
となった。指導者からの指導を受けながら実施した。対象からの
評価は高く臨床からは倫理的対応が理解できた実施であったこと
を評価された。

・看護学部からの進学希望者への説明会の開催と個別相談に応じ
た。また関西地区以外に中部、九州地区の進学希望者への個別相
談に応じた。結果、定員充足率は100％であった。
・助産師国家試験に向け対策講義を実施し個別の指導も行い、合
格率100%であった。
・就職試験前には模擬面接と指導を実施した。希望する就職先に
全員採用された。

「評価指標」
・「カウンセリング論」履
修によって、心温かい医療
人としての接し方について
理解する授業アンケート実
施

「計画達成のための方策」
和歌山看護学部から進学を希望
する者及び地域周産期医療への
貢献を希望する受験生を、西日
本を中心に広くリクルートし、
優秀な人材を確保する。また、
修了後は助産師国家試験に合格
し、希望する就職ができるよう
支援する。

Ⅳ
【年度計画22-3】
定員充足率を100％とする。
助産師国家試験合格率
100％、就職率100％とす
る。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
必修科目に「カウンセリング
論」を編成し、非常勤講師に公
認心理師兼臨床心理士兼大学病
院でのカウンセラーの授業を通
して、ペリネイタルロスなど喪
失体験者への接し方について演
習を通して学び、寛容、愛、心
温かい医療人としての態度を修
得する。

Ⅳ
【年度計画22-2】
「カウンセリング論」履修
によって、心温かい医療人
としての接し方について理
解する、授業アンケートを
実施する。

Ⅳ

「評価指標」
・定員充足率の状況
・助産師国家試験合格率、就職
率の状況

「評価指標」
・定員充足率の状況
・助産師国家試験合格率、
就職率の状況

【計画22-3】㋐
一歩先を見据えながら助産を創
造し、地域周産期医療向上に寄
与できる助産師の育成を図る。

「評価指標」
・「災害と助産」履修によっ
て、母子保健における災害時へ
の関心が高まる授業アンケート
の実施状況

「評価指標」
・「災害と助産」履修に
よって、母子保健における
災害時への関心が高まる授
業アンケートの実施状況

【計画22-2】㋐
必修科目の「カウンセリング
論」を踏まえ、喪失体験者への
接し方について演習を通して学
び、寛容、愛、心温かい医療人
としての態度を修得する。

「評価指標」
・「カウンセリング論」履修に
よって、心温かい医療人として
の接し方について理解する授業
アンケート実施

・授業アンケートでは、授業を通し、学生自身の対象との向き合
い方や自身の振り返りをする機会となったことが評価された。

・和歌山看護学部からの進学希望者及び地域周産期医療に対し貢
献したいとの希望を持つ受験希望者をリクルートできた。特に和
歌山赤十字センターに興味・関心を持ち地域周産期での学びを希
望する者が多かった。
・助産師国家試験合格率は100％であった。
・就職については、昨今の出産件数の激減により助産師の就職は
難しくなっており、就職に向け個別指導、面接練習、自己推薦書
の作成などの支援を行い。近畿圏内に8名就職と出身県への就職2
名という結果となり就職率100％となった。

・カウンセリング論では公認心理師兼、臨床心理師を非常勤講師
に迎えペリネイタルロスに対する喪失体験者への接し方、コミュ
ニケーション時の注意事項、不妊治療者に対する「こころの理
解」とその技術方法について学んだ。そこでは「傾聴の意味」
「肯定的な対応」私的感情を取り除き「倫理的対応」の難しさを
学んだ。その学習を通して、実習では医療者としての対象者に対
する「倫理的配慮や傾聴」について高い評価を得た。
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遠隔授業を取り入れ、世界とつながる助産師たちの活動を学ぶ機
会となった。

・国際母子保健活動論では、世界の母子保健への貢献として、
「アフリカ以南（マラウイ）」にてJICAでの活動をしている助産
師の活動状況と課題をzoomで講義を受け、現地の母子保健に関
わっているスタッフへの質問や現状を聞く機会を得た。また紛争
地区に派遣されている助産師からの授業や世界の状況を学んだ。
・これからの助産師活動は国内にとどまらず世界に羽ばたき活動
するためには語学力が必要であることから、「英語文献講読」及
び研究力をつける為に「助産学と研究」を学び研究論文として仕
上げ、学内発表を行った。
・今年度参加した和歌山県母性衛生学会の発表を目指している。

1.18名の入学者全員が修了し「感染制御実践看護師」を授与し
た。
2.「修了試験」に合格することが卒業認定の重要ポイントとして
位置付けているが、それ以外に前期修了時点で実施する「科目試
験」、自施設実習修了時点での「成果発表」、外部委員により審
査を経て総合的に評価している。
3.アンケートは終了し、集計中。
4.本研修会は診療報酬上の施設基準「適切な研修」と認められて
おり、わが国の医療施設の感染対策を担う人材育成機関として大
きく貢献しており、今後については体制及び内容を検討してい
く。

「評価指標」
・合格者数20名～25名を維
持

「評価指標」
・合格者数20名～25名を維持

〇感染制御学教育研究セン
ター
【計画23-1】㋐
「感染制御実践看護学講座」を
継続するとともに、COVID-19パ
ンデミックを経験し、感染制御
に関わる人材育成について、本
学がどのように貢献できるの
か、引き続き検討していく。

Ⅳ・国際母子保健活動論では全員履修し、遠隔授業ではマラウイで
現在活動中の助産師から現実と可能性を学ぶことができた。学生
のこれからの活動の場所が広がりグローバルな視点を持つことが
できた。その為の語学力を磨く、外国論文を読み解く必要性を学
ぶことが出来た。
・学会へは全員参加した。

1.19名の入学者全員が修了し「感染制御実践看護師」を授与し
た。
2.「修了試験」に合格することが卒業認定の重要ポイントとして
位置付けているが、それ以外に前期修了時点で実施する「科目試
験」、自施設実習修了時点での「成果発表」、そして外部委員に
より審査を経て総合的に評価している。
3.アンケートは終了し、集計中。
4.本研修会は診療報酬上の施設基準「適切な研修」と認められて
おり、わが国の医療施設の感染対策を担う人材育成機関として大
きく貢献しており、今後については体制及び内容を検討してい
く。

【計画22-4】㋐
国際的視野と研究力を備え、国
際母子保健分野で将来リーダー
となる資質を養成する。

「評価指標」
・ガイダンスで「国際母子保健
活動論」の履修または聴講状況
・学会への参加状況

「評価指標」
・ガイダンスで「国際母子
保健活動論」の履修または
聴講状況
・学会への参加状況

「計画達成のための方策」
1.「感染制御実践看護学講座」
の継続。
2．COVID-19パンデミックを経
験し、感染制御に関わる人材育
成についての検討。

Ⅲ
【年度計画23-1】
1.合格者数を20名～25名程
度を維持する。
2.新設した「修了試験」を
含め、適宜、カリキュラム
全体を見直していく、
3.時代背景を踏まえ、最も
臨床現場に貢献できる感染
制御の有資格者の育成につ
いて、多方面から考慮し、
本学の方針も踏まえ検討す
る。

Ⅲ

「計画達成のための方策」
グローバル化の問題を解決する
ための「国際母子保健活動論」
及びリアルタイムで世界の母子
保健情勢を英語で学ぶ「英語文
献講読（必修科目）」の履修、
加えて大規模な専門分野の学会
参加も含めて、国際的視野と研
究力を備え、国際母子保健分野
で将来リーダーとなる資質を養
成する。

Ⅳ
【年度計画22-4】
ガイダンスで「国際母子保
健活動論」の選択の必要性
を説明し、学生全員が履修
または聴講する。学会に1回
参加する。
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「評価指標」
・実習の受け入れ状況

「評価指標」
・実習の受け入れ状況

・実習の受け入れ状況
助産学専攻科：20名　1週間ずつ、母性看護学生：看護の統合の
学生を4年間の学習を研究的にまとめることが12名のゼミ生、全
員が麻取ることができた。大学院生：2月年4名の院生が従事者の
助産師とともに実習できている。

1.年2回発行し、本学HP上で公開した。次年度より年1回の発行と
なる。

【計画23-2】㋐
JHAI誌発刊を継続するととも
に、高齢者施設医療従事者に対
する感染制御の知識普及のため
のセンターで可能な「研修」の
在り方など情報収集を行う。

2．高齢者施設医療従事者に対
する感染制御の知識普及は喫緊
の課題となっていることから、
センターで可能な「研修」の在
り方などの情報収集。

「評価指標」
・JHAI誌発刊年2回の発行維持
・高齢者施設従事者への研修体
制の構築状況

「計画達成のための方策」
1. ア ー リ ー ・ エ ク ス ポ ー
ジャーの一環として、産後ケア
研究センターなど、現場で働く
助産師活動に触れる。
2.地域や海外で助産師活動に従
事する講師の招致。
3.地域に貢献できるように、妊
産婦・乳幼児健診の実習の機会
を増やす。
4.生活の場における地域での母
子支援の在り方について検討す
る。

Ⅳ
【年度計画24-1】
1.訪問型、日帰り型に追加
して通所型の開設。
2.助産学専攻科、母性看護
学生、大学院生の産後ケア
研究センター実習。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
1.JHAI誌発刊の継続。 Ⅲ

【年度計画23-2】
1.年2回の発刊を維持してい
く。

Ⅲ

・実習の受け入れ状況
助産学専攻科：20名　1週間ずつ、母性看護学生：看護の統合の
学生を4年間の学習を研究的にまとめることが12名のゼミ生、全
員が麻取ることができた。大学院生：2月年4名の院生が従事者の
助産師とともに実習できている。

〇産後ケア研究センター
【計画24-1】㋐
産後ケア研究センターでの実習
を通し、地域の母子を支援す
る。

2.「高齢者施設従事者」対象の感染制御に関する研修体制の構築
は、現状の運営体制では企画事態難しく構築するに至らなかっ
た。そのため、高齢者施設の感染制御の底上げのために、高齢者
施設従事者をサポートする「感染制御実践看護師」の育成に注力
した。研修体制構築を担当していた者の退職により、次年度に研
修体制を構築することが困難であることから、高齢者施設の感染
制御の底上げのために、「感染制御実践看護師」の育成に注力し
ていく。

2.センターで可能な高齢者
施設従事者への研修体制を
構築する。又は高齢者施設
の感染制御の底上げのため
にセンターで貢献できるこ
とを検討する。

「評価指標」
・JHAI誌発刊年2回の発行維
持
・高齢者施設従事者への研
修体制の構築状況

1.年1回発行し、本学HP上で公開した。

2.「高齢者施設従事者」対象の感染制御に関する研修体制の構築
は、現状の運営体制では企画事態難しく構築するに至っていな
い。そのため、高齢者施設の感染制御の底上げのために、高齢者
施設従事者をサポートする「感染制御実践看護師」の育成に注力
を継続している。
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2.東京母性衛生学会学術セミ
ナーの参加。

2.東京母性衛生学会学術セ
ミナーの参加。

3.チーム医療推進助産師研修会
への参加。

3.チーム医療推進助産師研
修会への参加。

「評価指標」
・研修会の参加者数、参加回数

「評価指標」
・研修会の参加者数、参加
回数

2.グローバル化に対応する施設
環境整備。

2.グローバル化に対応する
施設環境整備。

3.良質な学修環境整備。 3.良質な学修環境整備。

「評価指標」
・キャンパス空間の整備状況

「評価指標」
・キャンパス空間の整備状
況

【計画24-2】㋐
大学と品川区との連携を図り、
大学院までのキャリアを見据え
た教育を行う。

【計画24-3】㋐
産後ケア研究センターのアメニ
ティ空間の改善を図る。

【年度計画24-3】
キャンパス教育環境向上プ
ロジェクトを推進する。
1.施設の長寿命化及び更新
（アメニティ空間の改
善）。

Ⅲ
「計画達成のための方策」
キャンパス教育環境向上プロ
ジェクトを推進する。
1.施設の長寿命化及び更新（ア
メニティ空間の改善）。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
1.産後ケア研究センターの従事
者研修会への参加。

Ⅳ Ⅳ

1-3.施設内の整備は難しいが、物品（スマートフォン：訪問先の
マップ案内、必要時の撮影、電動自転車・訪問バック・日帰り型
で使用するおもちゃや育児用品等の追加購入、訪）などの整備は
実施できている。
・海外派遣者からの講義など、聴講できている。
・勤務や帳票、カルテの電子化など、少しずつであるが検討し
て、学習や職場環境の整備に取り組む準備をしている。
・希望や意見をブラッシュアップ研修などで聴取し、上記の要望
を取り入れ整備に努められてきている。

【年度計画24-2】
1.産後ケア研究センターの
従事者研修会への参加。

1-3.対面だけでなく、オンデマンドでも参加を促し、全員が参画
している。研修に、品川区も行政の立場として参加している。
・学会への参加も促せている。
・チーム医療推進助産師研修会への参加を促し、シミュレーショ
ン研修で実践につなげることができてきている。
・全員参加できるように、対面だけでなくハイブリッド方式で実
施したり、当日参加できない場合は動画にて視聴できるように工
夫して全員参加できている。

1-3.対面だけではなく、ZOOMやオンデマンドでの参加も促し、全
員が参画している。研修会に、品川区も行政の立場として参加し
ていただいている。
・関連学会（日本母性衛生学会等）への参加を促し、最新の情報
を得るようにしている。

1-3.施設内の整備は難しいこともあるが、訪問型に必要な物品の
整備、日帰り型で使用する年齢階級に併せたおもちゃの購入や育
児用品の等の消耗品の補充などの整備はできている。
・勤務や帳票、カルテの電子化の整備が徐々になされてきてお
り、環境の整備が進行している。
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2.産学協同研究成果の対外的な
PR促進。

2.産学協同研究成果の対外
的なPR促進。

3.地域社会との連携によるPR促
進。

3.地域社会との連携による
PR促進。

4.特別教授制度による先端研究
導入。

4.特別教授制度による先端
研究導入。

5.国際交流グローバル化推進。 5.国際交流グローバル化推
進。

【計画24-4】㋐
産学協同体制の構築によるブラ
ンド力向上プロジェクトの推進
を図る。

「評価指標」
・ブランド力向上プロジェクト
の推進状況

「評価指標」
・ブランド力向上プロジェ
クトの推進状況

1-5.卒業生との交流を図り、卒業生が産後ケア事業に従事してく
れるようになってきている。
・産学協同研究成果の対外的なPR促進については、取り組んでは
いるが達成には至っていない。
・育児クラスや個別相談、集団教育などに取り組み、品川区と連
携しパンフレット配布等の広報活動も実施している。
・国際交流グローバル化推進については、取り組んではいるが達
成には至っていない。
・学会参加やシンポジウム開催、専門誌に投稿するなど、事業の
紹介や広報活動を実施している。そのことにより、助産学専攻科
や大学院などの受験に繋がっている。

1-5.卒業生との交流を図ったことで、産後ケア事業に従事してく
れるようになってきた。
・産学共同研究成果の対外的なPR効果の促進については、取り組
んではいるが、目標達成には至っていない。
・育児クラスや個別相談、集団教育などに取り組み、品川区と連
携し、広報活動している。
・国際交流グローバル化推進については、目標達成には至ってい
ない。電話相談や訪問型では、品川在住の外国籍の方や海外から
の電話相談（日本国籍）が稀にあり、対応している。
・学会産科やシンポジウム開催、専門誌に投稿するなど事業紹介
や広報活動を実施している。そのことにより、本学助産学専攻科
や大学院への受験に繋がっている。

「計画達成のための方策」
産学協同体制の構築によるブラ
ンド力向上を図る。
1.卒業生との交流活性化による
PR効果の促進。

Ⅲ
【年度計画24-4】
産学協同体制の構築による
ブランド力向上を図る。
1.卒業生との交流活性化に
よるPR効果の促進。

Ⅲ

〇学長戦略本部等
【計画25-1】㋐(総合研究所)
健康情報基盤研究ユニット
（TIS）、ヘルスシステムデザ
イン研究ユニット（ビーン
ズ）、教育DX研究ユニット（文
科省補助）の三本柱となる研究
ユニットを立ち上げる。
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「評価指標」
・3つの各研究ユニットの設置
状況、研究成果の状況

「評価指標」
・3つの各研究ユニットの設
置状況、研究成果の状況

「評価指標」
・「ジャックと豆の木ワー
クショップ」の開催状況、
研究成果の状況
・京急サービス社とのコラ
ボイベント、共同事業の実
施状況

・コミュニティ連携ユニットにおいては、京急サービス株式会社
との連携に基づく健康イベントに延べ3日間参加した。この活動
を、2026年度は「ボランティア活動」の単位科目に発展させるこ
とを目指して、同社との協議等を進めた。

「評価指標」
・「ジャックと豆の木ワーク
ショップ」の開催状況、研究成
果の状況

・ジャックと豆の木ワークショップについては、本学と産学連携
協定を締結している株式会社ケアコムの支援を受け、6月1～2日
の2日間、群馬県内の同社工場において開催した。参加学生数は8
名であった。
本行事では、群馬県内にベトナム人労働者が多いことから、同社
とも良好な関係にある「日越ぐんま友好協会」の山本会長の協力
を得て、異文化交流も行った。このご縁がさらに広がり、同協会
からのご紹介でメコン大学（ベトナム語：クーロン大学）から提
携のご依頼をいただき、9月には在日ベトナム社会主義共和国大
使館において、両校学長の出席、及び臨時代理大使お立合いのも
とで予備的MOUの締結に至った。
今後、単発的なイベントに留まらず、単位互換などより幅広い提
携に向けた検討を進めていく。
・京急サービス社との連携については、【年度計画25-1】に記載
済み。

・健康情報基盤研究ユニットについては、助成元企業との契約期
間の満了に伴い、活動を締めくくる活動に専念した。
・教育DX研究ユニットについては、「教育」の冠を外してDX研究
ユニットとして幅広く活動した。とくに京急サービス社との連携
により横須賀市の健康・スポーツ行事に延べ3日間参加し、各日
とも100名以上の参加者を集めた。同活動は、地域住民の健康状
態を可視化する意味でDX的な要素もあるが、デジタル手段に限ら
ず幅広く地域の企業等を産学連携を考える方が建設的ともいえ
る。これらを踏まえて両ユニットを再編統合し、令和7年度から
は「コミュニティ連携研究ユニット」として再出発することとし
た。
・ヘルスシステムデザイン研究ユニットにおいては、「看護DX実
践ガイド」の刊行を支援するほか、国際学会での学生の発表2件
を支援した。

「計画達成のための方策」
学生有志と教職員の研究共創行
事である「ジャックと豆の木
ワークショップ」で生まれたア
イディアに基づく研究から研究
成果（論文・書籍・知的財産
等）が生まれ、その成果を授業
に還元する。

Ⅳ
【年度計画25-2】
・「ジャックと豆の木ワー
クショップ」を継続し、そ
こで生まれたアイディアを
還元し、研究プロジェクト
などの立ち上げを検討す
る。また、成果の一部を授
業に還元する方法を検討す
る。
・令和5年度よりスタートし
た京急サービス(株)との提
携による各種の共同イベン
トや研究を推進する。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
すべての学部・学科の教員が関
与する形で、3つの各研究ユ
ニットによる研究成果（論文・
書籍・知的財産等）が生まれ、
その成果を授業に還元する。

Ⅳ
【年度計画25-1】
3つの研究ユニットで、研究
計画に基づき研究活動を行
う。

Ⅳ ・研究ユニットを2つに集約することで、ユニット間の連携をし
やすい環境となった。
・ヘルスシステムデザイン研究ユニットの活動を通じて、働き方
改革やAI活用に関する英語論文を、6件掲載できた。また、一般
社団法人日本アジア医療福祉教育研究所とのMOUを締結し、同研
究所を経由してベトナムの人材育成に関する受託研究を獲得でき
た。

【計画25-2】㋐(総合研究所)
ヘルスシステムデザイン研究ユ
ニットの主管により、学生を巻
き込んだ研究共創行事として
「ジャックと豆の木ワーク
ショップ」を推進する。
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【計画25-3】㋐(総合研究所)
教育ＤＸ研究ユニットの主管に
より、高校教員、大学教員がと
もに教育ＤＸを学ぶ場としてオ
ンラインシンポジウムを開催す
る。

【計画25-4】㋐(総合研究所)
健康情報基盤研究ユニットの主
管により、萌芽的研究に対する
学内助成活動を推進する。

「評価指標」
・学内助成活動による研究成果
や社会活動からの研究成果の状
況

「評価指標」
・教育方法の改善状況
・セミナー等の開催状況

・総合研究所の活動を活性化させるため、教育DX教育ユニットは
2024年度末をもって他ユニットに統合した。

Ⅳ
「計画達成のための方策」
学内助成活動による研究成果や
社会活動から、研究成果（論
文・書籍・知的財産等）が生ま
れ、その成果を授業に還元す
る。

Ⅱ
【年度計画25-4】
健康情報基盤研究ユニット
において、大学が社会的・
技術的変化に適切に対応で
きるよう、教育方法の改善
等を行うとともに、セミ
ナー等の開催を通じ学内へ
の情報発信を行う。

・「アジアとともに歩む一歩先の医療保健」懸賞論文を公募し、
課題図書贈呈の応募が7件、課題図書に基づく論文投稿が2件あっ
た。いずれも海外で発表するのに相応しい内容と判断し、2025年
9月に受賞者3名（共著者を含む）がメコン大学保健科学部におい
て英語プレゼンを行った。発表内容については、メコン大学学長
から表彰された。

・さらなる産学連携の推進については、2024年12月に学研グルー
プとの連携推進協定を締結し、新たな活動の可能性を模索するこ
ととした。また、メコン大学など海外との提携が増えていること
も踏まえ、インテグリティに関する規程整備を行い、科研費説明
会に併せて学内周知を行った。なお、同大学との連携について
は、シンクタンクを通じた受託研究契約の調整・準備等を行っ
た。
本年度はこうした体制整備に注力しており、個別の活動成果を得
るには至っていないが、2025年度以降には、これらの提携関係を
活かして積極的な活動を行ってまいりたい。

「計画達成のための方策」
DX演習科目における授業満足度
及びICEモデルによる自己評価
が、DX以前よりも20%以上向上
する。
「評価指標」
・DX演習科目における授業満足
度及びICEモデルによる自己評
価の状況

Ⅲ
【年度計画25-3】
教育ＤＸ研究ユニットで
は、「令和7年度入学者向け
入学前プログラム」の実施
に対応するため、「学修成
果の把握・可視化となるＤ
Ｘによる全学的評価指標」
の検討及び計画案をＩＲ推
進室と連携して策定する。
「評価指標」
・上記計画案の策定と計画
案の報告書提出状況
・関連部署との検討会の開
催や外部有識者等からの意
見聴取の状況

―・ICEモデルについては一段落したため、当初の趣旨にそって
「産業DXユニット」の実績を正規授業に落とし込む作業に専念し
た。その結果、株式会社ケアコムとの協定書に基づく「インター
ンシップ（企業）」を開講し、14日間の実習を行うことができ
た。
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【計画25-5】㋐(ＩＲ推進室)
IR推進室として、中期目標・計
画やアクションプランに基づく
諸活動について点検評価を行う
際、定量データに基づく評価・
分析、情報の共有を行い、引き
続き「全学的な見える化」を推
進する。

「評価指標」
・学生の学修に関する実態調査
アンケートの回答率（継続）
90%
・授業評価アンケートの回答率
（継続）90%
・分析結果に対する感想や意見
の件数　年10件

Ⅱ
【年度計画25-5】
1.授業や学生生活など教学
の根幹に関わる事項につい
て横断的な情報収集・分析
を行うことにより、「全学
的な見える化」を推進す
る。

「評価指標」
・学生の学修に関する実態
調査アンケートの回答率
（継続）90%
・授業評価アンケートの回
答率（継続）90%
・分析結果に対する感想や
意見の件数　年10件

1.学生の学修に関する実態調査アンケートの回答率は79.6%、授
業評価アンケートの回答率は72.7％であった。特に回収率の悪い
学部には、その旨の説明と回収率向上のための具体的な対応策を
考えるように指示した。
・分析結果についての感想や意見について、IR推進室運営会議
で、各キャンパスの状況を情報収集するとともに、FormsにてIR
推進室会議メンバーならびに各学部からのデータを「教学改善及
び学修成果の可視化：IR推進室　運営会議　2024.11.22】として
収集した。意見としては10件、データ指標の提案は12件あった。
・また、「医療保健学研究科修了生による3P（DP/CP/AP）に対す
る修了後評価 -2019年度から2023年度の医療保健学研究科の現
状・課題- 」の報告を受け、教育改善事例として公表を実施し
た。

具体的には、学生の学修に関する実態把握として、令和7年度全
国学生調査の結果を学部・学科別、学年別に集計し、回答者
1,207名、回答率94.5％のデータをもとに、授業方法、学修行
動、身に付いた知識・能力、成長実感等を横断的に分析した。
 また、2025年度新入生プレイスメントテストについては、英
語・数学・国語及び総合得点の記述統計を算出し、入学時点の基
礎学力や学科・専攻別の特徴を可視化した。さらに、卒業生アン
ケート及び卒業生就職先アンケートを分析し、卒業後の進路、教
育理念の理解・達成状況、就職先から見た本学卒業生の資質・能
力等を把握した。
令和7年度は、授業評価アンケートを教学の根幹に関わる横断的
データとして位置づけ、IR推進室において学部計、大学院・専攻
科計、各学部・研究科・専攻科別にQ1〜Q18を集計・分析した。
2025年度からは設問項目を見直し、DPに基づく学修目標、授業方
法、成績評価、フィードバック、学生自身の学修行動、教員の授
業運営等を把握できる構成とした。 結果では、学部計の肯定的
回答割合は、授業計画に関する説明91.9％、総合評価91.4％、学
生自身の学修行動85.1％、教員について88.6％であり、授業設計
や学修目標の説明は概ね高く評価された。一方、シラバス確認や
事前・事後学修等の学生自身の学修行動には改善余地が示され
た。 分析結果は全学教務委員会及び内部質保証推進会議で共有
し、各学部のFD、シラバス点検、授業改善に活用する基礎資料と
して整備した。
評価区分は「Ⅲ：年度計画を概ね達成している」と判断する。

「計画達成のための方策」
1.授業や学生生活など教学の根
幹に関わる事項について横断的
な情報収集・分析を行うことに
より、「全学的な見える化」を
推進する。

Ⅲ

IR推進室では、中期目標・計画及びアクションプランに基づく諸
活動の点検・評価に資するため、学長戦略本部と連携し、教学に
関する定量データの収集・分析及び情報共有を継続的に実施し
た。
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Ⅲ2.高等教育に求められる役割が
変化している情勢を十分に踏ま
え、学修成果の可視化を図る基
盤を整備する。

2.高等教育に求められる役
割が変化している情勢を十
分に踏まえ、学修成果の可
視化を図る基盤を整備す
る。

Ⅲ2.「大学全体レベル・学位プログラムレベル・授業科目レベル」
のアセスメント・プランのCP評価の一つである「授業評価アン
ケート」の項目が正しくCP評価につながるような項目になってい
ないことについて、学長戦略本部にて議論した。その結果、「教
学マネジメント・チェックリスト」に基づき、それぞれのレベル
にて正しく評価が可能なように対応させ、項目を修正した。ま
た、教員評価制度と紐づけられるように項目の1-10は教員の資
質・能力の測定指標として明確に記載し、報告した。また、学修
成果を可視化するデータ基盤の整備の一つとした。
・アセスメント・プランのAP評価である「入学前教育」「プレイ
スメントテスト」がこれまで、学位プログラムレベルごとで統一
されていなかった課題に対して、令和６年度は全学統一とするこ
とを学長戦略本部にて、決定した。令和６年度の１２－２月に入
学前教育を実施し、その結果は、内部質保証会議にて報告した。
また、プレイスメントテストは令和7年4月1,2日に全学で統一実
施できるように調整・企画し、学修成果の可視化のデータ基盤整
備を行った。
・その他結果も実施し、学部長等会議・内部質保証会議で報告し
た。令和6年度のディプロマサプリメント含め、全体結果は、令
和7年度にIR年報として発行できるよう作成中である。ディプロ
マサプリメントの分析結果は、IR年報を通じて学内にフィード
バックできた。他大学IR推進室との交流を実施し、医療系大学と
意見交換を行うことができた。
・高等教育関係団体や他大学からの情報収集は、引き続きメール
配信やHPから行った。特に、「中教審第255号我が国の「知の総
和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）」によ
る新たな認証評価に関する情報収集に努め、全学教務委員会等を
通して情報提供を実施した。
・第56回医学教育学会「第6回医療系IR友の会ミーティング～あ
なたのIR活動、未来に繋がっていますか？」などに参加し、意見
交換を行った。

令和7年度は、IR推進室において実施した情報分析の結果を学内
外に還元し、教育改善及び大学運営の活性化につなげる取組を推
進した。
アセスメント・プランに基づく学修成果の定量的評価指標（ディ
プロマ・サプリメント）へ現在分析実施中であり、分析結果の報
告とHP公表ができるように進めている。

広報媒体の発行については、IR Newsを2回発行し、大学ホーム
ページに掲載した。IR Newsでは、学生の学修状況、教育改善に
資するデータ、大学の強みや特色が伝わる内容を整理し、学内構
成員だけでなく、受験生、保護者、地域社会等にも本学の取組が
分かるよう情報発信を行った。これにより、IR分析結果を単なる
内部資料にとどめず、大学の教育改善及び情報公表に接続するこ
とができた。

学生向け広報媒体についても、学生の学修や成長に関わる情報を
分かりやすく還元する観点から、IR News等を活用し、学生にも
理解しやすい内容・表現での発信を行った。今後は、学生が自ら
の学修成果や大学での学びを振り返ることができるよう、学生向
けの情報提供の方法をさらに検討する必要がある。

高等教育関係団体や他大学からの情報収集については、IR研修や
交流会の参加、関西医療大学との情報交換を行った。また、「新
たな認証評価への対応」として、教育・学習の質向上に向けた新
たな評価の在り方ワーキンググループの第１－１０回までのタイ
ムリーに情報収集し、全学教務委員会ならびに学部長等会議で情
報共有した。

年度計画は概ね達成していると考えられるため、評価区分は
「Ⅲ：年度計画を概ね達成している」と判断する。
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「評価指標」
・広報媒体の発行件数（IR
News・IR年報の刊行）年2回
・学生向け広報媒体の発行
件数　年2回
・研究業績に関する分析の
検討（新規）

【計画26】【計画2の再掲】
(学長戦略本部・企画部)
教育の質保証の観点から、毎年
度定期的に自己点検・評価及び
検証を行い、その結果について
外部評価を実施し公表する。ま
た、学長直轄の学長戦略本部を
中心に、より適切なものとなる
よう外部評価結果等を踏まえ、
教育課程及び教育方法等の改
善・充実を図る。

3.令和6年度は学長戦略本部にて、IR推進室からのデータ分析結
果の還元について、議論した。その結果、IR推進室から公表され
るデータが教職員・学生・そして社会に分かりやすい形での還元
（情報公表）が実施できていないのではないかという課題が挙げ
られた。そこで、IR推進室にて、IR推進室のHPの開設を行った。
IR推進室のHPを作成し、データ公表できる体制を構築した。ま
た、IR年報の作成を行い、全学教職員にIR年報を発信するととも
に、IR推進室HPでの情報公表を行った。

3.活力あふれる大学づくりを推
進するため、情報分析の結果を
積極的に還元する。

Ⅲ 3.活力あふれる大学づくり
を推進するため、情報分析
の結果を積極的に還元す
る。

Ⅳ 令和6年度開設したIR推進室HPを定期的に更新し、情報公表を進
めている。IR　NEWSに関しても、随時更新している。

研究業績に関する分析については、新規の検討事項として位置づ
け、教育IRに加えて研究IRの観点から、今後どのようなデータを
収集・分析し、大学の強みや研究活動の可視化に活用できるかに
ついて検討を開始した。総務人事部と協働し、専任教員の研究業
績の分析をするための「ティーチングポートフォリオに基づく教
員評価」を開始した。ティーチングポートフォリオの作成、大学
HPでの研究業績の公表、Research mapでの研究業績の公表の仕組
みを再構築し、実施した。これにより分析が可能な仕組みを整え
た。
以上により、IR Newsの年2回発行及びホームページ掲載を通じ
て、情報分析の結果を積極的に還元する取組を実施した。また、
研究業績分析（新規）についても、分析をするための基盤を整え
ており、今後の分析とさらに充実につなげることができる。
年度計画は概ね達成していると考えられるため、評価区分は
「Ⅲ：年度計画を概ね達成している」と判断する。

「評価指標」
・アセスメント・プランに
基づく学修成果の定量的評
価指標（ディプロマ・サプ
リメント）分析結果の報告
件数（新規）　年2回
・学修成果を可視化するた
めのデータ基盤整備＜キャ
ンパス・プラン整備＞（継
続）
・高等教育関係団体や他大
学からの情報収集（継続）
・他大学研修会や高等教育
に関する学会・研究会にお
ける活動報告件数　年2回

「評価指標」
・広報媒体の発行件数（IR
News・IR年報の刊行）年2回
・学生向け広報媒体の発行件数
年2回
・研究業績に関する分析の検討
（新規）

「評価指標」
・アセスメント・プランに基づ
く学修成果の定量的評価指標
（ディプロマ・サプリメント）
分析結果の報告件数（新規）
年2回
・学修成果を可視化するための
データ基盤整備＜キャンパス・
プラン整備＞（継続）
・高等教育関係団体や他大学か
らの情報収集（継続）
・他大学研修会や高等教育に関
する学会・研究会における活動
報告件数　年2回
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「計画達成のための方策」
学長直轄の学長戦略本部を中心
に、全学的な教学マネジメント
システムを構築するとともに、
「教学マネジメントチェックリ
スト(仮称)」を運用し、「大学
全体レベル」、「学位プログラ
ムレベル」、「授業科目レベ
ル」毎に自己点検・評価及び検
証等を行いながら、内部質保証
システムのPDCAサイクルを構築
する。

Ⅳ
【年度計画26】
学長直轄の学長戦略本部を
中心に、全学的な教学マネ
ジメントシステムを構築す
るとともに、「教学マネジ
メントチェックリスト(仮
称)」を運用し、「大学全体
レベル」、「学位プログラ
ムレベル」、「授業科目レ
ベル」毎に自己点検・評価
及び検証等を行いながら、
内部質保証システムのPDCA
サイクルを構築する。

Ⅳ

「評価指標」
・「教学マネジメントチェックリ
スト(仮称)」の作成及び活用した
自己点検・評価及び検証等の実施
状況

「評価指標」
・「教学マネジメント
チェックリスト(仮称)」の
作成及び活用した自己点
検・評価及び検証等の実施
状況

・「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセスメントプラ
ン」に基づき、本学が定める3つのポリシーに基づいて教育課程
等が有効に機能しているか等を「大学全体レベル」、「学位プロ
グラムレベル」、「授業科目レベル」ごとに点検・評価を実施し
たが、そのうち、「大学全体レベル」での結果を「令和5年度点
検・評価」として取りまとめ、「全学自己点検・評価委員会」で
検証し学長に報告した。さらに令和6年7月10日開催の「内部質保
証推進会議」では「全学自己点検・評価委員会」の点検・評価結
果を基に更に全学的見地から評価を行い、その後同日開催の「大
学経営会議」に報告し、速やかにウェブサイトにて公表を行っ
た。
・「令和5年度点検・評価」結果を取りまとめた後、学長からの
指示に基づき、各部局等の取り組みについて具体の改善策等を
「令和6年度教学マネジメントチェックリスト及びアセスメント
プラン点検・評価報告書」として報告することとした結果、各学
科対応分については令和7年1月15日開催の「内部質保証推進会
議」にて、全学委員会対応分については令和7年2月19日開催の
「内部質保証推進会議」にて、それぞれ報告・承認された。これ
らの取り組みによりPDCAサイクルを機能させ、本学の内部質保証
システムの確立に努めた。

・令和6年度「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセス
メントプラン」に係る点検・評価については、令和5年度の点
検・評価結果に基づき「学長が改善等が必要と判断した事項等」
について令和6年度中に点検・評価を実施済みである。
・令和7年度「教学マネジメントチェックリスト」及び「アセス
メントプラン」に係る点検・評価については、令和7年12月3日開
催の「内部質保証推進会議」及び「大学経営会議」において、
「令和7年度における自己点検・評価報告書作成要領」により、
令和6年度は令和5年度の点検・評価結果に基づき「学長が改善等
が必要と判断した事項等」について点検・評価を実施したが、令
和7年度も引き続き当該事項についての点検評価等を実施するこ
ととして、各学部・学科、研究科、担当事務部等においては「点
検・評価報告書別紙様式1」について、全学教務委員会・全学
FD・SD委員会は「点検・評価報告書別紙様式2」について、それ
ぞれ点検・評価した上で令和8年3月末までに提出することとし
た。
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5.学生の受け入れ
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価
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分
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【計画27】(入試事務部)
本学の理念・目的及びそれに基
づく「入学者受け入れの方針」
を、 様々な方法を通じて社会
に周知するとともに、社会状況
や時勢に基づく検証を行い、必
要に応じ改善を図る。

第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績

「計画達成のための方策」
1.大学の理念・目的及び「入学
者受け入れの方針」を学生募集
要項、本学ウェブサイトで公表
する。さらに、各種の学生募集
イベントやオープンキャンパス
で受験生・保護者等への周知を
図る。
2.入学者選抜の方法の変更にと
もない、「入学者受け入れの方
針」の事項の見直しを行う。
3.高大接続システム改革に基づ
き、学位授与の方針、教育課程
編成・実施の方針を踏まえた
「入学者受け入れの方針」にお
いて、学力の3要素(①知識・技
能、②思考力・判断力・表現力
等、③主体性を持ち多様な人々
と協議しつつ学習する態度に関
し、入学希望者に求める能力の
適切な判定ができる入学者選抜
の改善を図る。
4.高校での新学習指導要領に基
づく令和7年度入学者選抜に向
け、入学者選抜方法・実施方法
等についての検討を行う。あわ
せて、共通テストでは実施せ
ず、各大学での検討事項となっ
た①記述式問題 ②英語の民間
資格・検定等の利用についての
方向性を定める。

　
Ⅲ

【年度計画27】
1.学部学科・大学院の理
念・目的及び「入学者受け
入れの方針」を学生募集要
項、本学ウェブサイトで公
開する。各種のイベント、
オープンキャンパスでの周
知と浸透を図る。
2.入学者選抜の方法の変更
にともない、「入学者受け
入れの方針」の事項の見直
しを行う。
3.前年度に引続き、前年度
計画記載の高大接続システ
ム改革に伴う記述式問題の
実施等の継続検討を行う。
4.令和7年度入試の総括と検
証を行う。また、新学習指
導要領に基づく入学者選抜
方法の定着を図る。

Ⅲ1.学生の受け入れにあたっては、学部学科・大学院の理念・目的
及び「入学者受け入れの方針」を学生募集要項に明示するととも
に、本学ウェブサイトにおいても公表し、社会に周知を図るとと
もに、受験生及び関係者等に進学ガイダンスやオープンキャンパ
ス、高校教員対象説明会等各種イベントで説明し、周知を図っ
た。
2.令和6年度実施の令和7年度総合型選抜では、医療保健学部医療
栄養学科、医療情報学科において、前年度まで9月、10月、11
月、12月、3月の5回の総合型選抜を実施していたが、受験者数の
減少もあり、令和6年度実施の総合型選抜より、9月、10月、12月
の3回に集中して実施した。また、千葉看護学部看護学科では、
地域指定（千葉）として実施していたが、JCHO病院との協働によ
る入学者受け入れの方針に添った入学者の確保推進を目的とし
て、総合型選抜（JCHO病院指定）を実施した。
・一般選抜及び大学入学共通テスト利用入学試験では、入試日程
について、昨年度は、Ａ日程1日目、Ａ日程2日目、Ｂ日程、Ｃ日
程、特別日程（和歌山のみ）、大学入学共通テスト利用入学試験
（前期）、（後期）と実施していたものを、Ａ日程、Ｂ日程、Ｃ
日程、特別日程、大学入学共通テスト利用入学試験の5日程とす
ることにより、高校生の年内入試への意識の高まりや一般選抜の
受験者の減少に対応し、入学者の早期獲得を目指した。
・また、立川看護学部看護学科の一般選抜Ａ日程の選択科目につ
いて、受験者が受験しやすい科目とすることにより、より一層の
志願者の確保を目的として、現行の選択科目（数学、生物、化
学、生物基礎・化学基礎のうち1科目を選択）に国語を加えるよ
う変更した。
3.一般選抜特別日程は、昨年度まで和歌山看護学部のみで実施し
てきたが、私立大学等改革総合支援事業補助金の獲得を目指し、
令和6年度実施の特別日程より全学で記述式の問題（英語、国
語）や面接を取り入れた入試を実施した。
・英語の外部資格・検定の利用については、本学の受験生に合っ
たものとするため、利用する資格・検定の種類や点数換算の方法
など検討している。英語の外部試験を導入する大学が増えてきて
いることもあり、他大学の状況を調査しつつ、引き続き検討して
いく。
4.新学習指導要領に基づく令和7年度入学者選抜の実施について
は昨年度実施済み。

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

内部質保証推進会議自己点検・評価委員会令和7年度計画達成状況

1.学生の受け入れにあたっては、学部学科・大学院の理念・目的
及び「入学者受け入れの方針」を学生募集要項に明示するととも
に、本学ウェブサイトにおいても公表し、社会に周知を図るとと
もに、受験生及び関係者等に進学ガイダンスやオープンキャンパ
ス、高校教員対象説明会等各種イベントで説明し、周知を図っ
た。
2.令和7年度実施の令和8年度入試では、医療保健学部の学科統
合・再編により、令和8年4月1日に設置する医療保健学科（管理
栄養学専攻、臨床検査学専攻、医療情報学専攻、臨床工学専攻）
を対象とする入試を実施すること及び令和7年度入試実績を踏ま
えた入試の変更を行うため、入学者受け入れの方針を見直すとと
もに、入学者確保に向けた入試を実施した。
(1)総合型選抜
①医療保健学部医療保健学科
医療栄養学科及び医療情報学科では、令和7年度入試において
は、9月、10月、12月の3回に集中して実施したが、学科統合・再
編により4専攻となることから、11月にも入試を実施することと
し、年内4回の入試を実施した。
選抜方法は、医療情報学専攻では、令和7年度入試まで医療情報
学科で実施していた課題探究型（自己推薦書、課題レポート、面
接）、面接重視型（自己推薦書、面接）、資格保有型（自己推薦
書、面接）の3つの選抜方式を、自己推薦書（課題探究や資格取
得等の学びの実績に基づく）、面接による1つの選抜方式で実施
した。また、管理栄養学専攻、臨床検査学専攻及び臨床工学専攻
は、自己推薦書、課題探究型レポート、面接により選抜した。
②千葉看護学部看護学科
令和5年度入試から地域指定（千葉）として実施した総合型選抜
（出願時に千葉県に在住している者、あるいは、千葉県内の高校
等に在学している者または卒業した者）は、千葉県内の志願者獲
得競争の激化により、志願者数が減少してきている現状を踏ま
え、地域（千葉）を指定しない総合型選抜として実施した。選抜
方法は、令和7年度入試と同様、自己推薦書、課題レポート、面
接により選抜した。
(2)一般選抜
令和6年度入試より医療情報学科のみ、一般選抜A、B、C日程にお
いて、英語を必須科目から選択科目に変更し、6科目からの選択
受験で高得点科目重視方式で実施していたが、令和8年度入試よ
り医療保健学科4専攻ともに受験科目を統一して実施した。
(3)大学入学共通テスト利用入学試験
医療保健学科臨床検査学専攻及び臨床工学専攻については、これ
までの科目に物理を加えた受験科目により実施した。
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分

評
価
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分
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3.令和6年度実施の一般選抜特別日程より全学で記述式の問題
（英語、国語）や面接を取り入れた入試を実施したが、令和７年
度も引き続き全学で実施し、今後も続けていく計画である。ま
た、英語の外部資格・検定の利用については、利用する資格・検
定の種類や点数換算の方法など検討しつつ、本学の入試に取り入
れることができるか引き続き検討していく。
4.令和７年度入試では、令和6年度入試と比較し、看護学科全体
の総合型選抜の志願者数は23名の増となったが、学校推薦型選抜
では40名の減となり、年内入試の志願者数は17名の減となった。
年明け入試（一般選抜、大学入学共通テスト利用入学試験）につ
いても、昨年度と比較し169名の減となり、看護学科全体の志願
者数は186名の減となった。
また、新たに設置する医療保健学科の令和7年度入試では、令和6
年度と比較し、管理栄養学専攻の総合型選抜の志願者数は5名の
減、学校推薦型選抜では7名の減となり、年内入試の志願者数は
12名の減となった。年明け入試についても22名の減となり、管理
栄養学専攻の志願者数は全体で34名の減となった。このことによ
り、令和８年度入学者数は、昨年度より16名減少し、入学定員充
足率は53％に留まった。臨床検査学専攻の総合型選抜の志願者数
は3名の増、学校推薦型選抜では2名の減となり、年内入試の志願
者数は1名の増となった。年明け入試については10名の減とな
り、臨床検査学専攻の志願者数は全体で9名の減となった。この
ことにより、令和８年度入学者数は、昨年度より2名減少した
が、入学定員は充足した。医療情報学専攻の総合型選抜の志願者
数は9名の増、学校推薦型選抜では昨年同数となり、年内入試の
志願者数は9名の増となった。年明け入試については6名の減とな
り、医療情報学専攻の志願者数は全体で15名の増となった。この
ことにより、令和８年度入学者数は、昨年度より7名増加した。
新たに設置する臨床工学専攻は、年内入試で3名の志願者、年明
け入試で27名の志願者を集めたが、初年度の入学者数は4名とな
り、大変厳しい結果となった。
18歳人口が減少する今後、より多くの志願者を獲得し、優秀な学
生を確保する方策を全学で取り組んでいく。
また、新学習指導要領に基づく入学者選抜の実施については作問
に反映させ定着させている。

「評価指標」
・学力の3要素に基づく入学者
選抜の実施状況
・令和7年度入試に向けた準
備・実施状況及び検証
・記述式問題の実施、英語の外
部資格・検定等の利用について
の検討状況、実施状況

「評価指標」
・令和7年度入試を念頭にお
いた「入学者受け入れの方
針」の見直しの状況と結果
・令和7年度入試の検証
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【計画28】(入試事務部)
入学者選抜試験の実施内容につ
いて、学部・研究科等の特色・
特徴等を踏まえた改善・充実を
図る。

　
Ⅳ

【年度計画28】
1.一般選抜においては、作
問者の作成した試験問題
を、外部の第三者機関によ
る査読及び問題チェックを
実施し、作問ミス、解答ミ
スの撲滅に努める。さらに
入試担当委員が最終確認を
行い、ミスの発生を防ぐ。
また総合型選抜、学校推薦
型選抜の入試においても、
各学科の入試担当委員が水
際のチェックを行い、ミス
が生じないように努める。
2.入試実施にあたっては、
実施要項の熟読、教職員向
けの説明会等により、入試
実施上の注意事項を徹底す
る。
3.研究科の入試について
は、研究科ごとに実施して
おり、選抜方法や日程等に
ついては、学部長等会議及
び大学経営会議において、
審議・決定する。

Ⅳ1.入学者選抜試験問題の作問ミス、解答ミスの防止や公正な試験
運用に関しては、十分に注意を払い実施し、外部の第三者機関に
よる査読、問題チェックを経て作問者が各日程の試験問題を作成
し、学内入試担当委員での最終確認を行うことにより、出題ミス
の発生防止に努めた。
2.入試実施においては、実施要項、監督要項を作成するとともに
学内で教職員に対する説明会を実施し、円滑な入試実施に努め
た。
・入試当日に受験生からの質問や試験監督者からの問い合わせに
ついて、その場で入試実施委員と協議し、適切な回答をすること
により、トラブルに発展しないよう努めた。
・年度終了後には、各学部に入試実施に関する振り返りを依頼
し、出てきた課題や意見を次年度の入試運営に反映できるように
実施した。
3.研究科の入試については、選抜方法や日程等については、学部
長等会議及び大学経営会議において、審議・決定した。

「計画達成のための方策」
1.入学者選抜試験問題につい
て、「入学者受け入れの方針」
に基づき適切に作成することと
し、試験問題にミス等が生じな
いようチェック体制を徹底す
る。
2.入学者選抜試験会場におい
て、入試実施上の注意事項の徹
底を図るとともに、試験監督を
厳正に行う等入学者選抜試験を
公正かつ適切に実施する。
3.入学者選抜における合否判定
を公正に行い、入学者選抜試験
関係業務を適切に実施する。

「評価指標」
・入学者選抜における作問ミス
の発生防止の取組状況
・入試実施にともなうトラブル
等の発生防止の取組状況

「評価指標」
・入学者選抜における作問
ミス等の発生防止の取組状
況
・入試実施上のトラブル等
の発生防止の取組状況

1.入学者選抜試験問題の作問ミス、解答ミスの防止や公正な試験
運用に関しては、前年同様、十分に注意を払い実施し、外部の第
三者機関による査読、問題チェックを経て作問者が各日程の試験
問題を作成し、学内入試担当委員での最終確認を行うことによ
り、出題ミスの発生防止に努めた。今年度は全日程で問題訂正が
なかった。
2.入試実施においては、実施要項、監督要項を作成するとともに
学内で教職員に対する説明会を実施し、このことを定着させ、円
滑な入試実施に努めた。
・年度終了後には、各学部に入試実施に関する振り返りを依頼
し、出てきた課題や意見を次年度の入試運営に反映させる。
3.研究科の入試については、選抜方法や日程等については、学部
長等会議及び大学経営会議において、審議・決定した。
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3.退学者減少に向けた取り組みとして、学研グループとの提携を
活かしてプレースメントテストの全学一元化するとともに、難易
度を引き下げた。これにより基礎学力が不足していることに起因
して留年・退学リスクが高い学生を可視化し、早期介入を図る一
助となった。
また、欠員が生じた場合には、編入学を受け入れることを可能と
するための規程整備を行った。

【年度計画29】
1.入学定員を全学部・全学
科及び各研究科で充足させ
る。そのため、各入試区分
での受験者ニーズに合った
学生募集イベントを実施
し、それぞれの入試区分に
適用した受験生増をめざ
す。

1．高校に対し出張講義（出前授業）を提案し、持続的な高大連
携関係の更なる強化を図った。また、オープンキャンパス等の全
学イベントについては、各キャンパスにおいて各学部各学科単位
で実施し、模擬授業や各職種をイメージできるような体験授業、
病院見学やキャンパスツアー、保護者向け奨学金説明、国家試験
への取り組み、入試個別相談や在校生との交流の場を多く設け、
高校生や保護者と直接的に対話する機会を重視した。世田谷キャ
ンパスの医療保健学科については、学科独自のミニオープンキャ
ンパスや放課後の時間帯を利用した個別見学会、オンラインでの
入試相談なども実施した。看護医療系予備校との連携をさらに強
化し、特に都内、横浜、大宮、千葉エリアの5校で説明会を展開
した。
また、和歌山看護学部では、前年度同様に、高等学校内で開催さ
れる出前授業や進学説明会に力を入れ、和歌山県下の高等学校の
進路指導担当者への直接訪問を行い、各高等学校で独自の大学説
明会や進学相談会を実施した。学生募集担当者が和歌山県下の高
等学校を訪問し、高等学校での大学説明会、進路説明会、入試説
明会を実施した。また、高校生が来校して実施する体験講義や和
歌山看護学部教員が各高等学校で行う出張講義も実施した。

【計画29】(入試事務部)
学部・研究科等の入学定員に基
づき、適切な入学者数を受け入
れるとともに収容定員の適正な
管理に努める。

「計画達成のための方策」
1.学部入試における全学部・全
学科の入学定員達成をめざす。
そのための各入試区分での学生
募集、出願者増に向けた活動に
注力する。

　
Ⅲ

2.収容定員割れとなっている医
療栄養学科、医療情報学科の収
容定員充足を図る。

3.収容定員の充足のため、入学
定員の達成とともに退学者動向
も視野に入れた取組を行う。

3.出席が芳しくない学生について、教職員が学務システムの
CampusPlanからのアラートによる監視ができるようシステムを構
築し、令和6年度にはテスト運用を行い、令和7年度中に本運用に
移行できるよう検討を進めている。また、保護者向けのポータル
としてアンシンサイトを導入し、令和7年度から学生の学修実態
を保護者と共有することにより、退学予備軍を早期に洗い出して
フォローアップしていく取り組みを進めているところ。

1.志願者確保に向け、首都圏では、入試広報部が学生募集活動の
一環として行う高等学校への訪問、出張講義及び説明会により、
本学の強みである提携病院との連携や学修環境の充実さ、各学部
の学びの特色をわかりやすく丁寧に説明することや、大学案内や
大学Webサイト及びSNSを活用した学生募集活動により、高校生の
関心を高め、本学を志願先として検討させる取り組みを引き続き
行った。また、高大接続を強化するため各高校の進路指導の目的
を踏まえながら、高校側のニーズに合った独自の出張講義を提
案、実施した。
また、和歌山看護学部では、学部のPR 機会を持つために、高等
学校内で開催される出前授業や進学説明会に力を入れ、和歌山県
下の高等学校の進路指導担当者への直接訪問を行い、各高等学校
で独自の大学説明会や進学相談会を実施した。学生募集担当者が
和歌山県下の高等学校を訪問し、高等学校での大学説明会、進路
説明会、入試説明会を実施した。また、高校生が来校して実施す
る体験講義や和歌山看護学部教員が各高等学校で行う出張講義も
実施した。
上記の活動により、各学部看護学科では、収容定員を踏まえた入
学者を確保することができた。

Ⅱ

2.令和8年度に設置する医療保健学科については、学生募集にお
いてその目標が達せられず、大変厳しい状況となった。令和7年
度に実施した令和8年度入試では、管理栄養学専攻36名、臨床検
査学専攻38名、医療情報学専攻33名、臨床工学専攻4名の合計111
名の入学者となり、医療保健学科の入学定員充足率は0.69となっ
た。とりわけ、管理栄養学専攻は、入学定員68名に対し36名の入
学者であり、臨床工学専攻は、目標としている30名の入学者を大
きく下回った結果となった。
医療情報学専攻については、スポーツ分野の学びを副専攻として
入れる方向性を示したことから入学者の大幅な減少には至らな
かったものの、臨床工学専攻については認知度不足により大変厳
しい結果となった。また、臨床検査学専攻の入学者は昨年度に引
き続き好調な状況である一方で、管理栄養学専攻の入学者が大幅
な減少という結果になり、新たな対策が必要な状況となってい
る。次年度に向けて、さらなる対策を講じ、定員の確保に努め
る。

2.収容定員割れとなってい
る医療栄養学科、医療情報
学科の収容定員充足を図
る。更に、令和8年度から新
設される医療保健学科の入
学者確保のため、様々な取
り組みを実施する。

2.医療保健学部医療栄養学科は、令和6年度に管理栄養学専攻と
臨床検査学専攻の2専攻を設置したことにより、学科入学定員100
名に対する入学者数は、管理栄養学専攻66名、臨床検査学専攻14
名の学科合計80名となり前年（54名）に比べて増加させた。令和
6年度に実施した令和7年度入試では、管理栄養学専攻52名、臨床
検査学専攻40名の合計92名の入学者となり、医療栄養学科の入学
定員充足まであと少しとなった。学科の収容定員充足率（5月1日
現在）は、令和4年度0.86、令和5年度0.72、令和6年度0.67、令
和7年度0.65となった。また、医療保健学部医療情報学科は、入
学定員80名に対する入学者は、令和4年度53名、令和5年度48名、
令和6年度33名、令和7年度26名と推移し、令和2年以降急激な入
学者減という課題に直面している。学科の収容定員充足率（5月1
日現在）は、令和4年度0.87、令和5年度0.83、令和6年度0.67、
令和7年度0.48となった。
学科単位でみると、医療栄養学科、医療情報学科ともに令和6年
度から急激に収容定員充足率が下がり、0.7を下回っていること
を踏まえ、医療保健学部の学科統合・再編計画を新たに実行する
こととし、文部科学省に対し、医療保健学科の設置の届出を行う
ことにより、今後、医療保健学部の収容定員充足を図っていく。

3.退学者減少に向けての取
組や対策を検討する。
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4.本件、文科省への認可申請の結果、令和7年度より入学定員の
増が認可された。
令和7年度に実施した令和8年度入学者選抜では、和歌山県立医科
大学の合格者の影響が相当数あり、和歌山看護学部看護学科の入
学者は、募集定員100名に対し98名となった。次年度入学定員確
保に向け、連携校との取り組みを強化していく。

1.進路探究に注力している高校に対して、入試広報部独自の出張
講義（出前授業）を提案し、持続的な高大連携関係の更なる強化
を図った。実施した高校数は、首都圏を中心に新規校も含めて
107校。また、看護医療系予備校5校でも展開し、看護医療系大学
としてのブランド力向上に務めた。
2.オープンキャンパス等の全学イベントについては、各キャンパ
スにおいて各学部各学科単位で実施し、模擬授業や各職種をイ
メージできるような体験授業、病院見学やキャンパスツアー、保
護者向け奨学金説明、国家試験への取り組み、入試個別相談や在
校生との交流の場を多く設け、高校生や保護者と直接的に対話す
る機会を重視した。また、世田谷キャンパスの医療保健学科につ
いては、学科独自のミニオープンキャンパスや放課後の時間帯を
利用した個別見学会、オンラインでの入試相談なども実施した。

「評価指標」
・毎年度の入学者実績の検証
・医療保健学科の入学者数の状
況
・上記にともなう収容定員の検
証
・退学者動向の把握
・（和歌山看護学部の定員検討
のための）入学定員超過率
(1.15)の状況の確認

【計画30】(入試広報部)
全学部・全学科の入学定員確保
に向けて、募集活動の強化と高
大連携・高大接続の構築を図
る。

「計画達成のための方策」
1.新学習指導要領に準じた出張
講義の創出と高大接続関係の強
化を図る。
2.オープンキャンパスや入試説
明会などイベント内容の充実を
図るとともに、様々な方法での
情報発信の強化を図る。
3.大学案内及び大学紹介パンフ
レットの刷新とSNS等情報発信
の強化を図る。
4.地域性を重視した高校訪問活
動（塾等含む）の強化を図る。

　
Ⅱ

【年度計画30】
1.新学習指導要領の「総合
的な探究の時間」と連携・
連動した内容の出張講義を
実施する。
2.コロナ禍で培った経験に
基づき、来校型イベントに
限定せず、オンライン型と
併用したハイブリッド型イ
ベント等を実施する。ま
た、新たな方法についても
試行的に実施する。

Ⅱ

4.令和6年度に和歌山看護学部の入学定員増の申請ができるよ
う、令和5年度実施の令和6年度入試においては、学部ごとの収容
定員を適正値とするため、常に在籍者数を把握するとともに、入
学予定者数をチェックしつつ、合格者及び追加合格者の決定を
行った結果、収容定員を適正化することができ、文科省への認可
申請の結果、令和7年度より入学定員の増が認可された。

4.収容定員を念頭においた
入学者確保を意識する。

4.和歌山看護学部の定員増を検
討する。

Ⅲ

1.「総合的な探究の時間」に注力している高校や、進路探究と
いった独自の進路指導を展開している高校に対して、「医療系教
養講座」などの出張講義（出前授業）の実施を提案し、持続的な
高大連携関係の構築に努めた。その結果、首都圏を中心に出張講
義の新規校も増加し、さらに前年からの継続校も含め、多くの高
校との連携関係が強化された。
2.オープンキャンパスなどのイベントについては、全学でのイベ
ントと各学部学科単位でのイベントに分かれて、各キャンパス主
体で取り組んだ。参加者には当日のプログラム内容を事前に告知
し、当日は参加者主体の自由移動形式とするなど、コロナ禍前の
形式も導入した。さらに参加した高校生が主体的に参加できる内
容の充実を図ると共に、在学生や卒業生との交流の場を設定し、
キャンパスライフや学びの説明、入試体験談など高校生が知りた
い情報について直接対話できる機会を提供した。

「評価指標」
・令和4年度の入学者実績と
各学科（特に医療栄養学
科、医療情報学科）の収容
定員の検証
・医療保健学科の入学者数
の状況
・前年度の退学者実績の把
握
・（和歌山看護学部の定員
検討のための）入学定員超
過率(1.15)の確保と申請年
度検討
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3.大学案内については、基本的に前年度の内容を踏襲し、本学の
強みと医療看護系大学として本学が果たすべき社会的な役割を明
確にすると共に、女子バスケットボール部の功績を強調し、さら
なるブランド力の向上に繋げる内容とした。世田谷キャンパスに
新設される医療保健学科については、新たな臨床工学専攻の部分
を追加し、1学科4専攻についてその内容の充実を図った。
4.昨年同様、大学案内などの資料請求状況やイベント参加状況が
首都圏（1都6県）に限られることから高校訪問活動の対象校もエ
リアを限定し、効率性を優先した。さらにエリア内においても当
該高校からの資料請求数を優先し、営業を強化する高校群を絞っ
た。また、看護医療系予備校との連携をさらに強化し、特に都
内、横浜、大宮、千葉エリアの5校で説明会を展開した。しかし
ながら、今回の新たな学科である医療保健学科については、学生
募集においてその目標が達せられず、大変厳しい状況である。医
療情報学専攻については、スポーツ分野の学びを副専攻として入
れる方向性を示したことから大幅な減少には至らなかったもの
の、新たな臨床工学専攻について大変厳しい結果となった。ま
た、臨床検査学専攻は大変好調な状況である一方で、管理栄養学
専攻が大幅な減少という結果になり、新たな対策が必要な状況と
なっている。次年度に向けて、さらなる対策を講じ、定員の確保
に努める。

【計画31】(和歌山看護学部)
入学の意思の高い優秀な学生を
確保するために、多様な入試選
抜の下、受験者数を維持する。

「評価指標」
・全学部・全学科の定員確保状
況及び受験競争率の確保状況

「評価指標」
・全学部・全学科の定員確
保状況及び受験競争率の確
保状況

3.大学案内については、①本学の強み（学長メッセージ）と②各
学科の学びと社会とのつながりについて、その内容の刷新を図
り、本学の社会における位置づけを明確にし、さらなるブランド
力の向上に努めた。また、新たに開設された医療保健学部医療栄
養学科臨床検査学専攻の部分についてもその内容の充実が図られ
た。
4.18歳人口減少の影響もあり、本学への大学案内など、資料請求
状況やイベント参加状況も近県に限られるなど大きく変化したこ
とから、高校訪問の活動エリアも首都圏に限定した。また、高校
だけでなく、個別指導塾や看護医療系予備校への訪問活動にも注
力し、全学部学科の定員充足に努めた。しかしながら、一部の学
科についてはその目的が達せられず、依然厳しい状況が続く結果
となった。医療栄養学科については、新設の臨床検査学専攻の募
集が好調であったことから、前年を上回る改善がみられたが、一
方で医療情報学科については、前年をさらに下回る結果となり、
大変厳しい状況下ある。この点については、令和8年4月に向けて
新たに計画中の学科再編において改善を図りたいと考えている。

3.令和8年度に刷新する大学
案内及び大学紹介パンフ
レットの作成について準備
を進める。
4.高等学校や塾への訪問活
動を強化し、出張講義の獲
得を目指す。特に私学との
連携を強化する。
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「評価指標」
・受験延べ人数、大学説明会関
連行事への参加数、高校との交
流回数、連携高校数、連携校と
の交流回数、連携校の受験者数
と入学者数

「計画達成のための方策」
1.選抜区分ごとの受験生数を維
持し、受験延べ人数400名を維
持する。そのために、広報活動
と共に大学説明会、出前授業、
1日体験入学を実施する。
2.受験者の多い県内高校との連
携協定を推進し、現在の連携高
校4か所を8か所まで増やす。そ
のために、連携高校への大学説
明会、出張講義と連携校出身学
生の母校訪問での交流を1回以
上行うとともに、本学部教員と
高校教諭との教育指導に関する
意見交換会を1回開催する。

Ⅳ 1.大学説明会、出前講座、大学講義体験
大学説明会は19校の高校を対象に23回、出前講座は7校の高校を
対象に9回、大学講義体験は4校の高校を対象に4回行った。ま
た、和歌山市主催の「学生支援プロジェクト」にも参加し、広報
活動に努めた。大学説明会は517人、出前講座は1237人、大学講
義体験は94人の高校生が参加した。
2.連携校連絡協議会
連携校連絡協議会を開催し、連携高校全8校の教諭が参加した。
大学の教育内容及び今後の動向、国家試験対策と合格率などの状
況、学生の就職・進学支援と就職率などの状況、令和6年度入試
結果および令和7年度入試についての説明を行った。1年生の「ア
カデミック・スキル」の講義見学を行った後、高校の先生と入試
対策などについて意見交換を行った。
3.オープンキャンパス
計3回実施した。全オープンキャンパス、参加した高校生から概
ね良好な反応が得られており、事業の目的とするところに沿った
結果が得られたと考える。
・学生企画オープンキャンバスを7月7日（日）に開催した。高校
生が100名、保護者が40名参加した。
・オープンキャンパスを7月28日（日）、8月11日（日）に開催し
た。7月は、高校生が86名、保護者が39名参加した。8月は、高校
生が95名、保護者が45名参加した。
4.受験者数
・受験延べ人数289名で昨年より増加した（前年度268名）。入学
者数は107名。18歳人口減少及び看護師希望者減少がある中、高
校生や連携校を対象とした広報活動の成果が表れたと考える。今
後も、確実に入学生を確保できているよう、広報活動を続けてい
く。

「評価指標」
・受験延べ人数、大学説明
会関連行事への参加数、高
校との交流回数、連携高校
数、連携校との交流回数、
連携校の受験者数と入学者
数

「年度計画31」
1.広報活動と各高校を対象
とする大学説明会関連行事
を高校の希望に沿って実施
する。
2.連携協定を結んだ高校と
の4回以上のプログラムを実
施するとともに、高校教諭
と本学部教員、高校生と本
学部学生との交流を行う。

1.受験生数の確保に関する活動
1)大学説明会、出前講座、大学講義体験
大学説明会は15校の高校を対象に19回、出前講座は4校の高校を
対象に5回、大学講義体験は4校の高校を対象に4回行った。ま
た、和歌山市主催と県進路指導研究会主催の大学説明会にも参加
し、広報活動に努めた。大学説明会は380人、出前講座は330人、
大学講義体験は104人の高校生が参加した。
2)オープンキャンパス
計3回実施した。参加した高校生から概ね良好な反応が得られて
おり、事業の目的とするところに沿った結果が得られたと考え
る。
・学生企画オープンキャンバスを6月15日（日）に開催した。高
校生が91名、保護者が43名参加した。
・オープンキャンパスを7月13日（日）、8月10日（日）に開催し
た。7月は、高校生が76名、保護者が25名参加した。8月は、高校
生が133名、保護者が63名参加した。
3)入試説明会
8月17日に開催した。90名の高校生の参加があった。
4)受験者数
・全入試の受験延べ人数は221名であり、合格実数は157名であっ
た。全体の受験者数は昨年度(292名）より減少したが、総合型選
抜では受験者が51名と昨年度より12名増加した。総合型選抜を通
して早期に進路を決定したいと考える高校生が増えてきているこ
とが増加の背景として考えられる。また、高校生や連携校を対象
とした広報活動の成果が、受験者および入学者の確保という形で
表れたものと考えられる。今後も、確実に入学生を確保していく
ため、広報活動を継続するとともに、入試への志向の変化を踏ま
え、学生確保につながる入試のあり方について継続的に検討して
いくことが重要である。
2.連携校連絡協議会
連携校連絡協議会を開催し、連携高校全8校の教諭が参加した。
大学の教育内容及び今後の動向、国家試験対策と合格率などの状
況、学生の就職・進学支援と就職率などの状況、令和7年度入試
結果および令和8年度入試についての説明を行った。また、田村
理事長の講和を行ない、高校の先生と入試対策などについて意見
交換を行った。

Ⅳ
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【 計 画 32 】 ( 国 際 交流 セン
ター、研究協力部、各事務部)
国際交流センターを中核とし
て、学生・教職員に係る海外派
遣・海外研修等を実施するとと
もに、オンラインを活用した海
外大学等との交流を拡大する。
また、海外からの留学生・研究
生等の受入れを推進し、大学の
国際化を進め、国際的視野を持
つ医療人の育成に努め、地域貢
献及び地域の国際化に寄与す
る。

「計画達成のための方策」
1.学生・教職員の海外派遣・海
外研修等の実施及び海外からの
留学生等の受入れを積極的に行
うため、海外の大学や医療機関
との交流締結を更に推進する。
特に、国際交流センターでは従
来から協力関係にあったハワイ
大学とシャミナード大学との大
学間提携を実現できるよう両大
学に積極的に働きかける。
2.国際的な講演会の開催など積
極的に推進する。
「評価指標」
・海外大学との交流締結数及び
学生・教職員の海外派遣・海外
研修等の実施及び海外からの留
学生等の受入れ数、海外研修実
施に伴う参加者の満足度
・国際的な講演会等の開催状況

【年度計画32】
1.大学間提携大学との連携
関係をさらに深めるため
に、協力的なプロジェクト
について提携大学と検討
し、提携内容をさらに充実
させる。
2.国際的な講演会の開催な
ど積極的に推進する。
「評価指標」
・海外大学との交流締結数
及び学生・教職員の海外派
遣・海外研修等の実施及び
海外からの留学生等の受入
れ数、海外研修実施に伴う
参加者の満足度及び協力的
なプロジェクトの実施状況
・国際的な講演会等の開催
状況

Ⅳ (国際交流センター、研究協力部）
1.令和6年4月にオーストラリアのグリフィス大学との3年間の大
学連携を更新した。国際交流委員会では、令和6年度から海外研
修をオンライン1回、現地研修1回と実施することとし、オースト
ラリア研修とハワイ研修をそれぞれオンラインと現地研修とで交
互に実施することとなった。それに従い、令和6年度は、9月にグ
リフィス大学オンライン研修、令和7年3月にはハワイ大学現地研
修を実施した。
・9月のグリフィス大学オンライン研修では、学部生・研究科
生・教員16名が参加し、オーストラリアの医療、看護、臨床栄
養、医療情報について講義を受けた。実施後アンケートでは
100％が、「現地研修に参加できないが、海外の医療に関して学
びたいと思っている学生たちにとっては、オンライン海外研修は
効果的な学習の機会を提供するもので、今後も継続を望む」と回
答している。
・令和7年3月のハワイ研修に関しては、従来研修で連携していた
ハワイ大学看護学部やシャミナード大学が学部内再編のために受
け入れが困難ということで、ハワイ大学アウトリーチカレッジが
実施している2-week New Intensive Cours of English(NICEプロ
グラム）に希望学生を派遣することになった。23名の学生が参加
して、2週間の集中英語講座に参加した。宿泊は学生の希望によ
りハワイ大学の寮あるいはホームステイが選択された。実施後ア
ンケートでは、研修全体に対する満足度は、大変満足71％、まあ
まあ満足29％を合わせると100％、また、同じく100％がこの研修
を他の学生にも勧めたいと回答し、非常に高評価を得た。

　
Ⅳ

　
(国際交流センター・研究協力部)
1.令和7年9月に10日間のグリフィス大学現地研修を実施した。総
参加者数は47名であった。引率者は3名であった。事前研修2回、
事後研修1回も実施した。現地研修では、学生は全期間大学斡旋
の家庭に1名ないしは2名でホームステイした。グリフィス大学で
の研修は1週間午前中英語の集中授業(英語会話能力別に4レベル
に編成した)を受け、午後はキャンパスツアー、病院見学、介護
施設見学などに参加した。研修終了後に参加学生を対象に行った
参加後アンケートは74％が大変満足、24％がやや満足、2％が普
通と回答し、全般的に高い評価を得た。
2.令和8月3月に2日間のオンラインハワイ研修を行った。研修受
け入れ先は、本学が2010年から研修提携を行ってきたホノルル市
に位置するシャミナード大学である。参加者は、学部生・研究科
22名であった。また、学生交流では、本学学生も積極的に英語で
参加した。事後アンケートで大変満足と回答した学生が大半を占
めた。シャミナード大学とは、今後も関係をより強固なものにし
て、今後は現地研修の再開なども検討していきたい。他方、コロ
ナ禍から相当の年数が経過して対面研修を再開できていないこと
も事実であり、見直しが必要な時期に来ていることも事実であ
る。
3.このため海外研修の見直しに着手し、運営主体についても従来
の国際交流センター(専任の事務職員1名体制)から、単位認定権
限を持つ総合教育センター(グローバル教育担当の兼任教員2名体
制)への移管に着手した。

91



評
価
区
分

評
価
区
分

第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 内部質保証推進会議自己点検・評価委員会令和7年度計画達成状況
評
価
区
分

評
価
区
分

（国際交流センター、研究協力部）
2.令和6年度の国際講演会の計画としては当初2～3回としていた
が、以下の通り3回の国際講演会をオンラインで実施した。
10月22日：「フィンランドはなぜ世界一幸せな国に選ばれ続ける
のか」（講師：久末智実　タンペレ大学博士課程在籍中）。11月
16日：「多職種間のチームワーク・コミュニケーションを向上さ
せるシミュレーション訓練」（講師：Dr. Lorrie Wong ハワイ大
学看護学部教務担当副学部長）。12月10日：「アフリカでの経験
から看護師の視点で考える国際保健への貢献とキャリア開発」
（講師：坂本琢美　メプラジャパンコンサルタント／長崎大学熱
帯医学グルーバルヘルス研究科）申込者数117名。
(和歌山事務部)
・近畿圏内に在住の外国人医療従事者（ベトナム）3名と本学部
学生12名が参加し交流会を開催した。

Ⅳ Ⅳ 4.令和7年度の国際講演会は、10月、11月、12月、各月1回で合計
3回実施した。
10月22日：「海外で医療職として働くために必要なこと」(講
師：佐野愛梨氏、西尾雅子氏)現在、オーストラリアで働く看護
師佐野氏とかつてカナダで長年看護師として働いた西尾氏による
講演は、将来海外で働きたいと思っている学生にとって関心が高
く、他の回より学部生の参加者が多かった。
11月21日：「ボランティア×医療＝共に生きるということ」(講
師：笠原順子氏)JICA海外協力隊看護師として働いたご自身の経
験に基づいてお話ししていただいた。
12月10日：「オランダ発ポジティブヘルスと安楽死」(講師：
シャボットあかね氏)オランダ在住のシャボット氏よりオランダ
人の生活に根差した健康・病気について考え方、安楽死に関する
考え方について講義いただいた。活発に質疑応答が行われた(講
演会シリーズ申込者数：114名)
また、これらの講演会は単発開催であり、学生が単位を修得する
ことができないため、令和8年度は総合教育センターが共通科目
として「国際関係論」を開講できるように、体制の見直しに着手
した。その一環として、令和7年に日本アジア医療福祉教育研究
所との包括協定を行った。
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6.教員・教員組織

・令和6年度の授業評価アンケートは、前期後期実施したもの
の、それらを集計して分析する部分が、最終的に行われなかっ
た。集計、分析の担い手が不在となった反省から、令和7年度に
実施した授業評価は、年度分をまとめて5月に結果分析を行っ
た。
・「学修及び生活に関する実態調査は、令和6年度より、全国学
生調査に置き換わり、そちらを実施することで置き換えを行っ
た。全国学生調査の結果分析は年度を超えてしまったが、令和8
年5月に実施され、内部質保証会議にて承認、大学HPへに掲載に
繋げた。

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画

「計画達成のための方策」
教育研究を円滑に実施するた
め、 有効かつ適切な教員配置
を図るとともに、教員に欠員等
が生じた場合 には、原則公募
により募集を行うこととし採
用・昇任等に当たっては 教員
選考規程及び教員選考基準に基
づき公正かつ適切に行う。

Ⅳ
【年度計画33】
教育研究を円滑に実施する
ため、有効かつ適切な教員
配置を図るとともに、教員
に欠員等が生じた場合 に
は、原則公募により募集を
行うこととし採用・昇任等
に当たっては 教員選考規程
及び教員選考基準に基づき
公正かつ適切に行う。

Ⅳ

【計画33】(総務人事部)
「教員組織の編成方針」に基づ
き、教育研究を円滑に実施する
ため、 有効かつ適切な教員配
置を図るとともに、教員に欠員
等が生じた場合 には、原則公
募により募集を行うこととし採
用・昇任等に当たっては 教員
選考規程及び教員選考基準に基
づき公正かつ適切に行う。

・令和7年度の教員配置数は213名（令和8年3月現在）であり、こ
のうち年度内に実施した教員選考（採用）は7名であった。
・教員に欠員等が生じた場合には、原則として公募により募集を
行い、採用・昇任に当たっては、教員選考規程及び教員選考基準
に基づき、教育研究業績、実務経験、大学運営への貢献等を総合
的に審査し、公正かつ適切な選考を実施した。
・また、看護学科においては、教育研究を円滑に実施するため、
各学部・学科・領域における教育体制、実習運営、学生数等を踏
まえ、領域ごとの適正人員の整理を進めるなど、教員の適正配置
に注力した。あわせて、効率的かつ質の高い教育体制の維持・整
備に取り組んだ。

令和6年度実績
評
価
区
分

令和6年度の教員配置数は、247名(R7.3現在)、うち年度内の教員
選考(採用）は、29名であった。欠員の補充は、内部昇格と外部
採用を適切に組み合わせ、教員選考規程及び教員選考基準に基づ
き公正かつ適切に行った。

令和7年度計画達成状況

 【計画34】(企画部・教務部)
「教員組織の編成方針」に基づ
き、教員に求める能力の明確化
を図った上で、FD活動を積極的
に推進する。

「評価指標」
・教員の配置状況及び教員選考
状況

「評価指標」
・教員の配置状況及び教員
選考状況

「評価指標」
・「学生による授業評価、学修
及び生活に関する実態調査」の
実施結果状況
・各部局毎の教員参加者数、ア
ンケートの実施状況

「評価指標」
・「学生による授業評価、
学修及び生活に関する実態
調査」の実施結果状況
・各部局毎の教員参加者
数、アンケートの実施状況

「計画達成のための方策」
1.FD活動の一環として、毎年度
「学生による授業評価、学修及
び生活に関する実態調査」を実
施し、授業内容・方法の改善・
充実及び教員の教育力の向上を
図る。

Ⅲ
【年度計画34】
1.FD活動の一環として、毎
年度「学生による授業評
価、学修及び生活に関する
実態調査」を実施し、授業
内容・方法の改善・充実及
び教員の教育力の向上を図
る。

Ⅰ1.授業評価については、昨年度より令和5年度アンケートの回収
率は2.4ポイント上昇(72.7%)した。学部別の集計結果を令和5年9
月に学内及び大学ホームページにおいて公表し、科目別の集計結
果は、授業開講キャンパス事務部経由で科目担当教員に渡し、担
当教員からは、次年度の授業計画の改善等を学科長等への提出を
求めた。
・学修及び学生生活に関する実態調査については、令和5年度実
施分の集計結果を、一般向けに5月に大学ホームページで公開し
た。
また、令和6年度調査は、12月に実施し、昨年度より9.7ポイント
高い79.6%の回収率となった。
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自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績
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分

令和7年度計画達成状況

2.令和6年度の「東京医療保健大学を語る会」については、10月
23日（水）に対面、Zoom及び後日オンデマンド配信の形で実施し
た。当日は、まず理事長から講話の後、学長及び事務局長より、
令和7年度に受審する大学基準協会認証評価に向けた本学の取組
等について説明があった。当日及び後日オンデマンドの参加数の
合計は100％であった。
アンケート結果として、「大いに参考になった」「参考になっ
た」の回答が合計99.1％であり、参加者からの満足度は高い結果
となった。

「評価指標」
・先進的研究推進及び教育活用
の在り方検討会の実施状況
年1回以上実施

「評価指標」
・先進的研究推進及び教育
活用の在り方検討会の実施
状況
年1回以上実施

〇各学部・学科・研究科等
【計画35-1】㋐(医療保健学部
看護学科)
世界をリードする先進的研究の
推進及び教育活用の在り方を検
討する。

2.令和7年度の「東京医療保健大学を語る会」については、10月
29日（水）に対面、Zoom及び後日オンデマンド配信の形で実施し
た。当日は、まず理事長から講話の後、株式会社Gakken 志村執
行役員による講演、小野総合教育センター長からの 活動報告に
ついて説明があった。当日及び後日オンデマンドでの参加数の合
計は100％であった。アンケート結果として、「大いに参考に
なった」「参考になった」の回答が合計99.5％であり、参加者か
らの満足度は高い結果となった。
・認証評価結果として、「全学的な研修については、「全学FD・
SD委員会」の主催により、年1回全教職員の参加を義務づけてい
る「東京医療保健大学を語る会」を実施しているが、内容はFDに
関するもののみであり、このほかにSD研修は実施していないた
め、教職員が大学運営に必要な知識・技能を身につけ、能力・資
質を向上するためのSD研修を着実に実施することが求められ
る。」 旨、改善課題として指摘されたことから、今後は総合教
育センター及び全学FD・SD委員会において、教員に対する全学的
なSDの実施について検討する必要がある。

2.全教職員が一堂に会して、教
員の事例発表及び意見交換を行
う「東京医療保健大学を語る
会」を毎年度開催し、学部・研
究科におけるFD活動の推進を図
る。

2.全教職員が一堂に会し
て、教員の事例発表及び意
見交換を行う「東京医療保
健大学を語る会」を毎年度
開催し、学部・研究科にお
けるFD活動の推進を図る。

ⅢⅣ

・教員のニーズに合わせた企画を実施することが今年度の計画で
あったため、4月にニーズ調査を実施した。その結果、16名の回
答者から統計解析の相談、研究者同士の交流・情報交換、科研費
申請に関するニーズを把握した。科研費申請については全学での
研修を踏まえ、学科では少人数で「研究よろず相談会」を2回開
催した。その結果、参加者5名中2名は、科研費申請につながっ
た。アンケート結果から研究構想の相談や申請のための準備が具
体的にわかり、次年度につながる企画であったと評価している。
また、FD活動報告会（3/17開催）において、研究成果を共有し
た。
・科研費の新規申請は14名（29.2％）、新規採択1名（7.1％）、
前年度からの継続とあわせた科研費獲得8名であり、科研費の申
請者は増加したものの採択者数の増加はなかった。今後も、相互
支援の企画を継続し、評価していく。

「計画達成のための方策」
年2回のFD研修会又は毎月の学
科会議において、成果をリード
する先進的研究の推進及び教育
活用の在り方について、対話・
討議を行う。

Ⅰ
【年度計画35-1】
年2回のFD研修会又は毎月の
学科会議において、成果を
リードする先進的研究の推
進及び教育活用の在り方に
ついて、対話・討議を行
う。

Ⅲ本学科における必要な研究支援や体制整備について、令和5年度
の意見交換内容をもとに、FD委員会で整理し課題の抽出と支援環
境の整備を令和6年度の優先事項としていたため、対話討議は実
施していない。支援体制について科研費説明会の時期の変更を要
望し変更した。また、図書館や研究協力部に相談し支援可能な方
法を検討できた。学内の支援体制や学科内での支援について春季
FD報告会（3月18日）で教員間で共有した。科研費申請や研究計
画作成、研究遂行に関する日頃の疑問に対する相談などのニーズ
があり、令和7年度には科研費申請書の記載方法に関する相談
会、研究遂行に関する相談会など学科内の人的資源を活用し開催
する。それらを通して、各教員が先進的研究を推進できる力をつ
けることを目指す。

「評価指標」
・「東京医療保健大学を語る
会」の開催状況及び各部局毎の
教員参加者数、アンケートの実
施状況

「評価指標」
・「東京医療保健大学を語
る会」の開催状況及び各部
局毎の教員参加者数、アン
ケートの実施状況
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令和7年度計画達成状況

Ⅲ1.国際学会での発表や英文誌に論文投稿できるための支援とし
て、令和5年度の意見交換内容をもとにFD委員会で整理し課題の
抽出と支援環境の整備を令和6年度の優先事項としていたため、
英語研修会は開催していない。国際学会参加者数も増えており、
英語論文執筆している教員もいるため、支援の必要な教員を対象
に、教員間のピアサポートや交流会などの開催など教員のニーズ
に合わせて達成のための方略を見直す。
2.令和6年度は英語自主学習会を1回/週程度実施しており、継続
して開催し達成できている。

参加状況（令和6年度末時点）回答者43名（回答率81％）
・5年のうち英語研修会に1回参加した教員は18人（41.8％）
・5年のうちに国際学会に1回は参加した教員は25人（58.1％）
学科としての支援は実施していないが、国際学会参加者数は増え
ており、国際学会へ参加や英語論文執筆への支援については対象
者やニーズに合わせて方略を検討する。

1～6・ FDマップに則した教職員に、社会的関心の高まりやホッ
トイシューに関して外部講師を招いたFD研修会を2回、新着任教
員研修1回、学部内講師による研修2回の合計5回/年の研修会を企
画・運営した。また、全学や各委員会で企画された研修につい
て、FD委員会からも参加案内およびFDマップ利活用の案内、学外
で行われた新人教員向けの研修会への参加案内とFDマップの利活
用の案内も行った。これらの活動により、参加率や教職員のFD
マップへの周知や利活用も高まってきたといえる。
・さらにFDマップの利活用しやすいように今年度よりFDマップを
電子化し、自己管理できるように取り組んだ。この評価として、
利活用しやすく、達成度も把握できたといった評価を得ることが
できた。
・2024度FDマップ対応表の達成率は、教育80%、研究90%、研究
80%といった結果となり、昨年度よりも高まったことから、一層
研修の充実性が高まったといえる。

「計画達成のための方策」
1.FDマップに則した職員にFD研
修の実施。
2.SDの理解を深め全職員向けの
全学的SDの推進。
3.全学的SDとして外部大学や地
域との共催による活動。
4.社会的関心の高まりやホット
イシューに関する研修会の開
催。

Ⅳ

【計画35-3】㋐(東が丘看護学
部・看護学研究科)
全学的FD委員会との調整の上、
FD、SD活動を推進する。

・対象者のニーズに合わせて国際学会での発表や英文誌に論文投
稿を目指している教員を対象に「国際学会参加・国際ジャーナル
投稿に向けた交流会」を開催した（参加者10名）。国際ジャーナ
ルアクセプト経験者2名の体験をもとに論文作成に向けて情報交
換を実施した。参加者の反応としては、今後の参考となった、
チャレンジしていきたい等の声が聞かれた。また、このような交
流会を継続できることで研究を推進していくことにつながるとの
意見もあった。希望者による研究の交流やteamsでの交流等によ
る情報交換、相互支援の場づくりを継続する。

「評価指標」
・教員全員が5年のうち1回は英
語研修に参加
・教員全員が5年の間に1回は、
国際学会（学術集会）に参加

「評価指標」
・教員全員が5年のうち1回
は英語研修に参加
・教員全員が5年の間に1回
は、国際学会（学術集会）
に参加

Ⅲ

「計画達成のための方策」
1.FD委員会主催英語研修会を実
施することとし、受講者の希望
に合わせて継続的に開催し（年
2回）、英語論文執筆を支えて
いく。
2.英語自主勉強会を実施するこ
ととして、年間20回ほど、1時
間程度の英語の自主勉強会を継
続する。

Ⅲ
【年度計画35-2】
1.FD委員会主催英語研修会
を実施することとし、受講
者の希望に合わせて継続的
に開催し（年2回）、英語論
文執筆を支えていく。
2.英語自主勉強会を実施す
ることとして、年間20回ほ
ど、1時間程度の英語の自主
勉強会を継続する。

【年度計画35-3】
1.FD・SDマップに則した職
員にFD研修の実施　。
2.SDの理解を深め全職員向
けの全学的SDの推進。
3.全学的SDとして外部大学
や地域との共催による活
動。
4.社会的関心の高まりや
ホットイシューに関する研
修会の開催。
5.FD・SDマップの周知およ
び利活用に関する東が丘教
職員へのアンケートの実
施。
6.FD・SDマップの周知およ
び利活用に関する東が丘教
職員へのアンケートに基づ
く次年度課題の抽出および
課題に対応したFDマップの
運営方法検討。

・英語研修の参加状況（回答率81.2％）は、5年のうち1回以上国
際学会に参加した教員は19名（48.7％）と、国際学会参加者は1
名増加した。英語研修会の開催の必要性についてアンケート調査
を行ったところ、開催を希望しないという回答が74％だった。そ
の理由として、「教員間での能力に差があり、集団としての開催
では個々のニーズを満たせない」や「学会等の外部資源の活用が
可能であるため」等だった。そのため、学科教員の当該企画の
ニーズは低いことを受け、今年度は英語研修会は実施しなかっ
た。次年度以降も開催しないことにした。次年度以降の駅核から
英語研修会、自主学習会の開催を削除し、相互支援FDの開催のみ
とする。評価指標から「5年のうち英語研修に参加」も削除す
る。

1.FD・SDマップに則したFD研修の実施
FD・SDマップに基づき、教員の段階および役割に応じたFD研修を
計画的に企画実施した。研修内容は教育力向上、研究指導力の強
化、学生支援体制の充実を柱とし、体系性を担保した運営を行っ
た。研修は学部内講師による研究2回、臨時研修2回、他キャンパ
ス講師による研修1回、合計5回を実施した。参加率は概ね良好で
あり、当日参加できない者に対しては動画視聴できるように配慮
した。事後アンケートでは「教育実践への活用可能性が高い」と
の回答が多数を占めた。FDマップに基づく研修体系が一定程度機
能していることが確認された。
2.SDの理解を深め全職員向けの全学的SDの推進。
 SDの目的および意義についてFDマップブックに記載されている
ように共有を図るとともに、従来、教員中心であった研修体制に
対し、研修開催時には全教職員にアナウンスし、大学運営への参
画意識の向上を目指した。一方で、SD概念の浸透度には個人差が
認められ、今後は継続的な情報発信と体系的な研修設計が課題。

【計画35-2】㋐(医療保健学部
看護学科)
教員が国際学会での発表や英文
誌に論文投稿できるよう、教員
に英語学習機会を提供する。
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令和7年度計画達成状況

【統括】FD・SDマップに基づき、体系的かつ計画的にFD・SD活動
を推進した。研修後の継続的な周知および電子化による利活用促
進により、教職員の自己管理意識の向上と主体的な研鑽が定着し
つつある。また、学部内にとどまらず全学の研修への参加を支援
することで、教育・研究・地域貢献の各領域における達成度向上
に寄与した。アンケート結果を踏まえ、次年度に向けた改善の方
向性も明確化され、FD・SD活動は組織的能力開発の基盤として機
能していると評価できる。

・FDマップに則した教職員に対し、社会的関心の高まりやホット
イシューに関するテーマのFD研修を5回/年企画し、対面および
zoom開催としたことで、出席率や受講者の満足度も高く、研修目
標の達成にもつながった。
・全学との連携研修や他委員会で開催された研修との連携、学外
で行われた新人教員向けの研修への参加案内、及びFDマップの利
活用を促した。
・FDマップの利活用を目指し、今年度よりFDマップの電子化に取
り組んだ。電子化したFDマップに対してポジティブな反応もあっ
たが、一方で、活用できていない教職員もいるため、アンケート
結果に基づいて次年度において電子化したFDマップの運営方法を
検討する予定である。

3.全学的SDとして外部大学や地域との共催による活動。
地域機関との共催によるSD活動としては、日本看護系大学協議会
『看護学教育モデル・コア・カリキュラムに基づくコンピテン
シーの評価方法』の研修に教職員全員参加とし、学外の知見を取
り入れる機会を創出した。参加者からは「モデル・コア・カリ
キュラムにおけるコンピテンシーの理解を再認識した」、「セミ
ナーを通じ、具体的な評価スキルを学び続ける姿勢が求められ
る」、のように一定の成果が確認された。今後は外部大学や地域
との共催による連携の継続性と具体的成果への発展が課題。
4.社会的関心の高まりやホットイシューに関する研修会の開催。
社会的関心の高いテーマや教育・医療分野におけるホットイ
シューを取り上げた研修会を開催した。時宜を得たテーマ設定に
より関心度は高く、参加者からは現場実践への示唆が得られたと
の評価があった。本取り組みは、組織の社会的感度を高める機会
として有効であったと評価できる。今後はテーマ選定のプロセス
をより体系化し、継続的な実施体制の整備が求められる。
5.FD・SDマップの周知および利活用に関する東が丘教職員へのア
ンケートの実施。
　FD・SDマップの周知状況および利活用実態を把握するため、東
が丘教職員を対象としたアンケート調査を3月に実施した。その
結果、研修終了後に継続的に実施してきたアナウンスにより、
マップの存在および目的は概ね理解されていることが確認され
た。また、電子化による閲覧・記録の利便性向上が、教職員の自
己管理および主体的な活用促進につながり、定着が進んでいる傾
向が明らかとなった。本調査は、次年度の改善方策を検討するた
めの重要な基礎資料として位置付けられる。
6.FD・SDマップの周知および利活用に関する東が丘教職員へのア
ンケートに基づく次年度課題の抽出および課題に対応したFDマッ
プの運営方法検討。
FD・SDマップの周知および利活用状況に関するアンケート調査を
実施した結果、マップの活用は概ね良好であり、教職員が自己の
キャリア形成や研修参加計画に活用している実態が確認された。
特に、各研修終了後にFD・SDマップとの関連を明示し継続的にア
ナウンスを行ったことが、利活用促進および自己管理意識の向上
につながったと考えられる。また、学部主催の研修にとどまら
ず、全学的に実施されている研修についても積極的に情報共有を
行い、教職員が教育・研究・地域貢献の各領域において計画的に
研鑽を積むことができる環境整備を行った。その結果、FD・SD活
動が個人の能力開発のみならず、組織目標の達成にも資する仕組
みとして機能していることが確認された。アンケート結果を踏ま
え、次年度に向けては、利活用事例の可視化および成果共有をさ
らに推進し、FD・SDマップの運営をより戦略的に展開する方針で
ある。アンケート結果は教育69.8%、研究61.2%、社会貢献55%で
あった。
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令和7年度計画達成状況

3.東が丘看護学部 FDマップを
参考に、FDの企画・運営を行
う。

Ⅲ 3.学外講師によるＦＤ企
画。年間2回（Zoom 1回、対
面 1回）

Ⅲ

5.リサーチマップ登録・更新方
法のガイドを紹介する。

Ⅳ 5.立川看護学部年報の作成
と大学ＨＰ上への公開。

Ⅳ

6.リサーチマップの登録のメ
リットと方法に関するFDを開催
する。

Ⅳ 6.自己点検・評価報告書
（立川）の作成。

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

1.学部単独のFD企画については、対面もしくはハイブリット型で
計5回実施した。

2.他学部と共同のFD企画は今年度開催できなかったが、外部で実
施されているFD企画への参加推進や災害医療センターで実施され
ている研修会などに参加するように広報を行った。

3.学外講師によるFD企画は学部単独では実施できていないが、大
学全体で実施される外部講師によるFD企画への参加推進をはかっ
た。

4.市民公開講座として、「CCAP版親と子の関係を育てるペアレン
ティングプログラム　ダイジェスト版」というテーマで11月に実
施した。3月に「アロマでせっけんづくり」を企画していたが、
参加者がなく中止となった。

5.令和5年度(2024年度）の年報がUPされており、2025年度年報を
作成している。

6.自己点検報告書については、前年度のものを提出され、UPされ
ている。

5.5月上旬に2023年度年報がUPされ、2024年度年報を作成してい
る。

6.8月に大学HP上に「令和5年度自己点検・評価報告書」がアップ
された。

2.他学部と共同のFD企画は今年度開催できなかったが、外部で実
施されているFD企画への参加推進や災害医療センターで実施され
ている研修会などに参加するように広報を行った。

3.学外講師によるFD企画は学部単独では実施できていないが、大
学全体で実施される外部講師によるFD企画への参加推進をはかっ
た。

4.市民公開講座として「脳を活性化して生涯健康な脳を維持しよ
う！」というテーマで11月に1回、親子を対象として「アロマで
せっけんづくり」を8月に1回実施した。

「計画達成のための方策」
1.他学部のFD企画にも積極的に
参加できるように調整し、情報
提供を行う。

Ⅳ
【年度計画35-4】
1.学部単独のＦＤ企画。年
間3回（Zoom 2回、対面 1
回）

Ⅳ1.学部単独のFD企画として、対面で4回実施した。内容は、教学
マネジメントに関する授業評価に関する内容を段階的に実施し、
教員間で意見交換を活発に行った。

2.学外講師に依頼ができるよう
に、FDに関する予算（5万/年）
を捻出する。

4.公開講座の時期と内容等につ
いて立川市と検討する。

Ⅲ

Ⅳ

2.他学部と共同のＦＤ企
画。年間3回（Zoom 2回）

4.立川市民への公開講座。
年間2回（対面 2回）

【計画35-4】㋐(立川看護学
部)
立川看護学部として、教員のFD
企画、競争的研究費獲得に向け
た支援の実施等及び立川市への
公開講座の実施等により地域連
携を図る。

「評価指標」
・FDマップに則した職員のFD研
修の実施状況
・SDの理解を深め全職員向けの
全学的SDの推進状況
・全学的SDとして外部大学や地
域との共催による活動状況
・社会的関心の高まりやホット
イシューに関する研修会の開催
状況

「評価指標」
・FD・SDマップに則した職
員にFD研修の実施　4～6回/
年
・SDの理解を深め全職員向
けの全学的SDの推進(全学と
の連携研修開催　2回程度/
年)
・全学的SDとして外部大学
や地域との共催による活動
4～6回/年
・社会的関心の高まりや
ホットイシューに関する研
修会の開催1～2回/年
・FD・SDマップの周知及び
利活用に関する東が丘教職
員へのアンケートの実施状
況
・FD・SDマップの周知及び
利活用に関する東が丘教職
員へのアンケートに基づく
次年度課題の抽出及び課題
に対応したFDマップの運営
方法検討状況
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令和7年度計画達成状況

7.毎年度競争的研究費の受託件
数を把握する。

Ⅳ 7.立川看護学部教員の研究
活動を支援し、競争的研究
費の獲得をサポートする。

Ⅲ 7.Resarchmapについては、全員の教員が登録をすることができて
いる。科研費10件、学外助成金2件であった。

8.災害看護に関連し、地域と連携して防災対策等を通じて住民の
健康増進に寄与している。

Ⅲ

Ⅲ

7.resarchmapの登録方法や統計ソフトの使い方などの情報を動画
が引き続き提供されている。科研費11件、学外助成金は5件、学
内助成金は4件であり、前年度より多少増えている。

9.今年度の発表状況（学会発表 56回、論文 24偏）は、昨年度
（学会発表 62回、論文 22偏）と比較して、学会発表が少し減少
しているようであったがほぼ横ばいの状況である。

9.今年度の発表状況は学会発表件数38回、論文17件であった。昨
年度が学会発表 56回、論文 24偏であったため、減少している
が、教員数も減少していることも影響している。今後さらに推進
していく。

「評価指標」
・若手教員を対象とした基礎的
FDの実施状況

「評価指標」
・若手教員を対象とした基
礎的FDの実施状況

Ⅳ

【計画35-5】(千葉看護学部)
DPを可能とする質の保証された
教育を、継続的・発展的に行う
ため、社会のニーズにも対応し
た教員のFD活動を積極的に推進
する。

1.令和6年度の基礎的FDの対象となった3名の教員の進捗管理・支
援を行い、基礎的FD研修会および助教・助手教員交流会を1回実
施した（3月11日）。令和6年度は、少人数でのグループワークを
実施し、焦点を絞ったディスカッションを行うことができた。

1.令和6年度の基礎的FDの対象となった3名の教員の進捗管理・支
援を継続し、基礎的FD研修会および助教・助手教員交流会を1回
実施した（3月11日）。DXの利活用に関する授業参観の報告があ
り、シミュレーション教育についての小人数でのグループワーク
を実施し、ディスカッションを行うことができた。

9.教員の学会発表または論
文投稿(いずれも共著含む)
を推進する。

Ⅲ

「計画達成のための方策」
1.若手教員を対象とした基礎的
FDの実施。
教育経験の浅い教員を対象とし
た大学教員としての基礎的な教
育観とスキルを養う研修を行
う。

Ⅳ
【年度計画35-5】
1.若手教員を対象とした基
礎的FDの実施。
若手教員を対象とした基礎
的FD研修会を開催する。
（対象がある場合）（年1
回）

8.「まちの保健室」の実施が難しく、地域と連携した企画が滞っ
ているが、立川市と共同している公開講座等を通じて住民の健康
増進に寄与していきたい。

「評価指標」
・学部単独・他学部と共同のFD
企画状況
・立川市民への公開講座実施状
況
・立川看護学部年報の作成と大
学HP上への公開状況
・自己点検・評価報告書（立
川）の作成状況
・立川看護学部教員の研究活動
の支援状況
・地域との連携状況
・教員の学術集会発表及び論文
投稿状況

「評価指標」
・学部単独・他学部と共同
のFD企画状況
・立川市民への公開講座実
施状況
・立川看護学部年報の作成
と大学HP上への公開状況
・自己点検・評価報告書
（立川）の作成状況
・立川看護学部教員の研究
活動の支援状況
・地域との連携状況
・教員の学術集会発表及び
論文投稿状況

8.科研費申請に向けたFDを企画
し、毎年度内容を改善してい
く。

9.毎年2月ごろ次年度の「住民
を対象とした活動」について各
領域や委員会に活動を促すとと
もに、次年度の予定を確認す
る。

Ⅲ 8.地域と連携し、住民の健
康増進に貢献する。
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1.新任教員に対しては、採用時のガイダンスにおいて大学教員と
しての心構えや本学部の3pをもとに教育について、令和6年度に
オンデマンド（令和4年度実施のものを活用）を実施した。
①教育経験の浅い教員、新任教員を対象としたFD研修は「科研費
を取ろう」（研究協力部主催）として実施した後日、数名の教員
は個別の研究相談を受けた。
②研究費獲得のためのFDを1回、新任教員への説明会を1回実施し
た。

【年度計画35-6】
1.新採用教員と教育経験の
浅い教員を対象としたFDの
実施。（対象に応じて開催
回数を調整）
①教育経験の浅い教員を対
象としたFD研修プログラム
を作成し研修会を開催す
る。（年2回）
②新採用教員を対象とした
FD研修プログラムを作成し
研修会を開催する。（年1
回）

3.8月26日の夏季集中FD研修会において、カリキュラムプロジェ
クトとの共催で、「10年後の保健医療を見据えた人材育成のビ
ジョンからみた現在の実習の課題と未来の構想」というテーマで
FD研修を行った。
・3月12日の春季FD研修会において、カリキュラムプロジェクト
との共催で、「新カリキュラムの2028年度開始に向けて、課題を
明確化し、共通理解する―2027年5月申請を目指して―」、FD担
当として「科学研究費助成事業(科研費)の適正な管理等につい
て」「今、改めて“標準化”とは」というテーマで春季FD研修を
行った。
・そのほかに、11月18日に学生生活支援委員会との共催で、学生
のキャリア形成の支援について、12月12日に老年・在宅看護学領
域との共催で、「リアルワールドデータ(RWD)の利活用看護資源
の適正な配置を目指して」などの共同FD企画を実施した。

1.新任教員に対しては、採用時のガイダンスにおいて大学教員と
しての心構えや本学部の3pをもとに教育について、令和7年度に
オンデマンド（令和4年度実施のものを活用）を実施した。
①新任教員および教育経験の浅い教員を対象とした研修について
は、令和8年度に向けて体系的な研修計画を作成し、実施に向け
た準備を進めた。本年度中の実施には至らなかったが、継続的な
FD推進の基盤整備を行うことができた。
②教育経験の浅い教員、新任教員を対象としたFD研修は「科研
費」（研究協力部主催）（1回）として実施した。また、総務人
事部主催「メンタルヘルス研修」（1回）や研究協力部主催「研
究倫理研修」（1回）、他学部主催のFDSD研修会へ参加した。

Ⅲ
「水準達成のための方策」
1.新採用教員と教育経験の浅い
教員を対象としたFDの実施。
①教育経験の浅い教員に対して
大学教員としての基礎的な教育
観とスキルを養う研修を行う。
②新採用教員に対して学部の特
徴とDPの理解を図る研修及び教
育観の共有を図る研修を行う。

Ⅲ

「評価指標」
・学部全体での情報共有の会開
催状況

「評価指標」
・学部全体での情報共有の
会開催状況

【計画35-6】(和歌山看護学
部)
教員の資質及びDP実現に向けた
教育力向上を目指して教員のFD
活動を積極的に推進する。

「評価指標」
・テーマに基づくFD研修会開催
状況

「評価指標」
・テーマに基づくFD研修会
開催状況

3.テーマに基づくFD研修会開
催。
過去のFD研修の評価や、時々の
トピックスを反映させた講演・
グループディスカッションによ
るFD研修を行い、社会のニーズ
に応じた教育・研究能力の向上
を図る。

Ⅳ 3.テーマに基づくFD研修会
開催。
夏季及び春季に当該年度ご
との課題解決に関連した
テーマに基づく全体FD研修
会を開催する。

Ⅳ3.8月27日の夏季集中FD研修会において、カリキュラムプロジェ
クトとの共催で、「コンピテンシー基盤型教育（CBE）の考え方
で本学部の実習科目を理解する」というテーマで、また、教務委
員会との共催で、「新しい統合実習について」といテーマでFD研
修を行った。
・3月13日には、カリキュラムプロジェクトとの共催で、春季FD
研修を行った。
・そのほかに、10月15日に学生生活支援委員会との共催で、臨地
実習における合理的配慮・教育上の調整が必要な学生の理解と支
援について、10月18日に教務委員会との共催で、「2025年度以降
の統合実習案について」、11月19日に実習委員会との共催で、
「教員の実習指導力向上を目指すワーク」、などの共同FD企画を
実施した。

2.学部全体での情報共有の会の
開催。
学部全体の教育・研究・学内外
活動について総合的に情報共有
をすることを意図したFD研修を
行い、教育・研究能力向上に向
けた相互の学びを深めるととも
に、大学・学部のDP達成に向け
ての課題検討の基盤を構築す
る。

Ⅳ 2.学部全体での情報共有の
会の開催。
年度末に主として情報交換
を目的とした全体FD研修会
を開催する。

Ⅳ2.3月13日に学部活動報告会を実施し、学部全体の教育・研究・
学内外活動について総合的に情報共有した。令和6年度は、紙上
報告を取り入れ、効率的な運営に取り組んだ。

2.3月12日に学部活動報告会を実施し、学部全体の教育・研究・
学内外活動について総合的に情報共有した。教育活動では、領域
ごとのトピックの報告があり、次年度に向けての情報共有が深
まった。
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2.FDとして実施できなかったが、領域長の会合において実習指導
について、学生の受講態度について、教育への学年上の学生の参
加（SA）についてなどの意見交換を行い、教育に反映した。
・教学マネジメントについての研修を専門家を招いて実施し、38
名が参加し、理解を深めた。
・「ハラスメント研修」を昨年度からシリーズとして継続し、本
年度最終ということで具体的な事例をもとに教員間のディスカッ
ションも含めて実施した。対面で開催　35名（教員　330、職員
5名）で参加があり、好評を得た。
・意見交換会を4回、教学マネジメント研修を1回実施した。

「評価指標」
・意見交換会・情報共有会
の実施状況

「評価指標」
・FDの実施状況

2.教育・研究・社会活動を
教職員が共有するFDの実
施。テーマを決めて実施。
①学生教育に関する意見交
換会の実施。
②研究活動、社会活動に関
する情報共有の実施。
（上記合わせて年1回）

「評価指標」
・教育経験の浅い教員を対
象としたFDの実施状況
・新採用教員を対象とした
FDの実施状況
・新採用教員の研修及び、
教育観や教育方法について
の共有FDの実施状況

2.教員および大学院生等を対象として、令和7年5月30日に、看護
実践研究センター・全学FDとの共催により、舟島先生による研修
会「これからの看護学教育、研究、実践に求めるもの」を実施し
た。参加者は132名であり、教育・研究・実践を接続して捉える
視点を共有し、教員の資質向上に資する機会となった。
また、令和7年10月28日（火）17:00～18:00に、東京医療保健大
学千葉看護学研究科・和歌山看護学研究科合同FD・SD研修会を
Zoomにて実施した。テーマは「実践・教育・研究における課題開
発と取り組みの実際」であり、教職員、大学院生、修了生、実習
施設看護職者が参加し、Zoom参加65名、動画視聴14名、計79名で
あった。これにより、教育・研究・実践に関する取組や課題を共
有し、相互に学びを深める機会となった。

3.教育・研究能力の向上を図るFDとして、研究協力部主催「令和
7年度科学研究費助成事業説明会」へ参加した。科研費獲得経験
者に個別相談できる機会について教員へ周知し、研究費獲得に向
けた支援につなげた。
他学部FDである「米国のＤＮＰ教育から学ぶこと」（医療保健学
研究科）、「参加型実習導入にむけた勉強会2-国内動向と本学科
における導入・発展を見据えて-」（医療保健学部看護学科）、
「学長と語る会」（全学FDSD委員会）に参加し、教育・研究能力
の向上に努めた。

3.教育・研究能力の向上を
図るFDを実施する。

Ⅲ 3.研究協力部主催「令和6年度科学研究費助成事業説明会」へ参
加した。科研費獲得経験者に個別相談できることを教員に伝え、
教員が相談を行った。
・「ルーブリック研修会」、「和歌山看護学部の教育理念・目的
に向かって」を実施した。
・他学部FD「ルーブリック研修会」（医療栄養学科）、「ダイ
バーシティマネジメント」（医療保健学部看護学科）、「学長と
語る会」（全学FDSD委員会）に参加した。

3.教育・研究能力の向上を図る
FDを実施する。

2.教育・研究・社会活動を教職
員が共有するFDの実施。
①学生教育に関する意見交換会
の実施。
②研究活動、社会活動に関する
情報共有の実施。

Ⅱ

「評価指標」
・意見交換会・情報共有会の実
施状況

「評価指標」
・教育経験の浅い教員を対象と
したFDの実施状況
・新採用教員を対象としたFDの
実施状況
・新採用教員の研修及び、教育
観や教育方法についての共有FD
の実施状況

「評価指標」
・FDの実施状況
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「評価指標」
・大学院における教職員の
教育力の開発状況

・和歌山看護学研究科と共同し、大学院担当教員/職員および大
学院学生等を対象としたFD・SD研修「実践・教育・研究における
課題開発と取り組みの実際」を、10月28日（木）に実施した。千
葉看護学研究科からの参加者は教員24名、事務職員2名であり、
事後アンケートからは、「地域包括ケアに関する看護師の役割を
見出す過程を具体的理解できた」などの感想があり、実践・教
育・研究についての学びが得られたことが示された。

1.各領域における3Pを再検討し、体系的なカリキュラムの構築に
つなげるように大学院の各領域別に検討後、全体で集約検討して
いる。
2.学部・大学院の一貫教育の導入は、社会人対象となっているた
め現状の中では導入に至る取り組みはしていない。
3.教員は職位に関わらず一人年2回の学会参加ができており、数
名の教員は国際会議での発表を行った。大学院での人材育成とし
て、大学院生の中から国際会議で発表できるように指導に取り組
み、発表に至った者が１名いた。国内発表は各領域でほとんどの
大学院生が年２回程度できており、今後は国際学会への発表に至
ることができるように推進していきたい。
4.産学連携・地域連携による共同研究は、各領域で１～２テーマ
程度は進めてきているが、さらに推進し、研究レベルに裏付けた
られた大学院での人材育成を推進していきたい。
・学術集会参加：一人年２回　学会はほぼ全員が参加に繋がって
いる。

Ⅲ1.各領域における3Pを再検討し、体系的なカリキュラムの構築に
つなげるように大学院の各領域別に検討後、全体で集約検討して
いる。
2.学部・大学院の一貫教育の導入は、社会人対象となっているた
め現状の中では導入に至る取り組みはしていない。
3.国際会議発表に関しては、大学院生の中から発表できるように
取り組んでいるが至ったものが1名いた。国内発表は各領域でほ
とんどの院生が年2回程度はできてきているが、今後は国際学会
への参加や発表まで至ること、また、投稿に繋がってきているが
論文審査を受けて合格した論文は前例投稿できるように推進して
いきたい。
4.産学連携・地域連携による共同研究は、各領域から一演題程度
は進めてきているがさらに、推進し、研究レベルに裏付けられた
大学院での人材育成を推進していきたい。
・学術集会参加　一人年2回　学会はほぼ全員が参加に繋がって
いる。

「計画達成のための方策」
研究レベルに裏付けられた大学
院での人材育成を推進する。
1.体系的なカリキュラムの構
築。
2.学部・大学院の一貫教育の導
入。
3.国際会議発表の推進。
4.産学連携・地域連携による共
同研究の推進。
「評価指標」
・学術集会参加　一人年2回

Ⅲ
【年度計画35-7】
研究レベルに裏付けられた
大学院での人材育成を推進
する。
1.体系的なカリキュラムの
構築。
2.学部・大学院の一貫教育
の導入。
3.国際会議発表の推進。
4.産学連携・地域連携によ
る共同研究の推進。
「評価指標」
・学術集会参加　一人年2回

【計画35-7】㋐(大学院医療保
健学研究科)
教員自らの専門性を究めていく
ことができるよう、必要な学
会・研修会に参加できる調整を
行う。職位に関わらず、一人年
2回の学術集会参加ができるよ
う、各領域内で調整を行う。

・和歌山看護学研究科と共同し、大学院担当教員/職員および大
学院学生等を対象としたFD・SD研修「リサーチクエスチョンを解
くための方法論を考える」を、10月22日（火）に実施した。千葉
看護学研究科からの参加者は教員33名、事務職員2名であり、事
後アンケートからは、研究の可能性についての学びが得られたこ
とが示された。
・学部と合同で、春季集中FD研修会・報告会を、3月13日（木）
に実施した。全教員が出席し、ポスター発表として研究科におけ
る活動が報告された。
・次年度は、研究指導能力、または、教育力の育成・開発につな
がる内容を企画していく。

「計画達成のための方策」
日々の教育活動に関する情報共
有を行うとともに、課題を整理
し、研究指導を含めた教育力、
大学院での活動を通しての地域
貢献力について、研修を実施す
ることで、その向上を図る。

Ⅳ

【計画35-8】㋐(大学院千葉看
護学研究科)
大学院における教職員の教育力
の開発推進。

「評価指標」
・大学院における教職員の教育
力の開発状況

【年度計画35-8】
大学院担当教員/職員を対象
とした情報交換/研修会を、
年2回開催する。
うち1回は他研究科との合同
研修とする。
主たるテーマは、教育実践
の評価から見いだされた地
域貢献とその発展とする。

Ⅲ
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令和7年度計画達成状況

2.DPを実現するための学部専門
領域を横断的にした研究領域の
編成を継続する。

Ⅳ 2．教員の異動時に、研究領
域の担当教員が学部の多様
な専門領域で編成するよう
配慮する。

Ⅳ

3.研究継続により研究能力の維
持向上を図る。

Ⅳ 3．研究継続により研究能力
の維持向上を図る。

Ⅳ

Ⅳ1.大学院生および教員に対して、千葉看護学部との共同研修会を
実施した。発表者の千葉看護学部の伊藤真理講師によるKJ法にお
ける研究法、和歌山看護学部の土井一浩教授による実験研究にお
ける研究法と幅広い研究方法について発表された。
統計学についての外部講師（三重大学谷村普教授）の招へい講義
の3回シリーズを、12月～1月に実施した。参加者は大学院生およ
び教員、延べ人数103名だった。講義後のアンケートでは、「検
定方法や解析手法を選択するための考え方など理解できた」「自
己学習や研修などの参加を重ねていく必要性を認識した」など継
続的な学習への意欲の向上にもつながっていた。研修内容の理解
度についても90％以上の参加者が理解できたという反応だった。

1.教員および大学院生に対して、2025年5月30日に、看護実践研
究センター・全学FDとの共催により、舟島先生研修会「これから
の看護学教育、研究、実践に求めるもの」を実施した。参加者は
132名であり、教育・研究・実践をつなぐ視点について学ぶ機会
となり、教員の資質向上および大学院教育の充実に資する研修と
なった。
また、2025年10月28日（木）17:00～18:00に、東京医療保健大学
千葉看護学研究科・和歌山看護学研究科合同FD・SD研修会をZoom
にて実施した。実践・教育・研究における課題開発と取組の実際
をテーマに、教職員、大学院生、修了生、実習施設看護職者が参
加し、相互に学びを深める機会となった。

2.3分野に各専門領域の教員をバランスよく配置した。

「評価指標」
研究領域担当教員が複数の
学部での専門性を持つ教員
の編成状況

3.教員は学部との兼務であるため、学部での研究支援と同様であ
る。
・大学院兼担教員の研究成果は、概算であるが、論文掲載15件、
著書4件、学会発表35件であった。

2.3分野に各専門領域の教員の配置をバランスよく行った。

3.大学院教員は学部教員が兼任している。研究成果は、概算であ
るが、論文掲載21件、著書10件、学会発表32件であった。

「評価指標」
研究発表・投稿状況

【年度計画35-9】
1．大学院担当教員を対象と
した研修会を、年2回開催す
る。うち1回は他研究科との
合同研修とする。

「評価指標」
研究発表・投稿状況

「計画達成のための方策」
1．大学院における教育・研究
能力開発のためのFD研修を実施
し、その向上を図る。

Ⅳ

「評価指標」
研究領域担当教員が複数の学部
での専門性を持つ教員の編成状
況

「評価指標」
・研修会開催回数、授業評価、
研究発表・投稿状況

【計画35-9】㋐(大学院和歌山
看護学研究科)
研究科を担当する教員の教育・
研究指導能力の向上を図り、学
生の学びの質を保証する教育方
法の開発と教職員体制の充実を
図る。

「評価指標」
・研修会開催回数、授業評
価、研究発表・投稿状況
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令和7年度計画達成状況

【年度計画35-10】
1.FD研修会の開催。
2.全助教などの教育団体で
の研修参加。
3.領域内の研修会・勉強会
の企画・開催。
4.CBT・OSCEの実施のための
勉強会の開催。
5.裂傷縫合・経腹エコーの
技術の教育のための自己研
鑽の実施。
「評価指標」
・自己研鑽のための研修等
の参加状況

・全国助産師教育協議会への出席は、実習・演習との重複となり
出席できなかったが、会報の共有や広報から学習会への参加情報
を共有しそれぞれ参加した。また学生参加の研修会の情報提供を
行うなどした。和歌山県母性衛生学会には専攻科生10名全員の参
加と教員の参加できた。和歌山県の施設における課題や母子とそ
の家族へのケア課題も明らかにできた。この事により教員は助産
師教育の現状把握と理解及び課題を明確にできた。

1.年2回のFD研修に参加している。
2.全国助産師教育協議会への出席（2名）と教育講演・厚生労働
省技官からの講演を聴講し、現在の助産学教育の現状と課題を学
修した。
3.4.全助教で企画しているOCSE評価者研修およびOCSE評価に教員
2名が参加している。CBTは令和7年度は実施していないが、問題
の作問に協力している。
5.チーム医療研修会へ教員3名が参加し、自己研鑽している。
・産婦人科医師による裂傷縫合の演習に本学学生20名が参加し、
演習を通して学んだ。

「計画達成のための方策」
全国助産師教育協議会への参
加、地方部会での役割遂行を通
して、助産学を教授する教員の
能力向上に務める。
「評価指標」
・全国助産師教育協議会主催総
会・研修会等への参加状況

Ⅳ

【計画35-10】㋐(助産学専攻
科)
教員としての自己研鑽を図る。

【年度計画35-11】
全国助産師教育協議会主催
総会・研修会等に1名が1回
以上の参加と専攻科内の情
報共有を行う。
「評価指標」
・全国助産師教育協議会主
催総会・研修会等への参加
状況

Ⅲ

【計画35-11】㋐(和歌山助産
学専攻科)
助産学を教授する教員の能力向
上に務める。

「計画達成のための方策」
1.FD研修会の開催。
2.全助教などの教育団体での研
修参加。
3.領域内の研修会・勉強会の企
画・開催。
4.CBT・OSCEの実施のための勉
強会の開催。
5.裂傷縫合・経腹エコーの技術
の教育のための自己研鑽の実
施。
「評価指標」
・自己研鑽のための研修等の参
加状況

Ⅳ 1.年2回のFD研修に参加している。
2.全国助産師教育協議会への出席（2名）と教育講演・厚生労働
省技官からの講演を聴講し現在の助産学教育の現状と課題を学習
した。
3.4.全助教で企画している全国研修前の評価者研修に教員4名が
参加している。
5.チーム医療研修への教員が3名参加して自己研鑽している。
・産婦人科医師による裂傷縫合の演習を施設の助産師、医師及び
本学学生20名が演習を通して学んだ。

・全国助産師教育協議会への出席（2名）と教育講演・厚生労働
省技官からの講演を聴講し現在の助産学教育の現状と課題につい
て学習した。和歌山母性衛生学会には学生9名教員3名とともに出
席した。それぞれの教員の専門とする分野での学習・調査を実施
し授業へのフィードバックを行った。新生児救命救急インストラ
クターのブラッシュアップ研修、不妊カウンセラーの研修やライ
センス取得への努力した。

Ⅳ
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令和7年度計画達成状況

1.品川区への報告書の作成
年間報告書を作成し、提出した。
2.電話相談・訪問型、日帰り型への参画
2025年　日帰り型　376
　　　　訪問型　　694
　　　　電話相談　330
令和7年度は、令和6年度に比べ、日帰り型は増加し、訪問型と電
話相談が減少した。
3.地域での育児クラス開催（対面）を3回開催。
1・2か月を2回、3・4か月を1回とし、各10名ずつ募集し開催し
た。
4.産後ケア研究センターにおける従事者研修会、ブラッシュアッ
プ研修会の企画・運営・評価
従事者研修会を3日間、ブラッシュアップ研修会を3日間行った。
産後ケア利用が産後1年以内となり、必要なケアの充足と乳幼児
の発達や離乳食に関して実施した。
5.学生実習の受け入れとその運営・評価
助産学専攻科性19名の助産学実習として各1週間ずつを受け入れ
た。
6.実践するケアの質および技術の向上への教育を図る。
骨盤ケア、乳幼児の発達や離乳食なども含めた研修会を実施。
「評価の指標」
従事者からは、実践上の困りごとや問題点が解決されたことや、
学びが深まったなどの意見が聞かれた。

1.品川区への報告書の作成
年間報告書を作成して提出した。
2.電話相談・訪問、訪問型、日帰り型への参画

令和6年度は大幅に日帰り型・訪問型ともに増加した。
3.地域での育児クラス開催（対面、オンラインなど）
育児クラスを3回、1・2か月、3・4か月各10名ずつ開催
4.産後ケア研究センターにおける研修会・ブラッシュアップ研修
の企画・運営・評価
年度初めの従事者研修3日間、ブラッシュアップ研修5回/年
を開催でき、従事者からは学習になったと評価を得られている。
5.学生実習の受け入れとその運営・評価
助産学専攻科生20名、助産実習として各1週間ずつを受け入れ
た。
6.実践するケアの質および技術の教育の向上を図る。
「評価指標」
・FD研修及び自己研鑽状況
年度開始の3日間研修、ブラッシュアップ研修5回を実施
従事者からは「学びになった、実践上の困りや問題点が解決し
た」等の意見が得られた。

Ⅳ

【計画35-12】㋐(産後ケア研
究センター)
産後ケアの実際に触れ、地域に
おける母子支援の在り方を探求
し、実際のケアを提供するとも
に研究的な取組を行うため、教
員としての自己研鑽を図る。

「計画達成のための方策」
1.品川区への報告書の作成。
2.電話相談・訪問、訪問型、日
帰り型への参画。
3.地域での育児クラス開催（対
面、オンラインなど）。
4.産後ケア研究センターにおけ
る研修会・ブラッシュアップ研
修の企画・運営・評価。
5.学生実習の受け入れとその運
営・評価。
6.実践するケアの質および技術
の教育の向上を図る。
「評価指標」
・FD研修及び自己研鑽状況

【年度計画35-12】
1.品川区への報告書の作
成。
2.電話相談・訪問、訪問
型、日帰り型への参画。
3.地域での育児クラス開催
（対面、オンラインな
ど）。
4.産後ケア研究センターに
おける研修会・ブラッシュ
アップ研修の企画・運営・
評価。
5.学生実習の受け入れとそ
の運営・評価。
6.実践するケアの質および
技術の教育の向上を図る。
「評価指標」
・FD研修及び自己研鑽状況

Ⅳ
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令和7年度計画達成状況

 
・紀要第20巻の作成については、小西敏郎紀要委員会委員長から
松村有里子委員長への交代があったが、メールでの学内周知、院
生・修了生等への教員からの声かけを依頼、更に申請締め切り日
の2週間程度の延長等行った結果、昨年(33本）を上回る37本の応
募があった。残念ながら、原稿投稿数は27本にとどまり、査読を
経て最終的な論文掲載は昨年度より2本多い20本となった。ま
た、紀要は本学ホームページで昨今は3月下旬に公開を行ってい
るが、今回は順調に校正等進むことができ、通常より1か月早い2
月24日に公開を行った。

「計画達成のための方策」
学術論文、研究論文等を積極的
にジャーナル等に投稿するとと
もに、「東京医療保健大学紀
要」への投稿についても積極的
に行うよう奨励する。また紀要
に対する社会からの信頼に応え
るため、紀要の投稿論文につい
て学内の教員による査読に加
え、学外の有識者に査読を依頼
し、その評価等を踏まえて 投
稿原稿の採否・修正の指示決定
を行う。

Ⅲ
【年度計画36】
学術論文、研究論文等を積
極的にジャーナル等に投稿
するとともに、「東京医療
保健大学紀要」への投稿に
ついても積極的に行うよう
奨励する。また紀要に対す
る社会からの信頼に応える
ため、紀要の投稿論文につ
いて学内の教員による査読
に加え、学外の有識者に査
読を依頼し、その評価等を
踏まえて 投稿原稿の採否・
修正の指示決定を行う。

　
Ⅳ

【計画36】(研究協力部)
学術論文、研究論文等を積極的
にジャーナル等に投稿するとと
もに、「東京医療保健大学紀
要」への投稿についても積極的
に行うよう奨励する。

1.教員同士による授業の相互評価（ピアレビュー）は、一部学科
で継続的に実施しており、全学FD委員会を通じて他学科への展開
も推進している。

また、学部長面談等の機会を通じて、公開講座への登壇、FD研修
会・学会等への参加、大学運営への協力状況など、教育活動全般
の取組状況の確認を行っている。

加えて、全学FD委員会では、各学科主催のFD講演会・研修会への
参加を促進しており、外部機関によるFD関連研修・セミナー等へ
の参加も奨励している。

・紀要第19巻の作成については、前年度同様に小西紀要委員会委
員長から、学部長等会議で督励を行ったほか、メールでの学内周
知、申請締め切り日の延長等行った結果、昨年(29件）を上回る
33件の応募があった。残念ながら、原稿投稿は20件にとどまり、
査読を経て最終的な論文掲載は昨年度と同数の18件となった。

【計画37】(総務人事部)
教員の教育研究活動等の実績・
成果について、教員個々の「教
育活動」、「研究活動」、「学
内外活動」の各項目について、
学長及び各学科長等による全学
的な評価システムにおいて評価
を実施し処遇等に反映させる。

「計画達成のための方策」
1.教員の授業参観を行って評価
を行う等ピアレビュー（同僚評
価）の取組を推進する。また、
最先端の医療技術に関する講習
会、他の機関・団体 等が開催
する FD関係の研修会・セミ
ナー及び学会等への積極的な参
加 （研究発表等を含む）を奨
励するとともに、学内運営の各
種委員会委員、本学主催の公開
講座等の講師の委嘱等の活動に
ついて評価を実施する。

Ⅲ
「年度計画37」
1.教員の授業参観を行って
評価を行う等ピアレビュー
（同僚評価）の取組を推進
する。また、最先端の医療
技術に関する講習会、他の
機関・団体 等が開催する
FD 関係の研修会・セミナー
及び学会等への積極的な参
加 （研究発表等を含む）を
奨励するとともに、学内運
営の各種委員会委員、本学
主催の公開講座等の講師の
委嘱等の活動について評価
を実施する。

Ⅲ

「評価指標」
・ジャーナル等への投稿及び
「東京医療保健大学紀要」への
論文の投稿数

「評価指標」
・ジャーナル等への投稿及
び「東京医療保健大学紀
要」への論文の投稿数

1.教員同士による授業の相互評価（ピアレビュー）は、特定の学
科で導入されており、全学FD委員会を通じて他学科への導入も推
奨。
また、毎年の人事面談の機会には、ピアレビューに限らず、公開
講座の登壇実績なども含め、教育活動全般の取り組みを「教員教
育表彰」の応募に向けて記録するよう働きかけを行っている。
加えて、全学FD委員会では、各学科主催のFD講演会や研修に、す
べての教員が年に1回以上参加している。
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内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績
評
価
区
分

令和7年度計画達成状況

 2.評価結果の処遇等への反映
方策として「教育活動」、「研
究活動」、「学内外活動」の各
項目の業績が特に顕著であると
認められる教員に対し教員表彰
を行うとともに、表彰を受賞し
た教員のうち業績が特に顕著な
教員 に対してインセンティブ
を付与するため特別教育研究経
費を配分する。

2.助教以上の全教員から、5月に令和5年度の「教育活動」、「研
究活動」、「学内外活動」「アクションプランの進捗状況」の各
項目について、成果を報告させ、各学科長による教員評価申告書
に実績評価を行い、評価結果を学長に申請する。申請を受けた学
長は各活動毎に教育表彰を選定し学長がその結果を理事長に上申
し表彰と学長裁量経費から特別個人研究費を受賞者に各100,000
円を配分し処遇に反映させた。
令和6年度は10名が選出され、8月28日に表彰式を行った。

Ⅳ 2.評価結果の処遇等への反
映方策として「教育活
動」、「研究活動」、「学
内外活動」の各項目の業績
が特に顕著であると認めら
れる教員に対し教員表彰を
行うとともに、表彰を受賞
した教員のうち業績が特に
顕著な教員 に対してインセ
ンティブを付与するため特
別教育研究経費を配分す
る。

2．評価結果の処遇等への反映方策として、今年度よりティーチ
ング・ポートフォリオ（TP）を導入し、「教育活動」「研究活
動」「学内外活動」における取組内容や成果、改善への姿勢等を
総合的に評価した。
そのうえで、特に優れた実践や顕著な成果が認められる教員に対
して教員表彰を行うとともに、表彰受賞者のうち、特に優れた取
組を行った教員に対して、教育・研究活動の更なる充実を目的と
して特別教育研究経費を配分した。

「評価指標」
・教員表彰の実施状況及び特別
教育研究経費の配分状況

「評価指標」
・教員表彰の実施状況及び
特別教育研究経費の配分状
況

「評価指標」
・教員のピアレビュー（同僚評
価）等の評価及び処遇への反映
状況

「評価指標」
・教員のピアレビュー（同
僚評価）等の評価及び処遇
への反映状況
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7.学生支援

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

内部質保証推進会議

学生生活情報の提供は「キャンパスガイド」が担っており、2025
年度もクラウド型校正ツール（アカポン）を活用することで、教
職員間の情報共有と作業効率化、および迅速な情報更新に努め
た。冊子からWEB版へ移行したことにより、時間や場所を問わず
閲覧が可能となり、学生に広く活用されている。

本学独自のスカラシップ制度に基づき、令和7年度は成績優秀な
学生合計87名（全額免除36名、半額免除51名、一部免除等4名）
に対して授業料の減免措置を行った。

日本学生支援機構の奨学金に関する確実な周知に加え、各種財団
の募集情報を収集し、学内イントラネットを活用した情報発信を
強化した。なお、令和7年度の修学支援新制度による授業料等減
免の実績額は4億3,350万円であった。

「障がい学生修学支援に関する基本方針」をキャンパスガイドに
掲載し、支援窓口を明確化している。令和6年4月の「障害者差別
解消法」改正による合理的配慮の義務化を踏まえ、文部科学省の
通知や検討会報告、および学内委員からの指摘事項等に基づき、
令和7年11月に「障がい学生修学支援規程」を改定した。

支援サービスの評価・改善に向けたアンケートとして、学生自治
組織「学友会」のメンバー約40名を対象とした満足度調査を2026
年度上期に実施する予定である。

自己点検・評価委員会

Ⅲ

「評価指標」
・在学生アンケートの実施と満
足度向上の状況

「評価指標」
・満足度及びアンケート回
収率の前年比向上の状況

第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績

学生支援の実施においては、
「学生支援に関する基本方針」
に基づき、全学が連携し総合的
に実施するとともに、その適切
性について定期的に点検・評価
及び検証を行い、その結果を踏
まえて学生支援センターの機能
の充実を図る。

【計画38】(学生支援セン
ター)
修学支援を適切に実施する。

「計画達成のための方策」
1.学生に対するガイダンス機能
のさらなる充実を図るととも
に、学生が修学する上で必要な
情報を提供し、適切な支援を行
えるよう、各学科教員、事務局
が緊密に連携を図る。
2.成績優秀な学生については、
本学独自のスカラシップ制度に
基づき、授業料の減免措置によ
る経済支援を行う。
3.経済的な理由で学生が修学を
あきらめることがないよう、日
本学生支援機構の奨学金をはじ
めとした各種奨学金の情報を広
く収集して確実に周知するとと
もに、個別事情の相談をしやす
い体制を作り、適切に支援をし
ていく。
4.障がいのある学生の修学等の
支援は「障がい学生修学支援規
程」に基づき、関係部署・教職
員が連携して適切に支援する。

Ⅲ
【年度計画38】
1.学生に対するガイダンス
機能のさらなる充実を図る
とともに、学生が修学する
上で必要な情報を提供し、
適切な支援を行えるよう、
各学科教員、事務局が緊密
に連携を図る。
2.成績優秀な学生について
は、本学独自のスカラシッ
プ制度に基づき、授業料の
減免措置による経済支援を
行う。
3.経済的な理由で学生が修
学をあきらめることがない
よう、日本学生支援機構の
奨学金をはじめとした各種
奨学金の情報を広く収集し
て確実に周知するととも
に、個別事情の相談をしや
すい体制を作り、適切に支
援をしていく。
4.障がいのある学生の修学
等の支援は「障がい学生修
学支援規程」に基づき、関
係部署・教職員が連携して
適切に支援する。
「障がい学生支援室」(仮
称)を設置する。

1.学生生活に関わる情報提供はキャンパスガイドが担っており、
2024年度もクラウド型校正ツール（アカポン）を活用して教職員
が情報をシェアしながら効率的に作業を行うことで最新の情報掲
示に努めた。冊子からWEB版に移行したことで、いつでも、どこ
でも閲覧できるため、学生には活用されている。
2.本学独自のスカラシップ制度に基づき、令和6年度は成績優秀
な学生合計91名（全額免除37名、半額免除54名）に対して授業料
の減免措置を行った。
3.日本学生支援機構の奨学金の確実な周知に加えて、各種財団の
奨学金募集情報の収集と学内イントラネットを活用した学生への
周知を強化した。尚、令和6年度の修学支援授業料等減免の金額
は133百万円であった。
4.「障がい学生修学支援に関する基本方針」を学生の情報ツール
である「キャンパスガイド」に掲載して、修学支援の支援窓口を
明確化している。令和6年度4月から「障害者差別解消法」が改正
され、私立大学を含むすべての大学等において、障害のある人へ
の合理的配慮の提供が義務化された。この点も踏まえ、令和6年
度9月に「多様性の尊重に基づく学生支援ポリシー」を策定し、
現有の支援活動が大学としての方針・体制のもとで行われている
ことをより明確にするため、支援方針の明文化を図った。令和6
年度は7件の申請に対して学修支援策を検討し実施した。かつ、
昨年は、令和6年2月に、JASSO主催の「障害者差別解消法に関す
る理解・啓発セミナー（実践編）に職員を派遣した。尚、障がい
者学修支援室については、事務・教員リソースが整備できないた
め、今後の継続課題とする。
・評価のためのアンケートとして、本学の学生自治組織である
「学友会」メンバー約40名に満足度調査（大学並びに学生支援セ
ンターの支援サービスに関するアンケート（学生編））を実施し
た。その結果、教育研究を除く学生サービス全体の満足度は5点
満点中3.32となっており、まだまだ改善の余地がある。

令和7年度計画達成状況
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内部質保証推進会議自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況

1.保健センター会議については、新任の学生相談員の参画を得た
ものの、昨年度の開催は1回に留まりました。次年度より保健セ
ンター長に就任する郡司副学長と連携し、年数回の定期開催に向
けた運用改善を図ります。
また、令和7年度より学生相談室の担当が田澤氏に交代しまし
た。週3日の勤務形態ながら、首都圏の各キャンパスを巡回する
体制を構築し、さらにオンライン相談を導入したことで、外出が
困難な学生への支援を強化しました。現在、月間7〜8件の相談に
対応しており、保健室と密に連携しながら学生の心身のケアにあ
たっています。
特に、世田谷キャンパス所属学生において学習面やSNSトラブ
ル、メンタルヘルスに関する課題が顕著であり、2学科の休学・
退学者が増加傾向にあります。この課題解決に向けた予防措置と
して、事務部・教員・保健師・学生相談担当者による月例ミー
ティングを実施し、対象学生の定点観測（ウォッチング）と早期
介入を徹底しています。
2.学生相談室の周知とオンライン相談の活用
「学生相談室」の利用促進に向け、キャンパスガイドやデスク
ネッツ（Groupware）を通じた学生・教職員への周知活動を継続
しています。令和7年度より本格運用を開始したオンライン相談
は、利便性の高さから利用者より好評を得ています。
3.ハラスメント防止啓発
最新の情報を反映した「ハラスメント防止のためのガイドブッ
ク」を作成し、新入生全員に配布しました。なお、ハラスメント
に関する苦情および相談対応については、総務人事部所管の人権
倫理委員会が適切に運用しています。
4.女子学生寮の運営改善と規程の見直し
女子学生寮（3寮、定員198名）において、適切な設備更新と管理
委託業務の最適化を行い、居住環境の維持に努めました。昨今の
物価高騰を受け、寮運営の健全化（赤字脱却）を図るため、今年
度より寮費の改定を実施いたします。
また、セキュリティ運用についても見直しを行いました。従来、
23時30分から翌5時まで入退館を制限していましたが、成人学生
の行動制限に関する法的妥当性の観点、および利便性向上のた
め、門限を事実上撤廃し、同時間帯も入館可能な運用へと変更し
ました。併せて入浴（シャワー）時間も延長し、利用者の満足度
向上を図っています。
5.学生アンケートの実施状況
在学生アンケートについては、文部科学省等の外部調査による学
生の回答負担を考慮し、学内独自の調査は見送りました。一方
で、今年度より本格実施となった「全国学生調査」に注力した結
果、令和7年度は98％という極めて高い回答率を達成しました。

「評価指標」
･在学生アンケートの実施と満
足度向上の状況

「評価指標」
・満足度及びアンケート回
収率の前年比向上の状況

1.保健センター関連では、公益法人「全国大学保健管理協会」に
継続加入することで知見と情報の獲得を行い、学生・教職員の心
身の健康の維持・推進を進めている。さらに、学生相談室との連
携を図ることで、体と心のケアーを重点的に行っている。具体的
な例として、世田谷キャンパスの2学科の退学者・休学者が増加
問題を解決すべく、予防措置強化として、事務部・教員・保健
師・学生相談担当職員が月1回ミーティングを行い、退学・休学
にならないよう定期的にウオッチしている。
2.「学生相談室」の案内はキャンパスガイドとデスクネッツで周
知、学生及び教員への周知強化を令和6年度も継続実施した。
3.「ハラスメント防止のためのガイドブック」を最新の内容に更
新し、新入生全員に配布した。（ハラスメントに関する苦情の申
し出及び相談対応は人権倫理委員会が行っており、総務人事部所
管）
4.女子学生寮（3寮、定員198名）の運営管理（管理業務は委託）
および必要な設備更新などを適切に行い快適な寮生活の提供に努
めた。昨今の諸物価高騰は、寮の適切な運営に悪影響を及ぼして
いる。赤字運営を脱却するため、次年度より寮費の値上げを行う
こととした。また、現在、寮のセキュリティは23時30分～5時ま
でロックがかかり、入館も退館も制限した状態であるが、成人女
性の行動制限がイリーガルの可能性があるとの指摘があった、門
限とセキュリティを次年度見直したい。
・「在学生アンケート」については授業関係アンケート、文科省
実施アンケートなど学生アンケートが多く、学生の負担が大きく
なること、有効な回答率が見込めないことから実施は見送り。

【計画39】(学生支援セン
ター)
生活支援を適切に実施する。

「計画達成のための方策」
1.心身の健康維持・増進及び安
全・衛生に関する最新情報の適
切な周知徹底を図るとともに、
保健室においては日常的な病
気・ケガの応急措置、健康相談
等に適切に対処する。
2.メンタルケアの必要な学生が
「学生相談室」に気軽に相談
し、適切に支援できるよう、学
生及び教員へのさらなる周知を
図る。
3.「ハラスメントに関する取扱
細則」に基づきハラスメントに
関する苦情の申し出及び相談に
対して、人権倫理委員会及び相
談窓口、相談員を設置して適切
に対処する。合わせて学生に
「ハラスメント防止のためのガ
イドブック」を配布する。
4.女子学生寮（3寮、定員198
名）において学生が社会性や協
調性を身につけ健康で自立した
学生生活を送ることができる安
全、安心な環境を維持し、寮生
の生活支援を適切に行う。

Ⅲ
【年度計画39】
1.心身の健康維持・増進及
び安全・衛生に関する最新
情報の適切な周知徹底を図
るとともに、保健室におい
ては日常的な病気・ケガの
応急措置、健康相談等に適
切に対処する。
2.メンタルケアの必要な学
生が「学生相談室」に気軽
に相談し、適切に支援でき
るよう、学生及び教員への
さらなる周知を図る。
3.「ハラスメントに関する
取扱細則」に基づきハラス
メントに関する苦情の申し
出及び相談に対して、人権
倫理委員会及び相談窓口、
相談員を設置して適切に対
処する。合わせて学生に
「ハラスメント防止のため
のガイドブック」を配布す
る。
4.女子学生寮（3寮、定員
198名）において学生が社会
性や協調性を身につけ健康
で自立した学生生活を送る
ことができる安全、安心な
環境を維持し、寮生の生活
支援を適切に行う。

Ⅲ
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1.外部サービスとの連携
最新の採用情報を把握するため、「マイナビ」との連携を継続
し、今年度からは新たに「Indeed」とも連携を開始した。
2.キャリア意識の早期醸成
低学年からの意識づけを目的として、以下の施策を行った。
卒業生の体験談： 各学科のガイダンスに卒業生を招き、実際の
仕事について語ってもらう機会を作った。
ガイドブックの制作・配布： 広報と協力し、学報誌の特別企画
として「キャリアガイドブック」を制作した。4月の新入生合同
研修でこれを配布し、あわせてマイナビによるキャリア講習も実
施した。
3.就活の個別支援と環境整備
「最初のキャリア」がその後の形成に大きく影響するため、動画
コンテンツの提供や個人面接指導を行った。
相談コーナーの設置： 3年生の就活の立ち上がりを支援すべく、
五反田キャンパスに「就活個人相談コーナー」を試験的に設置し
た。
外部専門家の活用： クイック社や文化放送キャリアパートナー
ズの無償支援を受け、履歴書や小論文の書き方を個別に指導し
た。この結果、五反田看護学部の就職状況が改善されたため、令
和7年度も継続して実施した。
4.採用組織へのアンケート調査
教育改善の参考とするため、2025年夏に卒業生の採用実績がある
159の病院に対してアンケート調査を実施した。
調査結果： 64件（回収率40％）の有効回答を得た。卒業生に対
するイメージ評価を把握し、今後の支援の参考資料とした。
5.情報発信と就職実績
ホームページや学報誌を通じて、就職率や国家試験合格率などの
情報を適宜公開した。各学科の「就職対策委員会」が学生一人ひ
とりに合った支援を行った結果、当年度生・過年度生ともに就職
率100％を達成した。
6.全学的な組織体制の構築
全学で情報共有を行う場を作るため、教務委員会の中に「学生生
活部会」を設置した。これは、今後の「学生生活委員会」の設置
に向けた第一歩となった。

1.最新の就職情報を把握すべく、就職支援企業（マイナビ）との
連携を強化した。
2.各学部学科の就職ガイダンスにおいて卒業生の体験談を語って
もらい、卒業後のキャリアイメージを考えてもらう機会を提供し
た。また、「キャリアガイドブック」が学内にないので、企画部
広報担当に協力してもらい、学報誌の特別企画でキャリア特集号
を制作いただくこととなった。キャリアガイドブックは4月発行
を目指す。
3.ファーストキャリアは、その後のキャリア形成に大きな影響を
与えるため、各種就職支援コンテツ動画の提供や個人面接指導な
ど就活支援を提供した。また、3年生の就活が垂直立ち上げを支
援すべく、令和6年度の試行として、五反田キャンパスで就活個
人相談コーナを臨時設置。就職支援企業のクイック社、文化放送
キャリアパートナーズの無償支援を活用し履歴書の書き方や小論
文の書き方などテクニカルなコンサルティングを提供した。延べ
約100人の相談があり、繁忙期である2月～4月に教職員の負荷分
散ができた。今後は一般企業への入職を目指す世田谷キャンパス
や他の看護学部に水平展開を検討する。
4.7月下旬～8月下旬にかけて、本学卒業生に対するイメージ評価
を把握し、今後の教育改善および就職支援などの参考とすること
を目的に、医療保健学部の21年3月～23年3月卒業生の採用実績が
ある組織（病院、企業等300組織）に対してアンケート調査（郵
送）を実施した。
【有効回答数107件　回収率：36％　（内訳　病院：67％　企
業：33％）】
5.就職活動に関する情報は、ホームページ上で情報提供を行って
いる。また、学報誌でも、就職率や国家試験合格率など適宜情報
提供を行った。個別の就活支援については、各学部学科に設置し
て就職対策委員会で企画・運営を行っており、学部学科の特性に
合った支援策を実施し、就職率100％を達成した。
6.就職支援に関して全学横断して情報共有する場がないので、各
学部の就職対策担当の教職員とのオンラインミーティングを11月
に実施した。
・24年度卒業生は、当年度生（過年度生を除く）の就職率、及び
全卒業生（過年度生を含む）の就職率はともに就職率100%を達成
した。

「評価指標」
・就職希望者の就職率につい
て、過年度生を含めて全学での
就職率100％を目指す。

「評価指標」
①当年度生（過年度生を除
く）の就職率：100％
②全卒業生（過年度生を含
む）の就職率：100％

「計画達成のための方策」
1.学生が卒業後自らの資質を向
上させ、社会的及び職業的自立
を図り、幅広い職業意識の形成
を図ることを目的として、社会
の第一線で活躍する企業人を講
師に招くなどのキャリア教育の
充実と企業体験などの就職活動
支援とのさらなる連携を図る。
2.進路、就職活動に関する支援
のため、個人面接、進路・就職
総合ガイダンス、各種就職支援
講座、先輩との交流イベント
（先輩の話を聞く会、卒業生と
の交流会など）、病院説明会、
企業研究キャリア講座の実施の
ほか、求人情報をはじめとする
就職活動に関する各種情報提供
を適切に実施し、進路選択及び
就職の支援を推進する。
3.就職先が多岐にわたる医療栄
養学科、医療情報学科の学生の
能力・適性を活かせる就職先採
用情報を継続的に収集し学生に
提供する。
4.卒業生の就職先に対して、新
入職者に対して期待する能力や
入職している本学卒業生に対す
る評価を確認する「就職先アン
ケート」を継続的に実施するこ
とで、採用側が望む能力・適性
等を正確に把握し、教育改善と
より適切な就職支援に役立てて
いく。
5.就職活動に関する情報共有や
個別学生の課題対応を目的に各
学部・学科の特性に応じて保護
者対象の就職説明会を開催す
る。

Ⅲ
【年度計画40】
1.学生が卒業後自らの資質
を向上させ、社会的及び職
業的自立を図り、幅広い職
業意識の形成を図ることを
目的として、社会の第一線
で活躍する企業人を講師に
招くなどのキャリア教育の
充実と企業体験などの就職
活動支援とのさらなる連携
を図る。
2.進路、就職活動に関する
支援のため、個人面接、進
路・就職総合ガイダンス、
各種就職支援講座、先輩と
の交流イベント（先輩の話
を聞く会、卒業生との交流
会など）、病院説明会、企
業研究キャリア講座の実施
のほか、求人情報をはじめ
とする就職活動に関する各
種情報提供を適切に実施
し、進路選択及び就職の支
援を推進する。
3.就職先が多岐にわたる医
療栄養学科、医療情報学科
の学生の能力・適性を活か
せる就職先採用情報を継続
的に収集し学生に提供す
る。
4.卒業生の就職先に対し
て、新入職者に対して期待
する能力や入職している本
学卒業生に対する評価を確
認する「就職先アンケー
ト」を継続的に実施するこ
とで、採用側が望む能力・
適性等を正確に把握し、教
育改善とより適切な就職支
援に役立てていく。
5.就職活動に関する情報共
有や個別学生の課題対応を
目的に各学部・学科の特性
に応じて保護者対象の就職
説明会を開催する

Ⅲ

【計画40】(学生支援セン
ター)
進路支援を適切に実施する。
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1.卒業生向けホームページ（相談窓口、住所・改姓変更届等）の
運用において、現在はフォームメーラーを利用しているが、手動
での確認に依存しており、対応漏れのリスクが課題となってい
る。卒業生の追跡調査は名簿管理の要であり、能動的なチェック
に頼らない自動通知システムの導入や運用フローの確立が急務で
あるが、今年度は未着手であった。
2.令和7年度の施策として、令和6年3月卒業生（650名）を対象
に、7月から8月にかけてアンケートを実施した。就職状況や大学
での学びの有用性を調査した結果、回収率は10.2％（66名）に留
まった。母集団の拡大と有効なデータ収集に向けた手法の再検討
が必要である。
3.令和6年度より、4年生後期授業料からの代理徴収（1万円）が
決定し、年間約600万円の安定した財源が確保された。これに基
づき、各学部・学科単位のホームカミングデーやゼミ単位の活動
に対し、同窓会から助成金（年間40万円／学部学科）を拠出する
支援体制を構築した。
一方で、同窓会事務局を学生支援センター職員2名が兼務してお
り、企画・サポート体制の不足が顕著である。18歳人口の減少を
見据え、卒業生を大学院教育や生涯学習（リスキリング）へ誘致
し、中長期的な収益へ繋げるためにも、事務局体制の整備を含め
た関係強化が不可欠である。

1.学部卒業生を対象とした本学ホームページ内の「卒業生相談窓
口」「住所変更・改姓届」をはじめとした卒業生サイトに関して
は、管理運用の工夫が必要と感じている。フォームメーラーに入
力いただく形だが、能動的にチェックしないとならない為、
チェックを忘れてしまうことがある。卒業生名簿の管理において
は、卒業生の追跡調査が課題のため、適切な運用方法の確立がマ
ストである。
2.令和6年度においては、令和5年年3月(2022年度)卒業生663名を
対象として、本年7月-8月に卒業生アンケートを実施し、卒業後
の就職状況及び大学時代の学び・経験で、卒業後に役に立ってい
ること等について調査した。回収率は158名（23.8％）であっ
た。
3.同窓会の活動は、会費収入の減少が課題であった。令和6年度
より4年生後期の授業料で1万円を代理徴収することが機関決定
し、毎年約600万円の安定収入が確保できようになった。この原
資を背景に、各学部学科単位で行うホームカミングデーやゼミの
つながりなど、卒業後の関係性をより深く、より強く維持する施
策に対して、同窓会から助成金（年間40万円／学部学科）を拠出
し、活動の活性化を行うこととした。
・卒業生アンケート回収率の前年度比向上の状況
　令和6年度：23.8％

「評価指標」
・教育懇談会の実施と出席者の
状況

「評価指標」
・教育懇談会の実施と出席
者数の状況

「計画達成のための方策」
本学後援会総会に合わせて教育
懇談会を開催する。教育懇談会
では、学部等における教育状況
等を保護者に報告するととも
に、理事長・学長等との意見交
換を行う機会を設けることによ
り、本学の教育活動の現状を理
解し協力していただくととも
に、保護者との連携強化に役立
てる。

Ⅲ
【年度計画42】
本学後援会総会に合わせて
教育懇談会を開催する。教
育懇談会では、学部等にお
ける教育状況等を保護者に
報告するとともに、理事
長・学長等との意見交換を
行う機会を設けることによ
り、本学の教育活動の現状
を理解し協力していただく
とともに、保護者との連携
強化に役立てる。

Ⅲ

【計画42】(学生支援セン
ター)
保護者との連携強化を推進す
る。

本年度の「後援会総会・教育状況報告会」については6月28日
(土)に以下1.のとおり開催した。五反田をメイン会場として船
橋・和歌山の3会場をオンラインでZOOM 接続し、「総会」と「教
育状況報告会」を初めてハイブリッド形式で行いました。今年度
は、コンパクトながらも多くのご父母・保証人に参加いただくこ
とを目指し、新しい総会の形を模索しての実施となった。当日の
参加者数：五反田対面参加63 名（内役員9 名）、千葉対面参加
23（内役員3 名）、和歌山対面参加3 名（内役員2 名）、オンラ
イン参加51 名（内役員2 名）、合計140 名の参加となった。 ※
昨年105 名（役員18 名含む）

・令和6年度も、保証人、保護者との連携強化を図るべく、6月22
日後援会総会＋教育状況報告会を開催（参加者数は105名：役員
18名含む）、各学部学科長から教育状況報告会（授業、実習、進
路状況）などについて説明を行い、実習、国家試験、就職などに
ついて最新の情報を共有しながら建設的な意見交換ができた。
・保証人、保護者との連携ツールとして、保証人ポータルサイト
「アンシンサイト」の運用開始を学内に諮り、令和7年度4月より
運用開始となった。これまでの郵送しか手段がなかった情報共有
や成績通知の送付など、タイムリーかつ安価にウェブを通じて実
現できるようになる。
・後援会総会＋教育状況報告会の参加者数は105名（役員18名含
む）

【計画41】(学生支援セン
ター)
学部卒業生への支援を適切に実
施する。

「評価指標」
・卒業生アンケートの実施と回
収率の向上の状況
（注）令和2年度：22.1％

「評価指標」
・卒業生アンケート回収率
の前年度比向上の状況
（注）令和2年度：22.1％

「計画達成のための方策」
1.学部卒業生を対象とした本学
ホームページ内の「卒業生相談
窓口」、「住所変更・改姓届」
をはじめとした卒業生サイトの
拡充により、卒業生への情報発
信、支援体制の整備・拡充を図
ることで閲覧率の向上を図ると
ともに、卒業生に対しても継続
して適切な支援を行っていく。
2.学部卒業生の卒業後の状況を
把握するとともに、教育課程の
改善、在学生の就職支援にも役
立てるべく「卒業生アンケー
ト」を継続的に実施する。
3.同窓会の組織運営及び会員拡
充のための活動を適切に支援す
る。

Ⅲ
【年度計画41】
1.学部卒業生を対象とした
本学ホームページ内の「卒
業生相談窓口」、「住所変
更・改姓届」をはじめとし
た卒業生サイトの拡充によ
り、卒業生への情報発信、
支援体制の整備・拡充を図
ることで閲覧率の向上を図
るとともに、卒業生に対し
ても継続して適切な支援を
行っていく。
2.学部卒業生の卒業後の状
況を把握するとともに、教
育課程の改善、在学生の就
職支援にも役立てるべく
「卒業生アンケート」を継
続的に実施する。
3.同窓会の組織運営及び会
員拡充のための活動を適切
に支援する。

Ⅲ
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分

評
価
区
分

内部質保証推進会議自己点検・評価委員会第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 令和7年度計画達成状況

・令和6年度後期の学生支援センター所属職員3名中2名が退職
し、部長1名、職員1名の体制に移行した。減員を企画部内でのマ
ルチタスク化と奨学金業務のICTツール（ガクシー）導入によっ
てカバーすべく9月以降提案を行ったが、本学の財政上の理由で
導入は見送りになった。ICTツールに関しては、学生支援セン
ターだけではなく、キャンパス事務の業務効率化や利用者（学
生）にとっても有益であるため、検討を継続する。
・令和6年後期から行った改善提案は下記の通り
　①就職支援講座（コンテンツの見直しとコストダウン）
　②学位記授与式（企画部とのワークシェア、式典内容変更）
　③キャパ（発行ペンディング）
　④卒業アルバム（デジタル機能追加、販売フロー変更）
　⑤就活（個人相談コーナー試行）
　⑥就活支援グッズ（内容変更、コストダウン）
　⑦新入生合同研修（キャリア教育追加、コストダウン）

「計画達成のための方策」
学生支援センター全職員が各自
「改善提言」を検討し、改善計
画シートを作成した上で、セン
ターとして実行可能な提案を検
討し、実行する。また、実行し
た取組は、次年度「評価レポー
ト」を作成し、次年度以降の改
善等に活用する。
「評価指標」
・改善提案、提案の実行及び次
年度以降の改善の取組状況

Ⅳ
【年度計画43】
学生支援センター全職員が
各自「改善提言」を検討
し、改善計画シートを作成
した上で、センターとして
実行可能な提案を検討し、
実行する。また、実行した
取組は、次年度「評価レ
ポート」を作成し、次年度
以降の改善等に活用する。
「評価指標」
・改善提案、提案の実行及
び次年度以降の改善の取組
状況

Ⅳ

【計画43】㋐(学生支援セン
ター)
学生支援センターが担う業務や
主管行事の取り組み内容等を点
検・評価しつつ、継続的に改善
を図る。

・令和7年度は、部長1名、職員1名、学生相談担当1名でスタート
した。減員を企画部内でのマルチタスク化は勿論のこと、奨学金
業務の効率化については、総務人事部のご協力により、エクセル
のツールを作成いただいたことで、業務の省力化が一部実現でき
た。財務改革中であはあるが、少ない職員で業務を行うにも限界
があるので、引き続きICTツールに関しては、学生支援センター
だけではなく、キャンパス事務の業務効率化や利用者（学生）に
とっても有益であるため、検討を継続する。
・令和7年後期から行った改善提案は下記の通り
　①就職支援講座（コンテンツの見直しとコストダウン）
　※昨年度より継続
　②学位記授与式（企画部とのワークシェア、式典改善）
　※昨年度より継続
　③卒業アルバムを卒業記念品し、販売数減少問題を解消
　④就活（個人相談コーナー試行）※学科へシフト
　⑤就活支援グッズ（内容変更、コストダウン）
　※昨年度より継続
　⑥新入生合同研修（キャリア教育追加、コストダウン）
　※次年度はキャンパスン分散開催へ
　⑦後援会総会・教育状況報告会のハイブリッド化
　※次年度は分散開催
　⑧バスケ部のスポーツ科学副専攻化に伴い、
　　バスケ部GMとしてのバスケ部支援
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8.教育研究等環境

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況

【計画44-1】(総務人事部)
ポストコロナに向け、各学部・
研究科等における教育研究組織
の整備・充実に配慮した適切な
施設・設備について、計画的な
整備を図るとともに、教育研究
等の環境整備について、その適
切性について点検・評価、検証
を行い、その結果を改善に反映
させる。

【計画達成のための方策】
「環境整備に関する実施計画」
に基づき計画的な整備を図ると
ともに、「学生の学修・研究及
び生活実態調査」結果などを踏
まえて、その適切性について点
検・評価、検証を行う。

Ⅳ
【年度計画44-1】
「環境整備に関する実施計
画」に基づき計画的な整備
を図るとともに、「学生の
学修・研究及び生活実態調
査」結果などを踏まえて、
その適切性について点検・
評価、検証を行う。

Ⅳ

第3期中期計画 令和7年度計画

本学は医療系大学で、看護師等養成施設の基準及び栄養士法に定
める基準に基づき施設･設備の整備･維持管理を行っている。施
設・設備の老朽化等の点検･評価、検証は、資格を有する業者に
委託し、施設担当職員を配置し維持管理を行っている。提出され
る施設要望について点検・評価し整備している。

看護師等養成施設の基準及び栄養士法に定める基準に基づき施
設･設備の整備･維持管理を行っている。環境整備計画に基づき新
学科及び定員増の学科の年次進行に合わせて計画的な環境整備を
行った。各学科要望の実現に務めた。各ｷｬﾝﾊﾟｽの故障・不具合設
備の復旧・改善を適時に行い、学修・研究環境へ及ぼす影響の低
減を図った。施設・設備の老朽化等の点検･評価、検証は、資格
を有する業者に委託し、指摘事項は改善した。

【評価指標】
・「環境整備に関する実施計
画」に基づく施設・設備の整備
状況及び点検・評価、検証の状
況

【評価指標】
・「環境整備に関する実施
計画」に基づく施設・設備
の整備状況及び点検・評
価、検証の状況

【計画44-2】(総務人事部)
ポストコロナに向け、「環境整
備に関する実施計画」に基づ
き、教育研究等を支援する環境
等の整備・充実を図る。

【計画達成のための方策】
1.各キャンパス校舎においては
バリアフリーに配慮した施設・
設備の改修を推進する。
2.各キャンパスの施設・設備の
維持管理は、法令に基づき適切
に行うとともに施設・設備の老
朽化対策に対応した適切な整備
を図る。
3.各学部・研究科等の実験・実
習に当たっては、安全面での注
意を徹底するとともに、実験・
実習室及び設備の管理・責任体
制の徹底を図る。
4.学生の主体的な学習支援のた
めの体制や開放的な空間（ラー
ニング・ コモンズ）の整備に
努める。

Ⅳ
【年度計画44-2】
1.各キャンパス校舎におい
てはバリアフリーに配慮し
た施設・設備の改修を推進
する。
2.各キャンパスの施設・設
備の維持管理は、法令に基
づき適切に行うとともに施
設・設備の老朽化対策に対
応した適切な整備を図る。
3.各学部・研究科等の実
験・実習に当たっては、安
全面での注意を徹底すると
ともに、実験・実習室及び
設備の管理・責任体制の徹
底を図る。
4.学生の主体的な学習支援
のための体制や開放的な空
間(ラーニング・ コモンズ)
の整備に努める。

Ⅳ 1.財政改善期間のため、雄湊ｷｬﾝﾊﾟｽ体育館ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化工事は次年
度以降に見送り、環境整備計画に基づき計画とおり整備した。
2.各ｷｬﾝﾊﾟｽの施設・設備の維持管理は、各種法令に基づき委託専
門業者による施設･設備の点検･評価、検証として活用。活用する
報告は、電気設備点検報告、空調設備点検報告、消防設備点検報
告、水質検査報告、ｴﾚﾍﾞｰﾀ点検報告、特定建築物定期検査報告で
す。報告結果に基づき設備修理、消火器･誘導灯交換、受水槽清
掃･薬剤投入。老朽化施設は非構造物点検を行い必要な対策を次
年度以降行う。国立病院機構ｷｬﾝﾊﾟｽ本館･研究棟の故障自動火災
報知設備を更新。
3.実験・実習室は、世田谷ｷｬﾝﾊﾟｽに臨床検査学専攻用実習室、微
生物学実習室、生理学実習室に必要な実験設備・備品を整備。臨
床工学専攻用実習室として臨床工学実習室Ⅰ・Ⅱを整備。整備さ
れた実習室の管理・責任体制を定めた。
4.五反田ｷｬﾝﾊﾟｽは看護学科定員増対応に対応するため空調設備・
視聴覚設備の改善を段階的に行い学生の主体的な学修支援体制を
向上。

自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

評
価
区
分

評
価
区
分

1.計画した雄湊ｷｬﾝﾊﾟｽ体育館ﾄｲﾚのﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化工事は文科省補助金
選定漏れのためR6年度は未実施となった。実施時期を再検討す
る。
2.R6年度新設の臨床検査学専攻で使用する実習室として臨床検査
実習室、微生物学実習室及び生理学実習室の3実習室を世田谷ｷｬﾝ
ﾊﾟｽ本館を改修し整備した。臨床検査技師養成に必要な設備･備品
は年次進行で整備する。
3.委託専門業者による施設･設備の点検･評価、検証として活用し
ている報告は、電気設備点検報告、空調設備点検報告、消防設備
点検報告、水質検査報告、ｴﾚﾍﾞｰﾀ点検報告、建物は特定建築物定
期検査報告です。点検結果により、空調設備は修理:修理、消火
器･誘導灯は交換、受水槽は清掃･薬剤投入、ｴﾚﾍﾞｰﾀはﾘﾆｭｰｱﾙし
た。引続き、施設･設備の維持管理は、法令に基づき適切に行
う。
4.特定建築物定期検査報告による外壁･防水補修が必要な建物は
大規模修繕でなく部分補修で対応した。
5.視聴覚設備のｷｬﾝﾊﾟｽ要望は授業の合間に業者委託し修理･交換
した。
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令和6年度実績 令和7年度計画達成状況第3期中期計画 令和7年度計画 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

【計画達成のための方策】
1.教育DXの推進
ポストコロナにおいてもDXを大
胆に取り入れ、学修成果の可視
化や新しい教育手法の開発を加
速する。更に、令和3年度に整
備したディプロマサプリメント
（DS）やルーブリックを更に進
化させて、多元的に学修成果や
教育成果を把握、可視化を行い
教育の質保証を確保する。ま
た、それらの整備を図るため、
文科省等の外部資金を積極的に
取り込む。

Ⅲ

◇IT基盤の強化
・ネットワークの強化(5G対応)
・セキュリティー対策
・シングルサインオン導入
・学生PCの継続貸与
・学生ポータルによる情報発信
整備

◇IT基盤の強化
・ネットワークの強化(5G対
応)
・セキュリティー対策
・シングルサインオン導入
・学生PCの継続貸与
・学生ポータルによる情報
発信整備

令和7年度は、「多様な価値観を尊重し、一歩先を歩み続ける医
療」を支える「一歩先の教育」の実現に向け、学長戦略本部を中
心に、教育DXによる基盤強化と学修成果の可視化を継続して推進
した。本学では、大学ビジョン7に掲げる「DXを取り入れ、教
育・研究・学生支援・学内業務を大胆に改革し、デジタル社会を
先導するスマートキャンパス」の方針のもと、教育DXを単なる
ICT機器の導入にとどめず、DPに基づく学修成果の可視化、IRに
よる教育・学修データ分析、エビデンスに基づく授業改善と一体
的に進めてきた。

ディプロマ・サプリメントについて現在分析を進めており、学位
プログラムごとの到達度や学修成果を多面的に把握するための資
料整理を行っている。また、学修成果を可視化するためのデータ
基盤としてキャンパス・プランの整備を実施し、成績、履修、各
種アンケート、学修成果に関するデータを今後のIR分析や内部質
保証に活用できる環境整備を進めた。さらに、IR研修への参加、
関西医療大学との連携・意見交換、IR Newsの2回発行及びホーム
ページ掲載を通じて、教育DX、教学マネジメント、学修成果の可
視化に関する情報収集と学内外への還元を行った。

特に、令和7年度に公表された大学基準協会による認証評価結果
において、本学は2025年度大学評価の結果、大学基準に適合して
いると認定され、認定期間は2026年4月1日から2033年3月31日ま
でとされた。 同評価では、教育DX基盤を教育に組み込み、教育
用電子カルテ、患者型生体シミュレータ、3D解剖学視覚化・バー
チャル解剖システム、VR機器、実習記録・指導・評価の電子化等
を活用して臨場感のある教育を提供している点が「長所」として
示された。さらに、これらの取組は、教育DXを単なる技術導入に
とどめず、教育理念と結びつけながら実践教育として体系的に展
開し、学習成果の可視化と教育の質を高める取組として評価され
ている。

以上により、令和7年度は、教育DXの推進、学修成果の可視化に
向けたデータ基盤整備、IRによる分析・発信、他大学との連携を
着実に実施した。ディプロマ・サプリメントの分析結果報告は現
在分析中であるが、認証評価においても本学の教育DXと実践教育
の体系的展開が長所として評価されており、年度計画は概ね達成
している。評価区分は「Ⅲ：年度計画を概ね達成している」と判
断する。

【年度計画45】
1.教育DXの推進
ポストコロナにおいてもDX
を大胆に取り入れ、学修成
果の可視化や新しい教育手
法の開発を加速する。更
に、令和3年度に整備した
ディプロマサプリメント
（DS）やルーブリックを更
に進化させて、多元的に学
修成果や教育成果を把握、
可視化を行い教育の質保証
を確保する。また、それら
の整備を図るため、文科省
等の外部資金を積極的に取
り込む。

Ⅲ

【計画45】(学長戦略本部)
「多様な価値観を尊重し、一歩
先を歩み続ける医療」を支える
「一歩先の教育」を実現するた
め、DXによる基盤強化により
「学修者本位の多様な教育の提
供」、「学びの質の向上」を図
る。

【評価指標】
･「環境整備に関する実施計
画」に基づく施設・設備等の整
備状況

◇IT基盤の強化
・令和6年度は大きな補助金の獲得が無かったため大型の投資を
行っていないが、ハイブリッド授業を効果的に実施するという、
本学の方針に基づき、ZOOMライセンスを全学ライセンスに切り替
えて、オンライン学習の推進や時間と場所を超えた学生や教員と
のコミュニケーションを時間制限なくできるようにした。
・先ほども説明したが、CampusPlanに保証人ポータルサイト機能
を追加し運用を開始することで、保証人とのコミュニケーション
強化や郵送物の削減によってレスペーパー促進の環境を整えた。
・WIFIネットワーク環境の強化やPC貸与は継続して実施してい
る。
・学内サーバに関しては、順次クラウド化を進めている。これに
より、コスト削減、運用負荷の軽減、BCP対策、利便性の向上と
いった効果が期待できる。

1.教育DXの推進
・DXに関しては、全学的に行動目標を設定して、高い意識で行動
しているが、予算と人的リソースが必ずしも潤沢でないため、す
べての計画を実行することが難しい。しかしながら、コロナ禍以
降、確実にDX化が定着しつつあるので、計画的な導入を実現する
ため、予算、情報システムリソースの確保が必要である。
・文部科学省支援事業「大学・高専機能強化支援事業」は、受験
市場の変化や他大学の動向を踏まえて、計画を中止したため、約
9億円の補助金を返上した。今後は医療情報学科の学科再編から
医療保健学部の学部再編というダイナミックな変更を行い、学生
募集の安定化を図る。その意味で、外部資金調達に関しては、こ
こ数年のような大型な予算を獲得できていないので、ICTに関し
ても厳選した投資を行った。

【評価指標】
・「環境整備に関する実施
計画」に基づく施設・設備
等の整備状況
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令和6年度実績 令和7年度計画達成状況第3期中期計画 令和7年度計画 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

◇研究データ基盤の整備
・研究を支えるICT基盤強化

◇研究データ基盤の整備
・研究を支えるICT基盤強化

Ⅰ

◇学修成果の可視化
・LMS(学修管理システム)と教
務システム連携強化
・ディプロマサプリメント機能
拡充
・ICEルーブリック全学導入
・学修ポートフォリオの整備
【評価指標】
・教育DXの推進状況

◇学修成果の可視化
・LMSと教務システム連携強
化
・ディプロマサプリメント
機能拡充
・ICEルーブリック全学導入
・学修ポートフォリオの整
備
【評価指標】
・教育DXの推進状況

2.研究DXの推進
・大きな進捗はなかった。

◇学修成果の可視化
・和歌山と立川キャンパスに加え、五反田と千葉の看護学部で、
実習ポートフォリオ（F.CESSナース）を導入した。NTTやJCHO等
実習病院と本学キャンパスをシームレスにつないだポートフォリ
オ化が4学部で可能になった。
・保証人ポータルサイトの本格運用を始めることができた。

2.研究DXの推進
・大きな進捗はなかった。

Ⅲ

◇教育設備面の強化
・教室設備のハイフレック
ス化
・授業コンテンツ収録スタ
ジオ整備
・代替実習環環境の充実
・ICTツールの計画的配備
・ICT利用支援体制の構築

Ⅲ

2.研究DXの推進
研究活動を支えるICT基盤環境
を図り、オープンサイエンス時
代を先導する研究を創出する。

Ⅰ 2.研究DXの推進
研究活動を支えるICT基盤環
境を図り、オープンサイエ
ンス時代を先導する研究を
創出する。

Ⅰ

◇科研費の管理、運用の効率化
・科研費獲得に向けICT基盤強
化

◇教育設備面の強化
・教室設備のハイフレックス化
(対面・オンライン選択授業)
・授業コンテンツ収録スタジオ
整備
・代替実習環境の充実
・ICTツールの計画的配備
・ICT利用支援体制の構築

◇研究データ基盤の整備
・大きな進捗はなかった。

3.事務DXの推進
・2024年4月からコンビニ学外証明書発行システムを導入した。
年間7000件の証明書発行で割合の大きい成績証明書、卒業証明
書、終了証を自動発行することで、現金回収工数や手作業の工数
が削減できた。
・新入生学生証作成では、4月オリエンテーション時に顔写真の
撮影をキャンパスで行ったが、昨年に引き続き今年も富士フィル
ムの顔写真アップロードクラウドサービスを活用して写真を回収
した。また、学生カードの登録も紙からWebフォーム利用に変更
して、各キャンパス事務部の負担を軽減できた。

◇科研費の管理、運用の効率化
・科研費管理システム『科研費プロ』による導入効果により1名
人員を削減できた。

【評価指標】
・研究DXの推進状況

【評価指標】
・研究DXの推進状況

3.事務DXの推進
教育研究を支える業務運営全般
のDX化も加速させる。事務的処
理に投入されてきた職員のリ
ソースを大学価値創出にシフト
させ大学の競争力を高める。

Ⅲ 3.事務DXの推進
教育研究を支える業務運営
全般のDX化も加速させる。
事務的処理に投入されてき
た職員のリソースを大学価
値創出にシフトさせ大学の
競争力を高める。

◇教育設備面の強化
・ZOOMの全学ライセンス化により、教員の全てが無制限にZOOMを
使用できるため、これまで以上にハイブリッド化が促進された。
全学ライセンスは、学生も無制限に使えるようになったが、令和
7年度からは全学生も無制限ライセンスに移行するとしていた
が、運用設計ができておらず、まずは学友会メンバーを無制限
ユーザーに移行した。
・現在、財務改革に関連して共通科目化を積極的に推進してい
る。分散キャンパスの本学にとっては、講義のオンデマンド化や
遠隔講義は必須である。ZOOMの全学ライセンス化を有効活用でき
ていないのことが課題である。
・本学では5つの看護学部学科があり、ICTツールの導入がバラバ
ラという構造的な課題を抱えていたが、計画的なICTツールの調
達を実現するために行ってきた「ICTツール要望調査」も5年目を
迎え、上述したように総合教育センターでは、内容の見直しを積
極的に行い、ツールの共通化や調達コストの最適化を継続的に
行っている。

◇研究データ基盤の整備
・大きな進捗はなかった。

Ⅰ ◇科研費の管理、運用の効率化
・大きな進捗はなかった。

◇学修成果の可視化
・学修成果の可視化では、Webclassのポートフォリオ機能に加
え、和歌山と立川キャンパスでは、実習ポートフォリオとして
F.CESSナースを導入して、実習病院と本学キャンパスをシームレ
スにつないだポートフォリオ化が可能になった。現在は2学部で
の導入だがライセンスは全学ライセンスなので水平展開をおこな
うべく、学内周知を継続する。
・保証人ポータルサイトの運用準備を行った。次年度開始。

◇教育設備面の強化
・ZOOMの全学ライセンス化により、教員の全てが無制限にZOOMを
使用できるため、これまで以上にハイブリッド化が促進された。
全学ライセンスは、学生も無制限に使えるようになるが、令和6
年度は移行期間として、学生に周知していなかった。令和7年度
からは全学生も無制限ライセンスに移行することで、学生間、教
員と学生間のコミュニケーションの促進に寄与したい。
・講義のオンデマンド化には、授業収録を簡易にできることが必
要になるが、上記のZOOMの全学ライセンス化によりZOOM録画機能
を有効に使えるようになり、授業コンテンツの二次活用が可能に
なった。
・本学では5つの看護学部学科があり、ICTツールの導入がバラバ
ラという構造的な課題を抱えていたが、計画的なICTツールの調
達を実現するために行ってきた「ICTツール要望調査」も4年目を
迎え、全学導入ツールの共通化や調達コストの最適化が図られて
きた。

3.事務DXの推進
・2024年4月からコンビニ学外証明書発行システムを導入した
が、2025年度は、デジタル修学証明にも対応できるよう機能追加
を図った。
・新入生学生証作成も、昨年に引き続き今年も富士フィルムの顔
写真アップロードクラウドサービスを活用して写真を回収した。
この運用も安定的に行えるようになってきた。総務人事部の２名
の職員に、本学が所有するICカードプリンターの導入説明を行っ
た、これにより、紛失した時の再発行を学内で行うことが可能に
なり、発行の時間短縮が可能になる予定。

◇科研費の管理、運用の効
率化
・科研費獲得に向けICT基盤
強化

Ⅲ
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評
価
区
分
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分

評
価
区
分

評
価
区
分

◇データによる教学IR、経営IR
の推進
・データ資産の集約基盤整備

◇データによる教学IR、経
営IRの推進
・データ資産の集約基盤整
備

【評価指標】
・事務DXの推進状況

【評価指標】
・事務DXの推進状況

◇問合せ業務の効率化
・AIとチャットボット(自動会
話プログラム)の活用

◇問合せ業務の効率化
・AIとチャットボットの活
用

Ⅰ

◇事務カウンター業務の効率化
・証明書コンビニ発行
・電子マネー決済導入
・業務の標準化と統合及びバッ
クオフィス強化（共通業務）

◇事務カウンター業務の効
率化
・証明書コンビニ発行
・電子マネー決済導入
・業務の標準化と統合及び
バックオフィス強化（共通
業務）

Ⅲ◇事務カウンター業務の効率化
・証明書コンビニ発行は2024年4月稼働した。
・事務部の電子マネー化は、東が丘キャンパス事務部と導入検討
（業者のデモ・ヒアリング）を行ったが、部分的にしか電子化で
きないため、検討を一旦ペンディングした。
・現在、財政健全化が本学の課題であり、事務の効率化は急務で
あるが、業務や人の分散化により非効率な状態は継続している。
教務系システム（CampusPlanやWebclass）の入力やアウトプッ
ト、ITシステム支援、教室設備運用支援などバックオフィス強化
できると人的リソースの再配分が可能になるので、継続して検討
したい。

◇データによる教学IR、経営IR
の推進
・データ資産の集約基盤整備

◇データによる教学IR、経
営IRの推進
・データ資産の集約基盤整
備

Ⅰ◇データによる教学IR、経営IRの推進
・システム的な基盤強化に至っていない。

◇ペーパーレス化
・事務局ペーパーレス化
・保管資料のペーパーレス化
・ペーパーレス会議の検討

◇ペーパーレス化
・事務局ペーパーレス化
・保管資料のペーパーレス
化
・ペーパーレス会議の検討

Ⅲ

◇業務のオンライン化
・各種決済
・勤怠管理
・雇用委託契約
・会議、コラボレーション

◇業務のオンライン化
・各種決済
・勤怠管理
・雇用委託契約
・会議、コラボレーション

Ⅲ◇業務のオンライン化
・現在、紙ベースで行っている原議申請に関して、すでに利用し
ているX-POINT（稟議用）を活用することで、原議による意思決
定をスピードアップする。

◇ペーパレス化
・大学としてペーパレス宣言を発出して、全学的にSDGSやエコに
対する意識向上と紙資源削減を推進している。会議資料の削減
（大学経営会議など）はもちろん、現在無制限になっている学生
の印刷に関しても、 Papercutポイント課金機能を追加導入の準
備を進めており、次年度より実質的な削減を狙っている。

◇問合せ業務の効率化
・奨学金業務の問い合わせの効率化を、マイクロソフトのAI
チャットポッドで実現できないか、テストを行ったが、回答用の
ネタ・情報を準備することが課題である。実現には時間を要す。

◇キャンパスプラン拡張と業務
一元化
・学生募集から卒業まで一元管
理

◇キャンパスプラン拡張と
業務一元化
・学生募集から卒業まで一
元管理

Ⅲ◇キャンパスプラン拡張と業務一元化
・学生募集から卒業まで一元管理が理想だが、CampusPlanだけで
は現在の業務を実現できず、各部門間の調整や整理が進んでいな
い。

◇事務カウンター業務の効率化
・2024年4月からコンビニ学外証明書発行システムを導入した
が、2025年度は、デジタル修学証明にも対応できるよう機能追加
を図った。
・その他は、財政健全化が本学の課題であり、事務の効率化は急
務であるが、業務や人の分散化により非効率な状態は継続してい
る。

◇業務のオンライン化
・念願の勤怠システムオンライン化が実現した。

◇ペーパレス化
・Papercutポイント課金機能を追加し、実質的な印刷削減をを行
い、経費削減に貢献できた。

◇キャンパスプラン拡張と業務一元化
・総務人事部のシステム担当を総合教育センターDX担当にアアサ
インし、キャンパスプランの今後のクラウド化やサーバー更新に
ついて組織的に議論をできる環境を整備した。

◇問合せ業務の効率化
・未着手であった。

令和7年度は、教学IR及び経営IRを推進するため、学内に分散し
ている教学関連データを集約・分析し、内部質保証及び大学運営
の意思決定に活用できる基盤整備を進めた。特に財務委員会での
資料を基に、教員の適正配置、共通科目化の根拠資料として使用
し、作成した。
教学IRは、学修成果を可視化するためのデータ基盤として、キャ
ンパス・プランの整備を実施し、成績、履修、学生情報、各種ア
ンケート、学修成果に関するデータを今後のIR分析に活用しやす
い環境を整備した。また、令和7年度全国学生調査、卒業生アン
ケート、卒業生就職先アンケート、2026年度新入生プレイスメン
トテスト等のデータを収集・集計し、学部・学科別、学年別、入
学時・在学中・卒業後の各段階における状況を分析した。令和7
年度全国学生調査、2025年度新入生プレイスメントテストなど学
科・専攻別の特徴を可視化した。
経営IRの観点では、教学データを教育改善の資料にとどめず、学
科・専攻別の教育支援体制、学生募集、定員管理、教職員負担、
大学運営上の課題を検討するための基礎資料として活用できるよ
う整理を進めた。これにより、教学IRと経営IRを接続し、教育の
質保証と持続可能な大学運営の両立に資するデータ資産の集約基
盤整備を推進した。
以上により、データ資産の集約基盤整備は計画どおり進捗してお
り、評価区分は「Ⅲ：年度計画を概ね達成している」と判断す
る。
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区
分
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分
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分

評
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【計画達成のための方策】
教育受託研究費・奨学寄附金等
の外部資金への積極的な獲得を
奨励する。
また科学研究費等補助金につい
ては外部講師を招いて定期的に
説明会を開催し申請・獲得を図
る。
【評価指標】
・受託研究費・奨学寄附金等外
部資金の獲得状況、科学研究費
等補助金の説明会等の開催状況
(開催回数、参加者数、参加率)

Ⅲ
【年度計画46】
教育受託研究費・奨学寄附
金等の外部資金への積極的
な獲得を奨励する。
また科学研究費等補助金に
ついては外部講師を招いて
定期的に説明会を開催し申
請・獲得を図る。
【評価指標】
・受託研究費・奨学寄附金
等外部資金の獲得状況、科
学研究費等補助金の説明会
等の開催状況(開催回数、参
加者数、参加率)

　
Ⅲ

【計画46】(研究協力部)
教育研究活動に必要な教員の研
修の機会を確保するため、学
会・研究会に参加する等、就業
規則に基づき適切な配慮を行
う。また、外部資金への積極的
な申請を奨励し獲得を図る。

・科学研究費助成事業（科研費）の申請に関する意識啓発を促
し、一層の研究意欲の向上と研究活動の活性化を図り、科学研究
費等補助金の積極的な申請を奨励するため、毎年度外部講師を招
聘して説明会を開催しており、今年度は2部制として2名の講師に
依頼した。第1部は昨今の科研費制度の状況も変化しており、独
立行政法人日本学術振興会 研究事業部研究助成企画課の水谷友
俊課長を招聘し、「科学研究費助成事業について」と題して、科
研費全般についての制度や前年度との変更点等について説明いた
だき、第2部は本学の医療保健学部看護学科教授の谷本真理子先
生に「科研に応募しよう！」と題して、過去に審査委員でもあっ
た経験から、採択され易い申請書の書き方など興味深い内容も含
め、積極的に応募いただくよう説明があった。日程は令和7年6月
2日（月）16:30から90分間オンライン開催で実施した。
・参加者数は教職員等169名、参加率は教員68.0%で、特に教員参
加率は昨年の過去最高を更新した。
・科研費等外部資金の獲得状況は次表の「研究費総額に占める学
外からの研究費の割合」及び「科学研究費助成事業新規申請件数
及び採択件数」の通りである。

 

・令和6年度については、研究費総額の中に占める外部資金の割
合は37.5％となり10％上昇した。また、科学研究費助成事業（科
研費）採択件数は、令和6年度13件、令和7年度13件と同数となっ
た。なお、申請件数については、令和7年度60件から、途中段階
であるが令和8年度73件と既に大きく増加している。

・科学研究費助成事業（科研費）の申請に関する意識啓発を促
し、一層の研究意欲の向上と研究活動の活性化を図り、科学研究
費等補助金の積極的な申請を奨励するため、毎年度外部講師を招
いて説明会を開催しており、今年度は千葉大学医学部附属病院
医療安全管理部 教授の相馬 孝博先生を招聘し、「科研費を獲ろ
う」と題して、令和6年5月28日（火）17:00から90分間オンライ
ン開催で実施した。これまでは8月上旬～中旬にかけて開催して
いたが、一部学科から科研費申請期限（9月）までの準備期間を
長くとって欲しいとの要望もあり、今年度は5月に開催した。
・参加者数は教職員等185名、参加率は教員66.9%と参加者数及び
教員参加率とも昨年の過去最高を更新した。
・科研費等外部資金の獲得状況は別表の「研究費総額に占める学
外からの研究費の割合」及び「科学研究費助成事業新規申請件数
及び採択件数」の通りである。
・令和5年度については、研究費総額の中に占める外部資金の割
合は27.9％となっている。また、科学研究費助成事業（科研費）
採択件数は、令和5年度8件から、令和6年度13件と5件増となっ
た。なお、申請件数については、令和6年度42件から、令和7年度
60件と大幅に増加した。
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令和6年度実績 令和7年度計画達成状況第3期中期計画 令和7年度計画 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

【評価指標】
・利用者からの相談状況、文献
複写サービスの活用状況、ラー
ニング・コモンズの整備状況

【評価指標】
・利用者からの相談状況、
文献複写サービスの活用状
況、ラーニング・コモンズ
の整備状況

【計画達成のための方策】
1.教育研究遂行上必要な図書・
学術雑誌・視聴覚資料・電子媒
体等の整備・充実に努める。

Ⅲ
【年度計画47】
1.教育研究遂行上必要な図
書・学術雑誌・視聴覚資
料・電子媒体等の整備・充
実に努める。

Ⅲ1.資料購入費の見直しにより昨年度と比較して79.1％の図書・視
聴覚資料・電子書籍の受入となり、学術雑誌の購読数は昨年度と
比較して94.7％となった。電子雑誌の購読数は同数を維持してい
る。

2.図書館システムを通して受入資料の目録を公開し、所在情報や
アクセス情報を提供した。

2.図書館管理システムにより、
利用サービスの維持・向上を図
る。

2.図書館管理システムによ
り、利用サービスの維持・
向上を図る。

Ⅳ

 【評価指標】
・図書館ガイダンスの実施状況

 【評価指標】
・図書館ガイダンスの実施
状況

【評価指標】
・図書館管理システムによる利
用サービスの改善状況

【評価指標】
・図書館管理システムによ
る利用サービスの改善状況

【評価指標】
・図書・学術雑誌・視聴覚資
料・電子媒体等の整備状況

【評価指標】
・図書・学術雑誌・視聴覚
資料・電子媒体等の整備状
況

【計画47】(図書館)
ポストコロナに向け、図書館機
能の整備・充実を図るととも
に、図書館利用者のサービスの
向上を図る。

1.資料購入費が維持されたことにより昨年度と比較してほぼ同数
の図書・視聴覚資料・電子書籍の受入となった。学術雑誌の購読
数は引き続き見直しのため昨年度と比較して81.3％となった。

3.新入生に対する図書館利用に
関するオリエンテーションを実
施するとともに、利用者のニー
ズに対応した図書館ガイダンス
を適切に実施する。

Ⅳ 3.全学部・専攻科・研究科の新入生に対してそれぞれ対面での図
書館ガイダンスを実施したほか、学部生・大学院生に対して文献
検索・データベースガイダンスを実施した。この他に教員の要請
により授業時間を利用した文献検索・データベースガイダンスを
6回実施した。

3.新入生に対する図書館利
用に関するオリエンテー
ションを実施するととも
に、利用者のニーズに対応
した図書館ガイダンスを適
切に実施する。

Ⅳ 3.全学部・専攻科・研究科の新入生に対してそれぞれ対面での図
書館ガイダンスを実施したほか、学部生・大学院生に対して文献
検索・データベースガイダンスを実施した。この他に教員の要請
により授業時間を利用した文献検索・データベースガイダンスを
8回実施した。

Ⅱ 4.図書館利用に関する学生
及び教職員からの相談を適
切に行うとともに、文献複
写サービスの提供に努め
る。また、ラーニング・コ
モンズの整備に努める。

Ⅱ 4.例年と同程度学生及び教職員からの相談に対して回答を行い、
文献複写サービスを実施した。また文献複写サービスのオンライ
ンWeb申し込み対応を開始し、来館せずに申し込みできる体制を
整備した。
・ラーニング・コモンズの整備については現状のままとなってい
る。

4.図書館利用に関する学生及び
教職員からの相談を適切に行う
とともに、文献複写サービスの
提供に努める。また、ラーニン
グ・コモンズの整備に努める。

4.例年と同程度学生及び教職員からの相談に対して回答を行い、
文献複写サービスを実施した。
・ラーニング・コモンズの整備について千葉看護学部図書館委員
会活動として千葉大学ラーニングコモンズの見学を実施した。

Ⅳ 2.図書館システムをバージョンアップし、図書館システムを通し
て受入資料の目録を公開し、所在情報やアクセス情報を提供し
た。

117



令和6年度実績 令和7年度計画達成状況第3期中期計画 令和7年度計画 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

【評価指標】
・地域住民等による利活用状況

【評価指標】
・地域住民等による利活用
状況

6.地域に開かれた大学として地
域開放に努めるとともに、図書
館利用の拡充に努める。

6.附属世田谷図書館で地域利用者への図書館利用を展開している
が利用申込はなかった。附属東が丘図書館が参加する目黒区の医
療系図書館地域連携「めぐりぶ健康ネット：めぐろ図書館健康情
報連携」において共同企画展示「飲酒と健康」を開催した。

6.地域に開かれた大学とし
て地域開放に努めるととも
に、図書館利用の拡充に努
める。

Ⅱ 6.附属世田谷図書館で地域利用者への図書館利用を展開している
が利用申込はなかった。附属東が丘図書館が参加する目黒区の医
療系図書館地域連携「めぐりぶ健康ネット：めぐろ図書館健康情
報連携」において共同企画展示「治療と仕事の両立」を開催し
た。

【評価指標】
・利用サービスの改善状況

【評価指標】
・利用サービスの改善状況

5.図書館の書架を体系的・目的
別に整備し、書架の案内掲示を
見易くする等利用サービスに努
める。

5.各館において書架の整備、案内掲示を行っている。Ⅳ 5.図書館の書架を体系的・
目的別に整備し、書架の案
内掲示を見易くする等利用
サービスに努める。

Ⅳ 5.各館において書架の整備、案内掲示を行っている。

Ⅱ

118



9.社会連携・社会貢献

令和7年度計画達成状況

・令和7年度に受審した認証評価結果として、「建学の精神及び
「東京医療保健大学ビジョン」に掲げた「医療・健康・保健分野
での社会貢献と地域連携の強化」に向け、「社会連携・協力に関
する基本方針」を策定している。また、「第3期中期目標・計
画」において、社会連携・社会貢献の活動ごとに具体的かつ測定
可能な評価指標を設定している。」また、「地域医療機関、自治
体及び企業との歴史的背景を生かした多様な協働が年間多数の事
業として定着しており、自治体共催の市民公開講座、健康相談、
災害訓練及び食育イベントを継続して実施している。例えば、国
立病院機構キャンパスでは、学生が地域の防災リーダーとして活
動し、所在する目黒区や地元の消防団から高い評価を得ている。
また、各学部が置かれた地域においてキャンパスごとに、公開講
座を中心とする行政機関等と協働した取り組みを定期的に実施し
ている。産学連携では、「学長戦略本部」が協定に基づき、教育
系企業と教材開発や学習効果実証、ＩＣＴ教材の共同開発を推進
している。以上のように社会連携・社会貢献に関する取り組みを
実施し、教育研究成果の社会への還元を多層的に行っている。」
と評価されたところである。
・社会連携・社会貢献活動の中核を担う総合研究所は、研究イン
テグリティの確保や知的財産権管理なども担いつつ、更なる外部
資金の獲得にも調整する組織として活動を続けているが、本学は
今後も外部資金の獲得を目指すことは不可欠であり、資金提供者
のニーズに沿ったプロジェクト編成や活動展開が求められること
から、総合研究所を「要綱」から「規程」に格上げし、より明確
な位置づけのもとに活動の活性化を図ることとした。

・令和6年度も昨年度に引き続き、学長戦略本部において、「地
方公共団体、企業、関連病院等との連携・協力による地域の課題
解決に向けた各種取組状況」について各部局に対し調査を行った
結果、引き続き、企業、行政機関、消防団、医師会、病院、看護
協会、学校、財団、自治会、社会福祉協議会、地域実行委員会、
防災協議会、プロスポーツチームなどとの多岐にわたる連携事業
を各部局単位あるいは教員個人単位で連携していること、また特
定の教員グループ・教員個人単位で多数の連携事業を行っており
負担が増大していること、事業経費については、例えば「新宿区
役所からの性感染症普及啓発アウトリーチ型支援の委託事業」で
は所要の経費を確保できているが、連携先からの事業支援は少な
く、大学や教員の持ち出しが多い等の課題が確認できた。
・社会連携・社会貢献の取組の中核となる支援体制としては、令
和5年度において、学長戦略本部に「研究力強化会議」を設置し
たところであるが、少子化の影響により益々学生確保が難しい状
況の中では、学内予算に頼らない地域貢献活動が実施できるよう
にするために、引き続き「研究力強化会議」での検討を行い地域
貢献活動を推進していく必要がある。

第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「計画達成のための方策」
社会連携・社会貢献の取組の中
核となる支援体制や仕組みを整
備する。
「評価指標」
・関係規程の整備及び支援体制
の整備状況

Ⅲ
【年度計画48】
社会連携・社会貢献の取組
の中核となる支援体制や仕
組みを整備する。
「評価指標」
・関係規程の整備及び支援
体制の整備状況

Ⅳ

【計画48】(企画部)
医療・健康・保健面において地
域を指向して教育研究活動を推
進するとともに、地域の課題解
決に資する様々な人材や情報・
技術が集まる地域コミュニ
ティーの中核的存在としての機
能強化を図る。

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

119



令和7年度計画達成状況第3期中期計画 令和7年度計画令和6年度実績 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

【計画49】(企画部・各事務
部)
大学が所在する地方自治体との
連携を強化し、共催・後援によ
る公開講座等や各種事業を推進
する。

Ⅳ （五反田事務部）
・医療保健学部看護学科と品川消防団は昨年に引き続き、令和7
年11月9日に入団事例式を本学にて実施した、学生団員は昨年度
と同様の22名となった。
・医療保健学部看護学科地域健康づくり研究・教育センターを中
心にボランティア活動に力を入れており、締結協定を結んでいる
品川区と、保健事業を共に行い、社会貢献として学生・教員が多
くの事業に参加した。詳細は【計画56-1】を参照。

（五反田事務部）
・医療保健学部看護学科と品川消防署消防団は昨年に引き続き、
令和6年11月6日に入団辞令交付式を本学にて実施した。辞令交付
式には学生団員22名、品川消防団長等、亀山学長が参加した。学
生団員は昨年度の2倍となった。
・医療保健学部看護学科地域健康づくり研究教育センターは学生
のボランティア活動に力を入れており、令和6年10月13日に品川
区の認知症啓蒙活動の一環として開催された「オレンジフェスタ
2024」に多くの学生が参加し、地域住民と協働し積極的な活動を
行った。
・その他学生が参加した地域活動は以下のとおりである；令和6
年8月25日あいおい夏祭り（五反田キャンパス周辺町内会主
催）、10月12日せせらぎ祭り（品川区老人ホーム）、10月27日春
光まつり（品川区老人ホーム）、11月3日ファーム・エイド東五
反田

・公開講座の実施については、令和6年7月29日に開催した「全学
公開講座委員会」において、昨年度に引き続き、大学のPRとして
学生募集につながる取組を行うことや、地域の特性・ニーズを分
析した上でテーマを決め、事前の広報活動や当日の人員配置等に
ついても各キャンパスが主体的に対応すること等を定めた令和5
年度公開講座実施方針について承認され、それぞれのキャンパス
において実施された。
・「産後ケア事業」の推進については、【計画66】を参照のこ
と。
・また、各キャンパスにおいて以下のとおり地域性を考慮した各
種事業を推進した。
・なお、現在の公開講座は無償で開催しているが、例えば五反田
キャンパスで開催する公開講座は、品川区との共催事業とするこ
とで区からの補助金を確保し実施していることから、今後は学内
予算に頼らない持続可能な公開講座が実施できるために、その在
り方を検討していく必要がある。

Ⅲ
「計画達成のための方策」
大学が所在する品川区、世田谷
区、目黒区、立川市、和歌山
市、船橋市等との共催・後援に
よる公開講座の開催等を推進す
るとともに、産後不安を抱える
母子へのケアに高度な助産実践
力をもって貢献していく「産後
ケア事業」等を推進する。
「評価指標」
・自治体と連携した公開講座や
各種事業の開催数及び参加者数

【年度計画49】
大学が所在する品川区、世
田谷区、目黒区、立川市、
和歌山市、船橋市等との共
催・後援による公開講座の
開催等を推進するととも
に、産後不安を抱える母子
へのケアに高度な助産実践
力をもって貢献していく
「産後ケア事業」等を推進
する。
「評価指標」
・自治体と連携した公開講
座や各種事業の開催数及び
参加者数

Ⅲ ・公開講座の実施については、令和7年7月14日に開催した「全学
公開講座委員会」において、昨年度に引き続き、大学のPRとして
学生募集につながる取組を行うことや、地域の特性・ニーズを分
析した上でテーマを決め、教員の研究分野を参考にした講師の選
任などの工夫を行い、それぞれのキャンパスにおいて実施され
た。
・「産後ケア事業」の推進については、【計画66】を参照のこ
と。
・また、各キャンパスにおいて以下のとおり地域性を考慮した各
種事業を推進した。

Ⅲ
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（立川事務部）
・市民公開講座を11月に実施した。今年は子どもの虐待予防を
テーマに実施した。参加者16名、教員3名、学生2名であった。満
足度が高く、人数が少なかったので、参加者同士の交流もでき、
内容は有意義なものであった。参加者が伸びなかった要因とし
て、11月の開催であり、子ども虐待防止月間であり、同類のプロ
グラムの開催が散見された。さらに学校行事と重なったこと、イ
ンフルエンザの流行時期となり、学級閉鎖等も近隣で多く、子育
て世帯の申し込み、キャンセルがあった。そのため、時期の検討
が必要である。
・前年度同様立川警察署協議会に参画し、大規模災害時や地域の
安全に関する問題について、立川看護学部が地域・警察と協働し
て対応することに向けた取組みを行っている。また引き続き立川
看護学部学生で構成する立川市消防団機能別分団活動や立川地域
の住民がお互いを思いやり、支え合い、安心して暮らすことがで
きる街づくりに資する活動を行う立川市日赤奉仕団において、学
生の参加、教職員による活動支援を行うなど学生と教職員の一体
的、機動的に連携して取り組みを行っている。

（和歌山事務部）
・和歌山市と共催し、医愛祭と同日の10月25日(土)に、「看護っ
て何を学んで、何をするの？―地域社会のこれからの看護に関す
る一考察―」を開催した。
看護の学びの特徴や実践の多様性、そして地域社会における看護
の役割について、具体的な教育・臨床の場面を交えながら紹介し
た。市民29人が参加した。
・和歌山市中消防署と合同で、集団救急事案における応急救護所
での活動について理解を深め、負傷者への適切な救急処置と迅速
な医療機関への搬送を実施できるようにすることを目的とした訓
練を実施した。34名の学生が参加した。

（東が丘看護学部）
・10月12日、「目黒区民まつり」に学生・教員ボランティア24名
が参加、舞台イベント運営の裏方として協力し、運営主体より高
い評価を受けた。
・11月30日、目黒区子育て支援課主催「第15回めぐろ子育て交流
ひろば0123」にて教員3名、及びボランティア学生4名による救急
救命講座、「のど詰まっちゃった」、「もしもの時の応急処置」
の説明や実演に積極的に取り組んだ。昨年度初参加した本学の企
画を目的にイベントに参加された方も多かったとのことであり好
評であった。イベント参加者総数は親子約350名。
・12月6日、目黒区教育委員会連携講座「お酒・飲酒について正
しく理解しよう」を教員2名にて実施、区民を中心に40名に聴講
いただいた。
また、教員2名の目黒区の生涯学習推進協議会メンバー、自殺対
策推進会議会長に加え、精神保健医療福祉推進協議会委員として
の活動を継続している。その他、適時、目黒区主催イベントに対
する告知協力をしている。
目黒消防団活動も団員数175名にて継続しており、今年度は協力
事業所として認定された。

(和歌山事務部)
・和歌山市と共催し、医愛祭と同日の11月2日（土）雄湊キャン
パスにおいて「未来のために今知ろう！男性更年期障害」と題
し、公開講座を実施した。本学部教授の講演や和歌山市保健所職
員が和歌山市の健康課題などの説明を行い、市民27名に参加いた
だき、男性更年期障害の概要、生活習慣の大切さ等が伝えられ
た。
・和歌山市が主催する学生支援プロジェクトin市高に参加（教職
員3名）、就職・進学ワークショップを出店、ブースにおいて看
護演習体験等を行い、市立和歌山高校の高校生(30名）に対し、
情報提供を行った。

Ⅳ
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（東が丘看護学部）
・10月13日、「目黒区民まつり」に学生・教員ボランティア15名
が参加、舞台イベント運営の裏方として協力した。
・10月27日、目黒区子育て支援課主催「第14回めぐろ子育て交流
ひろば0123」にて教員3名による救急救命講座、乳幼児の「心と
体の発達」に関する講座を実施した。来場者は389名（子供含
む）
・11月23日、目黒区教育委員会連携講座「放射線を正しく怖が
る」を教員1名、院生2名にて実施、区民を中心に34名に聴講いた
だいた。
また、教員2名が各々目黒区の生涯学習推進協議会メンバー、自
殺対策推進会議会長に加え、精神保健医療福祉推進協議会委員と
して活動、また公民連携プラットフォームに参加し、目黒区との
交流を強化した。その他、適時、目黒区主催イベントに対する告
知協力をしている。

(立川事務部）
・立川市との共催による高齢者の健康維持やメンタルケアなど立
川市の健康づくりに資する市民公開講座を毎年開催し、11月開催
の「脳」をテーマにした市民公開講座は、市民参加者91名、教員
5名・職員3名・学生3名の参加により、市民のニーズに合致し満
足度が高く有意義された講座を開催した。
・地域の声を警察業務に反映するための立川警察署協議会に参画
し、大規模災害時や地域の安全に関する問題について、立川看護
学部が地域・警察と協働して対応することに向けた取組みを行っ
ている。
・震災発生後に医療救護に関する支援を行う立川看護学部学生で
構成する立川市消防団機能別分団活動や立川地域の住民がお互い
を思いやり、支え合い、安心して暮らすことができる街づくりに
資する活動を行う立川市日赤奉仕団において、学生の参加、教職
員による活動支援を行うなど学生と教職員の一体的、機動的に連
携して取り組みを行っている。

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ
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(東が丘事務部)
・国立研究開発法人国立成育医療研究センターとの人事交流では
臨床教授4名、特任教授1名が就任、非常勤講師とともに授業を担
当いただいている。実習施設として大学院助産をはじめ学部・学
科全体で延300名強が利用するなど協働事業は進展・拡大中であ
る。また、今年度は東が丘で実習指導者講習会を実施、国立病院
機構病院や国立研究開発法人傘下の病院から多数参加いただいて
いる。成育医療研究センターからも副看護師長等3名に参加いた
だき、最終発表会には看護師長にも出席いただくなど、更なる関
係強化に努めた。
・国立病院機構とも定期的な会合を持ち、密な連携を継続してい
る。

(立川事務部)
・国立病院機構災害医療センターとの緊密な連携のもと、災害訓
練協力や連携WOCケア外来(ストーマ外来)の運営を行っている。
・災害医療センターをはじめ多くの実習病院などと、より幅広い
連携を推進する看護学実習連携会議を開催した。
・国家公務員共済組合連合会立川病院における看護研究支援を
行った。
・主たる実習施設である国立病院機構災害医療センター、国立病
院機構村山医療センター、国家公務員共済組合連合会立川病院の
管理者、指導者とともに一体的になって学術集会へ参加し、共
同・双方向の連携強化や教育連携する取り組みを行った。

「計画達成のための方策」
独立行政法人地域医療機能推進
機構や国立研究開発法人国立成
育医療研究センター等との連携
協定を締結後、地域医療の課題
やニーズに的確に対応するため
人事交流、共同研究等の各種協
働事業等を推進する。

Ⅲ

Ⅲ

【年度計画50】
独立行政法人地域医療機能
推進機構や国立研究開発法
人国立成育医療研究セン
ター等との連携協定を締結
後、地域医療の課題やニー
ズに的確に対応するため人
事交流、共同研究等の各種
協働事業等を推進する。

Ⅲ

「評価指標」
・独立行政法人地域医療機能推
進機構と国立研究開発法人国立
成育医療研究センター等との連
携協定の締結や各種協働事業等
の推進状況

Ⅲ 「評価指標」
・独立行政法人地域医療機
能推進機構と国立研究開発
法人国立成育医療研究セン
ター等との連携協定の締結
や各種協働事業等の推進状
況

Ⅳ

(東が丘事務部)
・国立研究開発法人国立成育医療研究センターとの人事交流では
引き続き臨床教授4名、特任教授1名として非常勤講師とともに授
業を担当いただいている。実習施設として大学院助産をはじめ学
部・学科全体で延300名強が利用するなど協働事業は継続して進
展している。また、昨年度より実施している実習指導者講習会に
ついては、国立病院機構病院や国立研究開発法人傘下の病院から
33名に参加いただいている。うち4名は成育医療研究センターか
ら参加の看護師・助産師である。最終発表会には昨年度に引き続
き参加いただいた各参加者の上長の方々と更なる関係強化に努め
た。
・国立病院機構とも引き続き密な連携を継続しており、提案もさ
せていただいているが、残念ながら7年度に成案を得ていない。

（立川事務部）
・国立病院機構災害医療センターの役割である災害対応医療従事
者育成において、本学部の災害看護学の授業もその一環として位
置付けていただき連携を図っている。また、近隣の災害に関係す
る各省庁においても、地域防災や災害対応人材育成において活動
する場として本学部での講義や教材作成を協働する連携を図って
いる。
・災害医療センターをはじめとする多数の臨地実習施設と、看護
学実習連携会議を通して連携を図ってきた。特に連携会議におい
ては昨年度の参加者数を越す90人から参加を頂いた。さらに、災
害医療センター、成育医療センター、日本医科大学多摩永山病院
などの実習施設連携から講義・演習に協力を得るとともに、指導
者の指導スキル向上にもつなげている。
・主たる実習施設である国立病院機構災害医療センター、国立病
院機構村山医療センター、国家公務員共済組合連合会立川病院の
看護管理者・実習指導者とともに、大学と実習施設との共同・双
方向の連携強化や実習における新たな指導方法の取り組みなどの
教育連携に関するする取り組みを毎年日本看護科学学会交流集会
へ報告し、今年度は120名の参加者を得た。広く周知されてきた
ことと、医学書院看護教育の連載に掲載されるなど広報にもつな
がっている。
・災害医療センターや国家公務員共済組合連合会立川病院におけ
る看護研究支援を行い、卒後教育における連携を図っている。

【計画50】(企画部・各事務
部)
保健医療関係機関等との連携協
力により、医療現場の今日的な
課題解決等を図るため、各種連
携事業等を推進する。
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（和歌山事務部）
・日赤和歌山医療センターとの連携事業として、和歌山看護実践
研究センター主催にて「初心者歓迎！あなたもできる！短時間集
中型Wordでサクッと文書作成講座」を実施、日赤和歌山医療セン
ターの看護師11名に参加いただき、PCスキルの修得、PCに関する
自信と自己効力感の向上や業務効率の向上につながる研修会を開
催した。
・和歌山看護実践研究センターと日赤和歌山医療センター共催に
て、日赤に就職する看護学生対象に「就職前新人看護師への研修
会」を実施、就職予定者30名が参加し日赤と協力して指導を行っ
た。
・日赤和歌山医療センターにおいて開催された看護研究研修会な
どに講師として教員を派遣し、支援を行った。

Ⅳ （和歌山事務部）
・日赤和歌山医療センターとの連携事業として、和歌山看護実践
研究センター主催にて「初心者歓迎！あなたもできる！短時間集
中型Excelでサクッとデータ整理・集計講座」を実施、日赤和歌
山医療センター等の看護師9名が参加した。
・和歌山看護実践研究センターと日赤和歌山医療センター共催に
て、日赤に就職する看護学生対象に「就職前新人看護師への研修
会」を実施、就職予定者32名が参加し日赤と協力して指導を行っ
た。
・日赤和歌山医療センターにおいて開催された看護研究研修会な
どに講師として教員を派遣し、支援を行った。

（五反田事務部）
医療保健学研究科では平成27年度より研究科公開講座を企画・実
施しており、令和6年度は以下のとおり実施した。
日時：令和6年7月6日（土）
テーマ：先をみる医療ー医療DXとヘルスケアの未来一
プログラム構成は本学研究科修了生による研究発表、教育講演、
特別講演とした。
昨年度と同様Zoomでの開催とし、235名の申込者があり、うち190
名が当日参加した。アンケート結果も好評であった。

（感染制御学教育研究センター）
1.感染制御実践看護学講座
同センターでは保健医療機関等で感染管理に従事する看護師の要
請に応じ、平成22年より「感染制御実践看護学講座」を実施して
おり、令和6年度に第15回を以下のとおり実施した。
・期間：令和6年4月19日（金）～10月26日（土）
・受講者数：19名
本講座修了生を対象にフォローアップ研修会「AMR対策につい
て」を令和7年3月14日（金）にZoomにて実施し、78名が受講し
た。
2.感染制御学企業人支援実践講座
同センターでは企業等において感染制御に関する業務に携わって
いる者や医療機器や医薬品等の製造・販売に関する企業を対象
に、感染制御学の基礎と最新の情報や医療現場の取組などを学ぶ
実践的な講座として平成25年から実施している。令和6年度も募
集を行ったが申請者がいなかったため実施しなかった。

【年度計画51】
大学院主催の公開講座や、
保健医療機関等の看護師の
要請に応じた「感染制御実
践看護学講座」及び「感染
制御学企業人支援実践講
座」を実施する。特に、公
開講座については、対面及
びオンラインでのハイブ
リッド型の実施により、よ
り参加しやすい環境を整備
する。

「評価指標」
・公開講座の開催数及び参
加者数、「感染制御実践看
護学講座」及び「感染制御
学企業人支援実践講座」等
の受講者数

Ⅳ
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（五反田事務部）
・医療保健学研究科では平成27年度より研究科公開講座を企画・
実施しており、令和7年度は以下のとおり実施した。
日時：令和7年5月31日（土）
テーマ：先をみる医療ー学びと実践が拓く新たな医療一
プログラム構成は昨年度までと変更し、博士課程修了生1名の研
究発表後に、本研究科教員4名による各領域に関する教育講演を
行う構成とした。また研究科への入学者の広報をとして公開講座
終了後はWeb入試説明会を実施した。

（感染制御学教育研究センター）
1.感染制御実践看護学講座
同センターでは保健医療機関等で感染管理に従事する看護師の要
請に応じ、平成22年より「感染制御実践看護学講座」を実施して
おり、令和7年度に第16回を以下のとおり実施した。
・期間：令和7年4月18日（金）～10月24日（金）
・受講者数：18名
本講座修了生を対象に第11回フォローアップ研修会を令和7年10
月18日（土）に本学で対面で実施し、46名が参加した。

Ⅲ

「計画達成のための方策」
大学院主催の公開講座や、保健
医療機関等の看護師の要請に応
じた「感染制御実践看護学講
座」及び「感染制御学企業人支
援実践講座」を実施する。特
に、公開講座については、対面
及びオンラインでのハイブリッ
ド型の実施により、より参加し
やすい環境を整備する。

Ⅳ

Ⅲ「評価指標」
・公開講座の開催数及び参加者
数、「感染制御実践看護学講
座」及び「感染制御学企業人支
援実践講座」等の受講者数

【計画51】(五反田事務部・感
染制御学教育研究センター)
大学院研究科における研究の取
組を紹介するための公開講座の
実施や保健医療機関等からの要
請に基づく感染制御実践看護学
講座及び感染制御学企業人支援
実践講座等を実施する。
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Ⅴ

・令和7年度においても、学内予算環境が厳しい状況であり、卒
業者向けの全学のポータルサイトの設置の検討は中断したが、令
和6年度に東京医療保健大学同窓会組織と連携して企画を進め、
手始めに医療栄養学科の卒業生サイトを大学HPに開設し、転職支
援や生涯学習に関する情報発信に活用を始めており、令和8年度
も同窓会組織と協力し整備に必要な具体的な検討を進めていく。

（五反田事務部）
・医療保健学部看護学科ではHomecoming Dayを開催しており、令
和7年度で9回目となった。在校生等との交流会だけでなく、病院
や医療センターで活躍している卒業生数名を招き、トークセッ
ションの時間を設け、生涯学習支援講座としての内容も含んでい
る。令和7年9月19日に「あなたの“なりたい看護職”はここにい
るかもしれない―今を見つめ、未来のわたしに出会う日―」を
テーマに対面及びZoomで実施した。トークセッションのスピー
カーとして訪問看護ステーション、専門予備校、総合病院からの
卒業生を招き、学生や教職員との親睦を深めた。

「評価指標」
・「ポータルサイト」の設
置状況及び看護職に対する
生涯学習支援講座の開催数
及び参加者数

Ⅲ （五反田事務部）
・医療保健学部看護学科の地域健康づくり研究・教育センターが
中心となり、学生と行う社会貢献事業、品川区役所と大学教員と
の連携・社会貢献事業、地域組織とともに行う活動等、様々な活
動を積極的に行った。

（五反田事務部）
・医療保健学部看護学科では、昨年度設置した「地域健康づくり
研究・教育センター」が中心となり、学生と行う社会貢献事業、
品川区役所と大学教員との連携・社会貢献事業、地域組織ととも
に行う活動等、様々な活動を積極的に行った。

Ⅲ
（五反田事務部）
・医療保健学部看護学科ではHomecoming Dayを開催しており、令
和6年度で8回目となった。在校生等との交流会だけでなく、病院
や医療センターで活躍している卒業生数名を招き、トークセッ
ションの時間を設け、生涯学習支援講座としての内容も含んでい
る。令和6年12月23日に「わたしが会いたかったわたしへ～多様
な働き方・生き方を考える」をテーマに実施した。

「計画達成のための方策」
組織的なボランティア活動を展
開するための中核となる支援体
制や仕組みを整備する。

【年度計画53】
組織的なボランティア活動
を展開するための中核とな
る支援体制や仕組みを整備
する。

「計画達成のための方策」
「一歩先を歩む医療人のポータ
ルサイト(仮称)」を開設し、学
部卒業生・大学院修了生等が、
オンライン上で研修案内や情報
交換が行えるよう体制を整備す
るとともに、看護職に対する生
涯学習支援講座を開設する。

Ⅰ
【年度計画52】
「一歩先を歩む医療人の
ポータルサイト(仮称)」を
開設し、学部卒業生・大学
院修了生等が、オンライン
上で研修案内や情報交換が
行えるよう体制を整備する
とともに、看護職に対する
生涯学習支援講座を開設す
る。

Ⅲ

【計画52】(学長戦略本部、各
事務部)
本学を卒業した医療人等の生涯
学習の場づくりを支援するた
め、「ポータルサイト」を開設
し、学部卒業生・大学院修了生
等が、オンライン上で情報交換
等が行えるよう体制を整備する
とともに、看護職に対する生涯
学習支援講座を開設し、継続教
育の機会を提供する。

・学長戦略本部教学マネジメント・DX推進プロジェクトチームに
おいて、全学共通の卒業生向けのポータルサイトを開設するた
め、昨年度は医療栄養学科の卒業生にそのニーズ調査を実施し、
令和6年度は看護の分野等においても同様の調査を実施した上
で、全学的な卒業生のニーズを踏まえたポータルサイトの具体的
な制度設計を進めることとしていたが、学内予算環境が急速に厳
しい状況となり、当面、卒業者向けのポータルサイトの設置の検
討は中断することとした。
・今後のポータルサイトの具体的な制度設計の検討については、
令和8年度以降の財務状況を踏まえつつ、再開することとする。

【計画53】(各事務部、学生支
援センター)
医療系の大学で学ぶ学生として
社会貢献・社会活動に関する意
識の涵養及び学習意欲の向上を
図るとともに、地域との交流を
深め地域社会の発展に寄与する
ため、学生のボランティア活動
への積極的な参加を奨励する。

「評価指標」
・「ポータルサイト」の設置状
況及び看護職に対する生涯学習
支援講座の開催数及び参加者数

Ⅲ
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Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

(千葉看護学部)
・「ふなばし健康まつりの情報」「地域交流イベントの情報」を
学生に周知して学生がボランティア活動を行えるよう支援し、学
生と教職員が参加し本学の広報活動とボランティア活動を行っ
た。
参加人数は、ふなばし健康まつり：教職員3名、学生23名、地域
交流イベント：教職員38名、学生78名

（和歌山事務部）
・日赤和歌山県支部との連携・協力のもと結成した「東京医療保
健大学和歌山看護学部赤十字奉仕団」は合計43名の学生が所属
し、日赤県支部の活動に参加するなど、活発に活動した。令和6
年7月には本学部学生の献血活動に対し、和歌山県から知事感謝
状が送られた。
・和歌山市主催の紀州おどり「ぶんだら節」（38名参加）、和歌
山市社会福祉協議会が主催する社協まつり（8名参加）など地域
のイベントにも積極的に参加した。また、地域商店街を活性化す
る目的の「みそのマルシェ」に本学部学友会が出店、イベントを
盛り上げた。
・和歌山市中消防署との共催による多数傷病者訓練を雄湊キャン
パスにて実施、学生37名が傷病者役などを行った。また、日本赤
十字社第4ブロック合同災害救護訓練（学生60名参加）など地域
大規模災害訓練にも多くの学生が参加した。

（和歌山事務部）
・「東京医療保健大学和歌山看護学部赤十字奉仕団」は53名の学
生が所属。献血活動、医愛祭での出店、本部研修（東京）など、
活発に活動した。
・和歌山市主催の紀州おどり「ぶんだら節」（30名参加）、和歌
山市社会福祉協議会が主催する社協まつり（学生6名、教員1名参
加）など地域のイベントにも積極的に参加した。また、地域商店
街を活性化する目的の「みそのマルシェ」に本学部学友会が出
店。
・学生2名が教員にサポートのもと、認知症サポーター養成講座
（キャラバンメイト）資格を取得。今後は学生への指導も予定し
ており、大学文化の社会還元と次世代育成に資する取組を行って
いる。
・子ども食堂（バラの会主催）は毎月参加し、継続的なボラン
ティアとして多くの学生が参加。
・日赤和歌山医療センターや労災病院で行われた災害訓練に多く
の学生が参加

（東が丘事務部）
・学生ボランティアの支援体制は引き続き学生生活委員会及び事
務部が主たる窓口となり活動を実施した。学生生活支援委員会に
おいてはボランティアが参加するイベントごとに担当委員を配
置、学生支援を強化している。
主な学生ボランティア活動として①目黒消防団活動175名、②東
京医療センター七夕飾りイベント約30名、③目黒区民まつり23名
+教員1名、④アロマ石鹸づくり2回実施16名、⑤目黒区子育て支
援イベント4名⑥東京医療センター災害訓練約90名が参加した。
(立川事務部)
震災発生後に医療救護に関する支援などを行う立川市消防団機能
別分団活動や立川地域の住民がお互いを思いやり、支え合い、安
心して暮らすことができる街づくりに資する活動を行う立川市日
赤奉仕団活動など、学生の参加と教職員による活動支援を行うな
ど学生と教職員が一体的、機動的に連携した取組みを行ってい
る。

「評価指標」
・関係規程の整備及び支援体制
の整備状況

「評価指標」
・関係規程の整備及び支援
体制の整備状況

（東が丘事務部）
・学生ボランティアの支援体制は引き続き学生生活委員会及び事
務部が窓口となり活動を実施した。
学生ボランティア活動として①目黒消防団活動150名弱、②東京
医療センター七夕飾りイベント6名、③目黒区民まつり14名+教員
1名、④アロマ石鹸づくり1回実施9名、⑤目黒区連携公開講座年1
回2名が参加した。（記述の一部を計画49に移動）
(立川事務部)
震災発生後に医療救護に関する支援などを行う立川市消防団機能
別分団活動や立川地域の住民がお互いを思いやり、支え合い、安
心して暮らすことができる街づくりに資する活動を行う立川市日
赤奉仕団活動など、学生の参加と教職員による活動支援を行うな
ど学生と教職員が一体的、機動的に連携した取組みを行ってい
る。
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・令和6年度の共同研究の新規契約件数は6件(令和5年度：4件)、
受託研究の新規契約件数は6件(令和5年度：7件)であり、共同研
究及び受託研究とも昨年度とほぼ同件数を確保した。
・また、令和6年度科学研究費等補助金等の申請件数は42件（令
和5年度：43件）、採択件数は13件（令和5年度：8件）であり、
申請件数は前年度を1件減少、採択件数は前年度から5件増加し
た。なお、令和7年度は申請件数については、令和6年度42件か
ら、令和7年度60件と大幅に増加した。

「計画達成のための方策」
「学長戦略本部」を中核とし
て、共同研究や受託研究のニー
ズを発掘し、大学研究者が有す
る研究シーズとのマッチングを
支援するなど、支援体制を強化
する。
「評価指標」
・共同研究、受託研究の実施件
数及び科学研究費等補助金等の
申請件数及び採択件数

【年度計画54】
「学長戦略本部」を中核と
して、共同研究や受託研究
のニーズを発掘し、大学研
究者が有する研究シーズと
のマッチングを支援するな
ど、支援体制を強化する。
「評価指標」
・共同研究、受託研究の実
施件数及び科学研究費等補
助金等の申請件数及び採択
件数

　
Ⅲ

　
・令和7年度の共同研究の新規契約件数は4件(令和6年度：6件)、
受託研究の新規契約件数は4件(令和6年度：6件)であり、共同研
究及び受託研究とも昨年度を若干下回った。
・また令和7年度科学研究費等補助金等の申請件数は60件（令和6
年度：42件）、採択件数は13件（令和6年度：13件）であり、申
請件数は前年度を大幅に上回り、採択件数は前年度と同数となっ
た。なお、令和8年度の申請件数については、令和7年度60件か
ら、令和8年度途中段階（研究スタート支援は公募期間中）であ
るが73件と大幅に増加した。

【計画55】【計画32の再掲】
(国際交流センター、研究協力
部、各事務部)
学生・教員に係る海外派遣・海
外研修等を実施するとともに、
オンラインを活用した海外大学
等との交流を拡大する。また、
海外からの留学生・研究生等の
受入れを推進し、大学の国際化
を進め、国際的視野を持つ医療
人の育成に努め、地域貢献及び
地域の国際化に寄与する。

【計画54】(学長戦略本部・総
合研究所、研究協力部)
教育・研究の充実・発展を図る
ため、産・学・官等との共同研
究や受託研究の推進及び科学研
究費等補助金の申請等により、
外部資金を確保する。

Ⅲ
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「計画達成のための方策」
1.学生・教職員の海外派遣・海
外研修等の実施及び海外からの
留学生等の受入れを積極的に行
うため、海外の大学や医療機関
との交流締結を更に推進する。
特に、国際交流センターでは従
来から協力関係にあったハワイ
大学とシャミナード大学との大
学間提携を実現できるよう両大
学に積極的に働きかける。
2.国際的な講演会の開催など積
極的に推進する。

「評価指標」
・海外大学との交流締結数及び
学生・教職員の海外派遣・海外
研修等の実施及び海外からの留
学生等の受入れ数、海外研修実
施に伴う参加者の満足度
・国際的な講演会等の開催状況

【年度計画55】
1.大学間提携大学との連携
関係をさらに深めるため
に、協力的なプロジェクト
について提携大学と検討
し、提携内容をさらに充実
させる。

「評価指標」
・海外大学との交流締結数
及び学生・教職員の海外派
遣・海外研修等の実施及び
海外からの留学生等の受入
れ数、海外研修実施に伴う
参加者の満足度及び協力的
なプロジェクトの実施状況
・国際的な講演会等の開催
状況

Ⅳ

2.(国際交流センター、研究協力部)
 令和6年度の国際講演会の計画は以下の通り3回の国際講演会を
オンライン実施した。
10月22日：「フィンランドはなぜ世界一幸せな国に選ばれ続ける
のか」（講師：久末智実　タンペレ大学博士課程在籍中）。11月
16日：「多職種間のチームワーク・コミュニケーションを向上さ
せるシミュレーション訓練」（講師：Dr. Lorrie Wong ハワイ大
学看護学部教務担当副学部長）。12月10日：「アフリカでの経験
から看護師の視点で考える国際保健への貢献とキャリア開発」
（講師：坂本琢美　メプラジャパンコンサルタント／長崎大学熱
帯医学グルーバルヘルス研究科）申込者数117名。
(和歌山事務部)
・近畿圏内に在住の外国人医療従事者（ベトナム）3名と本学部
学生12名が参加し交流会を開催した。

Ⅳ Ⅳ

(国際交流センター、研究協力部）
1.令和6年5月にオーストラリアのグリフィス大学との3年間の大
学連携協定を更新した。令和6年9月にグリフィス大学オンライン
研修、令和7年3月にはハワイ大学現地研修を実施した。9月のグ
リフィス大学オンライン研修では、学部生・研究科生・教員16名
が参加し、オーストラリアの医療、看護、臨床栄養、医療情報に
ついて講義を受けた。実施後アンケートでは100％が、「現地研
修に参加できないが、海外の医療に関して学びたいと思っている
学生たちにとっては、オンライン海外研修は効果的な学習の機会
を提供するもので、今後も継続を望む」と回答している。
・令和7年3月のハワイ研修に関しては、従来研修で連携していた
ハワイ大学看護学部やシャミナード大学が学部内再編のために受
け入れが困難ということで、ハワイ大学アウトリーチカレッジが
実施している2-week New Intensive Cours of English(NICEプロ
グラム）に希望学生を派遣することになった。23名の学生が参加
して、2週間の集中英語講座に参加した。宿泊は学生の希望によ
りハワイ大学の寮あるいはホームステイが選択された。実施後ア
ンケートでは、研修全体に対する満足度は、大変満足71％、まあ
まあ満足29％を合わせると100％、同じく100％がこの研修を他の
学生にも勧めたいと回答し、非常に高評価を得た。

4.令和7年度の国際講演会は、10月、11月、12月、各月1回で合計
3回実施した。
10月22日：「海外で医療職として働くために必要なこと」(講
師：佐野愛梨氏、西尾雅子氏)現在、オーストラリアで働く看護
師佐野氏とかつてカナダで長年看護師として働いた西尾氏による
講演は、将来海外で働きたいと思っている学生にとって関心が高
く、他の回より学部生の参加者が多かった。
11月21日：「ボランティア×医療＝共に生きるということ」(講
師：笠原順子氏)JICA海外協力隊看護師として働いたご自身の経
験に基づいてお話ししていただいた。
12月10日：「オランダ発ポジティブヘルスと安楽死」(講師：
シャボットあかね氏)オランダ在住のシャボット氏よりオランダ
人の生活に根差した健康・病気について考え方、安楽死に関する
考え方について講義いただいた。活発に質疑応答が行われた(講
演会シリーズ申込者数：114名)
また、これらの講演会は単発開催であり、学生が単位を修得する
ことができないため、令和8年度は総合教育センターが共通科目
として「国際関係論」を開講できるように、体制の見直しに着手
した。その一環として、令和7年に日本アジア医療福祉教育研究
所との包括協定を行った。

　
Ⅳ

　
(国際交流センター・研究協力部)
1.令和7年9月に10日間のグリフィス大学現地研修を実施した。総
参加者数は47名であった。引率者は3名であった。事前研修2回、
事後研修1回も実施した。現地研修では、学生は全期間大学斡旋
の家庭に1名ないしは2名でホームステイした。グリフィス大学で
の研修は1週間午前中英語の集中授業(英語会話能力別に4レベル
に編成した)を受け、午後はキャンパスツアー、病院見学、介護
施設見学などに参加した。研修終了後に参加学生を対象に行った
参加後アンケートは74％が大変満足、24％がやや満足、2％が普
通と回答し、全般的に高い評価を得た。
2.令和8月3月に2日間のオンラインハワイ研修を行った。研修受
け入れ先は、本学が2010年から研修提携を行ってきたホノルル市
に位置するシャミナード大学である。参加者は、学部生・研究科
22名であった。また、学生交流では、本学学生も積極的に英語で
参加した。事後アンケートで大変満足と回答した学生が大半を占
めた。シャミナード大学とは、今後も関係をより強固なものにし
て、今後は現地研修の再開なども検討していきたい。他方、コロ
ナ禍から相当の年数が経過して対面研修を再開できていないこと
も事実であり、見直しが必要な時期に来ていることも事実であ
る。
3.このため海外研修の見直しに着手し、運営主体についても従来
の国際交流センター(専任の事務職員1名体制)から、単位認定権
限を持つ総合教育センター(グローバル教育担当の兼任教員2名体
制)への移管に着手した。
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「評価指標」
・地域の子育て支援事業と
の協働（実習を通して）の
継続（年19名の学生実習）

3.看護の統合実習と社会貢献
　学生は、看護の統合実習「住民とともに活動する保健師の会」
において、下記のとおり社会貢献事業に参加した。
1)わっと! つながるみんなのみらい ファーム・エイド東五反田
　事前打ち合わせ6回教員2名参加(内2回は学生20名)、当日の参
加（学生20名・教員2名）

2)東京都エイズ啓発拠点事業「エイズフェス」
　事前打ち合わせ・開催準備1日間、当日の参加（学生20名・教
員2名）
これらのボランティア活動をとおして、地域住民からその生活を
知り、看護職として何が必要となってくるかを考える機会となっ
た。

2.「看護の統合実習」にて4年生20名が、また「公衆衛生看護学
演習Ⅲ」にて3年生19名が、NPO法人ふれあいの家－おばちゃんち
およびNPO法人そとぼーよが実施する子育て支援事業（品川宿お
ばちゃんち「ほっぺ」、昭和通りおばちゃんち「わっこ」、ほっ
と・サロン・にじっこ、北浜こども冒険ひろば、しながわこども
冒険ひろば）に参加した。実習・演習において、学生は子育て支
援の実際を学ぶとともに、未就学児・小学生との外遊び、保護者
および各事業のスタッフとの交流を通じ、地域で子育てする家族
の生活や思いについて理解を深めた。

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

「計画達成のための方策」
1.令和5年まで年間9回（大学体
育館5回、八潮4回）の健康づく
り事業を継続実施する。
2.看護の統合実習において、地
域の子育て支援事業に参加する
3.地域ボランティアについて、
学生に参加を呼びかける。

「評価指標」
・地域保健活動事業「健康づく
りの会」の実施継続（年9回
（五反田5回、八潮4回））
・地域の子育て支援事業との協
働（実習を通して）の継続（年
20名の学生実習）

【年度計画56-1】
1.看護の統合実習におい
て、地域の子育て支援事業
に参加する
2.地域ボランティアについ
て、学生に参加を呼びかけ
る。

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

2.「看護の統合実習」にて4年生18名が、「公衆衛生看護学演習
Ⅲ」にて3年生20名が、「NPO法人ふれあいの家 おばちゃんち」
が実施する子育て支援事業（品川宿おばちゃんち「ほっぺ」、
ほっと・サロン・にじっこ、北浜こども冒険ひろば、しながわこ
ども冒険ひろば）に参加した。実習・演習において、学生は子育
て支援の実際を学ぶとともに、未就学児・小学生との外遊び、保
護者および各事業のスタッフとの交流を通じ、地域で子育てする
家族の生活や思いについて理解を深めた。

3.地域ボランティアの学生募集については、次のとおり参加して
いる。
(1)東五反田地域 あいおい夏祭り　学生15名　教員2名
(2)若年性認知症当事者就労支援ジャムづくりの話し合い　教員2
名
(3)第6回わっと! つながるみんなのみらい ファーム・エイド東
五反田　事前打ち合わせ6回参加(学生1名・教員1名)　当日の参
加（学生20名・教員2名）
学会発表：2024年11月9日(土)
第24回 日本早期認知症学会学術大会 一般演題発表
演題名：地域連携と地域共生社会：「わっと! つながるみんなの
みらい ファーム・エイド東五反田」の取り組みと展望
発表演題に対し、研究奨励賞を受賞した。
(4)オレンジフェスタ（品川区認知症啓蒙活動）学生8名・教員1
名参加
(5)品川区健康フェスタ　学生20名・教員2名が、運営会議から関
わり参加
これらのボランティア活動をとおして、地域住民からその生活を
知り、看護職として何が必要となってくるかを考える機会となっ
た。
4.地域健康づくり研究・教育センターの活動については、【計画
56-3】に記載する。

〇医療保健学部看護学科
【計画56-1】㋐
地域貢献事業の展開及び地域活
動を通して学ぶプログラムを実
施する。

1.健康づくり事業を大学体育館（対面形式）にて全5回実施し
た。各回の実施計画および事業運営は学生がグループで分担して
行った。参加者は50～90歳代の延べ189名（実人数52名）であっ
た。学生は積極的に参加者と交流し、地域住民の健康や生活状況
について理解するとともに、この学びをもとに、学生として、ま
た看護職としてできることについて学びを深めた。

1.「看護の統合実習」にて4年生20名が子育て支援事業（品川宿
おばちゃんち「ほっぺ」、昭和通りおばちゃんち「わっこ」、
ほっと・サロン・にじっこ、北浜こども冒険ひろば、しながわこ
ども冒険ひろば）に参加した。
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【計画56-3】
全国・東京都・品川区等の各自
治体や地域組織・住民と連携協
働し、保健・健康づくりに関連
する地域貢献活動を展開し、ま
た、学内外における保健・健康
づくりに関する研究・教育の拠
点となることを目指す。

・地域健康づくり研究・教
育センターとして、地域看
護学領域・老年看護学領域
の教員を中心に、
品川区役所や地域（NTT東日
本関東病院・近隣薬局・在
宅介護支援センター・小学
校）、東京都庁・各区保健
所（世田谷区保健所・品川
区保健所・目黒区保健所・
池袋保健所）、エイズ予防
財団・日本性感染症学会な
ど広く外部組織とも関係を
持ちながら保健・健康づく
りに関連する地域貢献活動
を行う。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
日本バングラデシュ友好病院
（JBFH）及び日本バングラデ
シ ュ 友 好 看 護 師 養 成 学 校
（JBFNI）における指導者層を
対象とする研修について、当初
の計画を見直し現実可能な方策
を検討し、令和5年度に現地ス
タッフに対する研修を何らかの
形で実施する。
「評価指標」
・研修の実施状況

Ⅰ
【年度計画56-2】
1.研修の実施
(令和6年度で活動終了)
「評価指標」
・令和5年度の研究計画立案
時に参加人数の見通しを立
てる。

Ⅰ1.ダッカの高齢者介護施設の責任者が9月に来日し、その講演会
に参加した。資金および実習受け入れ先の見通した立たず、研修
計画の立案は断念した。
本計画は2023年度までとしており、今年度で活動を終了する。

【計画56-2】㋐
日本バングラデシュ友好病院
（JBFH）及び日本バングラデ
シ ュ 友 好 看 護 師 養 成 学 校
（JBFNI）における指導者層を
対象とする研修を実施する。

1.ダッカの高齢者介護施設が完成し、12月にメンバーがダッカを
訪れ、オープニングセレモニーに参加した。研修計画に関する活
動は昨年度で終了しており、今後は先方のニーズを聞きながら連
携の可能性を探っていく。

・地域健康づくり研究・教育センターとして、地域看護学領域・
老年看護学領域の教員を中心に、
品川区役所や地域（NTT東日本関東病院・近隣薬局・在宅介護支
援センター・小学校）、厚生労働省・東京都庁・各区保健所（世
田谷区保健所・品川区保健所・目黒区保健所・池袋保健所）、エ
イズ予防財団・日本性感染症学会など広く外部組織とも関係を持
ちながら保健・健康づくりに関連する地域貢献活動を行った。

「計画達成のための方策」
地域健康づくり研究・教育セン
ターを立ち上げ始動する。

【年度計画56-3】
地域健康づくり研究・教育
センターとして活動する。

Ⅳ ・地域健康づくり研究・教育センターとして、品川区や地域と連
携し活動したり、東京都、エイズ予防財団や日本公衆衛生学会・
日本性感染症学会など広く外部組織とも関係を持ちながら保健・
健康づくりに関連する地域貢献活動を行った。
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Ⅳ

Ⅳ2.東五反田俱楽部・NTT関東
病院地域連携室等、地域と
の連携業務
・東五反田ファーム・エイ
ド　あいおい夏祭り、ジャ
ムづくり

2.品川区内地域との連携
1)8月24日あいおい夏祭り
2)11月2日ファーム・エイド
　保健師課程4年生20名が、実習として社会貢献への参加
3)品川で性教育を考える会
　品川区医師会　会長と共に、2－3か月に1度、性教育研修会を
開催した。
4)新規事業：障害者なんでも相談会　つどいばinスターバックス
開催打ち合わせ5回、実施12月6日、3月7日
参加団体：区内の障害者団体や家族会、品川区精神保健福祉家族
会（かもめ会）品川区高次脳機能障害者と家族の会、昭和医科大
学　医学部、リハビリテーション科、東京医療保健大学
地域健康づくり研究・教育センター、品川区医師会
五反田リハビリテーション病院、就労移行支援事業所
ジョブサ
家族や友人には話にくいお悩み事やお困り事相談会をスターバッ
クスの協力を得て、ふらっと立ち寄れる相談会を開催した。各回
参加者：約35名

1.品川区との連携
・東京医療保健大学と締結協定を結ぶ品川区と、保健事業をとも
に行い、社会貢献としても学生・教員が参加した。
1)「健康大学しながわ」
・運営・評価支援：
品川区が育成した「健康大学しながわ」の地域健康づくりグルー
プが、区民への健康づくりを行う際の、運営支援・評価支援を
行った。
・連絡協議会・健康フェスタの運営参加：
地域健康づくり研究・教育センターが、健康大学しながわ事務局
センター事務局（外部委員：住民とともに活動する保健師の会）
とともに、地域健康づくりグループの活動場所の確保・管理、連
絡協議会・健康フェスタの運営等を行った。
・学生派遣：
健康大学しながわにおける運営・評価・イベントへの学生も参加
した。
2)学生団体：スマイルプラス結成と地域活動の開始
2月18日・3月4日・18日上大崎シルバーセンターにて運動実践
各回参加者約10名
　2年生地域保健活動演習後に学生の希望があり、結成された。
教員がし、品川区社会福祉協議会と連携し、在宅介護支援セン
ター・シルバーセンターとの仲介・指導を行い、上大崎シルバー
センターで活動を開始した。

1.品川区との連携
・健康大学しながわにおける運
営・評価・イベントへの学生派
遣。
・品川区大崎第一地域センター
町会・自治会　地域絆づくり運
営・協力
・品川区立第三日野小学校との
連携(生活科　ボランティア等)

1.品川区との連携
(1)健康大学しながわ（品川区事業）
・地域健康づくり活動グループ支援運営委託　運営会議・連絡協
議会 4回/年実施
・地域活動グループ活動事業評価： 2 回/年実施
・健康大学しながわ健康フェスタの開催（東京医療保健大学五反
田キャンパスで2月15日（土）に開催した）
(2)品川区総務部総務課 平和・国際担当連携
(3)オレンジフェスタ(品川区認知症啓蒙活動)学生8名参加
(4)しながわ健康プラン21策定
副委員長　教員1名　年4回　会議
(5)品川区フォスタリング機関　里親認定前研修への連携支援
（講師派遣等）

1.品川区との連携
・健康大学しながわにおけ
る運営・評価・イベントへ
の学生派遣。
・品川区大崎第一地域セン
ター　町会・自治会　地域
絆づくり運営・協力
・品川区立第三日野小学校
との連携(生活科　ボラン
ティア等)

2.東五反田俱楽部・NTT関東病
院地域連携室等、地域との連携
業務
・東五反田ファーム・エイド
あいおい夏祭、ジャムづくり

2.品川区の地域との連携
(1)東五反田俱楽部・NTT関東病院地域連携室等
・第6回わっと! つながるみんなのみらいファーム・エイド
事前打ち合わせ6回参加(学生1名・教員1名)　当日の参加（学生
20名・教員2名）
・東五反田あいおい夏祭り　学生15名・教員2名参加
・東五反田倶楽部ジャムづくり　教員2名参加
(2)八潮地区総合防災訓練 　選挙と重なり中止
(3)品川区健康フェスタ　学生20名・教員2名が、運営会議から関
わり参加
(4)しながわみんなで想う橙プロジェクト～オレンジフェスタ
2024～（品川区認知症啓蒙活動）　学生8名・教員1名参加
(5)品川区　地域第一センター　町会自治会連合会事業
地域共生社会を目指す「地域マナー＆防災かるた」の作成と活用
カルタ活用方法検討
(6)品川で性教育を考える会　研修会5回参加、うち講師1回実施
(7)品川区フォスタリング機関　里親認定前研修　講師　教員1名
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5)学生部活動　青少年の性と健康を考え活動する会(2SK会)の活
動支援　学生：部員76名　顧問：8名
他活動支援者：地域健康づくり研究・教育センター　外部委員
住民とともに活動する保健師の会
(1)　厚生労働省主催「レッドリボントークライブ」出演
　5／31（土）配信イベントに東京医療保健大学　青少年の性と
健康を考え活動する会　(2SK会)　3年生・住民とともに活動する
保健師の会TBS　HIV/エイズ検査普及週間イベントライブに出演
した。厚生労働省・TBSとの打ち合わせ、シナリ作成等を支援し
た。
(2)　4月21日　新入生合宿　講演
　新入生に向け、青少年の性と健康を考え活動する会(2SK会)性
感染症予防について後援した。学生が講演指導は顧問教員が行っ
た。
(3)　性の健康へ活動について投稿
　投稿支援は顧問が行った。東京医療保健大学　青少年の性と健
康を考え活動.性の健康　Vol.24　No.3.2025
(4)　9月27・28日　医愛祭
　東京都・世田谷・品川・目黒区保健所、エイズ予防財団合同展
示の実施　これらにかかる打ち合わせ・荷物搬入の支援を行っ
た。イベント来場者とともにアウェアネスリボンづくり、紙芝
居・読み聞かせ カルタ等で知識普及を行った
3.外部委員・事務局　住民とともに活動する保健師の会　年間事
業を全遂行し、そのアドバイス・支援を行った。どのほかにも、
東京都・都内品川区以外自治体との連携（アドバイザー・講師
等）を行った。
1)厚生労働省
　厚生労働省主催「レッドリボントークライブ」の厚生労働省・
TBSとの打ち合わせ、シナリ作成等実施した。
2)東京都
　行政職員・地域専門職向け青少年エイズ対策事業研修会　講師
2)東京都特別区
　・特別区専門研修 中堅保健師研修会　講師派遣
　・東京都・世田谷区健所・品川区保健所・目黒区保健所、エイ
ズ予防財団と共同した、医愛祭での展示によるエイズ・性感染症
予防啓発事業　　学生20名、教員1名参加

「評価指標」
・健康大学しながわ評価表の作
成　2回／年
・品川区大崎第一地域センター
連携　3回/年以上
・品川区立第三日野小学校との
連携　3回／年以上
・東五反田ファーム・エイド
会議年6回　実施1回／年以上
・住民とともに活動する保健師
の会　年間事業への学生・教員
協力
青少年施設　30回/年、エイズ
知ろう館　30回/年、若者が集
う「AIDSフェスティバル」1回/
年、サイト・SNS　更新1回/
2ヶ月

4.他県自治体住民の健康対策支援（分析・アドバイザー等）
(1)高知県須崎市チーム須崎プロジェクト事業
　高知県児童虐待死亡事例後のプロジェクト運営支援　教員1名
(2)横浜市泉区思春期保健事業
　事業計画策定支援・地域診断支援・研修会講師　教員1名
(3)仙台市泉区いのち育むプロジェクト事業
　事業計画策定支援・地域診断支援・教育資料作成支援・研修会
講師　教員1名
(4)福島県いわき市いのちを育む教育推進事業
　いのちを育む教育推進協議会アドバイザー・講師、事業計画策
定支援・地域診断支援・研修会講師　教員1名
(5)自治体への連携支援　（人生を豊かに育むための性・ここ
ろ・からだの教育　講師派遣等）
東京都庁・神奈川県庁・千葉県庁・宮城県庁・静岡県庁・佐賀県
庁・仙台市泉区・福島県福島市・福島県いわき市・千葉県習志野
市・千葉県我孫子市・横浜市泉区・相模原市・伊豆市・高知県須
崎市・和歌山県和歌山市等

4.他県自治体住民の健康対策支援（分析・アドバイザー等）
(1)高知県須崎市チーム須崎プロジェクト事業
　高知県児童虐待死亡事例後のプロジェクト運営支援　教員1名
(2)横浜市泉区思春期保健事業
　事業計画策定支援・地域診断支援・研修会講師　教員1名
(3)仙台市泉区いのち育むプロジェクト事業
　事業計画策定支援・地域診断支援・教育資料作成支援・研修会
講師　教員1名
(4)福島県いわき市いのちを育む教育推進事業
　いのちを育む教育推進協議会アドバイザー・講師、事業計画策
定支援・地域診断支援・研修会講師　教員1名
(5)自治体への連携支援　（人生を豊かに育むための性・ここ
ろ・からだの教育　講師派遣等）
仙台市泉区・福島県福島市・福島県いわき市・千葉県習志野市・
千葉県我孫子市・横浜市泉区・高知県須崎市・和歌山県和歌山市

「評価指標」
・健康大学しながわ評価表
の作成　2回／年
・品川区大崎第一地域セン
ター　連携　3回/年以上
・品川区立第三日野小学校
との連携　3回／年以上
・東五反田ファーム・エイ
ド　会議年6回　実施1回／
年以上
・住民とともに活動する保
健師の会　年間事業への学
生・教員協力
青少年施設　30回/年、エイ
ズ知ろう館　30回/年、若者
が集う「AIDSフェスティバ
ル」1回/年、サイト・SNS
更新1回/　2ヶ月

3.外部委員・事務局　住民とと
もに活動する保健師の会　年間
事業　 (東京都委託事業) への
学生・教員協力
・青少年施設(中高生放課後施
設)に若者を派遣し教育を行う
「HIV啓発拠点4T」事業
・池袋保健所に開設している
「エイズ知ろう館」事業
・若者が集う「AIDSフェスティ
バル」事業
・HIV/AIDS・性感染症対策にお
けるサイト・SNS運営等の「情
報発信」事業

3.東京都・都内品川区以外自治体との連携（アドバイザー・講師
等）
(1)東京都
　行政職員・地域専門職向け青少年エイズ対策事業研修会　講師
(2)東京都特別区
　特別区専門研修 中堅保健師研修会　講師派遣
(2)東京都・世田谷区健所・品川区保健所・目黒区保健所、エイ
ズ予防財団と共同した、医愛祭での展示によるエイズ・性感染症
予防啓発事業
　学生15名、教員1名参加

3.外部委員・事務局　住民
とともに活動する保健師の
会　年間事業　(東京都委託
事業) への学生・教員協力
・青少年施設(中高生放課後
施設)に若者を派遣し教育を
行う「HIV啓発拠点4T」事業
・池袋保健所に開設してい
る「エイズ知ろう館」事業
・若者が集う「AIDSフェス
ティバル」事業
・HIV/AIDS・性感染症対策
におけるサイト・SNS運営等
の「情報発信」事業
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5.中学・高等学校・特別支援学校への連携支援　（人生を豊かに
育むための性・こころ・からだの教育　講師派遣等）
小学校2校・中学校13校・高等学校1校・特別支援学校3校
教育委員会主催教育者向け講演会3県

5.中学・高等学校・特別支援学校への連携支援　（人生を豊かに
育むための性・こころ・からだの教育　講師派遣等）
小学校2校・中学校13校・高等学校1校・特別支援学校3校
教育委員会主催教育者向け講演会3県

6.児童養護施設　職員・児童への連携支援（人生を豊かに育むた
めの性・こころ・からだの教育　講師派遣等）
新宿区・世田谷区・鳥取県・広島県・高知県・佐賀県等

7.地域健康づくり研究・教育センター　外部委員(外部委員・事
務局　住民とともに活動する保健師の会)との連携事業
(1)東京都委託事業への学生・教員協力
年間事業
・青少年施設(中高生放課後施設)に若者を派遣し教育を行う
「HIV啓発拠点ふぉー・てぃー」事業　36回/年実施
・池袋保健所に開設している「エイズ知ろう館」事業　80回/年
実施
・若者が集う「AIDSフェスティバル」事業　1回/年　学生20名参
加
・HIV/AIDS・性感染症対策におけるサイト・SNS運営等の「情報
発信」事業の実施　2回/月
・エイズ・ピア・エデュケーション　都内中学・高等学校10校実
施、本校の新入生合宿でも実施
(2)東京都エイズ・ピア・エデュケーション事業に関する日本性
感染症学会で学会発表　教員1名参加
(3)「HIV啓発拠点ふぉー・てぃー」事業に関する日本性感染症学
会でのシンポジウム登壇・一般演題発表
日本性感染症学会 シンポジスト登壇・一般演題発表　教員1名参
加
(3)新宿区役所からの委託事業
性感染症普及啓発アウトリーチ型支援の委託事業　3回/週
・動く性感染症保健室として、週3日　各4名体制での新宿歌舞伎
町トー横、大久保公園周辺での性感染症予防普及啓発活動
教員2名・職員2名　参加

【地域健康づくり研究・教育センター年間報告】
https://thcuacjp-my.sharepoint.com/:w:/g/personal/m-
watarai_thcu_ac_jp/IQDE-gLmOeX2S5TV6Kqw9G-
NAZgUeh0v0B6odocnc9C3ZeE?e=PplJSs
password：phn

6.児童養護施設　職員・児童への連携支援（人生を豊かに育むた
めの性・こころ・からだの教育　講師派遣等）
新宿区・鳥取県・広島県・高知県

7.地域健康づくり研究・教育センター　外部委員(外部委員・事
務局　住民とともに活動する保健師の会)との連携事業
(1)東京都委託事業への学生・教員協力
年間事業
・青少年施設(中高生放課後施設)に若者を派遣し教育を行う
「HIV啓発拠点ふぉー・てぃー」事業　42回/年実施
・池袋保健所に開設している「エイズ知ろう館」事業　80回/年
実施
・若者が集う「AIDSフェスティバル」事業　学生12名参加
・HIV/AIDS・性感染症対策におけるサイト・SNS運営等の「情報
発信」事業の実施　2回/月
・エイズ・ピア・エデュケーション　都内中学・高等学校10校実
施、本校の新入生合宿でも実施、
(2)東京都エイズ・ピア・エデュケーション事業に関するAIDS学
会での学会発表
日本AIDS学会学術大会発表　一般演題発表　教員2名参加
(3)「HIV啓発拠点ふぉー・てぃー」事業に関する日本性感染症学
会でのシンポジウム登壇・一般演題発表
日本性感染症学会 シンポジスト登壇・一般演題発表　教員1名参
加
(3)新宿区役所からの委託事業
性感染症普及啓発アウトリーチ型支援の委託事業
・動く性感染症保健室として、週3日　各4名体制での新宿歌舞伎
町トー横、大久保公園周辺での性感染症予防普及啓発活動
教員2名・職員2名　参加

【地域健康づくり研究・教育センター報告】
https://thcuacjp-my.sharepoint.com/:w:/g/personal/m-
watarai_thcu_ac_jp/EVL40LPn_5BCpXZLSKrfYlIBYDAs-
FogelY8AqOQP6LDxg?e=IHgdBL
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・今年度は16件の社会貢献活動に1年生から4年生の学生、延べ43
名が参加した。引き続き、継続して実施する予定である。
①学校学習支援ボランティア　品川区立第一日野小学校　2024年
4月～9月
②学校学習支援ボランティア　杉並区立井荻小学校　2024年4月
～9月
③学校学習支援ボランティア　足立区立鹿浜五色桜小学校　2024
年4月～9月
④学校学習支援ボランティア　江戸川区立小岩小学校　2024年4
月～9月
⑤よこすかスポーツコミュニティ（北体育会館）「ゴールデン
ウィーク健康増進イベント」　骨密度測定およびミニ栄養相談	
2024年4月29日	
⑥よこすかスポーツコミュニティ（くりはま花の国）「ゴールデ
ンウィーク健康増進イベント」　骨密度測定およびミニ栄養相談
2024年5月3日
⑦町田市立忠生第三小学校　ケア環境研究所との食育活動　2024
年6月6日
⑧NPO法人ドナルド・マクドナルド・ハウス「せたがやハウス」
付き添い入院をする家族のために提供する夕食メニューの考案、
調理　2024年7月18日
⑨入院中のお子さんに付き添う親御さんを支援（NPO法人キー
プ・ママ・スマイリング）する「付き添い生活応援パック」の梱
包作業　2024年8月26日
⑩よこすかスポーツコミュニティ（北体育会館）「スポーツの日
健康増進イベント」　骨密度測定　2024年10月14日
⑪せたがや福祉区民学会第16回大会　学会におけるボランティア
活動　2024年11月9日
⑫株式会社ケアコム　第12回農園祭　子供向け食育および収穫食
材を使った試食提供　2024年11月10日
⑬NPOキープ・ママ・スマイリング10周年記念パーティーの受
付、誘導　2024年11月29日
⑭教育総合センターメッセイベント「果物から遺伝子を取り出し
て見よう」2024年12月21日
⑮"神奈川県川崎市宮前区 平老人いこいの家　健康づくり講演会
（フレイル、骨粗鬆症予防）および骨密度測定"　2025年2月8日
⑯世田谷区若林小学校体験学習「手の衛生管理」2025年2月19日	

・今年度は12件の社会貢献活動に1年生から4年生の学生、延べ33
名が参加した。引き続き、継続して実施する予定である。
➀学校教育支援ボランティアの取り組み
稲城市立若葉台小学校　2025年4月～9月
②学校教育支援ボランティアの取り組み 調布市立和泉小学校
2025年4月～9月
③よこすかスポーツコミュニティ（くりはま花の国）
「ゴールデンウィーク健康増進イベント」2025年5月3日
④よこすかスポーツコミュニティ（北体育会館）
「ゴールデンウィーク健康増進イベント」2025年5月5日
⑤ケア環境研究所「圃場での農業体験」2025年7月30~31日
⑥農林水産省関東厚生局東京都拠点
「未来へつなぐ食のバトン」2025年8月1日
⑦よこすかスポーツコミュニティ（北体育会館）
「スポーツの日健康増進イベント」2025年10月13日
⑧せたがや福祉区民学会第17回大会
学会におけるボランティア活動　2025年11月9日
⑨株式会社ケアコム農園祭
「子供向け食育および収穫食材を使った試食提供」
2025年11月9日
⑩教育総合センターメッセイベント
「果物から遺伝子を取り出して見よう」2025年12月20日
⑪世田谷区教育総合センターメッセ
「食育あそび」2025年12月20日
⑫群馬県佐波郡玉村町・児童支援団体JOYクラブ
「しゃがいも植え付けイベントと食育」2026年3月8日

「計画達成のための方策」
教員と学生が共同し、大学近郊
でボランティア活動を行う。
「評価指標」
・実施テーマ数：6件/年

Ⅲ
【年度計画　57-1】
大学近郊でのボランティア
活動を継続する。
「評価指標」
・実施テーマ数：6件/年

Ⅳ

〇医療保健学部医療栄養学科
【計画57-1】㋐
地域の社会課題を解決するた
め、積極的に社会貢献活動を推
進する。
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―

・カリキュラム改訂に伴い令和7年度は「企業実習（海外型）」
に移行したが、履修者は8名と大幅に増加した。
・また、学部教育だけでなく大学院教育にも幅を広げ、「ヘルス
インフォマティクス特論Ⅱ」の履修者2名も本実習に同行し、延
べ10名の学部生・大学院生が彰濱秀傳記念病院などの見学を行っ
た。
・令和7年度は、秀傳医療グループの医療情報担当副院長である
劉立氏を医療情報学科の客員教授としてお迎えし、令和8年度か
ら総合教育センターが担当する「国際関係論」においてご講義い
ただくための準備にも着手した。

Ⅳ

2024年12月にダッカを訪問し、ほぼ完成したバングラデシュ高齢
者介護施設の開院式に出席した。当該施設は2025年4月から運営
開始とのことであり、今後われわれが可能な支援活動について相
談した。また日本語学校での教育状況を視察し、今後N4資格を取
得した卒業生が日本へ外国人技能労働者として、日本の介護施設
へ送りだす予定計画についても相談した。主要メンバーの退職に
伴い、当学科におけるこのWGの活動は今年度で終了する。

〇医療保健学部医療情報学科
【計画58】㋐
令和3年度に締結した本学医療
情報学科と秀傳医療グループと
の協定にもとづき、協働でAIoT
の医療応用に関する国際論文の
掲載又は知財権の取得を行い、
その成果を学生にも還元する。

「評価指標」
・研修の実施状況

「評価指標」
・海外における短期研修の訪問
件数・参加者数：3件、6名
・海外からの短期研修等の受入
件数・来訪者数：2件、約60名

「評価指標」
・海外における短期研修の
訪問件数・参加者数：3件、
6名
・海外からの短期研修等の
受入件数・来訪者数：2件、
約60名

「計画達成のための方策」
本学医療情報学科と秀傳医療グ
ループとの協定にもとづき、協
働でAIoTの医療応用に関する国
際論文の掲載又は知財権の取得
を行い、その成果を学生にも還
元する。

Ⅲ
【年度計画58】
研究経過に関する合同シン
ポジウムを行う。その一部
を学生にも授業の一部とし
て還元する。

研修参加者数　8名（学生1名、非常勤教員1名、専任教員4名、学
外協力者2名）

インターンシップ（海外型）の履修者は少なかったものの、専任
教員のFD機会や、学外協力者等の希望により参加が相次ぎ、2年
連続で研修を実施することができた。
この間、台湾医療保健AIoT協会との協定を交わし、学部教育に加
えて大学院教育にも活動範囲を広げることとした。2025年度以
降、台湾における先進的なICT活用事例を、学部・大学院の双方
で学べるようにしたいと考えている。

「評価指標」
・研修の実施状況

「計画達成のための方策」
日本バングラデシュ友好病院
（JBFH）及び日本バングラデ
シ ュ 友 好 看 護 師 養 成 学 校
（JBFNI）における指導者層を
対象とする研修について、当初
の計画を見直し現実可能な方策
を検討し、令和5年度に現地ス
タッフに対する研修を何らかの
形で実施する。

Ⅲ
【年度計画57-2】
令和6年度で活動終了

【計画57-2】㋐
日本バングラデシュ友好病院
（JBFH）及び日本バングラデ
シ ュ 友 好 看 護 師 養 成 学 校
（JBFNI）における指導者層を
対象とする研修を実施する。
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1．令和6年度も、10月に2回、地域高齢者に健康教育を実施する
機会を得た。自立支援教育特論演習で準備と練習を行った後、高
度実践公衆衛生看護コースの院生が参加した。1回目は令和6年度
10月9日（水）午後に、東根住区センターで行われたダレデモカ
フェであり、参加者に脳トレ等の健康教育を実施した。参加者は
30名で、20分ほどの時間をいただいた。2回目は10月18日(金)午
後に八雲住区センターで実施された目黒区西部地区の支えあい・
いどばた会議であった。こちらでも高齢者38名に脳トレ等の健康
教育を実施した。実施後質問したところ、「楽しかった人」が28
名、「難しかった人」が8名、挙手で教えてくださった。質問な
どもあり、興味を持って地域の人に参加してもらえたと考えられ
る。

2.ひがしが丘保健室の大学での開催については、予算や人的要因
等多くの課題があり、実施には至らなかった。
3.学内での対面開催は難しかったものの、昨年度に続き令和6年7
月、公衆衛生看護コースM2院生が、健康情報をまとめた「ひがし
が丘保健室便り」を発行し、地域住民に189部送付した。目黒区
内の施設や老人会での配布が可能であったため、追加で区内施設
に71部配布した。また、アンケートは36件（返送20件、オンライ
ン16件）回収率19％であり、昨年度の同様の水準であった（令和
5年度回収率：16％）。発行回数としては7回目となり、目黒区で
訪問看護ステーションを経営する精神科疾患専門の訪問看護師の
インタビューを含んだ貴重な内容であった。アンケート回答者は
70代80代が、80％を占めていた。すべての方がお便りの内容、見
やすさについて、「よい」または「大変良い」と回答しており
(100%)、満足度は高かった。回答は「とても良い」、「良い」、
「悪い」、「とても悪い」の4件法で尋ねた。高齢の方々に適し
た内容と紙面のデザインであったと考えられた。認知症と睡眠に
関連があるなど、新しい内容を入れて工夫した。また、区の許可
を得て目黒区が実施している物忘れ検診の周知も行った。既によ
く知られていることのみならず、日常生活で取り入れられる運動
や認知症や睡眠の少し新しい知識を学生が丁寧に説明し、地域住
民の方々に紹介できたことが良かったのではと思われた。
以上のことより、令和6年度計画は概ね達成していると考えられ
た。お便りで、区の活動を紹介したことで目黒区とも連携するこ
ともできた。また地域住民のニーズを分析したことで、次回につ
なげていきたい。

「計画達成のための方策」
1.ひがしが丘保健室の開催。
2.ひがしが丘保健室便り（過去
の参加者へのお便り）の発行。
3.出張型ひがしが丘保健室の開
催。
「評価指標」
・ひがしが丘保健室の年1回開
催
・ひがしが丘保健室便り（過去
の参加者へのお便り）の年4回
の発行
・出張型ひがしが丘保健室の年
2回開催
・ひがしが丘保健室来場者の参
加した各コーナーの満足度の平
均：95.0%

Ⅲ
【年度計画59-1】
1.出張型のひがしが丘保健
室の開催。
2.ひがしが丘保健室の大学
での開催。
「評価指標」
・出張型のひがしが丘保健
室の開催（年1回）
・ひがしが丘保健室の大学
での開催
・ひがしが丘保健室来場者
の参加した各コーナーの満
足度の平均：90.0%

Ⅳ 小児領域では、アロマ石鹸つくりを実施した。応募による参加者
は、30組（AM 13組、PM17組）であった。参加者には入場直後に
手洗いを促した。次にイベント開催の趣旨、メンバーを紹介し
た。イベントのはじめには、参加者を3つのグループに分け、各
グループにボランティア3人を配置した。その後、石鹸の歴史、
手洗いの大切さを改めて説明した。アロマ石鹸つくりについて
は、パンフレットに沿って説明した。イベント終了後のアンケー
ト結果では、保護者から「普段なにげなく使っているせっけんを
自分たちで楽しく作ることができて、親自身も無心になって楽し
ませていただきました。特別な石鹸で手洗いもすすんでやっても
らえるといいなと思います」「やってみたくてもなかなか自宅で
はやらないので手作り・体験できるイベントはとてもうれしいで
す。難しすぎないので子どもがとても楽しんでました」「普段な
にげなく使っているせっけんを自分たちで楽しく作ることができ
て、親自身も無心になって楽しませていただきました。特別な石
鹸で手洗いもすすんでやってもらえるといいなと思います」。子
どもからは「せっけんを手作りできてたのしかったです。世界で
ひとつのせっけんができてうれしかったです」「せっけんを作っ
たのもをほめてもらってうれしかった」など好評を得た。今後の
企画の希望は、「医療に関する体験」「応急処置」「親子でモノ
づくり」などであった。

令和７年度も2回、地域高齢者に健康教育を実施する機会を得
た。自立支援教育特論演習で準備と練習を行った後、高度実践公
衆衛生看護コースの院生が参加した。1回目は東根住区センター
で行われたダレデモカフェであり、参加者に脳トレ等の健康教育
を実施した。2回目は八雲住区センターで実施された目黒区西部
地区の支えあい・いどばた会議であった。質問などもあり、興味
を持って地域の人に参加してもらえたと考えられる。ひがしが丘
保健室の大学での開催については、予算や人的要因等多くの課題
があり、実施には至らなかった。以上のことより、令和７年度計
画は概ね達成していると考えられた。地域住民のニーズを分析し
たことで、次回につなげていきたい。
2026年2月14日（土）に大学院高度実践公衆衛生看護コースの
ホームカミングデイを開催した。大学として修了生が看護職とし
ての職責を継続して果たせるよう、様々な相談に対応し、燃え尽
きおよび離職防止を図るまた修了生同士の情報交換を通して、同
じ立場にある・同じ課題に直面している仲間として支えあうとい
うピアサポートを発展させる。在校生と修了生の交流促進を図
る、の3つを目的として実施した。在学生6名、卒業生5名の参加
があり、就職や卒後のことについて情報交換が行われた。

〇東が丘看護学部
【計画59-1】㋐
目黒区との共催で実施している
ひがしが丘保健室の年間の総来
場者数を増加させる。
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1-4.諸般の事情により、“まちの助産室”開催を中止した。大学
院教育（助産コース）では、助産診断・技術学演習、ウィメンズ
ヘルス演習、助産学基礎実習、助産実践力開発実習の各科目にお
いて、集団指導、健康教育を学修している。

「評価指標」
・中学生に対する思春期性教育
の実施状況
・まちの助産室：妊娠期パパマ
マクラスの実施状況
・まちの助産室：産後クラスの
実施状況
・関連学会での活動の公表状況
・自治体との連携状況

「評価指標」
・中学生に対する思春期性
教育の実施状況
・まちの助産室：妊娠期パ
パママクラスの実施状況
・まちの助産室：産後クラ
スの実施状況
・関連学会での活動の公表
状況
・自治体との連携状況

「計画達成のための方策」
1.実施している“まちの助産
室”を、妊娠期のパパママ教
室、その後、産後・子育て期へ
と継続的に実施できる体制へと
整備し、さらに、大学院教育と
の連携として、大学院生も参加
する。
2. “まちの助産室”活動の評
価として、データをまとめ、母
子保健に関連する学会などにて
発表を行い、地域母子保健事業
と助産師教育へ役立てる。

Ⅲ
【年度計画59-2】
1.中学生に対する思春期性
教育の実施を継続する。
2.まちの助産室：妊娠期パ
パママクラスの実施を継続
する。
3.まちの助産室：産後クラ
スの実施を継続する。
4.大学院生が主体となる運
営を設け、教育機会とす
る。

Ⅲ

【計画59-2】㋐
地域母子保健活動として、妊娠
期からの切れ目のない母子への
支援をさらに強化する。また、
“まちの助産室”活動の評価と
して、データをまとめ、母子保
健に関連する学会などにて発表
を行い、地域母子保健事業と助
産師教育へ役立てる。

1-4.諸般の事情により、“まちの助産室”開催を中止した。大学
院教育（助産コース）では、助産診断・技術学演習、ウィメンズ
ヘルス演習、助産学基礎実習、助産実践力開発実習の各科目にお
いて、集団指導、健康教育を学修している。
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「評価指標」
・学生・教員に係る海外派遣・
海外研修等の実施状況
・海外からの留学生・研究生等
の受入れ、海外講師による講演
会の実施状況
・海外の看護系大学と学術交流
の状況

「評価指標」
・学生・教員に係る海外派
遣・海外研修等の実施状況
・海外からの留学生・研究
生等の受入れ、海外講師に
よる講演会の実施状況
・海外の看護系大学と学術
交流の状況

「計画達成のための方策」
1.学生・教員に係る海外派遣・
海外研修等を実施する。
2.海外からの留学生・研究生等
の受入れ、海外講師による講演
会を積極的に推進する。
3.海外の看護系大学と学術交流
を推進する。

Ⅳ
【年度計画59-3】
1.全学委員会と連携し、学
生の海外研修の参加募集・
PRを積極的に行う。
2.現地開催・オンラインの
双方に学生が円滑に参加で
きるよう支援する。
3.海外からの講師の招聘に
よる講演会はFD委員会等と
連携し開催する。
4.オンライン海外研修の評
価の学会公表により、多文
化共存の研鑽に役立てる。

Ⅳ1-4.東が丘看護学部では、4年前から入学生に全員TOEICを受けて
いただき、年間2回実施し、2回目以降は自主的に受験している。
更に2年前から外国人による学生ホールでの「イングリッシュカ
フェ」を開催し、学部生、大学院生も積極的に参加し学生ホール
は英語で賑やかに活気あふれている状況となっている。勿論英語
力も向上し、令和6年度全学国際交流委員会主催のハワイ研修に
は学部生は3名参加した。・3年次生が1名休学し1年間のオースト
ラリア語学留学を経験し、2月に帰国した。視野が広くなり良い
体験が出来たと報告あり。
・国際看護学Ⅱを選択した学部学生は、外国人の医療へのアクセ
スに関する実態を調査するため、街頭インタビューの実施、国立
国際医療研究センター国際診療部、NTT東日本関東病院国際診療
科、外国人のメンタルヘルスを担うクリニックを訪問し、外国人
診療の現状について理解を深めた。またモンゴルでの助産師教育
に関わったJICA専門家から話を伺い、途上国等における国際貢献
のあり方について学びを深めた。各グループの取り組みや学び
は、発表会にて履修した学生に共有された。
・大学院生27名は、昨年に引き続き国立成育医療研究センターの
病院長先生から、肝臓の移植手術の研究開発をし、先端医療の提
供をするために、個人の時間を使い、ボランティアの精神で、途
上国の肝疾患で病んでいる子供たちを助けるために、年間何度も
途上国へ出かけ手術を行い、通常の業務に差し支えないように土
日や休みを使用し、病む子供たちを助けている実態を聴き、手術
方法の研究プロセスを学ぶと共に、世界中に手術方法を広め、難
病の子供たちの命を救っている医師の貴重な話を直接聞き、全員
が感動し、看護の役割を改めて考えさせられた。学部学生、大学
院生共に国際的に活動している日本人医師の講義から視野が広が
り、先進国だけでなく途上国の医療の在り方や医療者に対する関
心が大いに高まった。
・ハワイでNPとして働いている非常勤講師により、学部生はオン
ライン授業、大学院生は対面で講義を受けた。米国の保健医療制
度の特徴などの講義を受け学生達は高い関心を示した。日本と異
なる医療制度等に関心が高まった。質問が多数出て関心の高さを
理解できた。

・東が丘看護学部では、4年前から入学生に全員TOEICを受けてい
ただき、年間2回実施し、2回目以降は自主的に受験している。更
に2年前から外国人による学生ホールでの「イングリッシュカ
フェ」を開催し、学部生、大学院生も積極的に参加し学生ホール
は英語で賑やかに活気あふれている状況となっている。
・ハワイでNPとして働いている非常勤講師により、オンライン授
業で講義を受けた。米国の保健医療制度の特徴などの講義を受け
学生達は高い関心を示した。日本と異なる医療制度等に関心が高
まった。質問が多数出て関心の高さを理解できた。視野が広くな
り良い体験が出来たと報告あり。
・国際看護学Ⅱを選択した学部学生は、外国人の医療へのアクセ
スに関する実態を調査するため、街頭インタビューの実施、国立
国際医療研究センター国際診療部、NTT東日本関東病院国際診療
科、外国人のメンタルヘルスを担うクリニックを訪問し、外国人
診療の現状について理解を深めた。またモンゴルでの助産師教育
に関わったJICA専門家から話を伺い、途上国等における国際貢献
のあり方について学びを深めた。各グループの取り組みや学び
は、発表会にて履修した学生に共有された。
・大学院生は個人の時間を使い、ボランティアの精神で、途上国
の肝疾患で病んでいる子供たちを助けるために、年間何度も途上
国へ出かけ手術を行い、通常の業務に差し支えないように土日や
休みを使用し、病む子供たちを助けている実態を聴き、手術方法
の研究プロセスを学ぶと共に、世界中に手術方法を広め、難病の
子供たちの命を救っている医師の貴重な話を直接聞き、全員が感
動し、看護の役割を改めて考えさせられた。学部学生、大学院生
共に国際的に活動している日本人医師の講義から視野が広がり、
先進国だけでなく途上国の医療の在り方や医療者に対する関心が
大いに高まった。

【計画59-3】㋐
大学の国際化を進め地域の国際
化に寄与する。
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2.船橋市地域包括ケア推進課や社会福祉協議会等で実施している
以下の①～⑤事業および船橋市のボランティア案内について情報
提供を実施し、計84人の学生が参加した。①八木が谷地区社会福
祉協議会福祉まつり、②ふなばし健康まつり、③市川市重症心身
障害児親の会主催マナフェス、④西海神地区避難所連絡協議会、
⑤千代田区男女共同参画センターMIWまつり。

1.2025年度の国際交流事業として、オーストラリアグリフィス研
修が9月5日～14日に開催され、立川看護学部から1年生5名と4年
生1名が参加した。

地域関連活動WGの今までの活動を見直し、教員の地域貢献活動を
促進するHUB機能を強化する方向性を定めて活動した。検討会議
は4回実施した。

［評価指標］
・ボランティア等の活動に関す
る情報提供回数（4回/年）、各
活動の参加人数（5人/回）、活
動評価（1回/年）

［評価指標］
・ボランティア等の活動に
関する情報提供回数（4回/
年）、各活動の参加人数（5
人/回）、活動評価（1回/
年）

［評価指標］
・検討会開催回数（3回/年）、
検討会参加人数（5人/回）、活
動評価結果（1回/年）

［評価指標］
・WGによる方針・評価検討
会開催回数（2回/年）

2.学生が地域との協働・共生を
学ぶ環境を支援する。

Ⅳ 2.船橋市地域包括ケア推進課や社会福祉協議会で実施している事
業、1) 10月「八木が谷地区社会福祉協議会福祉まつり」、2) 11
月「ふなばし健康まつり」、3) 12月「マナフェス12月に」ボラ
ンティア案内を行った。各イベントへの参加者は1)学生11名、教
員1名、2)教職員4名と学生23名、3)学生39名、ちばもの学生11
名、教員3名であった。ふなばし健康まつりでは本学ブースに182
名の来場者があった。なお、船橋市保健課主催の「シェフズクッ
キング　日本クラムチャウダー選手権2連覇のシェフに学ぶ！
船橋ネギとホンビノス貝のあったか山海鍋～おうちで簡単シェフ
の味～」の紹介を掲示を行い船橋市の活動に協力した。

2.船橋市地域包括ケア推進
課や社会福祉協議会で実施
している事業やボランティ
ア案内などの情報提供を行
う。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
1.千葉看護学部における『地域
連携・共生に関する活動方針』
を作成し、活動方針に基づく活
動が行われているかを評価す
る。

Ⅲ
【年度計画61-1】
1.WGを設置し、これまでの
実績を見直し、次期中期計
画に向けた課題の洗い出し
を始める。

Ⅳ1.学部FD活動の一環として定期FD報告会において意見交換を行っ
たが、『地域連携・共生に関する活動方針』について、地域関連
活動WGにて方針案を作成している。今後は、将来構想委員会で、
補足・洗練を図っていく。

〇千葉看護学部・看護学研究
科
【計画61-1】㋐
地域との協働・共生に関する理
解を深める。

「評価指標」
・国際交流研修の申し込み状況

「評価指標」
・国際交流研修の申し込み
状況

「計画達成のための方策」
国際交流研修の申し込み人数を
一定数確保するため、学年担任
や全学生に対して積極的にPRを
進めていくとともに、参加した
学生の研修結果をメール配信す
るなど、学生が興味関心を引く
ような情報提供や研修参加者の
声を伝えていく。

Ⅳ
【年度計画60】
国際交流研修の申し込み人
数4名をめざす。

Ⅳ

〇立川看護学部
【計画60】㋐
国際交流研修の申し込み人数を
一定数確保する。

2024年度の国際交流事業として、オンラインでオーストラリア研
修が実施されたが、参加者はいなかった。しかし、現地開催され
たハワイ研修では1～3年生計5名が参加した。また、リレー講演
会には1～4年次生の学生計6名と教員11名が参加した。
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6月に各領域等で予定されている地域貢献関連活動についての調
査を実施し、その結果を集約して共有した。また、教員の地域貢
献活動についての情報交換の場として専用Teamsを開設し、本取
り組みについては、年度末の活動報告会で報告した。

4.学部及び教員が地域のリソー
スとして活用される仕組みを整
え、活用が促進される。

Ⅲ 4.a．前年度の評価に基づ
き、教員がリソースとして
地域で活用されることを促
す。
b．学生募集部・事務部と協
働し、高校訪問に模擬授業
等のニーズを把握し、適切
な教員を派遣する。

Ⅳ

［評価指標］
・地域交流イベント参加人数
（100人）、参加学生数（100
人）、参加教員数（20人）、参
加者の満足度（満足度70%以
上）

［評価指標］
・地域貢献活動を集約する
仕組みの検討回数（1回/
年）、年度末活動報告会で
の実績報告（1回/年）

4.a.令和6年度も、領域や教員個々の活動として地域のリソース
として活用されており、次年度は、教員がリソースとして活用さ
れる仕組みは、この状況を把握することから着手することとして
いく。
b.高校からの模擬授業の依頼3件および高校からの依頼による大
学見学を1件実施した。いずれも参加者の満足度は高かった。

a.4領域が地域貢献活動を実施しており、学校における一次救命
処置に関する教員向けの校内研修会の講師や、住民よりHUG実施
の希望の意見が挙がる等、地域でリソースとして教員が活用され
ている状況を把握し、共有した。
地域からの講師派遣依頼の令和7年度の実績は次の通りである。
◎千葉県看護協会からの依頼
・「認定看護管理者教育課程ファーストレベル」講師（1件）
・「認定看護管理者教育課程セカンドレベル」講師（2件）
・「看護教員養成課程」講師（1件）
・「レポートの書き方」講師（1件）
・「看護研究基礎編研修」講師（1件）
◎JCHOからの依頼
・「保健師助産師看護師実習指導者講習会」講師（6件）
・「認定看護管理者教育課程セカンドレベル」講師（3件）
・「認定看護管理者教育課程サードレベル」講師（1件）
・JCHO船橋中央病院での看護研究支援：JCHO船橋中央病院の看護
師を対象に、看護研究支援を月１回の頻度で実施（1件）
・JCHO東京山手メディカルセンターでの看護研究支援：JCHO東京
山手メディカルセンターの看護師を対象に、看護研究研修を実施
（1件）
◎千葉県からの委託、依頼
・千葉県看護職員研修事業「実習指導者講習会」：臨床実習指導
者への実習指導に関する研修、42名受講41名修了、受講者へのア
ンケートにおいて8割以上から満足度が得られた。
・千葉県看護職員研修事業「実習指導者講習会（特定分野7日間
コース）」：特定分野で働く臨床実習指導者への実習指導に関す
る研修、36名受講35名修了、受講者へのアンケートにおいて8割
以上から満足度が得られた。
・千葉県保健活動業務研究発表会助言者（1件）
◎大学が企画した地域住民・専門職者を対象とした勉強会等
・実習協議会：14の実習施設31名の実習担当者が参加し、実習に
関するディスカッションを千葉看護学部教員（27名参加）と行っ
た。実習に関連する動画を作成し事前に実習担当者様に見ても
らったことで活発なディスカッションができ、参加いただいた実
習施設から好評であった。
・東京医療保健大学千葉看護学部公開講座「上手な高齢者介護と
の向き合い方」、参加人数約30名

3.地域貢献及び地域に本学を理
解してもらうために地域交流イ
ベントを開催する。

Ⅲ 3.地域貢献活動を促進する
ため教員の地域貢献活動を
集約、公開し、希望者が参
加・協働できる仕組みをつ
くる。

Ⅳ3.a) 地域交流イベント2024を3月9日に開催し287名の参加者が
あった。教職員38名、学部学生78名、大学院生7名が参加した。
来場者アンケート結果では満足とほぼ満足が88%であった。
・b-1)　船橋市まつりへの参加、および地域交流イベントの広報
活動により船橋市地域包括ケア推進課、保健福祉課、船橋市社会
福祉協議会、船橋市自治会、船橋市民生児童委員協議などと顔の
見える関係構築ができた。
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・東京医療保健大学千葉看護学研究科・和歌山看護学研究科共催
公開講座　79名参加　満足度91％
・JCHO東京山手メディカルセンター実習指導者を対象とした授業
見学会：計2回開催し、参加者数は第1回5名、第2回4名であっ
た。基礎看護援助方法Ⅳのシミュレーション演習を見学していた
だき、実習前に学生が準備科目でどのようなことをどのように学
んでいるのかを実際に見ていただいた。見学後の自由記載アン
ケートでは、「学生の習熟度に合わせた教員の関わり」や「学生
の気づきを引き出すような関わりについて学びになった」、「学
生自身の力で気づき主体的に学ぶことができることが良くわか
り、学生の考えを引き出す関わりを実習でもしていきたい」等、
高評価を得た。

2.海外研修や学外研修への参加
を促進し、その成果について共
有する。

Ⅳ 2.a.本学主催の海外研修の
参加を推奨する。国際交流
委員会が把握するイベント
や単発の研修会等の情報発
信を行う。
b.年度末の学部活動報告会
で情報共有を行う。

Ⅳ

「計画達成のための方策」
1.複数領域、学外者及び学際的
な共同研究への参加を促進し、
成果を発表する。
［評価指標］
・複数領域、学外者及び学際的
な共同研究件数、発表件数

Ⅳ
【年度計画61-2】
1.年度末の学部活動報告会
等で情報共有を行う。

［評価指標］
・複数領域、学外者及び学
際的な共同研究件数、発表
件数

Ⅳ1.学部活動報告会を実施し、ポスター展示を通じて研究・学内外
活動について総合的に情報共有した。
・複数領域の共同研究：課題件数15件、学会発表7件、論文発表1
本
・学外者との共同研究：課題件数44件、学会発表20件、論文発表
8件
・学際的な共同研究：課題件数11件、学会発表6件
2.a.本学主催の海外研修の参加を推奨し、9月オーストラリアグ
リフィス大学/3月ハワイ研修の準備・運営​を以下の通り、行っ
た。
・9月：オンライン研修の募集、事前準備・研修中のサポートを
実施した（全学参加者：16人）​
・3月：現地研修の募集、事前準備のサポートを実施した（千葉
看護学部4名参加）
「世界の医療ケアを知ってみよう！」リレー講演会（3回）の参
加推奨を行った。
b.年度末に学部活動報告を行い、情報共有を行った。

1.学部活動報告会を実施し、研究・学内外活動について総合的に
情報共有した。
・複数領域の共同研究：課題件数23件、学会発表8件、論文発表4
本
・学外者との共同研究：課題件数42件、学会発表26件、論文発表
14件
・学際的な共同研究：課題件数8件、学会発表6件、論文発表2件
2.a.本学主催の海外研修への参加や、国際交流委員会が把握して
いる各種イベント・研修会の情報について、ガイダンスやメール
を通じて周知した。また、学生からの個別相談には適宜対応し、
参加を積極的に推奨した。
b.年度末の学部活動報告会で情報共有を行った。

【計画61-2】㋐
学際的な共同研究や海外研修等
を促進し、成果を発表する。

［評価指標］
・高校からの模擬授業等の依頼
件数（3件以上/年）、地域から
の講師依頼件数（1件/年）、
JCHOや関連施設からの講師依頼
件数（1件/年）、勉強会等の実
施回数（1回/年）、各参加者の
満足度（70%以上）

「評価指標］
・高校からの模擬授業等の
依頼件数（3件以上/年）、
地域からの講師依頼件数（1
件/年）、JCHOや関連施設か
らの講師依頼件数（1件/
年）、勉強会等の実施回数
（1回/年）、各参加者の満
足度（70%以上）

◎その他
・千葉県看護研究学会研究相談員（1件）
・西海神小避難所運営連絡協議会講師（1件）
・産業看護職養成研修を行う講師の養成を目的とした講座の担当
講師（1件）
・千葉県八千代市立萱田南小学校第1回校内職員研修会「心肺蘇
生、応急手当基本編」講師（1件）、教職員20名が参加
・千葉県八千代市立萱田南小学校第2回校内職員研修会「心肺蘇
生、応急手当応用編」講師（1件）、教職員20名参加
・茨城県筑西市養護教諭会研修会　講師（1件）、養護教諭35名
が参加
b.教員を出張派遣する高校からの模擬授業依頼は1件、大学へ来
校しての大学見学は1校あった。いずれも参加者の満足度は高
かった。
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［評価指標］
大学院担当教員を対象とした多
文化共存をめざした検討会等の
開催回数、地域貢献力に関する
報告の数

［評価指標］
FD研修の参加人数

8月26日の夏季FD研修で、「多文化理解・多文化共存の課題と展
望」というテーマで研修を企画し、教員間で意見交換を行った。
教員の参加人数は32名であり、参加率97.0％であった。

・千葉看護学研究科としての情報交換・研修会・授業参観の開催
はなかった。
・研究科FDとして、大学院担当教員を対象とした多文化共存をめ
ざして、必修科目「ヘルス・グローカリゼーション」を生かした
動画教材の作成に取り組んだ。令和7年度は、動画教材の配信後
に、アンケートを実施する計画である。

「計画達成のための方策」
地域交流イベントにおいて、学
生を主体とする企画を実施し、
主として西船橋地区住民のニー
ズに応える保健医療の連携に貢
献する。

Ⅳ
【年度計画61-3】
成果を活動報告として、FD
研修等で一つ以上発表す
る。

Ⅳ・令和5年度までの「地域看護機能推進演習」の成果とその発表
（学会や地域交流イベント）などの活動をもとに、令和6年度本
学紀要に投稿した(in print）。
・3月9日開催の地域交流イベントにおいて、2024年度履修者7名
により口演形式で成果を発表し、会場参加者（船橋市民）と意見
交換を行った。

夏季FD研修で、「看護機能推進特論」について、授業内容を紹介
し、教員間で意見交換を行った。

【計画61-4】㋐
千葉看護学研究科の教職員の教
育力を開発する。

「計画達成のための方策」
日々の教育活動に関する情報共
有を行うとともに、課題を整理
し、多文化共存を視野に入れた
研究指導を含めた教育力、大学
院での活動を通しての地域貢献
力について、研修を実施するこ
とで、その向上を図る。

Ⅲ
【年度計画61-4】
前年度作成した多文化共存
のための動画を用いたFD研
修を実施する。

Ⅳ

［評価指標］
専門職からなる情報交換会の開
催数、活動報告発表数

［評価指標］
専門職からなる情報交換会
の開催数、活動報告発表数

【計画61-3】㋐
千葉看護学研究科として住民の
ニーズに応える保健医療の連携
に貢献する。

［評価指標］
・研修参加者（教員1名以上/各
回海外研修）、研修内容とその
評 価 （ 参 加 教 員 数 /FD 報 告
会）、成果共有による評価

［評価指標］
・研修参加者（教員1名以上
/各回海外研修）、研修内容
とその評価（参加教員数/FD
報告会）、成果共有による
評価
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「計画達成のための方策」
1.本学部の社会貢献の実践・可
能性を発信し、異分野の大学と
の共同研鑽を行うとともに地域
のニーズに応じた社会貢献を実
践する。
2.コンソーシアム和歌山の教員
及び学生の共同研究に参画す
る。

Ⅳ
【年度計画62-2】
1.本学部の活動を発信す
る。
2.ICTを活用した会議の効果
的な活用を行う。
3.コンソーシアム和歌山の
教員及び学生の共同研究に
応募し、1件以上採択を得
る。
4.県看護協会の委員会活
動、研修会講師等で積極的
に支援する。
5.市と共催の公開講座の定
期的開催を継続する。
6.県・市・地域からのボラ
ンティア要請に協力する。

Ⅳ

【計画62-2】㋐
地域の教育機関、保健医療福祉
施設、自治体等との共同体制の
下、医療・福祉・保健面におけ
る社会貢献を積極的に推進す
る。

1.情報発信と社会貢献の実践数；SNSでの発信数　投稿47、ス
トーリー27であった。
2.ICTを活用した会議数；9割以上の会議がZOOMを利用したハイブ
リットであった。
3.コンソーシアム和歌山の学生共同研究採択は1件であった。
4.県看護協会　ファーストレベル1回、臨床指導者講習会2回、
新人看護師の講習会1回、新人看護師の技術研修会1回の計5回
講師を受諾した。
5.和歌山市と共同で公開講座を開催した。
6.ボランティア参加数は延べ295名であった。

1.情報発信と社会貢献の実践数；SNSでの発信数　投稿69、ス
トーリー23であった。
2.ほぼ全ての会議がZOOMを利用したハイブリットであるが、対面
の良さを重視する会議も増えてきている。
3.コンソーシアム和歌山の大学等地域貢献事業（共同プロジェク
ト研究）に採択された。
4.県看護協会において、副会長、教育委員長等4名が役員に就任
している。また、エクセル講習、保健師研修、実習指導講習、訪
問看護基礎研修等の講師を務めた。
5.医愛祭に併せて、公開講座を開催し、29人の市民が参加した。
6.ボランティア参加数は延べ177名であった。

「計画達成のための方策」
1.学内教育においては臨地から
の多職種の教育参加により、臨
地での意図的な多職種連携の体
験する機会をつくる。
2.多職種・他大学学生とチーム
医療・他職種連携の体験を共有
する機会を設ける。
［評価指標］
・近隣大学との連携状況、多職
種連携状況、実習での体験状
況、演習での実施状況

Ⅳ
【年度計画62-1】
1.チーム医療・多職種連携
に関して実習計画に反映
し、実施する。
2.近隣大学との教育連携を
呼びかける。
3.可能な領域でチーム医
療・多職種連携に関する体
験の機会を設ける。
［評価指標］
・近隣大学との連携状況、
多職種連携状況、実習での
体験状況、演習での実施状
況

Ⅳ

〇和歌山看護学部・看護学研
究科
【計画62-1】㋐
臨地実習での多職種連携場面で
の学びの促進を図るとともに、
多職種との交流によりチーム医
療を実践できる医療人を育成す
る。

1.チーム医療・多職種連携についてはすべての分野の実習計画に
反映できている。また幅広い実習施設で多職種連携を経験してい
る。
2.近隣大学との教育連携については、コンソーシアムの単位互換
制度に参画した。
3.和歌山市中消防局と連携し、学内で多数傷病者対応訓練を実施
した。参加学生は37名（4年生2、2年生12、1年生23名であっ
た。)

1.チーム医療・多職種連携についてはすべての分野の実習計画に
反映できている。また幅広い実習施設で多職種連携を経験してい
る。
2.近隣大学との教育連携については、コンソーシアムの単位互換
制度に参画した。
3.和歌山市中消防局と連携し、学内でトリアージ訓練を実施し
た。参加学生は34名（3年生5名、2年生13名、1年生15名)であっ
た。医愛祭でも理学療法士・包括支援センターとボランティア
サークルの学生が連携し、まちの保健室などを実施した。また、
教員が継続して参加している認知症カフェに学生も参加し、OT・
看護師と学生で家族介護者の話を聴いたり創作活動を行った。

［評価指標］
・情報発信と社会貢献の実践
数、ICTを活用した会議数、コ
ンソーシアム和歌山の共同研究
採択状況

［評価指標］
・情報発信と社会貢献の実
践数、ICTを活用した会議
数、コンソーシアム和歌山
の共同研究採択状況
・委員会数、研修会講師受
諾数、公開講座開催有無、
ボランティア参加数
・公的委員就任状況
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「評価指標」
・「遠隔診療技術の基礎」の履
修又は聴講状況

「評価指標」
・「遠隔診療技術の基礎」
の履修又は聴講状況

「計画達成のための方策」
和歌山県の抱えるローカル化の
問題を解決するために「遠隔診
療技術の基礎」を選択科目とし
たカリキュラム編成を行い、医
療情報学科の教授を講師に迎
え、あらゆるICTを駆使し遠隔
授業で、僻地医療の問題を解決
するための基礎力を養成する。

Ⅳ
【年度計画64】
ガイダンスで「遠隔診療技
術の基礎」の選択の必要性
を説明し、学生全員が履修
又は聴講する。

Ⅳ

〇和歌山助産学専攻科
【計画64】㋐
和歌山県の抱えるローカル化の
問題を解決するために「遠隔診
療技術の基礎」を選択科目とし
たカリキュラム編成を行い、遠
隔授業で、僻地医療の問題を解
決するための基礎力を養成す
る。

・令和6年度は学生9名の内8名の履修登録があり、聴講を希望
し、全員受講した。実習とのバッティングする学生もあったが、
録画を視聴する事で全員遠隔診療技術の実際を学ぶ機会となり臨
床の場で活用出来る基礎を習得した、その事で地域の医療を考え
る礎となることが期待出来る。

・和歌山県では、出産施設の閉鎖による集約化等が進み、実習に
おいてもその影響は出ている。そのことを解決するためにも「遠
隔診療技術の基礎」は今後益々必要であり、ガイダンスで説明し
た。
・医療情報学科の教授を講師に迎え、本学の特徴と和歌山県の医
療状況を鑑み医療問題（母子及びその家族、地域の特徴）を理解
し、今後のICT技術を生かす事の必要性を学ぶことができた。受
講生は専攻科生10名全員であった。

「計画達成のための方策」
1.学生が地域貢献できる学修環
境の実現。
2.連携・共生の在り方を学ぶ。
3.大学キャンパス内の地域活動
の貢献とともに、活動状況の広
報を行い、さらなる拡大を目指
し整備する。
4.医療機関にはできない訪問型
のきめ細やかなサービスの提
供、地域的なニーズにも沿った
対応ができる体制の構築を整え
る。

Ⅲ
【年度計画63】
日帰り型、訪問型、電話訪
問・電話相談の検討と通所
型など、外来機能の活用を
図る。

Ⅲ

〇助産学専攻科
【計画63】㋐
キャンパス教育環境向上プロ
ジェクトを推進する。

1.活動の広報：企業参加の集会や日本母性衛生学会学術集会等で
産後ケアのシンポジウムを開催し、大学として設置している産後
ケア活動のアピールができた。このような活動を助産師基礎教育
の中に取り込み、教授活動している。また、助産学専攻科の助産
学実習にも産後ケアや地域活動の授業や演習を取り入れ、産後ケ
アの学内および品川区の地域活動にも実習として地域参加させて
いる。
2.母子支援に関するシンポジウム内容の投稿を学会誌に投稿がで
き、これも助産学専攻科の授業・演習・実習に取入れ教授活動し
ている。
3.日帰り型、訪問型、電話訪問・電話相談の検討と通所型、外来
機能などへの拡大の内容を産後ケア研究センターに実習させ体験
させることができている。将来の地域活動の教育を図れている。
・地域母子支援の助産師活動への参加機会の確保　2～3回／年
助産実習1週間ずつ、20名全員が実習に行けている。
・育児クラスとして品川区在住の母子（父親含む）を1・2か月の
母子、3・4か月の母子を対象に約10名ずつ3回企画・運営し貢献
できた。

1.活動の広報：日本母性衛生学会学術集会等で産後ケアのシンポ
ジウムを開催し、大学として設置している産後ケア活動のアピー
ルができた。このような活動を助産師基礎教育の中に取り込み、
教授活動している。また、助産学専攻科の助産学実習にも産後ケ
アや地域活動の授業や演習を取り入れ、産後ケアの学内および品
川区の地域活動にも実習として参加させている。
2.母子支援に関するシンポジウム内容の投稿を学会誌に投稿がで
き、これも助産学専攻科の授業・演習・実習に取入れ教授活動し
ている。
3.日帰り型、訪問型、電話相談や通所型、外来機能などへの拡大
の検討を行っている。助産学専攻科の学生は産後ケア研究セン
ターで実習することで体験でき、将来の地域活動の教育を図れて
いる。
・地域母子支援の助産師活動への参加機会の確保　1～2回／年
助産実習1週間ずつ、19名全員が実習に行けている。
・育児クラスとして品川区在住の母子（父親含む）を1・2か月の
母子、3・4か月の母子を対象に約10名ずつ3回企画・運営し貢献
できた。

「評価指標」
・地域母子支援の助産師活動へ
の参加機会の確保　2～3回／年

「評価指標」
・地域母子支援の助産師活
動への参加機会の確保　2～
3回／年
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1.活動の広報:日本母性衛生学会学術集会において、シンポジス
トとして、大学産後ケア研究センターにおける産後ケア事業の実
際をテーマに講演した。また、第8回日本助産診断実践学会は当
大学が会場で、大学として設置している産後ケア活動をアピール
する機会となった。今後も学会や市民講座等で広報活動を継続し
ていく。
2.母子支援に関するテーマで、シンポジストとして参加し、情報
交換に努めた。
3.令和6年4月から日帰り型・訪問型の利用回数増加に伴い、前年
度から従事者の確保や必要物品の補充等により、今年度は対応す
ることができた。次年度は仮庁舎から本庁舎への移転のため、活
動に支障がないよう準備している。

　
1.活動の広報：企業参加の集会や日本母性衛生学会学術集会等で
産後ケアのシンポジウムを開催し、大学として設置している産後
ケア活動のアピールができた。今後も学会や市民講座・交流集会
などでの広報活動を行う。
2.母子支援に関するシンポジウム内容の投稿を学会誌に投稿がで
きた。
3.令和6年4月より、日帰り型・訪問型が各1回であったものが5回
まで使用可となったため、準備はしていたが件数が大幅に増加し
て従事者の確保や訪問バックや自転車などの必要物品の補充等、
調整・整備を行った。

評価指標　年度別の実施件数

〇産後ケア研究センター
【計画66】㋐
大学キャンパス内外の地域活動
に貢献するとともに、活動状況
の広報を行い、さらなる拡大を
目指し整備するとともに、医療
機関にはできない訪問型のきめ
細やかなサービスの提供、地域
的なニーズにも沿った対応がで
きる体制の構築を整える。

「評価指標」
・「感染制御実践看護学講座」
及び「感染制御学企業人支援講
座」の開催状況及び受講者数

「計画達成のための方策」
1.産前産後ケア事業〔助産師に
よる専門的支援の実施（訪問
型）〕の推進。
2.品川区役所や産科医療機関と
の連携強化事業の強化（情報交
換など）を図る。

Ⅳ
【年度計画66】
日帰り型、訪問型、電話訪
問・電話相談の検討と通所
型など、外来機能の活用を
図る。

Ⅳ

「評価指標」
・日帰り型　190件／年→280件
／年への増加
・訪問型　200件／年→280件／
年への増

「評価指標」
・日帰り型 190件／年→
280件／年への増加
・訪問型 200件／年→280
件／年への増

「評価指標」
・「感染制御実践看護学講
座」及び「感染制御学企業
人支援講座」の開催状況及
び受講者数

「計画達成のための方策」
「感染制御実践看護学講座」及
び「感染制御学企業人支援講
座」を、社会貢献のひとつとし
て、ニーズのある限り継続して
いく。

Ⅲ
【年度計画65】
「感染制御実践看護学講
座」及び「感染制御学企業
人支援講座」を、社会貢献
のひとつとして、ニーズの
ある限り継続していく。

Ⅲ・「感染制御実践看護学講座」では募集人数20名に対し20名の申
請者があり、受講試験の結果19名を合格とした。19名は所定の課
程を修了し、「感染制御実践看護師」の資格を取得した。
・「感染制御学企業人支援講座」については例年どおり募集を
行ったが、応募者がなかった。
・「感染制御実践看護学講座」「感染制御学企業人支援講座」の
内容の検討及び需要数について今後検討していく。

・「感染制御実践看護学講座」では募集人数20名に対し18名の申
請者があり、受講試験の結果18名を合格とした。18名は所定の課
程を修了し、「感染制御実践看護師」の資格を取得した。
・「感染制御学企業人支援講座」については今後のプログラムの
検討中であり、募集を行わなかった。
・「感染制御実践看護学講座」「感染制御学企業人支援講座」の
内容の検討及び需要数について今後検討していく。

〇感染制御学教育研究セン
ター
【計画65】㋐
「感染制御実践看護学講座」及
び「感染制御学企業人支援講
座」を継続する。
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10.大学運営・財務

第3期中期計画 令和7年度計画

「計画達成のための方策」
第3期中期目標・計画及び現行
「アクションプラン」を着実に
推進しつつ、第4期中期目標・
計画及び次期「アクションプラ
ン」を策定するための体制を整
備し、計画的に策定作業を進め
る。

Ⅳ
【年度計画67】
第3期中期目標・計画及び現
行「アクションプラン」を
着実に推進しつつ、第4期中
期目標・計画及び次期「ア
クションプラン」を策定す
るための体制を整備し、計
画的に策定作業を進める。

Ⅳ

(1)「大学運営」
【計画67】(企画部)
令和4年度を初年度とする第3期
中期目標・計画及び現行「アク
ションプラン」を着実に推進し
つつ、令和9年度を初年度とす
る第4期中期目標・計画及び次
期「アクションプラン」を計画
的に策定する。

【評価区分】Ⅳ：年度計画を達成している（達成率100％）Ⅲ：年度計画を概ね達成している（達成率80％以上）Ⅱ：年度計画を十分には達成できていない（達成率60％程度以上）Ⅰ：年度計画を達成できていない（達成率60％程度未満）

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

・第3期中期目標・計画及び現行「アクションプラン」に係る令
和5年度自己点検・評価については、「令和5年度点検・評価報告
書」として取りまとめた上で、令和6年5月8日開催の内部質保証
推進会議・大学経営会議及び5月22日開催の理事会・評議員会に
おいて審議・承認された後、令和6年9月24日開催の「外部評価委
員会」において、事前に提出いただいた委員からのご意見等に対
する回答・対応等を中心に質疑応答を行ったところであり、委員
からご指摘いただいた点は次年度の計画等に反映することで、教
育研究活動等の継続的な改善等を図ることとした。
・特に大きな課題はなく、概ね順調に取組が進んでいることが確
認された。

・第3期中期目標・計画及び現行「アクションプラン」に係る令
和6年度自己点検・評価については、「令和6年度点検・評価報告
書」として取りまとめた上で、令和7年9月3日開催の内部質保証
推進会議・大学経営会議及び9月24日開催の理事会・評議員会に
おいて審議・承認された後、令和7年10月22日開催の「外部評価
委員会」において、事前に提出いただいた委員からのご意見等に
対する回答・対応等を中心に質疑応答を行ったところであり、委
員からご指摘いただいた点は次年度の計画等に反映することで、
教育研究活動等の継続的な改善等を図ることとした。
・特に大きな課題はなく、概ね順調に取組が進んでいることが確
認された。
・令和7年度は、大学基準協会による認証評価を受審し、「東京
医療保健大学に対する大学評価(認証評価)結果」として、令和8
年3月に、是正勧告2件、改善課題3件の指摘を受けたものの、基
準4/教育・学習に関しては、「建学の精神を実現する教育DXの推
進を単なる技術導入にとどめず、教育理念と結びつけながら、実
践教育として体系的に展開している点は、学習成果の可視化と教
育の質を高める取り組みとして評価できる。」と「長所」として
プラス評価されたこともあり、結果、本学は大学基準協会の大学
基準に適合していると認定されたところである。
・是正勧告等の指摘事項に対しては、令和11年中に提出が義務付
けられている「改善報告書」提出時までに、スケジュール管理の
上で、全ての指摘事項等の計画的改善を図るとともに、指摘事項
については、次期中期目標・計画に改善方策等を計上するものと
する。

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「評価指標」
・第3期中期目標・計画及び現
行「アクションプラン」の推進
状況及び第4期中期目標・計画
及び次期「アクションプラン」
の策定作業状況

「評価指標」
・第3期中期目標・計画及び
現行「アクションプラン」
の推進状況及び第4期中期目
標・計画及び次期「アク
ションプラン」の策定作業
状況
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第3期中期計画 令和7年度計画
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「評価指標」
・ガバナンス・コードの点検及
び公表状況

「評価指標」
・ガバナンス・コードの点
検及び公表状況

「評価指標」
・大学経営者の各種セミナー等
の参加状況及び学長補佐等の登
用状況

「評価指標」
・大学経営者の各種セミ
ナー等の参加状況及び学長
補佐等の登用状況

【計画69】(総務人事部)
大学経営において重要な政策を
策定、管理する人材の育成や登
用を計画的に推進する。

・大学経営を担う理事長・各理事、評議員、監事及び学長に対
し、学内で毎年度開催するFD、SDとなる「東京医療保健大学を語
る会」への参加のほか、文部科学省、私立大学協会、大学基準協
会、民間主催の各種セミナー等に積極的に参加いただき、本学を
取り巻く各種課題に適切に対応いただくための経営者マインドの
醸成に取り組んでいただいた。
・また、学長からは、春・秋の各教授会や教員集会等において、
今年度の大学運営方針(組織、課題、目標等)等について講話を
行った。また、そのための資料を作成し、医療保健学部各学科、
東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、和歌山看護学部
の各教員に提供し、大学経営マインドの醸成を図った。

・大学経営を担う理事長・各理事、評議員、監事及び学長に対
し、学内で毎年度開催するFD、SDとなる「東京医療保健大学を語
る会」への参加のほか、文部科学省、私立大学協会、大学基準協
会、民間主催の各種セミナー等に積極的に参加いただき、本学を
取り巻く各種課題に適切に対応いただくための経営者マインドの
醸成に取り組んでいただいた。
・また、学長からは、春・秋の各教授会や教員集会等において、
今年度の大学運営方針(組織、課題、目標等)等について講話を
行った。また、そのための資料を作成し、医療保健学部各学科、
東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、和歌山看護学部
の各教員に提供し、大学経営マインドの醸成を図った。

・令和6年度ガバナンス・コードについては、新たに、日本私立
大学協会が制定した「日本私立大学協会憲章　私立大学版ガバナ
ンス・コード〈第1版〉」を規範として、本学園が独自にガバナ
ンス・コードを策定し、令和6年度における本学園の適合(遵守)
状況について点検・評価を実施した結果と、その適合(遵守)状況
をホームページにて公表することとなったことから、令和6年8月
20日開催の事務局部長会にて点検等を依頼後、企画部にて「令和
6年度 学校法人青葉学園東京医療保健大学ガバナンス・コード適
合（遵守）状況点検について(報告)」を取りまとめ、全ての区分
で遵守している旨確認した。その後、同報告書は10月16日開催の
大学経営会議にて承認後、11月6日開催の理事会・評議員会にて
承認され、同日大学ホームページにて公表した。

・令和7年度ガバナンス・コードについては、日本私立大学協会
が私立学校法の改正趣旨等を踏まえて令和6年10月25日に改訂し
た「日本私立大学協会 私立大学ガバナンス・コード〈第2.0版〉
に準拠し、令和7年度における本学園の適合(遵守)状況について
点検・評価を実施した結果と、その適合(遵守)状況をホームペー
ジにて公表するため、令和7年7月2日付で事務局各部長あてに点
検等を依頼後、企画部にて「令和7年度 学校法人青葉学園東京医
療保健大学ガバナンス・コード適合（遵守）状況点検について
(報告)」を取りまとめ、全ての区分で遵守している旨確認した。
その後、同報告書は9月3日開催の大学経営会議にて承認後、9月
24日開催の理事会・評議員会にて承認され、翌25日に大学ホーム
ページにて公表した。

「計画達成のための方策」
理事や学長などの大学経営者
は、各種セミナー等に参加し、
更なる経営者マインドの醸成を
図るとともに、大学の将来を担
う幹部候補生に対し、重要な大
学経営業務を担わせるなどによ
り経験値を高めていくなど、人
材養成を推進する。

　
Ⅳ

【年度計画69】
理事や学長などの大学経営
者は、各種セミナー等に参
加し、更なる経営者マイン
ドの醸成を図るとともに、
大学の将来を担う幹部候補
生に対し、重要な大学経営
業務を担わせるなどにより
経験値を高めていくなど、
人材養成を推進する。

Ⅳ

【計画68】(企画部)
本学園のガバナンスの取組につ
いて、社会に対し説明責任を果
たすため、ガバナンス・コード
を明示し、その遵守に取り組む
とともに、毎年度適合状況を点
検し、その結果をホームページ
において公表する。

「計画達成のための方策」
ガバナンス・コードを明示し、
その遵守に取り組むとともに、
毎年度適合状況を点検し、その
結果をホームページにおいて公
表する。

Ⅳ
【年度計画68】
ガバナンス・コードを明示
し、その遵守に取り組むと
ともに、毎年度適合状況を
点検し、その結果をホーム
ページにおいて公表する。

Ⅳ
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第3期中期計画 令和7年度計画
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「評価指標」
・学長補佐等の配置状況及び重
要課題等への取組状況

「評価指標」
・学長補佐等の配置状況及
び重要課題等への取組状況

「計画達成のための方策」
学長を補佐し、大学の重要課題
への対応方策の企画、立案、調
整及び推進に関する校務を担う
「学長戦略本部」を設置し、学
長補佐等として優秀な人材を適
切に配置するとともに、大学の
重要課題である全学的な教学マ
ネジメントシステムの改善、DX
の推進等を図る。

　
Ⅳ

【年度計画70】
学長を補佐し、大学の重要
課題への対応方策の企画、
立案、調整及び推進に関す
る校務を担う「学長戦略本
部」を設置し、学長補佐等
として優秀な人材を適切に
配置するとともに、大学の
重要課題である全学的な教
学マネジメントシステムの
改善、DXの推進等を図る。

Ⅳ・学長戦略本部では、新たに、「学研」との連携協定の締結及び
それに基づく教材作成等各種共同事業の推進、SDGsを見据え紙媒
体による授業資料配布の原則廃止や印刷用紙等の削減を推進する
ための「東京医療保健大学ペーパレス宣言」の発出、学生による
授業に関する調査結果を教学マネジメントに反映させ学修・教育
成果の向上を図るために実施する授業評価アンケート調査様式等
の改正、社会人を対象とした論文博士制度の創設、「リベラル
アーツ教育推進室」の機能強化等を図るための「総合教育セン
ター」の設置等について企画・立案し、学長に進言するなど、
数々の改革を実行したところであり、大学が抱える学部横断的な
重要課題の多くをスピード感をもって解決した。
また、本学では学長戦略本部に「教学マネジメント・DX推進チー
ム」を設置し学長を補佐する体制を取ってきたところであるが、
同チームは臨時組織であるため、中長期的な補佐体制を確立する
ため、中期目標・計画に基づき、令和7年4月からは学長特別補佐
職(企画、教育担当)を創設することとして、東京医療保健大学学
長特別補佐設置要綱を策定した。

・学長戦略本部では、令和7年度から学長支援体制を更に強化
し、特に大学基準協会による認証評価に適切に対応する等のた
め、新たに「企画担当」及び「教育担当」の2人学長特別補佐を
配置し、大学の重要会議である「学部長等会議」「内部質保証推
進会議」「財務委員会」等へも参画しつつ、10月に受審した認証
評価実地調査での評価委員等への説明を行う等の重要な役割を果
たした。また学長戦略本部では大学経営の安定化にも資する共通
科目化の推進、教育の質保証の推進等のためのティーチング・
ポートフォリオの導入推進、財務委員会に置ける教員配置の適正
化案等について企画・立案するなど、数々の改革を実行した。
・認証評価結果として、「内部質保証システムの中で「学長戦略
本部」が重要な位置づけにあるが明文化した規定を欠いている状
態にあることから、位置づけ・役割と規定上の定めを整理し適切
な運用を図っていくことが望まれる」旨指摘されたことから、令
和8年3月4日に開催された「内部質保証推進委員会」において
「内部質保証の方針」を、また同日開催された「大学経営会議」
において「学長戦略本部規程」をそれぞれ改正し、学長戦略本部
の位置づけ・役割と規定上の定めを明確にした。

【計画70】(学長戦略本部)
学長を中心とする大学運営組織
を基盤として、ガバナンス機能
を強化する。特に、理事会・評
議員会、大学経営会議、外部評
価委員会等の学外委員、有識者
の意見やニーズを適切に反映す
るとともに、組織横断的かつ柔
軟な大学運営を行うための体制
整備を行う。
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第3期中期計画 令和7年度計画
評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

評
価
区
分

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「計画達成のための方策」
監事監査がより円滑に行えるよ
う監事監査マニュアル等を策定
すること等により、監査環境を
整備するとともに、監事は毎年
度監事監査計画や監査報告書を
作成し、その結果を報告する。
また、内部監査室体制を強化
し、毎年度計画的に内部監査業
務を実施し報告する。

Ⅲ
【年度計画72】
監事監査マニュアル等に基
づき、監事による監事監査
計画や監事報告書を作成
し、その結果を学内会議に
報告する。また、内部監査
室による内部監査計画や内
部監査報告書を作成し、そ
の結果を学内会議に報告す
る。

Ⅲ

【計画72】(企画部・内部監査
室)
法令遵守による社会の高い信頼
を確保するため、内部統制を機
能させ、教育・研究、社会貢
献、大学運営等のPDCAサイクル
を徹底するとともに、内部統制
の取組について業務監査を実施
する。

・私立学校法の改正に伴い、寄附行為の変更作業を行い、令和6
年11月6日開催の理事会・評議員会にて承認を得た上で文科省に
変更認可申請を行い、令和7年3月26日に認可され令和7年4月から
施行されることとなった。また、監事監査・監事環境の整備、内
部統制システムの整備等が求められていることから、「学校法人
青葉学園監事監査規程」の改正、「学校法人青葉学園における内
部統制システム整備の基本方針」・「学校法人青葉学園内部統制
システム推進規程」の制定、「学校法人青葉学園におけるコンプ
ライアンス推進規程」の改正等を行うため準備作業を行い、令和
7年3月19日開催の理事会・評議員会にて承認され、令和7年4月か
ら施行されることとなった。
・また、内部監査室では、加えて次の活動を実施した。監事と協
働して国立病院機構キャンパスの実地調査(2日間)、監事との情
報共有ミーティング4回、学生支援センターの内部監査(2日間)、
公的研究費の内部監査(1日間)を実施した。

・理事の職務執行状況及び法人の業務執行状況は、年5回の理事
会、本学の経営に関する重要な会議である年4回開催する評議員
会並びに年5回開催する大学経営会議に陪席して適正であること
を確認した。又本学の財産の状況は、財務関係の書類(総勘定元
帳、伝票など)の閲覧、加えて年15日ある会計監査に毎回立ち合
い、会計監査人との緊密な連携を保ち、積極的な情報交換を行い
適正であることを確認した。
・また、内部監査室では、加えて次の活動を実施した。監事と協
働して五反田キャンパスの実地調査(1日)、監事と協働ミーティ
ング4回、公認会計士と意見交換1回、公的研究費および私立大学
等改革総合支援事業の内部監査を実施した。

「計画達成のための方策」
様々なステークホルダーに大学
の情報を発信し、大学の説明責
任を果たすため、英語版を含む
大学ホームページの内容を更に
改善・充実させる。

「評価指標」
・ホームページの更新状況

Ⅲ
【年度計画71】
教育活動に関する情報や財
務に関する情報等につい
て、学生や学費負担者、入
学希望者等の直接の関係者
に対する説明責任を果たす
ため、適切に情報の公表を
進める。
「評価指標」
・ホームページの更新状況

Ⅲ

【計画71】(企画部)
本学の各種情報を様々なステー
クホルダーに広く国内外へ発信
し、大学の理解を深めるととも
に、大学としての説明責任を果
たすため、外国語版を含めた
ウェブサイトの内容を更に改
善・充実させる。

・昨年度に引き続き、入学予定者へのサービス向上のため、「新
入生のためのスタートアップサイト」を大学HPに開設し、入学予
定者への入学前教育の一環として各種情報発信に努めた。事務DX
推進事業を更に発展させ、全部局において学生証作成に必要な学
生情報を提出するページを設け早期発効に繋げるとともに、一部
学科では必修科目の教科書販売を事前受付することで、学生が事
前学習を行う機会を確保するなど学生の利便性の向上、職員の負
担軽減につなげることができた。
・併せて、卒業生向けのポータルサイトについても東京医療保健
大学同窓会組織と連携して企画を進め、手始めに医療栄養学科の
卒業生サイトを大学HPに開設し、転職支援や生涯学習に関する情
報発信に活用を始めた。令和7年度も各部局のニーズを把握した
上で、同窓会組織と協力し整備に必要な具体的な検討を進めてい
く事とする。【計画52】参照

・昨年度に引き続き、入学予定者へのサービス向上のため、「新
入生のためのスタートアップサイト」を大学HPに開設し、入学予
定者への入学前教育の一環として各種情報発信に努めた。
・令和7年度においても、学内予算環境が厳しい状況であり、卒
業者向けの全学のポータルサイトの設置の検討は中断したが、令
和6年度に東京医療保健大学同窓会組織と連携して企画を進め、
手始めに医療栄養学科の卒業生サイトを大学HPに開設し、転職支
援や生涯学習に関する情報発信に活用を始めており、令和8年度
も同窓会組織と協力し整備に必要な具体的な検討を進めていく。
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令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「評価指標」
・本部及び各部局における研究
倫理教育実施時のアンケート調
査の分析結果状況

「評価指標」
・倫理教育実施時のアン
ケート調査の分析結果状況

「計画達成のための方策」
1.本部及び各部局において、そ
れぞれ研究者等に対する研究倫
理教育を計画的に実施する。
2.不正根絶に向けた意識の向上
と浸透を目的とした啓発活動を
継続的に実施する。

Ⅳ
【年度計画73】
1.本部及び各部局におい
て、それぞれ研究者等に対
する研究倫理教育を計画的
に実施する。
2.不正根絶に向けた意識の
向上と浸透を目的とした啓
発活動を継続的に実施す
る。

　
Ⅳ・研究者に対する研究倫理教育の徹底を図るため、本学では毎年

度定期的に研究倫理教育に関する研修会を教職員、大学院生等を
対象に実施しており、令和6年度は、令和6年9月12日に、前年度
に引き続き外部講師（有江文栄氏：国立研究開発法人国立精神・
神経医療研究センター 臨床研究支援部 研究員）による、研究倫
理教育研修をオンライン方式で実施した。当日は過去最多となっ
た昨年度を上回る教職員・大学院生合計275名が参加した。終了
後の質疑応答でも活発な意見交換があり、有意義な研修会となっ
た。
・今年度の研修会のテーマは、「医学系研究における倫理指針と
研究不正問題 –よくある疑問にお答えします-」と題して行わ
れ、実際に本学教員等から質問のあった事例を中心に取り上げ、
その対応等分かり易く説明された。また、倫理面での重要ポイン
トとともに、不正防止の事前防止・根絶に向けた内容の説明も昨
年に続いて行われた。
・倫理教育説明会終了後にアンケート調査を実施した。回収率は
57.9％であったが、その中で研究に関する倫理並びに当該研究に
必要な知識及び技術についての理解度については、「理解が深
まった」、「大体理解できた」の合計で95％、研修会全体につい
ては「大いに参考になった」、「参考になった」で99％あり、そ
のほか各調査項目について大変良好であった。

 
・研究者に対する研究倫理教育の徹底を図るため、本学では毎年
度定期的に研究倫理教育に関する研修会を教職員、大学院生等を
対象に実施しており、令和7年度は、令和7年9月22日に、前年度
に引き続き外部講師（有江文栄氏：国立研究開発法人国立精神・
神経医療研究センター 臨床研究支援部 研究員、山梨県立大学特
任教授）による、研究倫理教育研修をオンライン方式で実施し
た。当日は過去最多となる教職員・大学院生等合計317名の参加
申し込みがあり、終了後の質疑応答でも活発な意見交換が行わ
れ、有意義な研修会となった。
・今年度の研修会のテーマは、「医学系研究における倫理指針と
研究不正問題 –倫理審査委員からの指摘や質問の意図について、
理解を深めよう-」と題して行われた。特に「研究背景の説明や
倫理審査視点での説明はこれまで聴いたことがなかったので、と
ても参考になった。」との感想が多く聞かれた。
・研究倫理教育研修会終了後にアンケート調査を実施した。回収
率は53.0％であったが、研修会全体について、「大変参考になっ
た」、「参考になった」との感想が合計で98％と高かった。ま
た、医学系研究に関する倫理指針の演題についての理解度は「理
解が深まった」、「大体理解できた」の合計で97％となり、その
ほか各調査項目についても大変良好であった。

【計画73】(研究協力部)
適正な研究活動を実施するた
め、研究活動の保持・推進に向
けた体制の整備・検証を行うと
ともに、不正行為の未然防止を
図るため、研究倫理教育を実施
し、研究倫理の意識の向上と浸
透を図る。

「評価指標」
・監事による監事監査計画や監
事報告書の作成・報告状況及
び、内部監査室による内部監査
計画や内部監査報告書の作成・
報告状況

「評価指標」
・監事による監事監査計画
や監事報告書の作成・報告
状況及び、内部監査室によ
る内部監査計画や内部監査
報告書の作成・報告状況
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令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「評価指標」
・不正使用防止対策の実施状況
の検証、不正使用防止対策のモ
ニタリングの実施状況、公的研
究費等の適正な管理及び運営の
実施状況、コンプライアンス教
育の実施状況、誓約書の提出状
況

「評価指標」
・不正使用防止対策の実施
状況の検証、不正使用防止
対策のモニタリングの実施
状況、公的研究費等の適正
な管理及び運営の実施状
況、コンプライアンス教育
の実施状況、誓約書の提出
状況

 
・令和4年度から、科研費管理システム（科研費プロ）を導入し
ているが、本学のコンプライアンス推進責任者である各部局長が
当該部局の科研費採択者（教員）の収支状況等を常時閲覧できる
こととしており、これにより研究者の経費執行の内容、執行時期
及び特定の業者への発注の偏り等がないかなど、部局長が把握・
指導できる体制を構築している。また、学部長等会議では文科省
で公表している他大学の研究不正事例等の資料及び新たに今年度
本学で作成した不正防止ポスタ―を配付し、公的研究費等の適正
な管理及び運営について全学体制で不正防止の注意喚起を行って
いる。
・上記（計画73)のとおり、今年度の研究倫理教育研修は昨年と
同じ外部講師（有江文栄氏：国立研究開発法人国立精神・神経医
療研究センター 臨床研究支援部 研究員）による「医学系研究に
おける倫理指針と研究不正問題 –倫理審査委員からの指摘や質問
の意図について、理解を深めよう-」と題して行われ、倫理審査
委員の視点から、指摘や質問の意図について分かり易く説明され
た。また、倫理面での重要ポイントとともに、不正防止の事前防
止・根絶に向けた内容の説明も昨年に続いて行われた。なお、今
年度の研究倫理教育終了後の誓約書の提出状況は、教員、大学院
生及び公的研究費の管理運営に携わる事務職員の該当者は全員提
出した。
・公的研究費の使用や体制整備等について、昨年度と同様に学内
内部監査室の監査を受け、指摘事項については改善に努め、学部
長等会議に指摘事項及びその対応等について報告した。

【計画74】(研究協力部)
公的研究費の不正使用を防止す
るため、公的研究費等の適正な
管理及び運営を行う。

「計画達成のための方策」
不正使用防止対策の実施状況の
検証、コンプライアンス教育及
び不正使用防止対策のモニタリ
ングを通じて、公的研究費等の
適正な管理及び運営を行う。

Ⅳ
【年度計画74】
不正使用防止対策の実施状
況の検証、コンプライアン
ス教育及び不正使用防止対
策のモニタリングを通じ
て、公的研究費等の適正な
管理及び運営を行う。

　
Ⅳ・令和4年度から、科研費管理システム（科研費プロ）を導入

し、本学のコンプライアンス推進責任者である各部局長が当該部
局の科研費採択者（教員）の収支状況を常時閲覧できることとし
ており、これにより研究者の経費執行の内容、執行時期及び特定
の業者への発注の偏り等がないかなど、部局長が把握・指導でき
る体制を構築している。また、学部長等会議では他大学の研究不
正事例等資料として配付し、公的研究費等の適正な管理及び運営
について注意喚起を行っている。
・上記（計画73)のとおり、今年度は研究倫理教育研修におい
て、外部講師（有江文栄氏：国立研究開発法人国立精神・神経医
療研究センター 臨床研究支援部 研究員）による「医学系研究に
おける倫理指針と研究不正問題 –よくある疑問にお答えします-
」と題して行われ、実際に本学教員等から質問のあった事例を中
心に取り上げ、その対応等分かり易く説明された。また、倫理面
での重要ポイントとともに、不正防止の事前防止・根絶に向けた
内容の説明も昨年に続いて行われた。なお、今年度の研究倫理教
育終了後の誓約書の提出状況は、教員、大学院生及び公的研究費
の管理運営に携わる事務職員の該当者は全員提出した。
・公的研究費の使用や運営について、学内内部監査室の監査を受
け、指摘事項については改善に努め、学部長等会議に報告した。
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区
分

評
価
区
分

評
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分

評
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区
分

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「計画達成のための方策」
情報セキュリティに関する学
生・教職員の意識改革のための
研修会等を実施するとともに、
各種ソウトウェアの適正な利用
等を含む情報資産の管理状況の
検証を行う。
「評価指標」
・情報セキュリティに関する学
生・教職員の研修会等の実施状
況及び情報資産の管理状況

Ⅲ
【年度計画75】
情報セキュリティに関する
学生・教職員の意識改革の
ための研修会等を実施する
とともに、各種ソウトウェ
アの適正な利用等を含む情
報資産の管理状況の検証を
行う。
「評価指標」
・情報セキュリティに関す
る学生・教職員の研修会等
の実施状況及び情報資産の
管理状況

Ⅲ

【計画75】(総務人事部)
個人情報を含めた情報資産の適
正かつ円滑な運営のため、情報
セキュリティに関する学生・教
職員の意識改革のための研修会
等を実施するとともに、各種ソ
ウトウェアの適正な利用等を含
む情報資産の管理状況の検証を
行う。

・常勤教職員（約340名）に対して、令和6年度は毎月約2回計25
回e-learningコンテンツをメール配信し継続的に情報セキュリ
ティに関する啓発教育を行っている。令和6年度は登録者の約
75％にあたる257名が全問解答（正解）しており、また登録者×
25回で見ると、正解率約92.5％という結果であった。
なお、学生については学部生カリキュラム「情報リテラシー」が
終了する2年次生へ適用を予定し、全学での情報リテラシー向上
の実現を目指したい。
・7月にPC情報資産管理アプリを常勤教職員貸与PCを中心にイン
ストールし、ソフトウェア資産管理を行っている。約480台の貸
与PCに対し、339ベンダ・1719ソフトウェアが利用されており、
定期的に監視を行っている。
なお、学生については費用面を考慮して実施していない。

・常勤教職員（約310名）については、約79％の244名が全問解答
（正解）しており、令和6年度より4％も上昇した。昨今セキュリ
ティトラブルのニュースも多いため、確実に意識改革が進んでい
ると考えられる。一方全体の正解率としては、全問回答者以外の
実施率が低下し、約86.3％という結果であった。
当初全教職員に対して情報セキュリティに関する研修会を検討し
ていたが、全問回答者以外の実施率低下傾向の対策として、令和
7年度は令和8年度に標的型メール訓練を実施する計画を立てた。
その実施結果を基に対象者を絞った研修会の実施を予定してい
る。
学生については4月より2年次生（約600名）に対して実施を開始
したが、閲覧率が約11％と非常低い結果となったため、引き続き
閲覧率工場を目指したい。
・令和6年度よりPC情報資産管理アプリを常勤教職員貸与PCを中
心にインストールしてソフトウェア資産管理を始めたが、令和7
年度は貸与PC以外の学内利用PC100台も追加監視対象として運用
を行っている。
なお、学生については令和6年度同様、費用面を考慮して実施し
ていない。
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令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

「評価指標」
・新たな人事評価制度の導入状
況

「評価指標」
・新たな人事評価制度の導
入状況

2.事務職員等の適正な業績評価
と処遇についての基準の設定に
ついて検討を行い、新たな人事
評価制度を導入する。

Ⅱ 2.事務職員等の適正な業績
評価と処遇についての基準
の設定について検討を行
い、新たな人事評価制度を
導入する。

2.大学全体の財務状況の悪化を受け、予算編成にあたって人件費
の抑制を最優先とする方針が示されたことにより、現時点では本
取組の着手を控えている状況。財務状況や組織運営の見通しを踏
まえつつ、令和7年度に制度設計に着手できるよう取り組んで参
りたい。

「計画達成のための方策」
1.教職協働のために事務職員等
に習得させるべき知識・技能等
を明確化した上で、それらを習
得させるためのSDを計画的に実
施する。
「評価指標」
・事務職員等に対するSDの実施
状況

Ⅳ
【年度計画76】
1.教職協働のために事務職
員等に習得させるべき知
識・技能等を明確化した上
で、それらを習得させるた
めのSDを計画的に実施す
る。
「評価指標」
・事務職員等に対するSDの
実施状況

Ⅱ

【計画76】(総務人事部)
年々高度化・複雑化する大学の
教育研究活動等に適切に対応す
るため、教職協働による業務遂
行は不可欠となっていることか
ら、教員と事務職員等が協働し
て業務に当たっていけるよう、
大学の教育研究活動等の適切か
つ効果的な運営を図ることが出
来る知識や技能を習得させ、更
にその能力・資質を向上させる
ため、SD等の研修内容の充実を
図る。また、事務職員等の適正
な業績評価と処遇についての基
準の設定について検討を行い、
新たな人事評価制度を導入す
る。

1.令和6年度の「東京医療保健大学を語る会」については、10月
23日（水）に対面、Zoom及び後日オンデマンド配信の形で実施し
た。当日は、まず理事長から講話の後、学長及び事務局長より、
令和7年度に受審する大学基準協会認証評価に向けた本学の取組
等について説明があった。当日及び後日オンデマンドの参加数の
合計は100％であった。
アンケート結果として、「大いに参考になった」「参考になっ
た」の回答が合計99.1％であり、参加者からの満足度は高い結果
となった。
・令和6年度の事務職員研修は、①第33回として9月26日㈭世田谷
キャンパスと②第34回として3月26日㈬五反田キャンパスの2回開
催した。いずれも対面とZOOMオンラインを併用し、録画の視聴も
用意し、全事務職員が参加した。内容は、①では私学法の改正や
大学の中期目標計画、新学科構想、入試動向などを網羅し、②で
は令和7年度の財務運営方針、学生支援センター業務の改革など
を網羅し、いずれの回も理事長講話と、グループディスカッショ
ンを取り入れて、本学の職員としての連帯を高めることに取り組
んだ。

1.令和7年度の「東京医療保健大学を語る会」については、10月
29日（水）に対面、Zoom及び後日オンデマンド配信の形で実施し
た。当日は、まず理事長から講話の後、株式会社Gakken 志村執
行役員による講演、小野総合教育センター長からの 活動報告に
ついて説明があった。当日及び後日オンデマンドの参加数の合計
は100％であった。アンケート結果として、「大いに参考になっ
た」「参考になった」の回答が合計99.5％であり、参加者からの
満足度は高い結果となった。
(事務職員のSDは中田部長に要確認)
・令和7年度の事務職員研修は、第35回として8月27日に開催され
た。五反田キャンパスの対面とZOOMを併用した形で、見逃し配信
も含めて前任が参加した。大学の置かれた現状を財務面、学生募
集面から正しく理解し、対応していくために処方も示された。恒
例のグループディスカッションも併用し双方向型の研修としつ
つ、学園長、理事長からの講話にも学びを見出した。
後期は、オンディマンド型の研修を準備したが、結局年度内には
準備が間に合わなかった。
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「計画達成のための方策」
コロナウイルス感染症対策をは
じめとする様々なリスクに対
し、危機対策統括本部等におい
て、適切に全学的なリスクマネ
ジメントを行う。
「評価指標」
・危機対策統括本部等における
全学的なリスクマネジメントの
対応状況

　
Ⅳ

【年度計画78】
コロナウイルス感染症対策
をはじめとする様々なリス
クに対し、危機対策統括本
部等において、適切に全学
的なリスクマネジメントを
行う。
「評価指標」
・危機対策統括本部等にお
ける全学的なリスクマネジ
メントの対応状況

Ⅲ

【計画78】(総務人事部・企画
部)
コロナウイルス感染症対策をは
じめとする様々なリスクに対す
る、全学的なリスクマネジメン
トの取組を推進し、学生・教職
員にとって安全・安心なキャン
パス、職場環境及び教育研究環
境を整備する。

・令和6年度は、新型コロナウイルス感染症の影響から脱却し、
従来のキャンパス生活を取り戻しつつあるが、新たに設置した
「保健センター」において、新型コロナウイルス感染症対応も含
め健康危機管理に対応するための体制を構築している。

・現状での感染症対策は、保健センターが担当しており、感染症
等に関する情報をセンター内で共有している。保健センターは、
2023年にCOVID-19対策本部を解散する際に発足し、3年目を迎え
るが、この間、文部科学省から学校保健安全に関する関連通知の
発出や、学内の諸規定の改正が行われたことから、整合性を図る
ために、センター規程の見直しを行った（2026年3月）。

「計画達成のための方策」
・各部局において、教職員の
ワーク・ライフ・バランス支援
体制を充実し、職場でのDXを推
進し、業務の効率化を図りなが
ら、教職員の超過勤務時間の縮
減を図るとともに、休暇の取得
日数の増加を図る。
「評価指標」
・職場でのDXの推進状況、教職
員の超過勤務時間の状況及び休
暇の取得日数の状況

Ⅳ
【年度計画77】
・各部局において、教職員
のワーク・ライフ・バラン
ス支援体制を充実し、職場
でのDXを推進し、業務の効
率化を図りながら、教職員
の超過勤務時間の縮減を図
るとともに、休暇の取得日
数の増加を図る。
「評価指標」
・職場でのDXの推進状況、
教職員の超過勤務時間の状
況及び休暇の取得日数の状
況

Ⅳ

【計画77】(総務人事部)
教職員のワーク・ライフ・バラ
ンス支援体制を充実し、職場DX
を推進し、効率化を図りなが
ら、教職員の勤務時間管理の適
正化を図るとともに、休暇の取
得しやすい環境を整備する。

・教員については引き続き裁量労働制を採用しており、教務シス
テムの活用や講義・演習のDX推進、在宅勤務の活用などを通じ
て、業務の効率化とワーク・ライフ・バランスの向上を図ってい
る。
・教職員の休暇取得については、年間5日以上の有給休暇の取得
を義務付けており、おおむね計画的な取得がなされている。
・令和7年4月より、時間単位で取得できる休暇制度の導入を決
定。また、育児に関する制度については、看護休暇の取得対象を
「未就学児」から「小学校3年生まで」に拡大するとともに、育
児のための残業免除の対象年齢も「3歳未満」から「小学校就学
前」までに拡充することを決定した。
・職員の超過勤務については、令和5年度は12,007時間であった
が、令和6年度は11,380時間となり、年間で627時間の減少となっ
た。

・教員については、引き続き裁量労働制を採用。令和7年10月か
ら勤怠管理システムを導入。勤務実態の適切な把握と業務効率化
を図り、ワーク・ライフ・バランスの向上に努めている。
・教職員の休暇取得については、年間5日以上の有給休暇の取得
を義務付けており、勤怠管理システムによる取得状況の可視化も
踏まえ、おおむね計画的な取得がなされている。
・令和7年4月より、時間単位で取得できる休暇制度を導入。ま
た、育児に関する制度については、看護休暇の取得対象を「未就
学児」から「小学校3年生まで」に拡大。育児のための残業免除
の対象年齢も「3歳未満」から「小学校就学前」までに拡充。
・職員の超過勤務については、勤怠管理システムの導入により勤
務時間管理の適正化を図るとともに、各所属における業務の見直
しや平準化を進め、超過勤務時間の縮減に努めている。
・職員の時間外勤務は一人当たり月額12時間（前年比▲1時間）
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・令和7年度も、全教職員を対象にストレスチェックを実施し、
その集団分析結果については、全学衛生委員会において課題共有
と改善策の検討を行うとともに、各所属へ情報共有を行った。
・分析結果等を踏まえ、東京産業保健総合支援センターを講師に
招き、「職場におけるメンタルヘルスへの理解や対応のポイント
等」をテーマとした研修を実施。なお、当日参加できなかった教
職員に対してはオンデマンド配信を行い、受講機会を確保した。
・研修後のアンケートでは、「研修内容をよく理解できた・少し
理解できた」が97％、「職場やプライベートで実践したい内容が
あった・ある程度あった」が80％となるなど、教職員の理解促進
と実践意識の向上につながった。また、「研修内容及び講師に満
足している・とても満足している」は72％となり、具体的で実践
的な内容に対して高い評価が寄せられた。

「評価指標」
・ハラスメントに関する研
修・講演会等の実施状況及
びハラスメント事例の対応
状況

「計画達成のための方策」
生活習慣病対策、ストレス
チェック制度を利用したメンタ
ルヘルス予防対策に取り組む。
「評価指標」
・生活習慣病対策、メンタルヘ
ルス予防対策の取組状況

Ⅳ
【年度計画79】
生活習慣病対策、ストレス
チェック制度を利用したメ
ンタルヘルス予防対策に取
り組む。
「評価指標」
・生活習慣病対策、メンタ
ルヘルス予防対策の取組状
況

Ⅳ

「計画達成のための方策」
ハラスメントのないキャンパス
を目指し、ハラスメントに関す
る研修・講演会等の実施によ
り、学生・教職員の意識啓発を
行う。また、相談しやすい相談
窓口の体制整備を図る。

Ⅲ
【年度計画80】
ハラスメントのないキャン
パスを目指し、ハラスメン
トに関する研修・講演会等
の実施により、学生・教職
員の意識啓発を行う。ま
た、相談しやすい相談窓口
の体制整備を図る。

【計画80】(総務人事部)
学生・教職員に対するパワーハ
ラスメント、アカデミックハラ
スメント、セクシュアルハラス
メント、その他ハラスメントの
ないキャンパスを目指して、研
修・講演会等の取組を推進す
る。

「評価指標」
・ハラスメントに関する研修・
講演会等の実施状況及びハラス
メント事例の対応状況

・ハラスメントのないキャンパスの実現に向け、学生・教職員の
意識啓発を目的とした研修や講演会の実施に加え、安心して相談
できる体制の構築を進めている。その一環として、社会保険労務
士事務所を活用した外部相談窓口を継続運用し、学内における相
談のハードルを下げるとともに、公正中立な立場からの対応を可
能とすることで、相談体制の信頼性向上を図った。
・また、内部通報制度の機能強化を目的として「コンプライアン
ス推進規程」を整備し、通報者の保護や迅速な対応体制を明確
化。これにより、組織全体としてハラスメントを未然に防止し、
万一発生した場合も速やかに対応できる仕組みづくりを推進して
いる。

・ハラスメントのないキャンパスの実現に向け、学生・教職員を
対象とした研修や周知啓発を継続的に実施するとともに、令和7
年10月からはキャンパスごとに衛生委員会を設置し、各職場の実
情に応じた課題共有や職場環境改善に取り組む体制を強化した。
令和7年度は、東京産業保健総合支援センターによる研修を実施
し、メンタルヘルスへの理解促進を図った。
・また、内部通報制度についても関係規程に基づく運用を継続
し、通報者保護や迅速な対応に努めることで、コンプライアンス
意識の向上と風通しの良い職場環境づくりを推進している。な
お、学内では相談しづらい内容についても安心して相談できる体
制を強化するため、令和8年5月より、ティーペック株式会社によ
る「ハラスメント外部相談窓口」を新たに設置することを決定し
た。

【計画79】(総務人事部)
学生・教職員の健康を維持する
ため、生活習慣病対策、メンタ
ルヘルスケア意識の向上のため
の取組を推進する。

・令和6年度も、全教職員を対象にストレスチェックを実施し、
その分析結果については全学衛生委員会で課題を共有し、対応策
を検討した上で、各学部および事務局にも情報共有を行った。
・分析結果を踏まえ、全学衛生委員会においてハラスメント防止
研修の内容を検討し、顧問弁護士を講師に招いたオンライン研修
を3月14日と25日に実施した（参加者270名／対象350名）。当日
参加できなかった教職員にはオンデマンド配信を行い、全員が受
講を完了した。
・研修後のアンケートでは、「内容に満足している（高い・とて
も高い）」が78％、「よく理解できた」が81％と、いずれも高評
価を得た。

Ⅲ
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・令和7年度に関しても、文部科学省からの補助金である、タイ
プ1「『Society5.0』の実現等に向けた特色のある教育の展開」
へ申請したところ、選定基準ライン74点に対し、本学は78点を獲
得した。全体選定率が25％と厳しい環境下、全学一丸となった取
組みで無事選定されたところである。

Ⅱ ・進路探究に注力している高校に対して、入試広報部独自の出張
講義（出前授業）を提案し、持続的な高大連携関係の更なる強化
を図った。実施した高校数は、首都圏を中心に新規校も含めて
107校。また、看護医療系予備校5校でも展開し、看護医療系大学
としてのブランド力向上に務めた。オープンキャンパス等の全学
イベントについては、各キャンパスにおいて各学部各学科単位で
実施し、模擬授業や各職種をイメージできるような体験授業、病
院見学やキャンパスツアー、保護者向け奨学金説明、国家試験へ
の取り組み、入試個別相談や在校生との交流の場を多く設け、高
校生や保護者と直接的に対話する機会を重視した。また、世田谷
キャンパスの医療保健学科については、学科独自のミニオープン
キャンパスや放課後の時間帯を利用した個別見学会、オンライン
での入試相談なども実施した。大学案内については、基本的に前
年度の内容を踏襲し、本学の強みと医療看護系大学として本学が
果たすべき社会的な役割を明確にすると共に、女子バスケット
ボール部の功績を強調し、さらなるブランド力の向上に繋げる内
容とした。世田谷キャンパスに新設される医療保健学科について
は、新たな臨床工学専攻の部分を追加し、1学科4専攻についてそ
の内容の充実を図った。しかしながら、結果的には、全学部全学
科の定員充足は達成できなかった。
・新たな医療保健学科4専攻の定員確保が大きな課題であり、大
幅な定員割れが大学の財務状況を悪化させている。臨床検査学専
攻は堅調であるものの、他の3専攻の募集において早急な改善が
必要となっている。

【計画82】(経理財務部)
私立大学等改革総合支援事業補
助金等の獲得増に向け、大学の
シーズを育てる等工夫をする。

(2)「財務」
【計画81】(経理財務部、入試
広報部)
入学定員を充足し、学納金収入
等の安定的な確保を図る。

「計画達成のための方策」
毎年提示される各選定項目の詳
細検証と精査を行い、部長会等
上部会議体を通じた各部連携に
より、全学一丸となった取組み
を強化する。

Ⅳ
【年度計画82】
毎年提示される各選定項目
の詳細検証と精査を行い、
部長会等上部会議体を通じ
た各部連携により、全学一
丸となった取組みを強化す
る。

Ⅳ・令和6年度に関しても、文部科学省からの補助金である、タイ
プ1「『Society5.0』の実現等に向けた特色のある教育の展開」
へ申請したところ、令和5年度は選定されなかったが、令和6年度
は選定基準ライン70点に対し、本学は79点を獲得した。全体選定
率が24％と厳しい環境下、全学一丸となった取組みで無事選定さ
れたところである。

「計画達成のための方策」
新学習指導要領に準じた出張講
義の創出と高大接続関係強化を
図るとともに、イベント運営方
法を見直し、紹介パンフレット
やHP等の刷新による情報発信強
化及び地域性を重視した高校訪
問活動の強化を図る。
「評価指標」
・全学部・全学科の定員確保状
況

Ⅱ
　
・「総合的な探究の時間」に注力している高校や、進路指導の上
で進路探究を独自に展開している高校に対して、「医療系教養講
座」と題した出張講義の実施を提案し、持続的な高大連携関係の
構築に努めた。その結果、首都圏を中心に継続校含め、新規校の
開拓も促進され、多くの高校との連携が図られた。
・オープンキャンパスなどのイベントについては、各キャンパ
ス・各学科主体で計画され、参加者主体の自由移動形式とするな
ど、コロナ禍前の形式も採用した。在学生や卒業生との交流の場
も設け、キャンパスライフや入試体験談など、高校生が知りたい
情報について直接聞くことができる機会を提供したところ、大変
好評であった。大学案内については、本学の強み（学長メッセー
ジ）と各学科の学びと社会とのつながり、そして新たに設置され
た臨床検査学専攻について、その内容の充実を図り、社会におけ
る本学の意義を明確にして、さらなるブランド力の向上に努め
た。しかしながら、結果的には、全学部全学科の定員の確保は達
成されなかった。
・医療栄養学科については、臨床検査学専攻の募集が好調であっ
たことから前年を上回る改善が見られたが、医療情報学科につい
ては、前年をさらに下回る状況となった。このことについては、
令和8年度4月に向けて計画・構想している学科再編を通して、改
善を図りたい。

【年度計画81】
新学習指導要領に準じた出
張講義の創出と高大接続関
係強化を図るとともに、イ
ベント運営方法を見直し、
紹介パンフレットや　ＨＰ
等の刷新による情報発信強
化及び地域性を重視した高
校訪問活動の強化を図る。
「評価指標」
･全学部・全学科の定員確保
状況

「評価指標」
・タイプ1「『Society5.0』の
実現等に向けた特色のある教育
の展開」の申請と支援対象校と
しての確実な選定状況

「評価指標」
・1「『Society5.0』の実現
等に向けた特色のある教育
の展開」の申請と支援対象
校としての確実な選定状況
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分
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分

評
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分

評
価
区
分

令和6年度実績 令和7年度計画達成状況 自己点検・評価委員会 内部質保証推進会議

・定例の監査法人及び監事による監査を実施済である。
・令和6年度決算については、監査終了後、財務諸表並びに監査
報告書をHPにて公表した。また、決算値から財務比率指標に基づ
いた検証を実施し、大学経営会議(令和7年9月3日開催)及び理事
会・評議員会(令和7年9月24日)において審議の上、承認された。

・令和7年度予算編成方針に基づき、個人研究費制度改革、役職
員・教職員人件費改革を実施するにあたり、各学部等から、財務
に関する透明性の確保及び大学経営への教員の参画等について強
く要請されたことから、令和7年度から、本学の財務基盤の安定
等に係る事項について審議するため、新たに「財務委員会」を設
置することとした。
・6月に開催された第一回委員会を皮切りに、以降月次ペースで
委員会を開催。業績進捗、セグメント収支状況、改革への考え方
の整理・取組状況、教員配置の適正化への取組等議論を重ねて
参った。
・令和7年度入学者増による学納金確保、人件費並びに各種経費
削減等、取組み効果もあり、令和7年度については教育活動収支
黒字化となる見込みである。

【計画84】(経理財務部)
財務内容の精緻な検証と厳格な
監査実施、それらに基づく対外
公表を実施する。

「計画達成のための方策」
財務比率指標に基づき、毎年度
検証を実施するとともに、監査
法人及び監事監査の定期実施を
行う。
「評価指標」
・財務諸表の公開
・監査報告書の公表

Ⅳ
【年度計画84】
財務比率指標に基づき、毎
年度検証を実施するととも
に、監査法人及び監事監査
の定期実施を行う。
「評価指標」
・財務諸表の公開
・監査報告書の公表

Ⅳ

「評価指標」
・経費に係る各財務比率の推移
検証(目途値達成)

「評価指標」
・経費に係る各財務比率の
推移検証(目途値達成)
・人件費率上限60%
・教育研究比率30％超
・管理経費比率上限10％

・定例の監査法人及び監事による監査を実施済である。
・令和5年度決算については、監査終了後、財務諸表並びに監査
報告書をHPにて公表した。また、決算値から財務比率指標に基づ
いた検証を実施し、大学経営会議(令和6年7月10日開催)及び理事
会・評議員会(令和6年11月6日)において審議の上、承認された。

（令和7年度より新規）
2.教員配置の適正化等により人
件費改革等を実行し、教育活動
収支の黒字化を図る。

「評価指標」
・財務委員会の開催状況
・教育活動収支の黒字化

2.教員配置の適正化等によ
り人件費改革等を実行し、
教育活動収支の黒字化を図
る。

「評価指標」
・財務委員会の開催状況
・教育活動収支の黒字化

Ⅳ

【計画83】(経理財務部)
教育研究遂行上必要経費は適切
に措置するとともに、管理経費
等の内容を精査し節減を図る。

「計画達成のための方策」
1.稟議・経費申請内容の詳細
チェックを行い、経費措置・経
費利用に関し全体への啓発を実
践し、経費の質を追求する。

Ⅰ
【年度計画83】
1.稟議・経費申請内容の詳
細チェックを行い、経費措
置・経費利用に関し全体へ
の啓発を実践し、経費の質
を追求する。

Ⅳ ・経費に係る各財務比率(R7年度決算着地見込ベース)について
は、財務集中改革期間初年度として、教職員の協力の下、人件費
引下げに取組んだ結果、人件費率は一旦47.3％まで引き下げられ
た。教育研究比率に関しては、修学支援による奨学費の大幅増加
等の影響もあり41.0％まで上がるも、本件を除けば全体では経費
削減が出来ている状況(38%程度)である。管理経費比率に関して
も6.3％と更なる引下げに成功しており、何れも目途値をクリア
したところであり、結果として2期振りの黒字決算となる見込み
である。

・経費に係る各財務比率(R6年度決算着地見込ベース)について
は、人件費率上限目途60％に対して56.8％、教育研究比率目途
30％超に対して38.9％、管理経費比率上限目途10％に対して
7.1％と、何れも目途値をクリアしたところであるが、2期連続赤
字決算となった事もあり、今後は特に人件費率、教育研究比率上
限目途値については更に一段厳しい管理が必要となる。
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